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バージョン管理、利用可能言語、著作権表示 

ASC（水産養殖管理協議会）は、この文書の所有者である。 

貿易登録番号 3438968 

本文書の内容に関するご意見・ご質問は、feed@asc-aqua.org までご連絡ください。 

 

ドキュメント ID: ASC-INT-002-JP 

 

バージョン管理 

文書のバージョン履歴： 

バージョ

ン 
発行日： 発効日 修正/変更 

V1.2 2025 年 12 月 19 日 2026 年 2 月 2 日 o ASC 飼料基準 v1.2 に基づく変更を支援するため

の指針を追加した： 

• 指標 2.2.9 を修正し、原則 2 デューデリジェ

ンスの下で「中リスク」と判定された原料に

対する例外を導入した 

• 中リスクのカテゴリー1 植物性原料（大

豆、パーム油）は、さらに指標 5.1.1、

5.1.2 および 5.1.3 に適合すること 

• 指標 3.2.2 および 5.1.10 を修正し、カテゴ

リー1 植物性原料の最小量の調達を含めた 

o バージョン管理、全体レイアウト、図、ハイパー

リンクを更新した 

V1.1 2025 年 5 月 1 日 該当なし o ASC のブランディング、導入文、バージョン管

理、全体レイアウト、ハイパーリンクを更新した 

o ASC 飼料基準 v1.1 に基づく変更を支援するため

の指針を追加した： 

• 温室効果ガス（GHG）の新たな開示指標を設

け、魚種別データの報告を要求する 

• 他の開示指標を更新・追加し、ASC 養殖場基

準の報告要件に整合させた 
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• 相対質量および経済的配分の計算方法の両方

を用いて温室効果ガスデータを報告する新要

件 

• 森林伐採および転換（DFC）のカットオフ日

を更新 

• 飼料工場に関する関連する技術要件を、飼料

の認証単位要件から基準本体へ移管した 

V1.0 2023 年 5 月 18 日 2023 年 5 月 18 日 新規の文書 

本文書の使用者は、ASC のウェブサイトに掲載されている最新版を使用する責任を負う。 

この解釈マニュアルには規範的な内容は含まれておらず、指針としてのみ意図されている。 

 

修正と改訂 

ASC は、マニュアルの解釈を必要に応じて随時見直す。 

検討の結果、改訂が必要であると判断された場合、ASC はそれに応じて文書を改訂し、新しいバージョンを ASC の 

Web サイトに公開する。 

 

使用可能言語 

ASC 飼料基準解釈マニュアルは以下の言語で利用可能である： 

バージョン

： 
使用可能言語 

V1.2 英語（公用語） 

スペイン語 

日本語 

ベトナム語 

タイ語 

韓国語 

V1.1 英語（公用語） 

V1.0 英語（公用語） 

利用可能な翻訳と英語版との間に矛盾および/または不一致がある場合は、オンラインの英語版（PDF 形式）が優先

される。 
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著作権について 

 

この文書はクリエイティブ・コモンズ表示-改変禁止 3.0 非移植の元でにてライセンスされている。 

本ライセンスの範囲を超える許可は、standards@asc-aqua.org を通じて要請できる。 
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この文書の使い方 

文書は、飼料基準の判定要件に対応するセクションに分割してある。各セクションは次の構成である。 

o これは飼料基準のどの判定基準に適用されるか。 

o この判定基準の意図は何か。 

o 要件をどのように解釈するか。 

o 審査員の留意事項（審査員向けの特定ガイダンスが適用される場合） 

o 有益なリソース（該当する場合） 

特定の判定基準を容易に参照できるように文書をセクションごとに分けているが、実施および検証に関する要件と

期待事項を十分に理解するため、飼料基準のすべての利用者が全セクションを読むことが有用であり推奨される。 

飼料基準で言及される主要な定義は、初出時に ASC Vocabulary Portal にリンクされており、利用者が ASC 要件の

解釈をよりよく理解できるようにしている。 

色分けされたボックスは何を意味するか。 

虫眼鏡アイコンのある黄色のボックスは、この判定基準が、飼料工場の原料製造者に対するサプライヤー行動規範

（指標 2.1.3 および 2.1.4）に加え、原料製造者のサプライヤーに対するサプライヤー行動規範（指標 2.1.8）にも

含められなければならないことを示す。当該判定基準のガイダンスおよび解釈は、報告要件（例：指標 1.21.1 およ

び 1.21.2 のエネルギー消費量の算定と報告）を除き、飼料工場の原料製造者およびそのサプライヤーが遵守するも

のとする。 

 

虫眼鏡付きの赤いボックスは、基準 2.2 に従い、この基準が飼料工場の原料製造者（海洋由来原料、植物由来原

料、その他の飼料原料）に加え、海洋および植物の主要原料の生産にも適用されることを示す。 

 

サプライヤー行動規範： 

この基準は、飼料工場が原料製造者向けに定めるサプライヤー行動規範（指標 2.1.3 および 2.1.4）に加え、原

料製造者が自らのサプライヤー向けに定めるサプライヤー行動規範（指標 2.1.8）にも盛り込まれなければなら

ない。この基準の指針および解釈は、飼料工場の原料製造者ならびにそのサプライヤーが遵守するものとする。 

デューデリジェンス： 

以下に示す指針は、すべての原料製造者（2.2.5）および主要原料の生産（2.2.6）に等しく適用される。飼料工

場は、指標（2.2.5）に従って自社の原料製造者に対するデューデリジェンスを実施しなければならない。 

 

 

 

https://data.asc-aqua.org/asc-vocabulary/


Aquaculture Stewardship Council  

文書名 ASC飼料基準 - 解釈マニュアル 文書 ID ASC-INT-002-JP バージョン 1.2 ページ7 231 

 

疑問符付きの青いボックスは、重要用語の追加説明またはその適用例を示す。 

 

チェックマーク付きのティール色のボックスは、ASC の期待を超え、継続的改善に資する優良実践のさらなる説明や

例を示す。 

 

飼料基準の指標すべてが注釈や追加情報を必要とするわけではないことに留意が必要である。加えて、判定基準 1.2

のための管理システム要件は要約されているが、すべての利用者は飼料基準の他のすべての指標および要件を実施

するにあたり、全体的な管理システムのアプローチを用いるべきである。 

 

 

結社の自由と団体交渉とは何か。 

結社の自由の権利とは、雇用者に対して集団行動をとるために、公式または非公式のグループに参加する権利で

ある。団体交渉とは、雇用者と従業員の組織との間で、書面の労働協約によって雇用条件を定めるために行われ

る任意の交渉である。通常、これらの協約には、賃金、労働時間、労働条件が含まれる。 

優良実践とは何か。 

飼料工場は給与明細（ペイスリップ／ペイスタブ）の空欄様式を提供し、各項目を詳細に説明し、従業員がアクセ

スできる要所に写しを掲示する。 

また、飼料工場は事業計画を改善するための方針および制度を策定し、短期雇用契約の必要性を回避し、従業員の

雇用の安定を高める。 

https://data.asc-aqua.org/asc-vocabulary/
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効果的な管理システム 

これは飼料基準のどの判定基準に適用されるか。 

判定基準 1.2 - UoC は ASC要件への適合を維持するため、効果的な管理システムを実装する。 

この判定基準の意図は何か。 

飼料工場は、倫理的な操業および事業のアプローチに基づく管理システムを整備し、すべての ASC 要件の遵守を継

続的に達成し、検証し、実証する。 

要件をどのように解釈するか。 

なぜ ASC は管理システムを要求しているのか。 

管理システムとは、所望の成果または品質水準を達成するための品質保証の体系的アプローチであり、必要時に行

動が取られることを確保するものである。言い換えれば、管理システムは適合の達成および維持を主導する能動的

な役割を果たす。ASC は、ASC 飼料基準の意図を達成するために、飼料工場が受動的ではなく能動的な役割を果たす

ことを求めている。例えば、管理の規定が実施されていない限り、過去に問題が発生していないという事実は、将

来の発生を防ぐ根拠にはならない。 

管理システムが整備されている（1.2.1）こと、および ASC 要件への適合を実証できる

（1.2.7）こと。 

飼料工場は、設計対象となる運用の複雑性に適合することが重要であるため、独自の管理システムを自由に選択で

きる。管理システムの構造がいかなるものであっても、例えば危害分析重要管理点（HACCP）の原則に基づき、品質

リスクを体系的に管理する。 

飼料工場は、ASC 要件に適合するように構築されている必要がある。優先事項は、飼料工場のインフラと設計が、例

えば品質の一貫性・非変動性のような、一貫して変動のない結果をもたらすことであり、その場合、インフラと設

計自体が適合を示す証拠となり得る。例えば、工業地域に立地する工場は、コミュニティとの連携のために管理シ

ステムに追加要素を必要としない場合がある。また、MSC 認証の海産原料のみを含む飼料を製造している工場は、調

達手順における多数派サステナビリティ水準（Majority Sustainability Level）を管理するために、管理システム

に追加要素を必要としない場合がある。 

一般に、管理システムが必要な結果の達成を確実にしない限り、飼料工場の作業の一部は変動する結果をもたらし

うる。このような結果は、機械化または完全に自動化された監視を行い、必要に応じて動作や警報を起動する装置

やソフトウェアプログラムの使用によって管理できる。そのような装置の例としては、原料や最終飼料の変質を防

ぐために倉庫で用いられる湿度監視装置が挙げられ、ソフトウェアプログラムの例としては、データの監視および

分析を管理し、是正措置の完了を監視し、苦情処理手続をガイドするデジタル品質管理システムが挙げられる。こ

のような場合、これらの機械化または自動化された装置やソフトウェアプログラム自体、その仕様、測定値または

結果報告書が、管理規定および遵守を示す証拠として機能しうる。飼料工場の稼働、または機械化装置やソフトウ

ェアプログラムの使用が人の介入や操作に依存する場合、明文化された手順が必要である可能性が高い。 

https://data.asc-aqua.org/asc-vocabulary/
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要するに、管理システムに必要とされる要素や遵守を示すための証拠の種類は大きく異なり、インフラ、製造工場

の設備構成、機械化または自動化された装置やデジタルソフトウェアプログラムの活用、あるいは文書（写真によ

る証拠、分析報告書、当局や NGO の報告書、方針、手順、記録、議事録、請求書、納品書、ラベル、契約書）な

ど、さまざまな形を取り得るものである。 

方針。文書化された方針は「なぜ」に当たり、工場が主要な論点に対してとる立場を明確にし、従業員が自らの権

利と義務を理解するのに資する。ASC 飼料基準のすべてのトピックに方針を設ける必要はなく、トピックごとに方針

を策定し、類似の論点をまとめることが有用である。方針がとりわけ有用なのは、ローカルな文脈で単純ではない

トピック、すなわち、法律や規制の整備や執行が不十分な場合、全体的な認知が弱く意図の明確化が必要な場合、

または予防措置を実施していてもリスクの履歴がある場合である。一般的な例は、差別や人権全般に関することで

ある。従業員の理解が不均一または不十分な論点には方針が必要であると捉えるのがよい。これに対し、論点の理

解が行き渡り全体的な認知が十分に成熟し、法律や規制が適切に執行され、実施された規定が問題の予防で良好な

実績を有している場合、文書化された方針は必ずしも付加価値をもたらさない。例としては労働時間や排水管理が

ある。 

方針を有効にするには、関連する手順を実施して運用化する。 

手順。手順は「どのように」に当たり、意図する成果・品質水準を確保するために方針をどのように運用するかを

規定する。実施されることで、一貫した進め方と成果・品質水準を担保する。 

記録。信頼できる記録管理は、内部レビューおよび外部審査の双方にとって不可欠な情報の供給元である。記録用

テンプレートには二つの主要な利点がある。一方では、実施すべきすべての手順を順序立てて遂行することを支援

する。他方では、定められた形式で正確な情報を保持する。これにより、その後の分析で経時的な進展を把握し、

望ましくない課題や改善の可能性を特定できる。 

有効な管理システムには、文書の維持および管理が含まれ、手順や記録の最新版のみが参照・使用されるよう確保

することが含まれる。これは、関連情報がシステム内、デジタル、紙のいずれの形態であっても保存されるよう確

保することを含む。たとえば、「Majority Sustainability Level」の算定に関連する情報は、時間経過に伴う所要

の進展を示すため、複数の認証サイクルにわたって必要である。 

 

管理システムはいつ有効であるか。 

工場がすべての ASC 要件に準拠し、実施した措置が不適合の予防に有効であることが示される場合、管理システ

ムは有効である可能性が高い。言い換えると、ASC 飼料基準の原則 1、2、3、4、5の効果的な実施は管理システ

ムに依存する。つまり、是正措置を実施したにもかかわらず不適合が再発する場合、または是正措置が意図を満

たさない場合、管理システムは無効である可能性が高い。 

https://data.asc-aqua.org/asc-vocabulary/
https://data.asc-aqua.org/asc-vocabulary/
https://data.asc-aqua.org/asc-vocabulary/
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飼料工場は、いつでも、審査機関（CAB）の審査員、ASC および ASC の審査機関シンサに対して、ASC 要件への適合

を立証できること。例えば、管理の規定の欠如や適合の証拠の欠如により適合を立証できない場合は、不十分であ

り、管理システムが機能不全である可能性を示す兆候である。 

汚職、恐喝、横領または贈収賄の防止（1.2.2） 

 

 

 

自動化／デジタル機器やソフトウェアを使用する際に留意すべき点は何か。 

これらの機器は、メーカーの仕様に従い、必要に応じて適切に保守および校正されていること。この要件は本ク

リテリア（管理システム）で包括的に求められており、ASC 飼料基準全体に適用される。 

汚職とは何か。 

以下の汚職の説明は、トランスペアレンシー・インターナショナル（https://www.transparency.org/en/what-

is-corruption）に基づく。汚職とは、委ねられた権限を私的利益のために濫用することをいう。汚職はどこで

も起こり得て、誰でも関与し得る。形態は多様で、次のようなものを含む。 

o 政府の従業員がサービスの見返りに金銭や便宜を受け取ること。 

o 政治家が公金を不正に使用する、または友人や家族に公職や契約を与えること。 

o 企業が有利な取引を得るために当局者に賄賂を渡すこと。 

汚職は広範に蔓延し、世界中に存在する。飼料工場を含むすべての組織の運営は、より広い社会に重大な影響を

及ぼし得る。 

恐喝とは何か。 

恐喝とは、暴力、脅迫または威圧を用いて金銭や財産を得ようとする行為である。 

横領とは何か。 

横領とは、ある資産への正当なアクセス権を有する者が、それを本来の目的に反して使用する行為である。例え

ば： 

o 店舗の従業員はレジ内の金銭にアクセスできるが、それを盗み取り私的に使用する。 

o 経理担当者は帳簿にアクセスでき、損失や盗まれた金を隠すためにそれを改ざんする。 
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ASC は、汚職、強要、横領、贈収賄の慣行が蔓延する産業または社会において、組織および個人が意図せず依存関係

に置かれ、状況が複雑化していることを認識している。したがって、ASC は、外部的文脈におけるそのような慣行の

不存在を飼料工場に要求しない。組織および個人は、他に選択肢がほとんどない中で、そのような慣行に巻き込ま

れ得るためである。しかし、ASC は、飼料工場が外部的文脈でそのような慣行に積極的に関与しないよう防止するこ

とを期待している。内部的文脈においては、ASC はさらに一歩進め、飼料工場が自らの管理システムを適合させ、例

えば方針、解雇条件、SOP などの必要な要素を追加することで、自らの業務において汚職、強要、横領、贈収賄が発

生しないようにすることを期待している。 

飼料工場の現場における汚職、強要、横領、贈収賄の認識: 

飼料工場の現場における汚職の例は次のとおりである。 

o 飼料工場のマネージャーが友人から飼料原料を購入し、その見返りとして友人が利益の 20%を飼料工場のマ

ネージャーに渡す。これは、飼料工場が承認サプライヤーのシステムから他の適切なサプライヤーを除外す

るところまで及ぶことがある。 

o 積込ドックに安全でない機構類があるが、ドックの所有者が次回の審査でこの事実を審査員に開示しないよ

う、飼料工場のマネージャーに現金を支払う。 

飼料工場の現場における強要の例は次のとおりである。 

o 従業員 A は、従業員 B がトラブルに巻き込まれたり解雇されたりする可能性のある情報を、従業員 A が要求

した金額を支払わなければマネージャーに提供すると絶滅危惧種す。 

o 飼料工場の所有者は、飼料工場が追加の倉庫を建設できるよう隣接地の一部を譲渡することに土地所有者が

同意しない限り、当該土地所有者に危害を加えると脅す。 

 

飼料工場の状況における横領の例は次のとおりである。 

o 調達マネージャーは、海産原料の新ロットが ASC 要件に照らして適格ではなくなったことを把握している

が、他の適格な供給元がまだ見つかっていないため、適格として登録する。 

o 調達マネージャーが、適格原料を二重計上する。ひとつはマスバランス原料計算システム内で、もうひとつ

は別個のプライベートブランド向けである。 

o 調達マネージャーが、より安価な非適格原料を購入するが、それを適格として登録し、原料をより高価な適

格原料であると虚偽に宣言した文書を提出する。調達の財務実績が調達マネージャーのボーナスを増加させ

るためである。 

飼料工場の状況における贈収賄の例は次のとおりである。 

贈賄とは何か。 

トランスペアレンシー・インターナショナルは、賄賂を、違法・非倫理的・信義違反となる行為を行う見返りと

して、誘因（現金、贈り物、貸付、手数料、報酬など）を提供、約束、供与、受領または要求する行為と定義し

ている。 
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o 供給業者が飼料工場のマネージャーのために新車を購入し、その見返りに飼料工場のマネージャーが当該供

給元に調達契約を与える。 

o 荷役ドックに安全でない機構があるが、ドックの所有者が飼料工場のマネージャーに現金を支払い、次回の

審査において当局／審査員へこれを開示しないよう求める。 

o 飼料工場が税関職員に現金を支払い、原料の輸出入制度における通過を迅速化する。 

o サステナビリティ・マネージャーは、審査の労力を減らすため、または不適合に目をつぶるために、審査員

に過剰な宿泊や昼食を提供する。 

工場が汚職、恐喝、横領または贈賄の事例を特定した場合、ASC は最高管理者が措置を徹底し、再発防止のために管

理システムを更新することを期待する。 

記録が改ざんされず、情報が歪曲されないことを確保するためのシステム（1.2.3） 

工場は信頼と改善の職場文化を構築し維持する。個人またはプロセスにより誤りが発生した場合、それは管理シス

テムに追加の要素（例えば、追加の訓練、追加の手順、またはより明確な記録テンプレート）が必要であることを

示す兆候である。運用上の誤りは、監視、データ分析および運用調整が虚偽の情報に基づくことになるため、未報

告または誤報告の誤りが長期的に工場にとってより大きな問題へと発展することを理解したうえで、改善の機会と

して活用しなければならない。ASC は、担当マネージャーが適切な職場文化を能動的に形成することを期待し、それ

でもなお記録が改ざんされる、または情報が歪曲されていることが判明した場合には、担当マネージャーに責任が

あるとみなす。 

記録は、過去の事象に関する恒久的な証拠を提供する文書化された情報である。したがって、記録は、この情報が

正確で保存されるように作成し維持する。これを支えるプロセスには、次のものがある。 

o 記録は真正である。例えば、点検の実施時に記入される（事象の前でも後でもない）。 

o 記録は、プロセスが不具合を起こした場合の情報も捕捉し可視化するものであり、運用が社内要件に適合し

ていることを示す証拠を提供する手段だけと見なされるべきではない。例えば、冷却システムが停止した場

合、管理者がこれらの事象から学習できるよう、社内要件に基づく許容範囲を超える温度が記録されること

が重要である。許容範囲内の温度しか記録しないことは、バックアップの温度調節器が必要となり得ること

を管理者が理解しない事態を招く。 

o 記録は判読可能である。例えば、鉛筆は時間の経過とともに視認性が低下し、事後により容易に改変され得

るため、ペンで記入する。 

o 記録の変更には正当な根拠がある。例えば「不正確」な情報は、誤りの理由と変更者のイニシャルを記載し

たうえで、整然と抹消線で消す。初期の情報を判読不能にするため、修正液は使用しない。 

o 記録は完全である。これには、記録が完全であることを確認した監督者のイニシャルによる承認を含む場合

がある。 

o 紙の記録は、例えば湿気による被害を防ぐよう保管する。記録を電子的に保存する場合は、損失を防ぐため

に適切にバックアップする。 
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工場により記録の改ざんや情報の虚偽表示の事例が特定された場合、管理システムは不十分であると見なされ、ASC

は責任ある管理者が措置を講じ、当該事案を是正し再発を防止するために管理システムを更新することを期待す

る。 

ASC 要件の実施に責任を負う指名された管理者（1.2.4） 

管理システム全体は責任ある管理者が承認している（指標 1.2.1）。通常、工場の全体的な管理システムについて

は、別途、品質保証マネージャーが責任を負う。一方で、例えばサステナビリティ・マネージャーなどの別の管理

者が、ASC 要件の実施について特定され、責任を負う場合がある。 

ASC 要件の実施責任は、責任ある管理者によって割り当てられ、説明責任を明確にするために組織構造に関する文書

に組み込まれている。ASC 要件は多岐にわたるため、責任者はその経歴や知識に応じて 1 名の場合も複数名の場合も

ある。例えば、人事マネージャー1 名が労働権および労働条件に関するすべての要件を担当し、差別などの特定のテ

ーマについては人事マネージャーを支援するために、より専門的な知見を導入することができる。別の場合には、

デューデリジェンスのプロセスの特定のステップを管理または実行するために別個の専門家が必要となることがあ

るが、それでもミルの責任者であるマネージャーが責任を負う。必要に応じてより専門的な知見を求める責任は、

責任者であるマネージャーにある。 

 

関連する従業員は、ASC 要件を実施するために必要な能力を有している（1.2.5）。 

大規模な工場内では、管理システムには責任と主要機能を特定する組織図が含まれ、職務記述書によって権限と責

任がさらに定義され、パフォーマンスが適切であるかを定期的に見直す仕組みが実装される。小規模な組織では、

多くの従業員がマネージャーである場合、組織図も用意されるが、異なる責任や複数の機能を一人が担うことがあ

る。また、一貫した成果を達成し運営を方向付けるための職務記述書、業績評価、文書化された手順（通常は監督

が少ない多数の従業員向け）は、小規模な事業では不要である場合がある。いずれの場合も、従業員のコンピテン

シーは、遵守すべき文書手順よりも堅牢である。したがって、大規模な企業でも、とりわけ高度に整備・構造化さ

れた組織では、文書手順よりもコンピテンシーが重視される傾向にある。管理システムの構造がいかなるものであ

れ、工場は、従業員が、その職務と責任に応じて業務を遂行するために必要な知識、経験、訓練（理論および現場

での訓練）、能力、ならびに意思決定権を有することを確保する。言い換えると、「該当する従業員」と「要求さ

れるコンピテンシー」とは、従業員の職務と責任領域のみを指す。例えば、安全衛生マネージャーは、安全衛生の

リスクアセスメントを実施し定期的に更新し、緩和措置を定義することができるが、負傷を治療する経験がない場

合がある。対照的に、応急処置の責任者は、負傷時に即時に対応するための知識を有し、すべての応急処置用品へ

のアクセスと全体把握を有するが、安全衛生のリスクアセスメントを実施する経験がない場合がある。いずれの場

合も、理論研修および職場内訓練を通じて獲得されるサイト固有の知識と経験が必要である。 

従業員が工場の管理システムおよび各自の職務・責任に沿って業務を遂行できるよう、適切な理論研修と職場内訓

練を提供する責任は工場にある。 
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飼料工場は研修の記録（「何を」「いつ」「誰に」）を保持する。個別の研修セッションに加え、コーチングや OJT

も同様に重要であり、通常は職務記述書や研修計画に織り込まれ、手順類に反映されることが多く、追加の研修記

録が存在しない場合も多い。 

年次内部審査（1.2.6）を通じて ASC 要件への適合を監視する。 

一般に、管理システムには発生する問題を特定し是正するための短期的な仕組みがある。しかし、最低限として ASC

は内部審査による年次監視を求めている。ASC 要件の一部は年 1 回の審査となる場合がある一方、基準の他の部分は

より高頻度で審査される場合がある。例えば、典型的な工場におけるリスクとして、残業時間に関連するリスク、

繁忙期の契約労働者の雇用および労働者不足に起因するリスク、新規機械の導入、労働者の権利や労働安全衛生に

リスクをもたらすおそれのある管理者の人員変更、募集慣行が不十分・不適正である可能性のある国から雇用され

た移住労働者に対する人権リスクが挙げられる。 

内部審査は、工場の内部要件および ASC 要件への適合に関する情報を提供する。 

 

内部監査は、管理システムが正しくかつ有効に機能しているか、どこに是正措置が必要かを検証し、内部監査の設

計によっては改善の可能性がある領域を特定することもある。 

内部監査プロセスには、少なくとも以下の手順が含まれる。 

a) 監査スケジュール 

従業員は必要な力量をどのように獲得できるか。 

飼料工場の管理者は、該当する ASC 要件に基づき、関連する従業員がその職務と責任に関して必要な能力を備え

るために、必要に応じて研修制度を実施できる。この研修に関する期待は ASC 飼料基準のすべての判定基準に明

記されているわけではなく、管理システムの要件を通じて担保されている。すなわち、管理システムは従業員が

関連するすべての研修を受けることを確保する。例えば、植物原料の供給元の調達を扱う従業員は、判定基準

1.2 および原則 2、3、5 における ASC 要件の結果として、社内要件に関する研修を必要とする可能性が高い。能

力要件は、特定の責任に関しては飼料基準の付録 10 でさらに詳述されている。 

工場のどの内部要件が審査機関による審査の対象となるのか。 

ASC の指標や定性的閾値への適合を確保する、または対応措置を講じる飼料工場の内部管理システムのすべての

区分は、審査機関のレビューの対象となる。これには、ASC の意図を満たすために飼料工場が独自の手順、適合

範囲、タイムラインを策定することを求める ASC 飼料基準の指標も含まれる。これらの手順の詳細が ASC によっ

て規定されていなくても、当該手順からの逸脱はギャップと見なされる。例として、飼料工場がサイト固有の廃

棄物管理計画を策定・実施することを求める ASC 要件、ならびに飼料工場が自らの内部の廃棄物管理計画の詳細

に適合することへの ASC の期待が挙げられる。 

https://data.asc-aqua.org/asc-vocabulary/
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o 内部監査の範囲には、飼料工場のすべての ASC 要件への適合、飼料工場独自の要件への適合、ならびに飼料

工場の管理システムが効果的に実施されているかどうかが含まれる。 

o 監査が年間を通じて異なる段階で実施される場合には特に、すべての領域が監査されることを確実にするた

めに監査スケジュールが有用である。 

b) 監査と報告 

o 外部の審査員の活用は、自社の審査員を雇用することに対する有効な代替となり得る。内部審査員の力量要

件は、ASC 飼料基準の付録 10 の表 11 に詳述されている。 

o 内部審査を完了する最も一般的な方法は、所定の期間に運用活動を観察し要員にインタビューを行い、関連

記録をレビューし、その情報を管理システムの手順や訓練内容といった内部要件および ASC 要件と比較する

ことである。工場が内部要件または ASC 要件に従っていない場合、内部不適合が起票される。 

o 審査結果は文書化され、何を誰がいつ審査したかを示す。報告書は適合性と不適合の双方を特定する。報告

書には客観的証拠（実施したインタビュー、観察した活動、レビューした記録・報告書・手順）を含めるこ

ともある。内部審査報告書は証拠として保管される。 

c) 不適合の根本原因分析 

o 不適合の理由は非常に単純な場合があるが、適切な是正措置を確実にするためには根本原因の評価が重要で

ある。 

o また、その不適合が類似領域に影響を及ぼした可能性がないかを検討する価値がある。 

d) 是正措置を策定し、責任者に割り当て、実施する。 

o 不適合の是正と、必要に応じて再発防止のための是正措置の策定、さらに是正／是正措置の期限および責任

者の特定は、内部審査に続いて実施される。 

管理システムのレビュー（1.2.8） 

管理システムレビューは、1.2.6（内部審査）で記載されたプロセスとは異なる点に留意する必要がある。管理レビ

ューは、レビューを次の段階に進め、管理システム自体が ASC 要件の有効な実施を維持するのに十分かどうかを評

価する。 

管理システムレビューは、工場の上級管理者が、管理システムが引き続き適切、妥当、有効であり、工場の戦略的

方向性および長期的な ASCの目標に合致しているかを把握する機会である。 

一般に、管理レビューは管理システムの責任者によって準備され、管理レビュー会議で上級管理者と審議される。

上級管理者とは、企業の目標に関する意思決定を行い、これらの目標を達成するために必要な資源（財務または人

員）を提供する権限を持つマネージャーである。 

管理レビューには少なくとも以下の事項が含まれる。 

o 前回の管理者レビュー後に実施された変更の進捗状況と有効性。 

o 管理システムを維持するために必要な財務資源および人員資源。 

https://data.asc-aqua.org/asc-vocabulary/
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o 工場の内部および外部の状況における変化で、従来は想定していなかった問題を生じ得るもの。例：気候変

動、地域の不安、または原料の認証書の喪失により、特定の地域／漁業から主要な原料にアクセスできなく

なること。 

o 前回の管理者レビュー以降の業績評価。 

o 内部審査および外部審査の結果。 

o 提起された苦情。 

o 長期的な ASC 目標に対する進捗。例：マジョリティ・サステナビリティ・レベルを 3 年ごとに引き上げる。 

o 工場のコミットメントに対する進捗。例：植物原料の供給元に関して、森林伐採ゼロおよび転換フリーサプ

ライチェーンへの移行にコミットすること。 

管理レビューの結果には、変更の必要性および改善の機会への対処が含まれ、それは文書化され、実施のために関

連する職員に伝達される。 

審査に関する留意事項 

(1.2.1) 審査員は、方針、手順、作業手順書、記録を含む管理システムの文書をレビューする。文書は、現地の文

書管理手順に従い、日付が付され、権限を付与された者による署名承認があることが期待される。審査員はこれら

の手順を確認する時間を取り、その後、審査の過程で、企業の実務が手順に文書化された内容を反映しているかを

評価する。 

管理者インタビュー：管理者は、特定の方針および手順、管理システムがどのように維持されているか、ならびに

管理システムを有することから得られる利点について説明を求められる場合がある。審査員は、しばしば管理シス

テムがコンサルタントによって導入され、そのため管理者が管理システムおよび社会・環境問題に関するその真の

価値を十分に理解していない場合があることに留意する必要がある。ASC 要件への適合に向けて工場を準備するため

にコンサルタントを起用することは否定されないが、維持・実施されるすべての方針、手順、作業手順書および記

録について、管理者が主体性と責任を負うことが重要である。 

従業員インタビュー：審査員は、直近の管理システムレビューの議事録を要求し、レビュー会議の結果を評価でき

る。何が議論され、どのような行動計画が策定され、合意された期間内に実行が行われたか。適切な資源が提供さ

れているか。 

審査の異なる段階における人員へのインタビューでも、これらの点を検証できる。 

(1.2.3) 文書管理および記録の作成・完備に関して、審査員は、現地審査のさまざまなポイントおよびデスクレビ

ューの一環として記録を確認する。記録に改ざんの兆候がないかを常に確認する必要がある。 

これには以下の記録が含まれるが、これらに限定されない。 

o 勤怠記録 

o 残業記録 

o 給与記録 

o 退職時精算記録 

o 安全衛生教育記録 
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o 従業員と管理者の会議議事録 

o 休暇記録（私用休暇、病気休暇、年次休暇） 

o 関係政府機関への社会保障拠出金の支払い 

o 機械の保守記録 

o 燃料・水・電力の消費記録 

従業員インタビュー：インタビューには、審査中に提示される記録についての議論を含めることがあり、インタビ

ュー対象者からの口頭証言を得ることで整合性を検証し、記録の真正性を確認する。 

審査員は、デューデリジェンスのプロセスを審査する際、受け入れ原料が適格な供給源に由来することを示すため

に提供された記録についても留意する。例えば、審査員は、基準保有者のウェブサイトで照合して認証書の有効性

を確認する、またはデューデリジェンスのリスクアセスメントを評価することを決定する場合がある（詳細はデュ

ーデリジェンスの節も参照）。 

（1.2.4）ASC 要件の実施は複数の管理者に割り当てられる場合があるが、管理者は、これらの要件の実施全体の管

理に対して責任と説明責任の双方を負う少なくとも 1 名の構成員を指名してもよい。責任が分割されると、いずれ

の管理者も実施に対する完全な責任を負わないことがしばしば確認され、審査員は、誰も完全な責任と説明責任を

負わないまま、責任が複数人にあるとしばしば告げられることがある。 

(1.2.5) 例えば、社会要件を満たすために、以下の要員は特定の力量を示す必要がある。 

o 人事マネージャー：人員計画、育成、人事方針および手順、採用プロセス、国内／地域の法律および規制の

知識。 

o 安全衛生担当者：安全衛生（H&S）リスクおよびその低減方法に関する知識、安全衛生リスクアセスメント

の実施、根本原因分析、是正および是正措置／予防措置の理解。 

o コンプライアンスマネージャー／担当者：管理システムの理解、基準の各部分の実施に関与する要員の役割

と責任の理解、管理システムの方針・手順・作業手順書・記録に関する知識、内部審査に関する知識、所見

の文書化、根本原因分析、是正および是正措置／予防措置の理解、サンプリングおよび管理レビュー。 

(1.2.6) 審査員は、内部審査がどのように実施されているか、審査を実施する時期を示す事前に定めたスケジュー

ルがあるか、すべての ASC要件を含んでいるか、審査がスケジュールどおりに実施されているかを確認する場合が

ある。 

審査員は、内部審査が ASC飼料基準の付録 10 の表 11で定義された力量要件を満たす要員によって実施されている

ことを確認し、内部審査を実施する個人の研修記録を照合する。 

有益なリソース 

ISO 9001:2015 の管理システム基準と、中小企業向けの助言を示した別の文書は、管理システムに関するさらなる有

用な情報を提供している https://www.iso.org/management-system-standards.html 

類似のアプローチとして、計画−実行−確認−改善（PDCA）サイクルがある。詳細は米国品質協会のウェブサイト 

https://asq.org/quality-resources/pdca-cycle を参照できる。 

https://www.iso.org/management-system-standards.html
https://asq.org/quality-resources/pdca-cycle
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法令上の免許・許可 
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法的な許認可 

 

 

これは飼料基準のどの判定基準に適用されるか。 

判定基準 1.1 - UoC は、必要なすべての法的ライセンスおよび許可を保有している。 

この判定基準の意図は何か。 

飼料工場は必要なすべての法的許認可を保有している。 

要件をどのように解釈するか。 

すべての利用者が地域の許認可制度を十分に理解していることは重要である。 

飼料工場は、自らの施設の立地選定、建設および運用に必要なすべての文書を取得する責任を負う。これらの必要

な許認可の特定に関する支援は、事業、環境、地域社会を所管する政府機関に求めることができる。進行中の申請

に関するものを含むこれらの文書は、審査時に提供されるか、審査前の文書レビューの一環として審査員が選定し

た文書の提出を求められる場合がある。 

審査は、本基準の適用範囲内の活動に関連する許認可への適合性の確認にのみ及ぶ。例えば、営業／操業許可、土

地権利証書、賃貸借契約またはコンセッション契約、建設許可、水利用許可、排水許可、埋立処分場の運営許可が

ある。 

審査に関する留意事項 

(1.1.1) 審査員は、ミルの経済活動の性質および所在に基づき必要とされるすべての法令上の許認可を把握している

ことが重要である。許認可および法的要件には、以下が含まれる場合があるが、これらに限定されない。 

o 営業許可証； 

o 工場許可証； 

サプライヤー行動規範： 

当該基準は、飼料工場が原料製造者に適用するサプライヤー行動規範（指標 2.1.3）と、原料製造者が自社のサ

プライヤーに適用するサプライヤー行動規範（指標 2.1.8）に含めなければならない。この基準の指針および解

釈は、飼料工場の原料製造者ならびにそのサプライヤーが遵守するものとする。 

デューデリジェンス： 

以下に示す指針は、すべての原料製造者に等しく適用される。飼料工場は、指標（2.2.5）に従って自社の原料製

造者に対するデューデリジェンスを実施しなければならない。 
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o 所轄の民間防衛当局発行の火災安全認証書； 

o 建築物の適合認証書 

o 燃料（石油および／またはガスなど）を貯蔵するための許可または免許； 

o 企業が提供する住宅または寮に労働者を居住させるための許可または認可； 

o 環境法令の遵守を確認する認証書。 

上記に加えて、審査員は、飼料工場が関係政府部局および/または他の所管当局に対し、年次、半期、四半期または

月次の申告・報告を定期的かつ期限内に提出しているかの遵守状況を検証する。世界の一部地域では、建物の適合

性および自然災害（火災、洪水および/または地震）への緊急時備えに関する必須の認証書を取得しない限り、営業

許可は発行されない。審査員はまた、各種免許および許可の取得に要する概算費用、その有効期限、更新頻度、お

よび各免許・許可の取得順序を把握しておく。すべての法的免許および許可は原本で確認し、審査員は、飼料工場

が地域規制への適合を示すために作成する文書の偽造の試みに注意を払うべきである。 
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適用法令 
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適用法令 

 

これは飼料基準のどの要件に該当するか。 

判定基準 1.3 - UoC は、適用される労働法及び規制を遵守する。 

判定基準 1.17 - UoC は、適用される環境法令及び規制を遵守している。 

これらの要件の趣旨は何であるか。 

飼料工場は、適用される法令および規制を遵守している。 

要件をどのように解釈するか。 

現地当局による執行の程度にかかわらず、適用される法令・規制の遵守は確保される。 

サプライヤー行動規範： 

当該基準は、飼料工場が原料製造者向けに定めるサプライヤー行動規範（指標 2.1.4）および原料製造者が

自らのサプライヤー向けに定めるサプライヤー行動規範（指標 2.1.8）に含めなければならない。この基準

の指針および解釈は、飼料工場の原料製造者ならびにそのサプライヤーが遵守するものとする。 

デューデリジェンス： 

以下の指針は、すべての原料製造者に等しく適用される。飼料工場は、指標（2.2.5）に従って自社の原料製

造者に対するデューデリジェンスを実施しなければならない。 
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労働および環境関連法令の遵守（1.3.1 および 1.17.1） 

法令は理解が難しく、複雑に相互に関連している。このため、飼料工場と審査員の双方が法令・規制に精通し、そ

れらの地域の状況への適用に十分に備えていることが重要である。 

飼料工場は、検証プロセスをさまざまな方法で支援できる。例えば、 

o 当局による検査を円滑にし、ASC 審査の際に当該検査の文書化された結果を提示可能な状態にしておくこ

と。 

o ASC の審査員が利用できる、労働法令および環境法令の遵守に関する台帳を作成・維持すること。例えば、

一覧： 

• 関連する適用法令（労働関連の法令については、いかなる移民の従業員の本国内の法令を含む） 

• これらの要件に関する進行中の動向 

• 準拠状況、ならびに準拠を維持するために今後必要となるあらゆる措置；および 

• 潜在的な不適合を是正するために必要なあらゆる措置。 

場合によっては、法令をどのように解釈すべきかが明確でないことがある（たとえば、当該法令が裁判所で審理中

の場合）。これらの場合、飼料工場は審査中に、入手可能な政府発出の指針および（司法官、法律専門家または裁

判所が作成した）法的意見書を提示する。 

従業員は自らの労働に関する権利を把握している（1.3.2）。 

『effectively enforced』とは何を意味するか。 

執行は、以下のすべてが整っている場合に有効であるとみなせる： 

o 法令は、規制要件（例：サイトライセンス要件）に落とし込まれる。 

o 規制要件の遵守状況は当局によって監視される（例：定期査察）。 

o 規制要件の遵守が不十分な場合、当局により制裁が科される（例：金銭的または刑事上の罰則、免許の取り

消し）。 

o 重大な規制要件違反があった場合、施設の営業許可（運営許可）は取り消される。 

『適用法令』とは何か。 

ASC 飼料基準の適用範囲および目的に関連するあらゆる種類の法律または規制である。すなわち、それに関連す
る指標が少なくとも一つ存在する。 
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飼料工場は、ASC 飼料基準に特有のものを含む労働関連の権利について、掲示物や掲示板での告知、ASC 要件を知ら

せる労働者向けの文書などの各種コミュニケーション手段および研修を通じて、定期的に従業員に周知している。

従業員は、必要に応じて人事やその他の社内外の人物・団体を通じて追加情報にアクセスできる。従業員はまた、

従業員調査、苦情申立てメカニズム（基準 1.13 参照）、従業員委員会（基準 1.8参照）などのフィードバック手段

を通じて、自らの労働関連の権利に関する知識を活用できる。 

審査に関する留意事項 

（1.3.1 および 1.17.1）審査員は、労働関連および環境の法令・規則の順守を確保するために指名された管理者を

特定しうる。 

労働関連法については通常、人事の担当者であり、他のスタッフ（おそらく総務）による支援を受ける。 

環境関連法については、飼料工場の規模により、専任の役割である場合もあれば、技術マネージャーや環境・健康

安全マネージャーなど別の役割の一部となる場合もある。 

審査員は、飼料工場が法令改正の最新情報をどのように把握しているか、また、過去の変更を企業の方針、手順、

作業手順書に組み込む仕組みを検証できる。企業方針には、適用される法令・規則を社内でどのように適用するか

の詳細が定められている場合がある。 

労働法、規制、法律の変更は、労働者の契約に反映され、既存の契約に付録が追加されるべきである。 

審査員は手順や作業指示を確認し、労働関連の法律や規制の解釈が正しく行われていることを確認できる。例え

ば、労働法によると労働月は 26 労働日と定義されている可能性があるが、工場がこれを 30 日または 31 日と解釈

し、残業手当の計算や病欠の支払いのための日割りを減らしている可能性がある。 

審査員は、最新の法律を取得するために使用されているシステムを確認することもできる。いくつかの国では、関

連する政府のウェブサイトを訪問したり、地方政府当局と直接相談したりすることでこれが行われるかもしれな

い。労働法に関しては、工場の管理者は労働法の専門家やコンサルタントのサービスを利用して、法律の変更や既

存または新しい法律の解釈に関する情報を得ることができる。 

可能であれば、審査中に審査員は外部のコンサルタント/専門家/労働法の専門家と会い、労働法の明確さと解釈を

得ることができる。特に曖昧で労働者の権利や工場の義務に影響を与える可能性のある分野においてである。 

(1.3.2) 審査員は、適用される労働権が盛り込まれていることを確認するため、工場と労働者との雇用契約書を精

読することがある。工場の管理者が新規従業員向けに導入研修を実施する場合もあり、その場合は当該研修の内容

と実施者の能力を検証可能である。 

従業員インタビュー: 従業員の証言は、労働者が労働関連の権利や工場に適用される労働関連の ASC 要件について

幅広い知識を持っていることを示す必要な証拠を提供することができる。 

 

優良実践とは何か。 

審査が実施される各国ごとに文書を作成・維持し、各国の国内または地域の法令・規制で規定されていないすべ

ての ASC 要件を明示することは、良い慣行である。これは審査員にとって審査プロセスを簡素化し、この指標の

審査において焦点を絞った手法を提供する。 
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有益なリソース 

国際労働機関（ILO）は、196 か国および 160 を超える地域・下位行政区分にわたる各国の労働、社会保障および関

連する人権立法のデータベースである NATLEX（www.ilo.org/dyn/natlex）を維持・運営している。NATLEX はすべて

の利用者にとって無料の情報の供給元である。 

http://www.ilo.org/dyn/natlex
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強制労働 
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強制労働 

 

 

これは飼料基準のどの判定基準に適用されるか。 

判定基準 1.4 - UoC は、強制労働、債務労働、拘束労働、人身売買に関与せず、またそれらを一切支援しない。 

この判定基準の意図は何か。 

飼料工場は、強制労働、債務労働、義務的労働または人身取引を予防し、関与せず、支援もしない。かかる問題が

判明した場合、飼料工場は有効な是正措置を実施する。 

要件をどのように解釈するか。 

 

強制労働、債務労働、義務的労働および人身取引への不関与・不支援（1.4.1） 

当該工場は、その活動の結果として強制労働、債務拘束労働、強制的労働、または人身取引が発生することを許容

しない。「関与なし」とは、工場の生産サイトおよび施設内、工場のための採用仲介機関の行為の結果、または工

場のサプライチェーン内において、強制労働が発生しないことを意味する。 

強制労働は多様な形態をとり得る。例えば以下のとおりである。 

サプライヤー行動規範： 

当該基準は、飼料工場が原料製造者向けに定めるサプライヤー行動規範（指標 2.1.4）および原料製造者が自

らのサプライヤー向けに定めるサプライヤー行動規範（指標 2.1.8）に含めなければならない。この基準の指

針および解釈は、飼料工場の原料製造者ならびにそのサプライヤーが遵守するものとする。 

 

 

デューデリジェンス： 

以下の指針は、すべての原料製造者に等しく適用される。飼料工場は、指標 2.2.5 に従い自社の原料製造者に

対するデューデリジェンスを実施し、また指標 2.2.6に従い主要原料の生産に対しても実施しなければならな

い。 

 

 

 

強制労働とは何か。 

「強制労働」とは、本ガイダンスの文脈において、強制労働、債務労働、義務的労働または人身取引を意味す

る。 

https://data.asc-aqua.org/asc-vocabulary/
https://data.asc-aqua.org/asc-vocabulary/
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1. いかなる処罰の脅威の下で、誰からでも強要される労働。処罰は実際に行われる必要はない。処罰またはあらゆ

る他の種類の報復の脅し自体、ならびに処罰／報復そのものが、強制労働を構成する。処罰およびその他の報復

には、以下が含まれるが、これらに限定されない。 

（ILO「強制労働ハンドブック」を基に作成） 

o 隔離、移動の制限、拘禁または投獄 

o 従業員、その家族または親しい関係者に対する身体的・性的暴力 

o 虐待的な就労・生活環境 

o 過度の残業 

o 金銭的な罰、賃金の留保 

o さらに劣悪な労働条件への転換、権利または特権の剥奪 

o 将来の雇用からの排除 

o 食糧、住居その他必需品の剥奪 

o 警察や入国管理当局などへの通報、国外退去 

o その他あらゆる種類の身体的、精神的または社会的な害。 

 

2. 本人の自発的な同意がなく、搾取を目的として、だまし又は強制によって従事させられる労働。

https://data.asc-aqua.org/asc-vocabulary/ 

 

これには、従業員について次のいずれかの状況がある場合が含まれる： 

o 雇用開始前または雇用期間中に労働条件について通知を受けない。 

処罰の脅威の下での労働の例 

o 従業員は、解雇の脅しの下で、国の法定上限および団体協約の限度を超える時間外労働を強制されてい

る。 

o 需要が高く生産が最盛期にある期間に、現役の従業員の配偶者が工場でも働くことを拒否した場合、家族

は雇用主提供住宅からの立ち退きの絶滅危惧種に置かれる。 

o 移住労働者が地元の従業員より低い賃金の支払いを受けていることについて苦情を申し立てると、工場の

管理者は当局に通報すると脅し、それが強制送還につながるかのように虚偽にほのめかす。 

https://data.asc-aqua.org/asc-vocabulary/
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o いつでも雇用を終了させることは許されていない。 

o 債務束縛の対象となっている 

o それ以外の場合には、就業を継続するように欺かれたり、強要されたりしてきた。 

債務拘束は、次の場合に生じ得る： 

o 従業員は、雇用主からの高金利ローンに係る債務を負い、合理的な期間内には返済できない。 

o 従業員は採用手数料の支払いを強いられ、その返済のために働かされる、または 

o 従業員は、給与の多くを、従業員用宿舎の費用や、雇用主が運営する店舗で水増しされた価格で購入する物

品の代金に充てることを強いられている。 

 

基準 1.9「UoC は透明な方法で従業員と契約する」の遵守は、潜在的な従業員が就労条件について知らされ、欺かれ

ておらず、職務に自由意思で同意し、強制労働の被害者ではないことを確保するための本質的なセーフガードを提

供する。 

 

強制労働および債務労働のリスクの要因 

工場がサイトで強制労働が発生しないことを最善に確保する方法は、工場の外部および内部の文脈、すなわちリス

クの駆動要因によって異なる。これらはリスクマネジメント枠組み付録で示された手順を用いて管理できる。自ら

本人が自発的に申し出たのではなく、欺きまたは強制によって従事させられた労働の例。 

o 一つの国で、法定最低賃金を上回る賃金が支払われるとの理解のもとで人物が採用されるが、別の国の職場

サイトに到着すると、その仕事に提示される給与はより低くなる。 

o 契約締結時、雇用主が従業員の就労許可証および法的身分証明文書の保管を求め、従業員が退職するときに

文書の返却を拒む。 

o 工場は、採用コストを回収するために従業員に一定期間働いてもらう必要があるとして、契約期間の終了ま

で最初の 1 か月分の賃金を留保する。 

o 雇用主が提供する住居、食事、および／または雇用主運営の店で購入した品目の費用が時間の経過とともに

従業員を負債に陥れ、その負債を雇用主に返済するために就労を継続せざるを得なくなる。 

o 採用された従業員は、オリエンテーションまたは継続的な訓練制度の費用を請求される。これらの従業員

は、訓練に伴って負った借金を返済する間、減額賃金で雇用主のために働き続けることを強いられる。 
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の文脈における強制労働および債務労働のリスクを把握し、これらのリスクを最も効果的に低減できるようにする

ことが重要である。 

一般に、貧困、教育水準の低さ、法の支配の脆弱さ、従業員に対する法的保護の実効的な執行の欠如、安価な労働

力に依存する経済が存在する地域では、強制労働および債務労働のリスクが高い。移民や少数派などの脆弱な集団

は特にリスクが高い。移民は、言語の障壁、地域のつながりの欠如、送還への恐れのためにリスクが高まる。地域

の少数派や周縁化された集団は、地方当局やコミュニティからの支援の欠如、または伝統的な差別の慣行のために

リスクが高まる。若年で技能がなく非識字の従業員は、より成熟し技能があり教育水準の高い従業員よりも、自ら

の権利への認識が低い可能性がある。 

採用プロセスへの監督が欠如している場合、強制労働のリスクは高まる可能性がある。生産量や需要が変動し繁忙

期が生じる工場では、労働需要が一時的に増加し、時間的制約の下で短期労働者や日雇い労働者が雇用される場

合、サイト内に居住する家族が就労を迫られる場合、または従業員が過度の残業を強いられる場合に、リスクが高

まる可能性がある。遠隔地にある工場やサイト内に宿泊施設を提供する工場も、従業員が離れる手段がない、また

は行く場所がない可能性があるため、リスクがさらに高い。 

強制労働を防止する措置 

本基準の他のすべての「労働の権利」要件で示される保護は、根本的な要因に対処することで職場における強制労

働のリスクを低減する。これらの重要な保護には、労働時間の制限、職場における差別の防止、適正な賃金の確

保、契約の透明性、労働者の権利に関する周知、実効性のある苦情処理メカニズムの維持が含まれる。強制労働の

リスクに対処するために講じることができる追加措置は、下記の Better Practices に含まれる。 

募集・採用機関との連携（1.4.4） 

初期審査および継続的監視は飼料工場が実施し、場合によっては認定 NGO によるライセンス制度などの外部委託さ

れた専門家が担うこともある。審査および監視プロセスを外部委託する場合であっても、ASC 基準の遵守に対する完

全な責任は飼料工場にある。これには、ASC 基準 1.4.5–7 および 1.6.2–5 で直接取り上げられている採用仲介機関の

活動に加え、年齢確認や契約合意などのその他の活動が含まれる。外国人移住従業員の採用に採用仲介機関を使用

する場合、外国人移住従業員を採用する条件を詳細に定めた了解覚書（MoU）および条件が、両当事者（飼料工場と

採用仲介機関）の間で合意されている。 

従業員は法的文書を自己保管する（1.4.5） 

退職や旅行に必要な文書、移住労働者の場合は出国に必要な文書を含む個人文書の原本は、従業員が占有しなけれ

ばならない。これには例えば、身分証明書、パスポート、ビザが含まれる。個人文書や貴重品の安全な保管手段が

提供される場合、飼料工場は、従業員が任意で保管を利用していること、保管の事実が文書化されていること、従

業員が自己の所有物に自由にアクセスできることを確保する。 

給与、財産または給付の留保の禁止（1.4.6） 

使用者が従業員の賃金、財産、または福利厚生を留保することは、従業員に就業継続を迫る圧力の手段となり得る

ため、法的に要求される場合を除き避けるべきである。福利厚生には、法で認められるもの、または契約や団体交

渉協約で定義されるものが含まれ、例えば有給休暇、病気休暇、医療保険、私的年金制度がある。 

https://data.asc-aqua.org/asc-vocabulary/
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※この指標の例外として、使用者が留保できるものは次のとおりである。 

o 政府が債権回収等のために求める賃金の源泉徴収または差押え。例えば、法定年金、医療保険、税金のため

に賃金の一部が源泉徴収される場合がある。さらに、未払いの養育費の支払いや滞納税の納付のために、政

府が賃金の差押えを命じる場合がある。 

o 契約または団体交渉協約で定義され、双方が合意した賃金控除。例えば、住宅費に関する任意の控除に合意

がある場合は認められる。 

o 合意済みの賃金および福利厚生に追加される任意のボーナス。ただし、契約で定義されたボーナス支給に関

連する明確な業績目標が達成されている場合、ボーナスを留保してはならない。 

従業員に採用手数料その他の費用を負担させない（1.4.7）。 

人材紹介会社を通じて採用されたか否かにかかわらず、従業員に採用手数料および関連費用は請求されない。工場

とサービス提供事業者との間で、採用プロセスのいかなる段階においても労働者に採用関連の費用を一切課さない

ことを明示した書面合意が必要である。ここには、下位仲介者（サブエージェント）が紹介料その他の名目で労働

者に課す可能性のある料金を含む。以下は、ILO が定め、そのガイダンスに基づき整理した1、採用プロセスの結果

として発生し得る採用手数料および関連費用の一覧であり、潜在的または実際の従業員に請求してはならない。 

募集手数料 

o 雇用主と求職者をマッチングする職業紹介事業者が提供するサービスに対する支払い 

o 第三者のための業務に従事させる目的で雇用することを目的とした従業員候補の募集に対する支払い 

o 採用手数料の費用を賄うために従業員に求められる支払い 

o 採用、紹介および職業斡旋サービスの費用を賄うための支払い（例：求人広告の掲載や面接の実施）。 

関連手数料 

関連手数料とは、国内または国境を越える採用および配置に関連する費用である。費用は国内採用にも国際採用に

も発生し得るが、国際採用では費用の種類や水準が増大する場合がある。以下の手数料は、採用プロセスに関連

し、採用機関または雇用主によって開始された場合、従業員または応募者が支払ってはならない。 

o 医療費：健康診断、検査、予防接種の支払い 

o 保険費用：従業員の生命、健康、安全を保護するための費用（移住労働者福祉基金への加入を含む 

o 技能および資格試験の費用 

o 研修およびオリエンテーション費用：新規従業員に対する現地でのオリエンテーション、出発前または到着

後のオリエンテーションを含む 

 

1ILO 公正な採用のための一般原則および運用指針並びに採用手数料および関連費用の定義 

https://www.ilo.org/global/topics/labour-migration/publications/WCMS_536755/lang--en/index.htm 
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o 採用プロセスに伴う移動・宿泊費：研修、面接、領事手続きの予約、転居、帰任または本国送還に関わる費

用を含む 

o 採用プロセスに必要な申請料およびサービス料：労働者の雇用契約書、身分証明文書、パスポート、ビザ、

身元調査、保安および出国許可、銀行サービス、就労許可および在留許可の作成、取得または認証のための

サービスに対する手数料を含む。 

この費用一覧は網羅的ではない。発生後に費用回収名目で課される、事前に開示されていなかった手数料などの非

開示の費用も、一切認められない。 

衛生設備および水の無償利用（1.4.8） 

衛生設備の利用および水へのアクセスのための従業員の自由な移動は、健康・安全または食糧安全手順により管理

される場合がある。例えば、飼料工場では、食糧の準備のために従業員に着替えを求めたり、健康・安全上の理由

で指定区域へ移動させたりする必要がある場合がある。労働者に特別なニーズがある場合、例えば頻繁に食糧と水

を必要とする健康上のニーズがある場合には、これらのニーズは配慮される。 

勤務シフト以外に従業員を現場に留め置かない（1.4.9） 

雇用主は、シフト勤務以外にはサイトから離れてよいことを従業員に周知する。これは、現場での滞在時間の長短

にかかわらず従業員に適用される。現場に滞在することが労働契約の一部である場合（例：給餌船 で 2 週間勤務

し、その後 1 週間休む）には適用されない。雇用主はまた、サイト内に居住している場合には、従業員が選択した

ときに宿泊施設から外出できることを周知する。 

合理的かつ安全な移動（1.4.10） 

指標 1.4.9 に従い、従業員が職場から自由に離れられることを確保するため、工場は公共交通機関がない場合、ま

たは容易にアクセスでき、利用可能で手頃な民間の交通手段の選択肢がない場合に、従業員が近隣コミュニティへ

移動できる合理的な交通手段を提供する。構内から離れるための合理的な交通手段の例は、公共交通がない地域に

おいて、各シフトの開始時と終了時に、従業員が居住する近隣の町へ向かう無料シャトルを規定することである。 

従業員が自らの交通手段を持つことが一般的である場合、職場は事業者提供の交通手段を必要とせず容易にアクセ

ス可能であると見なされる。 

職場が遠隔地にある場合、交通手段は合意された期間の終了時にのみ必要となることがある。例えば、現場内 2 週

間・現場外 1 週間という現場内滞在期間に合意している場合、従業員はサイト内の 2 週間の期間中、勤務していな

いときはサイトから自由に離れることができるが、その 2 週間中の交通手段は必ずしも必要ではない場合がある。 

宿泊先の選択の自由（1.4.11） 

工場は「従業員宿泊施設」（規準 1.14）の条件を満たす住宅を従業員に提供する場合がある。工場が住宅を提供す

る場合、寮を自社で所有するか、賃借するか、またはサービス提供者から契約するかを問わず、他の地域の選択肢

が利用可能な場合には、この住宅に居住することは従業員にとって任意であることを周知する。 

刑務所労働の禁止（1.4.12） 
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工場は受刑者労働を契約により利用せず、受刑者労働を用いる斡旋機関とも関係しない。この指標は収監されてい

るあらゆる人に適用される。これには、不法移民、難民、公判または判決待ちの者、受刑者、薬物リハビリテーシ

ョン制度の対象者、再訓練のために拘束されている者や政治的再教育のために拘束されている者が含まれるが、こ

れらに限定されない。この指標は、労働が任意であり、拘束されている者／受刑者が給与を受け取る場合がある社

会復帰制度にも適用される。そのような制度の意図は収監者の社会復帰を促進することにあるが、ASC は、こうした

実務の公正性を監視し、世界的規模で人の搾取がないことを確保できる立場にないため、本基準の下ではそのよう

な制度を認めない。 

強制労働および債務労働の是正（1.4.2） 

強制労働および債務労働の救済は、状況および当該従業員のニーズによって異なるが、常に従業員の最善の利益を

考慮し、その希望を尊重しプライバシーを保護する。従業員が危険にさらされるおそれがある重大事案では、従業

員を保護するため直ちに措置を講じ、安全な場所への退避を含む対応を行う。中期的には、被害者に適切な救済を

提供するための計画を策定し、元の雇用条件の回復、未払い賃金の支払いまたはその他の補償、必要に応じた医療

等のケア、本国送還、その他必要と判断される措置を含むが、これらに限定されない。 

強制労働および債務労働の救済に関するタイムラインおよび報告義務を含む詳細な指針は、この文書の救済セクシ

ョンを参照。 
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再発防止のための是正措置（1.4.3） 

職場で強制労働または債務労働が発見された場合、工場は、それを防止する自社の仕組みのどこに不備があったか

を分析し、将来の再発を防ぐための措置を実施する。工場は是正措置に関して地域の専門家と連携し、付録 1 のリ

スクマネジメント枠組みのプロセスを用いることが推奨される。是正措置のタイムラインに関するさらなる詳細

は、この文書の救済セクションを参照。 

 

審査に関する留意事項 

(1.4.1) この指標の審査には、国・地域の社会経済状況、および貧困、失業、識字率の水準に関する一般的理解が

求められる。工場が労働請負業者・供給業者や募集代理人・募集代理店から、とりわけ外国人移住労働者を雇用す

る場合、強制労働、債務労働、義務的労働、または人身取引に関連するリスクは増幅する。審査員は、国内の他地

域から審査サイトに移動してくる国内移住者についても留意する必要がある。言語や文化がしばしば異なり、一定

の脆弱性を生むためである。審査員は、人身取引に関して米国国務省が発行する最新の国別報告書

（https://www.state.gov/trafficking-in-persons-report/）を参照できる。審査が実施される国の国別報告書を

読むことは、より焦点を絞ったアプローチの策定および管理者と従業員の双方に向けた調査質問の作成に資する。 

文書レビュー： 

o 採用プロセスに関連する方針、手順、記録を精査し、潜在的リスクへの対処の有無を確認する。 

o リスクアセスメントでは、労働供給業者や募集代理店からの契約従業員の採用に起因するリスク、国内およ

び外国の移住者を供給する募集代理店に関連するリスクを扱うことがある。 

o 従業員の雇用契約書は、方針、手順および国・地域の労働関連規制との整合性について審査される。契約違

反または軽微な違反行為に対する罰則の事例は、製造工場が定めた要件またはコミットメントへのその後の

適合性を確保するため、特定し検証することができる。 

o 従業員がサービスを終了したい場合の退出条項が含まれているかどうかを確認するために、従業員契約が検

証され、これらの条項が現地の労働関連規則または企業の方針に適合しているかどうかが確認される。 

o 文書審査を通じて、労働者が一般に受け入れられている労働条件および／または現地規制と比べて劣る条件

を定める裏契約に署名しているかどうかを検証する。 

優良実践とは何か。 

工場は強制労働につながり得る要因についてリスクアセスメントを実施しており、審査が工場が強制労働の高リス

クにあることを示す場合、作業現場における強制労働のリスクを低減する措置を講じる。強制労働のリスクを低減

するための追加措置には次が含まれることがある。 

o 従業員に生活賃金を支払う 

o 読写能力および数的能力の研修を提供する 

o 外部の労働者の権利団体へのアクセスを容易にして権利研修を受けられるようにし、外部の申立てメカニズム

へのアクセスを容易にする 

https://www.state.gov/trafficking-in-persons-report/
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o 人材供給業者または人材紹介業者を通じて雇用される臨時・短期・契約労働者の採用手続は、多くの場合、

国・地域の法律・規制で定められている。労働力供給業者は、営業許可を有し、地方政府機関に適格な労働

力供給業者として登録する必要があることが多い。当該事項の検証は文書レビューの一部となり得る。 

従業員面接：個別およびグループの面接における質問は、次の点に焦点を当てることができる： 

o 募集プロセスを含む採用慣行、 

o 従業員が自発的に出勤するかどうかの照会、および 

o 労働者が退職を希望する場合に適用される可能性のある制裁 

加えて、審査員は、日雇い・臨時、短期、移住労働者、および労働供給業者や募集代理人／機関を通じて雇用され

た従業員に対し、採用・雇入れ時に署名した契約および就業開始時に署名した契約について照会することができ

る。従業員が二つ以上の契約に署名したと述べた場合、審査員は調査を行い、従業員が署名したすべての契約の写

しを入手し、工場の方針、国／地域の法令、受容されている業界慣行との整合性を確認する。 

審査員は、移住労働者の採用に関する国際的な募集慣行、および単一の代理人／主体が従業員に仕事を提供する責

任を負わない複数募集代理人の利用形態について、十分に理解しておく必要がある。これは、労働者が脆弱性や雇

用確保のためにいかなる犠牲もいとわない必要により搾取され得る、強制の可能性がある状況を生み出す。 

（1.4.2）強制労働、債務労働、強制的労働、または人身取引の事例が検出されない場合、この指標は該当なしであ

る。審査員は、上記 1.4.1の審査ガイダンスで示されたすべての潜在的リスクが対処されているかを検証するた

め、文書化された是正手順を確認してよい。指標 1.2.6 で求められる内部審査には、強制労働、債務労働、強制的

労働、および人身取引の可能性を審査し検出する方法を含めることができる。 

救済手順は労働者中心であるべきであり、定期的な内部審査、または審査機関の審査員、ASC のスキームオーナー、

ASC 審査機関シンサが実施する審査で強制、債務または義務労働、あるいは人身取引の事例が検出された場合に、

工場が講じる明確な措置を明記する必要がある。 

(1.4.3) 強制、債務または義務労働、あるいは人身取引の事例が検出されない場合、この指標は該当なしである。

ただし、これらが検出された場合、工場は当該発生の原因を把握するために根本原因分析を実施してもよい。これ

は基準 1.2 で示された根拠に基づく。即時の是正には、影響を受けた労働者に対し、事態を是正するために講じる

措置を通知することが含まれる場合がある。 

再発を防止するためには文書化された是正措置を講じるべきであり、是正措置は根本原因分析に基づいて策定する

ことが重要である。ASC 基準への持続的適合を確保するための是正措置の一環として、工場の方針、手順および作業

手順書は、方針・手順の必要な変更および内部審査アプローチの変更の可能性に対応するため、工場に中間の管理

レビューの実施を求める場合がある。ASC は、工場が当該課題について外部の専門家から専門的な指導や助言を求め

ることも推奨する。そのような専門的指導や助言は、政府、または政府の現職または元従業員、NGO、学界、その他

の利害関係者によって提供され得る。 

従業員へのインタビュー：従業員には、工場の方針および手順の認識、ならびに強制労働、債務労働または義務的

労働、あるいは人身取引の事例が検出された場合に従うべきプロセスを確認するための質問を行うことができる。 

(1.4.4) 工場がそのような主体を通じて従業員を採用する場合、雇用・採用仲介業者および労働供給業者の事前審

査は、採用方針および手順の一部となり得る。審査員は、労働供給業者および雇用・採用仲介業者が政府に登録さ

れ、契約、短期または長期のベースで労働を提供する事業を運営するための有効な営業許可を有していることを確
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認できる。審査員は、1.2.3 に記載のとおり、記録の改ざんや欺瞞的手法の可能性に特に留意しつつ、雇用・採用仲

介業者の営業許可の原本を確認することを求めることができる。 

審査員は、工場と労働供給業者／雇用・採用仲介業者との間の文書化された契約上の取り決めを確認し、契約合意

に記載された条件が国・地域の労働関連法令と整合しているかを評価できる。 

(1.4.5) 工場と採用に関与する仲介業者との間の文書化された契約上の取り決めを確認する際、仲介業者が国民

ID、査証の原本、職務経歴証明書、学位／認証書、パスポートなどの文書の原本を留保してはならない旨が特記さ

れている場合がある。すべての個人文書は従業員が保有すべきである。 

上記は工場にも適用される。採用方針・手順および雇用契約は、いかなる状況でも、上記段落に挙げたもののよう

な個人文書を工場に預託することを従業員に求める旨を示してはならない。従業員の身分証、パスポート、ビザが

地方当局による検査のために必要な場合には、検査・確認が行われる期間に限り個人文書の預託を求められること

があり、その後は直ちに返却されること。 

従業員インタビュー：雇用の前提条件として個人文書が採用仲介機関または工場に預託されている場合、審査員は

従業員から具体的な情報を求める。 

(1.4.6) 文書レビュー：人事ファイルを注意深く確認し、工場が上記のような本人の意思に反する控除を行ってい

るか、またはその証拠が存在するかを把握する。審査の際には、経理・会計部門に対し、上記のような事例が発生

したことがあるか、または横行しているかを確認することができる。 

従業員インタビュー：面談には、貸付の返済や採用仲介機関への手数料の直接・間接の支払いなど、いかなる理由

であれ賃金や福利厚生から控除され得る金額に関する質問を含めることができる。従業員インタビューでは、行わ

れるすべての控除が、社会保険や税金など法令で定められた法定控除であることを確認する。 

（1.4.7）審査員は、労働供給者／仲介業者を通じて地域労働者および国内外の移住労働者を雇用することに関連す

る国内／地域の法律および規制を十分に理解している。 

法律が採用に伴う費用の雇用主負担を規定していない場合は、ASC 基準を適用する。保証金、渡航費、就労ビザ、渡

航前および受入国到着時の健康診断費用、送還費用など、採用に関連するあらゆる費用は雇用主が負担する。 

審査員は、工場と募集代理店、労働供給者、労働請負業者との間で締結された契約および諸条件を確認できる。 

従業員へのインタビュー：インタビューは、採用前に職を得るために支払った可能性のある手数料、および採用時

に仲介業者または工場との間で合意した貸付金や手数料を支払うために現在の賃金から行われている控除に関する

質問に重点を置くことができる。 

（1.4.8）移動の自由は基本的人権である。従業員の就業中のトイレ使用を制限してはならず、飲料水へのアクセス

を確保しなければならない。 

審査員は、休憩が法令に沿って定期的に付与されているか、また、同時に衛生設備の利用や飲料水の摂取を許され

る従業員数を制限するトークン／チケット制が存在するかを検証する。これは、特に繁忙期や日次・週次・月次の

生産目標の達成に際し、生産性を高めるために管理者が採用する一般的な慣行である。従業員には、勤務シフト

中、衛生設備および飲料水へのアクセスが提供されるべきである。 

従業員への面接：面接では、勤務時間中に従業員が衛生設備を使用し飲料水を飲むことを許可される回数を検証す

る。加えて、審査員は、飲料水供給箇所およびトイレ・小便器（男女従業員別）の数が、国または地域の労働法令

の要件を満たしているかを検証する。 
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(1.4.9) 審査員は、生産で直面する課題および割り当てられた作業を完了するための従業員の確保状況を把握す

る。生産プロセスおよび生産の遅延を招きかねないボトルネックを把握し、その結果として、従業員が所定労働時

間を超えて無償で残留することを求められる可能性を検討する。所定時間を超える労働は、1 日当たりの時間外労働

上限を満たし、適切な時間外割増賃金で支払われなければならない。さらに、そのような労働はすべて自発的であ

るべきである。 

よく見られる別の状況は、契約上の福利として送迎が提供されている場合に、勤務時間終了後に従業員を自宅／寮

へ送る際の遅延である。審査員は送迎スケジュールを確認し、遅延が交通渋滞に起因する送迎車両の到着遅れによ

るものかを特定できる。 

従業員面接：面接（個別およびグループ）では、自由回答式の質問により、生産上の課題やボトルネック、および

残業手当なしで非自発的に生産業務や目標を完了させるために従業員が残ることを求められている要件の有無に焦

点を当てることができる。 

(1.4.10) 審査員は雇用契約を確認し、労働者の送迎ニーズおよび工場の立地の遠隔性を十分に把握できる。さら

に、国家および地域の労働法令を確認し、遠隔地に居住・就業する従業員に遠隔性を理由とする特定の規定を付与

すべきかを判断できる。労働法はしばしば遠隔地の定義を示し、都市部の町や市からの具体的な距離を規定してい

る。これらの法令は考慮され、従業員の雇用条件にも含まれ得る管理者の運用方針に組み込まれる。 

労働法が遠隔地域で働く者に対する追加の規定を特に定めていない場合でも、工場は平日終業後および週末に、食

料品の買い物や近隣の町・都市への訪問のために従業員向けの送迎を提供することがある。これは工場の方針の一

部である場合があり、文書審査の実施時に検証できる。従業員インタビューの実施時に、こうした工場手配の送迎

の頻度、および全従業員が利用可能かどうかを検証できる。 

非遠隔地域では、審査員はバス路線、その運行頻度と信頼性、並びに従業員の利用状況を把握しておくべきであ

る。 

（1.4.11）工場が非遠隔地域に所在する場合、従業員は居住場所を自由に選択できる。従業員に対し、企業が運

営・提供する宿泊施設に滞在することを求めることは、所定労働時間後に非自発的残業を求められるリスクを示唆

する可能性がある。従業員が補助付き費用で企業運営の宿泊施設に滞在することを選ぶ場合、宿泊費および水道・

電気などの光熱費は、従業員が自らの判断で居住先を選んだ場合に支払う額を超えてはならない。従業員へのイン

タビューにより、従業員が自らの住居状況を理解していること、企業運営の宿泊施設と他の選択肢との生活費の違

いを認識していることを確認できる。 

（1.4.12）刑務所労働の使用は、国によっては法律の特定の規定の下で認められる場合があるが、ASC 飼料基準の認

証書を取得しようとしている、または認証書を受けている工場においてそのような労働を使用することは許可され

ない。審査員は、労働者募集者／仲介業者および職業紹介事業者によって供給される従業員のプロフィールを確認

し、労働者インタビューの際にこれを特に取り上げることができる。雇用履歴、技能および能力に関する質問を労

働者に行うことができる。 

有益なリソース 

ILO の強制労働に関する基準 

https://www.ilo.org/wcmsp5/groups/public/@ed_norm/@declaration/documents/publication/wcms_508317.pdf 

雇用者および企業向け ILO強制労働対策ハンドブック https://www.ilo.org/global/topics/forced-

labour/publications/WCMS_101171/lang--en/index.htm 

https://www.ilo.org/wcmsp5/groups/public/@ed_norm/@declaration/documents/publication/wcms_508317.pdf
https://www.ilo.org/global/topics/forced-labour/publications/WCMS_101171/lang--en/index.htm
https://www.ilo.org/global/topics/forced-labour/publications/WCMS_101171/lang--en/index.htm
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ILO 公正な採用のための一般原則および運用指針並びに採用手数料および関連費用の定義 

https://www.ilo.org/global/topics/labour-migration/publications/WCMS_536755/lang--en/index.htm 
 

https://www.ilo.org/global/topics/labour-migration/publications/WCMS_536755/lang--en/index.htm
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児童労働 
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児童労働 

 

これは飼料基準のどの判定基準に適用されるか。 

判定基準 1.5 - UoC は、児童および若年従業員を保護する。 

この判定基準の意図は何か。 

飼料工場は児童労働を未然に防止することを確実にする。児童労働が確認された場合、飼料工場は効果的な救済措

置を実施する。 

要件をどのように解釈するか。 

児童労働の不存在（1.5.1、1.5.4、1.5.5） 

児童労働に関与しないとは、児童労働が、工場の生産サイトおよび施設において、工場のために行動する募集・採

用機関の行為の結果として、または工場のサプライチェーン内で、発生しないことを意味する。 

就学、人格的発達、健康・安全を妨げない場合、適切に監督されている場合、休息と娯楽のための十分な時間を確

保した受容可能な条件で働く場合には、子どもが仕事に触れることは肯定的であり得る。 

サプライヤー行動規範： 

当該基準は、飼料工場が原料製造者向けに定めるサプライヤー行動規範（指標 2.1.4）および原料製造者が自ら

のサプライヤー向けに定めるサプライヤー行動規範（指標 2.1.8）に含めなければならない。この基準の指針お

よび解釈は、飼料工場の原料製造者ならびにそのサプライヤーが遵守するものとする。 

デューデリジェンス： 

以下の指針は、すべての原料製造者に等しく適用される。飼料工場は、指標 2.2.5 に従い自社の原料製造者に対

するデューデリジェンスを実施し、また指標 2.2.6 に従い主要原料の生産に対しても実施しなければならない。 

 

 

 

 

https://data.asc-aqua.org/asc-vocabulary/
https://data.asc-aqua.org/asc-vocabulary/
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若年労働者 

15 歳を超える子どもは、業務が危険でなく、適切な監督と訓練が行われ、義務教育年齢を超えており、かつ国・地

域・地方の法律が児童の就労を認めている限り、工場により若年従業員として雇用できる。ILO 最低年齢条約第 138

号が 14 歳からの若年労働者を認めている国においては、当該国で義務教育年齢を超えていることを条件に、ASC も

これを認める。義務教育年齢未満の子どもを若年労働者として雇用することはできない。例えば、ある国で義務教

育が 16 歳までである場合、15 歳の子どもは若年労働者として雇用することはできず、軽作業に限って雇用できる。 

軽作業の実施が認められる子ども 

13 歳を超える子どもは、大人による適切な監督および訓練があり、かつ作業が危険有害でない場合に限り、工場で

軽作業に就かせることができる。軽作業は子どもの就学を妨げず、通常の授業時間中に行われない。また、労働は

特定の時間帯に限定される。ILO 第 138 号条約が 12 歳からの軽作業を認める国では、ASC もこれを認める。 

家庭で親を手伝う日常の雑事、または工場の機能に無関係なその他の活動に参加する子どもは、この基準の適用範

囲に含まれない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

児童労働とは何か？ 

子どもとは 18 歳未満の者を指す。児童労働とは、子どもによって行われる容認できないあらゆる形態の労働を指

し、ASC により禁止されている。これには、次が含まれる。13 歳未満のすべての子どものいかなる経済活動への

参加、国・地域・地方の規制で定められた軽作業を超える業務に従事する 13〜14 歳のすべての子ども、ならびに

18 歳未満のすべての子どもで、精神的、肉体的、社会的または道徳的に子どもにとって危険または有害である業

務、または就学を妨げる業務に従事する者。 

https://data.asc-aqua.org/asc-vocabulary/
https://data.asc-aqua.org/asc-vocabulary/
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表 1：年齢グループ別に許容される労働の種類。この表は、各年齢区分で許可されている業務の種類をまとめたものであ
る。網掛けのセルは、何が禁止されているかを示す。 

許容される労働の種類 危険有害労働 非危険業務 軽作業 

成人従業員 

（18 歳以上 

許容 許容 許容 

若年従業員 

（152〜17 歳 

 許容 許容 

軽作業に従事する子ども（ 

133〜14 歳 

  許容 

13 歳未満の 

子ども 

   

教育・休息・遊びの時間を確保する 

工場で働く 18 歳未満の子どもは、教育の機会（授業時間中の就学および放課後活動を含む）を奪われてはならな

い。退学、退校、その他の早期離学を強いられてはならず、就学と長時間労働を強いられてはならない。これを確

保するため、工場は指標 1.11.11〜1.11.26 に定められた若年従業員および軽作業を行う子どもの労働時間要件に従

う。 

若年従業員および他の子どもの年齢を確認する 

工場は、若年従業員および軽作業を行う子どもの年齢が ASC 要件に適合していることを確保する。これは厳格な年

齢確認プロセスにおいて法的文書により確認する。厳格なプロセスにおいて、工場は身元証明を求める。望ましく

は、国民 ID やパスポートなどの公的な写真付き身分証明書、または出生に関する文書である。身分証明の真正性に

懸念がある場合、若年従業員を採用する者は、申請者の背景情報（例：学歴、家族および家族構成）を含む面接を

通じて追加の確認を行い、候補者が年齢について誠実に申告しており、提供情報に合理性があることを確かめる。 

危険有害な作業を評価し、防止する（1.5.6） 

飼料工場は、工場で働くいかなる子どもも安全な業務のみに従事していることを確保する。若年従業員は非危険・

非有害な業務のみを行うことができる。子どもは非危険・非有害な軽作業のみを行うことができる。いかなる業務

 
2ILO 条約第 138 号は、特定の開発途上国において 14 歳を例外として認めている。ASC は ILO 条約第 138 号に従い、これら

の国では同様に 14 歳からの就労を認める。 

3ILO 第 138 号条約は、この年齢で条約に加入した国において例外として 12 歳を認めており、現在はドミニカ共和国のみが

該当する。ASC は ILO 第 138号条約に従い、この国では 12歳からの雇用を同様に認める。 
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も子どもの健康、安全又は道徳に有害であってはならない。危険有害業務に従事する子どもは児童労働に該当す

る。 

子どもは複数の理由により危険有害な作業環境に対して脆弱である。彼らは身体の成熟や筋力が不足している場合

があり、大人より多くの睡眠を必要とする。経験が乏しく、判断力も発達途上にある。4 

子どもが工場内にいる場合、健康・安全インジケーター1.7.1 で要求される健康・安全リスクアセスメントは、子ど

もに特有の危険および危険有害労働を対象としなければならない。多くの国の政府は、子どもが従事することを許

されない危険な作業のリストを定めており、飼料工場はこれに従わなければならない。5 

 

 

 

就学の促進（1.5.7） 

教育へのアクセスを確保することは児童労働の防止に資する。従業員とその家族がサイトに居住している場合、工

場は従業員の子どもの学校へのアクセスを支援する。例えば、最寄りの学校が徒歩圏外にある場合に学校へ到達す

るためのバスサービスや自転車を提供すること、または子どもの就学の重要性について従業員の意識を高めること

を意味し得る。 

 
4https://www.ilo.org/wcmsp5/groups/public/---ed_norm/---ipec/documents/publication/wcms_792211.pdf 

5米国労働省が毎年更新する「最悪の形態の児童労働に関する所見」報告書は、131 か国について子どもにとって何が危険有害労働に当た

るかを定める具体的な政府規制を挙げている: https://www.dol.gov/agencies/ilab/resources/reports/child-labor/findings 

 

就労する子どもにとっての潜在的な危険の例 

子どもは、大人にとって危険と判断されたあらゆる業務だけでなく、大人には危険ではない可能性があるが子ども

にとっては危険となり得る業務にも従事することを禁じられる。例: 

o 人との接触のない長時間の孤立を要する業務は、ストレス、不安、うつ病などの精神的な被害を子どもに引き

起こし得る。 

o 重い荷を運ぶ肉体労働は、発達途上の身体に身体的傷害や恒久的な被害をもたらし得る。 

優良実践とは何か。 

子どもが就労している場合、工場は子どもに許容される業務のリストと、子どもに許可されない危険な業務のリス

トを作成する。このリストは全従業員と共有される。 

https://data.asc-aqua.org/asc-vocabulary/
https://www.ilo.org/wcmsp5/groups/public/---ed_norm/---ipec/documents/publication/wcms_792211.pdf
https://www.dol.gov/agencies/ilab/resources/reports/child-labor/findings
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児童労働リスクの要因 

工場がサイトで児童労働が発生しないことを確実に担保するための最善の方策は、工場の外部および内部の状況、

すなわちリスクの要因によって異なる。これらはリスクマネジメント枠組み付録で示された手順を用いて管理でき

る。 

一般に、世帯所得が低く、学校へのアクセスが限られ、子どもの法的保護が実効的に施行されていない地域では、

児童労働のリスクが高い。移民や少数派など脆弱な集団に属する子どもは、児童労働のリスクがとりわけ高い。戦

争や政治的不安により不安定な地域に暮らす子どもも同様である。 

採用プロセスに対する監督が不足するため、人材紹介会社を利用する工場は児童労働のリスクが高まる可能性があ

る。生産量や需要が変動しピーク生産期が生じる工場では、一時的に労働需要が高まり、時間的制約のもとで短期

労働者や日雇い労働者を雇い入れる際に、児童労働のリスクが高まることがある。サイトで家族向け宿泊施設を提

供している、または何らかの形でサイトに子どもが存在している工場、ならびに 18 歳未満の労働者を雇用している

工場、とりわけ施設内に危険有害業務が存在する場合も、児童労働のリスクがより高い。 

ASC 基準の他所に組み込まれている児童労働からの保護に関する実務には、現地労働法の順守、明確な契約要件、従

業員の権利および人権に関する意識向上、差別に対する保護、公正で利用しやすい苦情処理メカニズムが含まれ

る。 

児童労働の救済（1.5.2） 

工場で業務に従事する児童が、指標 1.5.1、1.5.4、1.5.5 に示す条件、または 1.11の労働時間要件を満たさない場

合、その児童は児童労働者と見なされ、その状況は救済しなければならない。 

児童労働の救済は、状況および当該児童のニーズに応じて異なる形をとるが、常に児童の最善の利益を考慮する。

児童労働の事案を救済する際には、児童を保護するために直ちに講じるべき措置がある。例えば、作業状況から安

全な場所へ移し、保護者を特定することなどである。次に中期的には、理想的には NGO などの地域の専門家と協議

し、児童を保護し、児童およびその教育への長期的支援を提供するための十分な資源へのアクセスを確保する計画

を策定する。最後に、その計画を実施し、監視する。この過程には数年を要する場合がある。 

児童および強制労働・債務労働の救済に関する、期限や報告義務を含む完全な指針については、本『文書』の救済

セクションを参照すること。 

再発防止のための是正措置（1.5.3） 

職場で児童労働が発見された場合、工場は児童労働を防止するための自社の仕組みのどこに不備があったかを分析

し、将来の再発を防止する措置を実施する。工場は是正措置について地域の専門家と連携し、付録 1 のリスクマネ

優良実践とは何か。 

工場が遠隔地に立地し、その地域に居住する従業員の子どもが学校にアクセスできない場合、工場が地元当局と連

携して地域の学校の開設を支援することが推奨される。 
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ジメント枠組みのプロセスを用いることが推奨される。児童労働を防止するための潜在的な措置には次が含まれ

る。 

o 雇用前の堅牢な年齢確認システム 

o 子どもの就学アクセスの促進 

o 児童労働および児童の権利に関する従業員教育 

o 労働者の保育へのアクセスの促進 

o 労働者に生活賃金を支払う 

o 児童労働に関する地域社会の認知向上の促進 

o 従業員に読み書き・計算の研修を提供する 

o 出生登録キャンペーン 

審査に関する留意事項 

（1.5.1）児童労働の審査には、審査員が当該国、地域、職場の社会的・文化的ダイナミクスに関する背景知識を十

分に備えることが必要である。法の執行や所管当局の監督が限定的な農村地域に工場が所在する場合には、特に重

要である。国および地方の法令に関する徹底した知識の重要性は強調してもしすぎることはない。子ども（若年従

業員）の雇用最低年齢に関する国の法令を把握するだけでなく、審査員は就学義務に関する国の法律および要件も

確認することができる。 

国の法律および規制が就業の最低年齢を定める。審査員は採用時に採られる方法論を精査し、工場の管理およびス

タッフと話して、年齢確認システムの堅牢性を把握することができる。このシステムは、例えば出生認証書、国民

ID カード、学校修了認証書および記録の写しを確認し、採用前に労働者に特定の質問をして年齢を特定するなど、

年齢を判定するための完全確実な方法を提供すべきである。 

審査員は、就業開始後に、年齢が不自然に若く見える労働者の年齢を検証するための内部メカニズムが工場に存在

するかどうかを確認してもよい。 

審査員は、工場の採用に関する方法論または手順を精査し、管理者および労働者と話して、年齢確認システムの堅

牢性を把握することができる。システムの検証は、サイトツアーの間に会話したスタッフの氏名をさりげなく記録

し、出生認証書、国民 ID カード、学校修了認証書の写しの提出を求めて年齢を検証することによって実施しうる。 

(1.5.2) 工場は、児童労働が工場または審査機関によって発見された場合に実施する是正行動計画（手順）を備え

ている場合がある。是正行動計画には、想定されるあらゆる状況およびシナリオで講じる詳細な手順を含めるべき

である。工場は、本書に定める是正を選択して実施してもよいが、実施する義務はない。ただし、実効的な是正が

行われ、その有効性を確保するために検証されたことを実証できることが条件である。 

児童労働が特定された事例で過去に講じた是正措置は文書化するべきである。審査員の一般的な実務としては、工

場管理者に是正手順を説明させ、文書化された手順に対する管理者の責任とコミットメントを十分に把握すること

が挙げられる。 

審査機関は、監査中に児童労働／強制労働の事例が見つかった場合に審査員が取るべき行動に関する内部手順を定

めている場合がある。 
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以下は提案的な指針に過ぎない。審査機関は自らの文書化された手順を策定し、監査または机上審査段階で児童労

働／強制労働の疑いが見つかった場合に取るべき行動を審査チームに周知することが望ましい。 

以下はレインフォレスト・アライアンスを基に調整したものである。 

検討すべき一般的なポイント： 

o 違反（の可能性）が特定された場合における審査チームの責任の明確化 

o 人を中心としたセーフガーディングのアプローチを採用し、リスクにさらされている者の安全、福祉および

機密性を最優先かつ最重要の要素として位置づける 

o クライアント（ミル）に関連する地域の状況、法的枠組みおよびリスクに適合させる。 

審査中に（潜在的な）事案が見つかった場合: 

o 虐待的で危険な状況、雇用主または他者による強要や暴力の可能性がある場合には、（潜在的な）被害者の

即時の保護を行う 

o 潜在的な）被害者との信頼関係を構築し、同意を得る 

o 調査、情報および証拠の収集・保全を行う。審査チームは、未特定の他の影響を受けた者が存在する可能性

を考慮し、それらを特定するための適切な措置を講じるものとする。 

o 連絡・紹介。被害者の同意を得たうえで、かつ安全である場合に、どの内部および／または外部の利害関係

者に連絡・紹介するかを明確化する。また、違反を加えていたのがミルの管理者であった場合も含む。 

o 審査チームの安全: 審査機関は、審査チームが自らの安全を確保する方法を含めることができる。 

o 調査結果の報告: 審査チームは、被害者の匿名性と安全を維持しつつ、当該問題を記録／文書化し、報告す

べきである 

(1.5.3)審査員は、将来発生した場合に児童労働の就業を防止する効果的な是正を行うため、工場の管理者が根本原

因分析の実施方法を理解しているかを検証できる。可能な場合、審査員は是正措置の実施方法を示す既存の手順を

確認してよい。これは工場の管理者が策定した救済手順と整合していなければならない。 

(1.5.4)審査員が、成人ではなく 15 歳以上の者に該当する有害な労働を定義する国内法令を把握していることが重

要である。加えて、就学義務に関する法令も適用される。 

(1.5.5)審査員が、成人ではない者に対して軽労働を定義する国内法令を把握していることが重要である。当該国内

法令が存在しない場合、工場は所轄当局から、どの活動が軽労働に該当し得るかを示す文書の提出を求められるこ

とがある。審査員は、13 歳以上の者に対し、工場および当該者の家族がどのように訓練を施しているかを検証でき

る。子どもは、工場および／または若年従業員の家族の指導監督下で作業するべきである。審査員はまた、若年従

業員の労働時間に関する法令が順守されていることを確実にしなければならない。 

審査のヒント—年齢確認 

審査員が子どもまたは若年従業員に対して聞き取りを行う場合、若年従業員の年齢に適したコミュニケーション様

式に適応できることが重要である。年齢を直接問う質問は怖気づかせるおそれがあるため、避けるよう注意する必

要がある。 

もう一つの検証手段として、他の従業員に聞き取りを行い、これが孤立した事例かどうかを確認する方法がある。 

https://data.asc-aqua.org/asc-vocabulary/
https://data.asc-aqua.org/asc-vocabulary/
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（1.5.6）審査員は、ASC 飼料基準の付録 7 に示されるリスクマネジメント枠組みのプロセスのステップ 3 におい

て、リスクレベル（低リスク・中リスク・高リスク）が割り当てられているかどうかを確認できる。子どもおよび

若年従業員が危険作業または軽作業ではない作業に従事している可能性に関するあらゆるリスクは、工場が審査す

る必要がある。審査員は、若年従業員のすべての区分に割り当てられる作業の一覧（例示付き）の提出を求めるこ

とができる。 

審査員はこの評価結果を確認し、サイト巡回の際に参照して、リスクアセスメントが実際の運用を反映し、すべて

の作業と関連リスクを包含していることを確かめることができる。 

（1.5.7）審査員は、サイト内に居住する従業員の子どもについて、工場から情報を得ることができる。工場は、成

人前で家族とともにサイト内に居住している者の人数および年齢の詳細を提供できる。子どもが通学する地域の学

校、工場の操業からの距離、従業員の子どもが就学するために工場が提供する施設の有無等について、工場に照会

することができる。 

労働者への聞き取りは、子どもを学校に通わせる通学のしやすさに関する情報の取得、および子どもの就学を促す

ためにミル（工場）が提供する支援の有無と内容に焦点を当てる場合がある。 

審査員は、農村地域の労働者に適用され得る子どもの学校教育に関する国内法・規制、およびそれに関連する雇用

主の義務（存在する場合）を確認できる。 

 

有益なリソース 

児童労働の予防、特定および対処に関するサプライヤー向けガイダンス、ILO 

https://www.ilo.org/wcmsp5/groups/public/---ed_norm/---ipec/documents/publication/wcms_792211.pdf 

子どもに対する有害労働の法的防止に関する入門 https://www.ilo.org/wcmsp5/groups/public/---ed_norm/---

ipec/documents/publication/wcms_ipec_pub_30296.pdf 

児童労働の撤廃、救済の最善措置、GoodWeave(NGO) 

https://goodweave.org/wp-content/uploads/2022/12/GW-Best-Practice_Remediation_FINAL.pdf.pdf 

持続可能なパーム油円卓会議（RSPO） パーム油生産者向け子どもの権利に関するガイダンス 

https://rspo.org/news-and-events/announcements/rspo-launch-new-guidances-to-further-strengthen-child-

rights-protection 

レインフォレスト・アライアンス 児童労働ガイド https://www.rainforest-alliance.org/resource-item/child-

labor-guide-an-introduction/ 

審査員は、子どもおよび若年労働者が労働力の一部である場合に生じる悪影響について理解を深めることが推奨さ

れる。以下の ILO ガイダンスを参照可能である: https://www.ilo.org/wcmsp5/groups/public/---ed_protect/---

protrav/---safework/documents/publication/wcms_625223.pdf 

加えて、Ethical Trading Initiative は児童労働の審査に関するガイダンスを有しており、健全な審査アプローチ

を構築するために活用できる: 

https://www.ilo.org/wcmsp5/groups/public/---ed_norm/---ipec/documents/publication/wcms_792211.pdf
https://www.ilo.org/wcmsp5/groups/public/---ed_norm/---ipec/documents/publication/wcms_ipec_pub_30296.pdf
https://www.ilo.org/wcmsp5/groups/public/---ed_norm/---ipec/documents/publication/wcms_ipec_pub_30296.pdf
https://goodweave.org/wp-content/uploads/2022/12/GW-Best-Practice_Remediation_FINAL.pdf.pdf
https://rspo.org/news-and-events/announcements/rspo-launch-new-guidances-to-further-strengthen-child-rights-protection
https://rspo.org/news-and-events/announcements/rspo-launch-new-guidances-to-further-strengthen-child-rights-protection
https://www.rainforest-alliance.org/resource-item/child-labor-guide-an-introduction/
https://www.rainforest-alliance.org/resource-item/child-labor-guide-an-introduction/
https://www.ilo.org/wcmsp5/groups/public/---ed_protect/---protrav/---safework/documents/publication/wcms_625223.pdf
https://www.ilo.org/wcmsp5/groups/public/---ed_protect/---protrav/---safework/documents/publication/wcms_625223.pdf
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https://www.ethicaltrade.org/sites/default/files/shared_resources/eti_base_code_guidance_-

_child_labour_web_0.pdf 

 

https://www.ethicaltrade.org/sites/default/files/shared_resources/eti_base_code_guidance_-_child_labour_web_0.pdf
https://www.ethicaltrade.org/sites/default/files/shared_resources/eti_base_code_guidance_-_child_labour_web_0.pdf
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是正 
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是正 

これは飼料基準のどの要件に該当するか。 

本ガイダンスは、これらの要件で対象とされる人権侵害の是正に適用される。 

判定基準 1.4 - UoC は、強制労働、債務労働、拘束労働、人身売買に関与せず、またそれらを一切支援しない。 

判定基準 1.5 - UoC は、児童と若年労働者を保護する。 

本ガイダンスはまた、差別、セクシャルハラスメントその他、飼料工場の操業に起因するあらゆる他の人権課題の

是正に関する最善の手順としても遵守できる。 

本ガイダンスの意図は何か。 

人権侵害が特定された場合、飼料工場は有効な是正措置を実施する。 

要件をどのように解釈するか。 

児童労働、強制労働、セクシャルハラスメント、差別その他の人権侵害は、苦情処理プロセス、工場自身による内

部監視（例えば文書レビューや健康診断）、報告書などの外部の供給元、または第三者審査プロセスの最中に発見

され得る。被害が確認され次第、是正ガイダンスが適用される。 

多くの場合、被害の発生を直ちに止める措置を取ることができる。たとえば、児童労働に従事していることが判明

した子どもや、強制労働者または債務労働者は、工場から速やかに引き離すことができる。しかし、これらの虐待

の効果的な救済は、より長期のタイムラインで進行する複雑なプロセスである。これらの問題の複雑性により、外

部の専門パートナーが関与し、専門的助言を提供し、影響を受けた者を支援することが多い。 

本ガイダンスは、人権侵害の主張文に対する救済を勧告する際に、工場の管理・管理者および苦情委員会が使用す

るものである。 

 

救済プロセス 

是正措置のプロセスおよびタイムラインは、問題が苦情処理プロセスを通じて、ミル内部で、または第三者審査の

際に発見されたかどうかにかかわらず、順守される。是正計画は苦情委員会または外部パートナーによって策定・

救済とは何か？ 

事業体が、個人または集団に対する被害を引き起こした、または被害に加担したと特定した場合、救済には二つの

形態がある。第一で望ましいのは原状回復であり、被害が発生する前の状態に個人または集団を回復させる行為で

ある。これが不可能な場合には、当該者に対し、生じた被害を修復するためのリハビリテーション、金銭的または

非金銭的な補償、または（謝罪などの）その他の救済を提供して、発生した被害に対処する。加えて、工場は今後

の被害の再発を防止するための措置を講じる。 
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実施される場合があるが、是正プロセスが実施されることを確保する責任は常に工場が負う。本人の最善の利益

は、次の手順を含む是正プロセス全体を通じて優先される。 

1. 即時対応と必要に応じた保護措置 

2. 是正計画の策定 

3. 是正計画の実施と監視 

4. 再発防止のための是正措置 

修復プロセスのタイムライン 

当工場は、児童労働および強制労働の事案に関して、以下のタイムラインに従う。

  

図 1：修復プロセスのタイムライン 
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1. 即時対応と保護 

事案が判明した場合、救済の第一歩は、工場が当該者の安全を確保し、当該者が脅かされていると感じないように

することだ。すべての状況に即時の保護が必要なわけではない。しかし、児童労働、強制労働、性的嫌がらせ、そ

の他の重大な人権侵害は、救済計画が策定され実行に移されるまで、当該者を保護し、危険な状況から離脱させる

ための即時の措置を要することが多い。 

本人の最善の利益とは何か？ 

当該者の最善の利益を最優先とする救済とは、工場が以下を確実にしていることを意味する。 

o プロセス全体を通じて彼らの安全と健康が確保されている。 

o 彼らのプライバシーは尊重される； 

o 是正計画の策定に関して、彼らの意見が求められている。 

o 彼らの合意（子供の場合は親または保護者の同意）を得て、最終的な修正計画が策定される。 

o 現地法および人権原則が遵守されること。 

o 彼らの是正措置計画は、当該固有の事情に対処し、更生および被害回復に結び付くものである。 
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2. 是正計画の策定 

次の段階は、該当者の是正計画を策定し合意することであり、影響を受けた本人からの意見を求め、適宜外部専門

家の意見も取り入れる。児童労働の事案では、子どもの家族または保護者もプロセスに関与する。家族が関与でき

ない場合は、地域の児童保護当局が関与する。 

是正は状況および当該者のニーズに応じて異なる形をとるが、常に当該者の最善の利益を考慮する。大半の計画の

策定および実施には、当該課題の専門性を有する NGOやその他のパートナー組織、および／または政府機関との連

携が含まれる。犯罪行為が発生した場合、刑事司法制度に連絡する。計画の確定までの速度は、必要な措置の複雑

さおよび事案の緊急性に依存するが、いずれの場合も虐待の認定から 28 暦日以内とする。 

児童労働および強制労働の事案における想定される即時措置 

工場で強制労働に従事している者が確認された場合： 

o 危険がある場合は、その者を強制労働の状況から離脱させる 

o 必要に応じて安全な滞在場所を提供する 

o 必要な健康診断と医療処置を提供する 

o 危険な雇用から当該者を離脱させた場合、救済計画に合意するまでの間、受給していた賃金と地域の最低賃

金のいずれか高い額以上の暫定手当で支援する。 

就労適齢期の子どもが危険な状況で働いていることが判明した場合： 

o 危険な作業状況から子どもを除外する 

• 必要な健康診断と医療処置を提供する 

• 救済計画に合意するまでの間、受給していた賃金と地域の最低賃金のいずれか高い額以上の暫定手当で

子どもを支援する。 

就労可能年齢未満の子どもが工場で働いていることが判明した場合： 

o 子どもを労働環境から除外する 

o 必要な健康診断と医療処置を提供する 

o 子どもを就労現場から離れた安全な場所に移し、その基本的ニーズが満たされていることを確実にする 

o 子どもが親または保護者と同居していない場合は、親または保護者の所在を特定する 

o 必要に応じて、地域の児童保護当局、児童労働に関する地域の連絡担当者／リーダーおよび／または児童労

働関連の NGO に連絡する 

o 救済計画に合意するまでの間、受給していた賃金と地域の最低賃金のいずれか高い額以上の暫定手当で子ど

もを支援する。 
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児童労働の改善計画策定において考慮すべき要素： 

法定労働年齢に達している子どもが危険な状況で働いているのを発見した場合、その目標は、子どもの健康と安

全を確保し、安全な労働によって収入を維持することである。是正措置には、例えば、次が含まれることがあ

る。 

o 医療（必要に応じて長期のリハビリテーションおよび回復支援を含む 

o 少なくとも同等の賃金水準を維持した上での安全な労働への配置転換 

o その他の補償 

許可された就労年齢に満たない子どもが働いていることが判明した場合、目標は、その子どもを保護し、当該子

どもおよびその教育のために十分な資源と長期的支援へのアクセスを確保することである。是正措置には、例え

ば、次が含まれることがある。 

o 子どもの正確な年齢および身元の確認 

o 就学へのアクセスの確保支援 

o 授業料や交通費、制服や教材等の教育関連費用の支援 

o 子どもの収入喪失を補填するための世帯への経済的支援 

o 年長で就労資格のある家族構成員への雇用機会の提供 

o 子どもが家族との再会を希望する場合の海外への送還 

o 医療費 

o 就学の確保 
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3. 是正計画の実施と監視 

すべての関係者が計画に合意したら、それを実施し、監視する。主要な是正措置は、侵害の発見から 3 か月以内に

完了する。ただし、児童労働の一部の事例では、子どもの是正計画の実施は、子どもが就学を終え合法的就労が可

能になるまで数年に及ぶことがある。この場合、90 日終了時点で計画は進行中であり（子どもは就学に登録され、

家族は支援されている）、その後の行動に関する明確な計画がある。 

プランの定期的なモニタリングは、プランが実施されていること、その実施が効果的であること、状況が変化した

ときに必要な調整がなされていること（例えば、転居により子どもの就学登録を変更する必要がある場合など）を

確認するために重要である。 

4. 再発防止のための是正措置計画 

有効な救済プロセスには、根本原因を理解し、他者に対する人権侵害の再発を防ぐための是正措置計画の策定が含

まれる。これを策定するために、ミルは人権侵害の防止に関して自らのシステムのどこに不備があったかを分析

し、その後、将来の再発を防ぐための措置を実施し、監視する。リスクマネジメント枠組みは、この計画の策定を

支援するために活用できる。これは、内部および外部のリスクドライバーを特定して評価し、潜在的な影響を特定

強制労働の是正計画策定において考慮すべき要素： 

強制労働および債務労働については、目標は通常、可能な限り安全で公正な報酬が支払われる労働を提供し、人

身取引の被害者や本人の意思に反して雇用されている者が希望する場合には居住地への帰還を支援することであ

る。是正措置には、例えば、次が含まれることがある。 

o 医療の提供 

o 債務束縛の状況を解消するための債務免除 

o 従業員の労働条件および賃金の見直しと改善 

o 賃金窃取またはその他の被害に対する金銭的補償 

o 移動の自由を確保するための個人文書および法的文書ならびに所有物の返還 

o 本国送還 

 

優良実践とは何か。 

課題が第三者の審査で発見された場合、工場による自発的な検知であった場合、または苦情メカニズムを通じて

報告された他の供給元によって特定された場合のいずれであっても、是正計画の策定には苦情委員会を関与させ

ることが推奨される。委員会は、是正およびあらゆる是正計画の策定に利用可能な外部リソースについて周知さ

れる。これは、相互学習と説明責任をサポートするものである。 
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し、防止および緩和措置を実施・監視するためのプロセスを提供する。児童労働および強制労働に関するセクショ

ンも参照。これらのテーマにおけるリスクドライバーと再発防止のための潜在的措置が示されている。 

外部パートナーとの連携 

人権課題の複雑性を踏まえ、有効な救済を提供するには外部パートナーとの協働がしばしば必要である。 

外部パートナーは、是正計画の策定を支援できるとともに、再発を防ぐための是正計画および是正措置の実施を支

援できる。これらの潜在的パートナーには、地域の NGO、個人の専門家、コミュニティの連絡担当者／リーダー、政

府機関、サプライチェーンのパートナー、その他が含まれる。例えば、これらの外部パートナーが提供し得る支援

には、研修、社会サービスおよび教育へのアクセスの改善、アドボカシー、ならびに直接的な金銭的支援、または

影響を受けた人とその家族が他の収入の供給元を見つけるための支援が含まれ得る。 

 

 

表 2：外部パートナーによる支援の例 

組織種別 児童労働または強制労働を是正するための可能なサービス 

人権団体または専門のコンサ

ルタント 
o 影響を受けた者の特定に関する支援 

o 是正措置計画の策定支援 

o 人権および労働者の権利に関する研修 

o 虐待の根本原因への対処 

労働組合または労働者団体 
o 是正措置計画の策定支援 

o 是正措置計画の監視 

o 人権および労働者の権利に関する研修 

o 虐待の根本原因への対処 

優良実践とは何か。 

児童労働、強制労働、性的嫌がらせ、差別、その他の人権侵害の高リスクまたは中リスクがある場合には、関係

する外部パートナーを特定し連携する。また、これらのパートナーと協働し、事案が発生した場合に運用可能な

救済のための緊急対応計画を策定する。 
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地域に根ざした団体および宗

教団体・指導者 
o 元児童労働者または強制労働者への支援サービス 

o 児童労働または強制労働のリスクをもたらす外的要因に関するアドボ

カシーおよび意識啓発——例：学校へのアクセス提供に向けた政府との

地域レベルのアドボカシー、文化的慣行としての児童労働に反対する

キャンペーン 

学校の管理職および職員 
o 元児童労働者の教育へのアクセスを促進する 

o 児童労働の外的要因に対処するため、地域社会、保護者、子どもと連

携したアドボカシーの取組を支援する 

医療提供者 
o 元児童労働者または強制労働者への医療的支援 

o 健康上の懸念がある場合の是正計画への助言 

政府機関 
o 元児童労働者または強制労働者への社会的支援サービス——例：政府給

付や社会制度へのアクセス 

バイヤーおよび小売 
o 根本原因に対処するための共同の取組 

o 是正および予防の取組に対する資金的支援 

業界団体およびマルチステー

クホルダー・グループ 
o 児童労働や強制労働その他の人権侵害を招く状況に対する、制度・国

レベルの変革に向けたアドボカシー 

o 根本原因に対処するための共同の取組 
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サプライチェーンにおける人権侵害の是正 

 

 

審査に関する留意事項 

審査員は指標 1.4.2、1.4.3、1.5.2、1.5.3 に関するガイダンスを参照する。 

有益なリソース 

他組織の方針／手順／ガイドラインのサンプル: 

Fair Trade International 

https://www.fairtrade.net/content/dam/fairtrade/global/why-we-do-it/forced-labour-

/pdfs/2015_FairtradeChildForcedLabourGuidelines.pdf 

Rainforest Alliance https://www.rainforest-alliance.org/de/resource-item/annex-4-remediation-protocol/ 

サプライヤー行動規範を通じた救済の適用例： 

原料製造者で未成年の子どもが就労していることが発見された場合、児童労働の状況を直ちに停止する

（1.5.1）。その子どもに対する救済計画を策定する（1.5.2）。さらに、原料製造者における児童労働の再発を

防止する有効な根本原因分析と是正措置を実施する。救済計画は、影響を受けた子どもの最善の利益を最優先と

し、安全で健全な環境で学校に復帰できるようにする。飼料工場はこのプロセスに関与し、必要かつ実行可能な

場合には支援を提供し調整・円滑化を行い、救済計画の有効性を監視する。これらの取り組みにもかかわらず、

原料製造者が救済計画の実効的な実施を停止した場合、原料製造者がサプライヤー行動規範（2.1.4、2.1.6）に

もはや適合していないため、飼料工場は購買を中止する（2.1.5）。 

デューデリジェンスを通じて救済を適用する方法の例: 

 原料製造者（2.2.5）または主要原料の生産に対するデューデリジェンスを実施する際に未成年の子どもの就労

が判明した場合、以下の要件が満たされるまで低リスクと判定できない（すなわち当該サプライヤーは使用でき

ない）: 児童労働の状況が直ちに停止されること（1.5.1）、当該児童に対する救済計画が策定・実施されること

（1.5.2）、および原料製造者または主要原料の生産において児童労働の再発を防止する効果的な根本原因分析と

是正措置が実施されること。救済計画は、影響を受けた子どもの最善の利益を最優先とし、安全で健全な環境で

学校に復帰できるようにする。飼料工場はこのプロセスに関与し、必要かつ実行可能な範囲で支援とファシリテ

ーションを行い、当該サプライヤーからの購買を開始する前に救済計画の有効性を監視する。 

 

 

 

 

https://www.fairtrade.net/content/dam/fairtrade/global/why-we-do-it/forced-labour-/pdfs/2015_FairtradeChildForcedLabourGuidelines.pdf
https://www.fairtrade.net/content/dam/fairtrade/global/why-we-do-it/forced-labour-/pdfs/2015_FairtradeChildForcedLabourGuidelines.pdf
https://www.rainforest-alliance.org/de/resource-item/annex-4-remediation-protocol/
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GoodWeave https://goodweave.org/wp-content/uploads/2020/06/GWI-Remediation-Policy-v.4-Jan-2016.pdf 

ISEAL 強制労働是正に関するワーキングペーパー 

https://www.isealalliance.org/sites/default/files/resource/2019-

02/Forced_Labour_Remediation_Working_Paper_0.pdf 

Proforest 児童労働の是正 

https://www.proforest.net/fileadmin/uploads/proforest/Documents/Publications/4-child-labour.pdf 

 

https://goodweave.org/wp-content/uploads/2020/06/GWI-Remediation-Policy-v.4-Jan-2016.pdf
https://www.isealalliance.org/sites/default/files/resource/2019-02/Forced_Labour_Remediation_Working_Paper_0.pdf
https://www.isealalliance.org/sites/default/files/resource/2019-02/Forced_Labour_Remediation_Working_Paper_0.pdf
https://www.proforest.net/fileadmin/uploads/proforest/Documents/Publications/4-child-labour.pdf
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差別 
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差別 

 

 

これは飼料基準のどの判定基準に適用されるか。 

判定基準 1.6 - UoC は、従業員を差別しない。 

この判定基準の意図は何か。 

飼料工場は、すべての従業員および求職者に対して均等待遇と均等な機会を確保する。 

要件をどのように解釈するか。 

差別への対処が重要であるのはなぜか。 

世界人権宣言第 1 条の「すべての人間は生まれながらにして自由であり、尊厳と権利において平等である」という

文言にもかかわらず、それは世界的に広く蔓延する問題である。6差別は多層的に悪影響を及ぼす。個人は、家庭、

社会、職場において、不平等な扱い、ストレス、被害を受けることがある。この不平等な扱いは、貧困を恒常化さ

せ、発展・生産性・競争力を阻害し、より大きな規模では政治的不安定を誘発し得る。7 

 

 

差別とは何か。 

 
6https://www.un.org/en/about-us/universal-declaration-of-human-rights 

7ILO. 2011.職場における平等：続く課題。 https://www.ilo.org/wcmsp5/groups/public/---ed_norm/--- 

declaration/documents/publication/wcms_166583.pdf 

サプライヤー行動規範： 

当該基準は、飼料工場が原料製造者向けに定めるサプライヤー行動規範（指標 2.1.4）および原料製造者が自ら

のサプライヤー向けに定めるサプライヤー行動規範（指標 2.1.8）に含めなければならない。この基準の指針お

よび解釈は、飼料工場の原料製造者ならびにそのサプライヤーが遵守するものとする。 

デューデリジェンス： 

以下に示す指針はすべての原料製造者に等しく適用される。飼料工場は、指標（2.2.5）に従って自社の原料製造

者に対するデューデリジェンスを実施しなければならない。 

 

 

 

 

https://data.asc-aqua.org/asc-vocabulary/
https://www.un.org/en/about-us/universal-declaration-of-human-rights
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差別とは、個人の特性に基づいて人々を不平等に扱うことであり、例えば次のとおりである： 

o 年齢 

o カースト 

o 色 

o 障害 

o 民族 

o 性別 

o 法的地位 

o 婚姻状況 

o 国籍 

o 親権状況 

o 労働組合への参加 

o 政治的意見 

o 妊娠 

o 人種 

o 宗教 

o 性的指向 

o 政治的意見 

差別は時に明白で明瞭であるが、他方では見抜きにくく、その結果、対処も困難である。 

職場での差別は一般的であり、そのため ASC 基準にとって優先事項である。平等を改善することで、女性を含むす

べてのグループに対する差別を減らすことは、「社会全体に広範な利益をもたらし、開発の利益がすべての人に感

じられるようにするのに役立つ」8。しかし、ジェンダー平等は差別の一分野に過ぎず、平和で公正かつ効果的な社

会に貢献するためには、目に見える形と見えない形のすべての差別に対処する必要がある。 

機会均等: 

以下は機会均等の 2 つの定義。 

 
8FAO、2020 年。世界の漁業及び養殖の現状 2020 サステナビリティの実践。ローマ。

https://doi.org/10.4060/ca9229en、p.128。 

https://doi.org/10.4060/ca9229en
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「『機会均等』という用語は、組織内のすべての労働者が、雇用のすべての段階、特に雇

用前のフェーズで、組織のすべての施設を利用する権利を持ち、アクセスできるべきであ

るという考えを支持している。これは、すべての個人が以下を持つべきであることを意味

する。a) 雇用前に職に応募し選ばれる平等な機会。b) 組織に雇用されている間に訓練を

受け昇進する平等な機会。c) 雇用を平等かつ公正に終了される平等な機会。」

（www.eoc.org.uk） 

「均等な機会」とは、個人間で、教育、訓練、雇用、キャリア開発および権限の行使の機

会が、性別、人種、言語、宗教、経済的または家族の状況等に基づく不利益なしに均等に

分配されることを指す。

（https://www.eurofound.europa.eu/observatories/eurwork/industrial-relations-

dictionary/equal-opportunities）

https://www.eurofound.europa.eu/observatories/eurwork/industrial -

relations -dictionary/equal -opportunities  

すべての雇用応募者およびすべての従業員の均等待遇（1.6.1）: 

この指標は二つの一覧を示す。一方は差別の根拠となり得る属性であり、もう一方は従業員または雇用応募者が差

別に直面し得る状況である。 

差別には、業績の水準が異なることに基づいて異なる取扱いを受ける状況は含まれない。 

表 3：差別および非差別の例示的状況 

差別に該当する状況 差別とみなされない状況 

A と B はともに飼料工場で同じ仕事をしているマ

ネージャーである。A は男性、B は女性である。A

が男性であることを理由に、A は B より高い賃金

を支払われている。 

A はマネージャー、B は機械オペレーターで責任は軽い。職

務の責任がより大きいため、A には B より高い賃金が支払わ

れている。 

A と B は同じ職に応募している。A は B より高い資

格を有するが、B は飼料工場のマネージャーと同

じ教会に属しているため、その職に選ばれた。 

A と B は同じ職に応募している。A は B より資格が高いた

め、A がその職に選ばれる。 

A と B はいずれもテクニカル・アシスタントであ

る。A は B より勤続年数が長く、両者の業績は同

等だが、A は出稼ぎ労働者であるため、B だけが複

数の研修コースを受講し、テクニカル・マネージ

ャーへの昇進をオファーされている。 

A と B はいずれもテクニカル・アシスタントである。A は B

より企業での在籍期間が長いが、B のほうが高い業績を示し

ている。B はテクニカル・マネージャーに昇格。 

妊娠検査（1.6.2）： 

http://www.eoc.org.uk/
https://www.eurofound.europa.eu/observatories/eurwork/industrial-relations-dictionary/equal-opportunities
https://www.eurofound.europa.eu/observatories/eurwork/industrial-relations-dictionary/equal-opportunities
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本基準は、採用時または雇用継続中の妊娠検査を認めない。ただし、健康と安全上の理由から、一定の時点以降に

妊娠の申告を求めることを定めた企業方針を設けることは適切であり、母体および胎児の健康を保護するために必

要となり得る。 

医療検査（1.6.3）： 

健康と安全上の理由から、飼料工場や採用に関与する機関が医療検査を実施する必要が生じる場合がある。医療検

査が必要かどうかの判断は、健康と安全のリスクアセスメントを通じて行われる。 

医療検査が必要となる例としては、感染拡大を避けるために、従業員が職場に入る前に新型コロナウイルス検査を

求められる場合がある。許可されない医療検査の例は HIV 検査であり、性的行為や就労能力に関する差別につなが

り得る。 

飼料基準 付録 10 表 12 には、健康・安全リスクアセスメントを実施する要員の能力要件が含まれている。 

データの保護（1.6.4）: 

医療検査で得られた結果やデータは個人情報であり、従業員本人への情報提供のために本人と、必要に応じて雇用

主に共有されるが、当該従業員の許可なく広く共有されることはない。 

従業員による医師の選択（1.6.5）: 

雇用前に特定の医療検査を実施する要件は、採用時に従業員へ通知できる。飼料工場または人材仲介機関は、必要

とされる検査をすべて列挙する（費用は指標 1.4.7 に従い、応募中の従業員に負担させない）。 

状況によっては、飼料工場に常駐医がいるか、必要な医療検査を定期的に実施する関係医がいる。しかし、従業員

は独立した医師に相談することを選択でき、その医師は本人の主治医でも、飼料工場と無関係の医師でもよい。 

独立した医師を利用して応募中の従業員が医療検査に要した費用は、合理的な期間内に払い戻されるものとする。 
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ハラスメント、虐待的・搾取的行為（1.6.6）: 

健康・安全」基準の指標 1.7.14 は次のとおり規定している。「UoC は、精神的、身体的または言語的な虐待、なら

びにその他あらゆる形態のハラスメントに関与してはならず、またそれらを容認してはならない。」 

これら二つの指標は類似しているが、1.7.14 は従業員の健康と安全の保護に焦点を当て、健康と安全を危険にさら

し得るいかなる種類の虐待やハラスメントも禁じている。本指標は、全従業員の保護という同一の目的の下、これ

らの虐待につながり得る行為の予防に重点を置く。 

これら両指標の意図は、飼料工場において、いかなる形態であれハラスメント、虐待的行為、搾取的行為が発生し

ないことを確保することにある。 

ILO 第 190 号条約（暴力およびハラスメント）9は、ハラスメントを次のように定義している。 

「労働の世界における『暴力およびハラスメント』という用語は、単発か反復かを問わ

ず、身体的、心理的、性的または経済的な害を目的とし、もたらし、またはもたらすおそ

れのある、受け入れがたい一連の行為や慣行、またはその脅威を指し、ジェンダーに基づ

く暴力およびハラスメントを含む。」 

職場におけるハラスメントの例としては、次のようなものが含まれ得る（出典：英国政府「Workplace Bullying 

and Harassment」を基に編集）。10 

o 悪意ある噂を流布すること 

o 不公平な扱い 

o 特定の者を標的にして執拗に貶めること、または継続的に権威や信用を損なう行為 

o 研修や昇進の機会を与えないこと 

ハラスメントは多様な形態で起こり得る。直接の対面、電話などの通信、書面（メール、手紙、テキストメッセー

ジ）、オンライン（ソーシャルメディア）で発生し得る。行為者は単独の個人の場合もあれば、複数人の集団の場

合もある。隠れた形（例：本人不在時にその人のうわさをする）もあれば、露骨な形（例：当人を貶める望まれな

いあだ名を用いる）もある。 

広く見られるハラスメントの一形態が性的嫌がらせであり、職場でも発生し得る。性的な性質をもつ望まれない言

動を指す。例（ACAS を基に一部改変11）： 

o 誰かの尊厳を侵害する一切の行為 

o 不適切に、相手が不快に感じるほど近づいて圧迫すること。これは文化によって異なる。たとえば北米で

は、見知らぬ人とやり取りする際、周囲に直径約 2 フィートの空間を保つのが一般的であるが、中東ではよ

り近い距離に立つことが文化的に適切な場合がある。12相手を不快にさせるものは適切ではない。 

 

9https://www.ilo.org/dyn/normlex/en/f?p=NORMLEXPUB:12100:0::NO::P12100_ILO_CODE:C190 

10https://www.gov.uk/workplace-bullying-and-harassment 

11https://www.acas.org.uk/sexual-harassment 

12https://www.sciencedirect.com/topics/nursing-and-health-professions/proxemics 

https://data.asc-aqua.org/asc-vocabulary/
https://www.ilo.org/dyn/normlex/en/f?p=NORMLEXPUB:12100:0::NO::P12100_ILO_CODE:C190
https://www.gov.uk/workplace-bullying-and-harassment
https://www.acas.org.uk/sexual-harassment
https://www.sciencedirect.com/topics/nursing-and-health-professions/proxemics
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o 性的に不快感を与える冗談を言うこと 

o 他人の身体、服装、外見について性的な発言や身ぶりをすること 

o 他人の性的指向や性別移行について性的な発言や冗談を言うこと 

o 他人の性生活について質問すること 

o ポルノまたは性的な画像、その他の性的コンテンツを表示・共有すること 

o 相手の意思に反して触れること 

o 性的暴行または強姦 

ハラスメントには権力関係が影響することがある。職場外での友人同士の冗談でありうることでも、権力の不均衡

がある場合には、職場内ではハラスメントとなりうる。管理者が後輩に言い寄るような発言をするのは不適切であ

り、同じ発言でも友人同士であれば許容される場合がある。責任ある管理には、管理する人々との関係における管

理者の立場を自覚することも含まれる。 

侮辱的行為に含まれうるもの（カナダ労働安全衛生センターによる資料に基づき一部改変13）： 

o 脅迫的な行為（拳を振り上げる、財物を破壊する、物を投げるなど） 

o 口頭または書面による脅し（危害を加える意図のいかなる表明） 

o 言葉による虐待（罵倒、侮辱、見下す言動） 

o 身体的攻撃（殴打、突き飛ばし、押す、蹴る 

搾取的行為とは、基準 1.4（強制労働）の指針に示されているように、人々がごくわずかな、または無報酬で働くこ

とを強いられる状況を指すことがある。 

職場とは物理的な勤務場所に限られず、業務に関連する出来事ややり取りが発生するあらゆる場所を含む。職場で

の暴力やハラスメントは、職場内だけでなく、業務に関連した社交行事が行われる職場外のサイト、飼料工場から

離れたサイトでの商談、あるいは職場外かつ仕事を離れた場でも発生しうる。 

予防手順（1.6.6）： 

ハラスメント、虐待的または搾取的な行為の効果的な予防を確保するための手順は、地域の文脈や文化に基づいて

異なる。異なる文脈や文化にある飼料工場には、それぞれ異なる手順が必要である。 

ハラスメントと差別の防止に向けた手順の一部は次のとおりである。 

o 従業員と管理者は研修を受け、ハラスメントと差別が何であるかを知り、理解する必要がある。 

o 飼料工場は、社内行動規範、方針、または声明を通じて、差別に対する立場を明確に示す。 

o 飼料工場は、差別が生じ得る箇所を評価する。例えば、飼料工場は移住労働者である従業員が多いことを認

識し、この集団が差別のリスクにさらされていることを理解する。 

 

13https://www.ccohs.ca/oshanswers/psychosocial/violence.html 

https://www.ccohs.ca/oshanswers/psychosocial/violence.html
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o 飼料工場は差別を防止するための行動計画を策定し、その中に差別のリスクがある箇所のモニタリングを含

める。 

こうした行動がどのようなものか、なぜ許されないのかをきちんと伝えることで、職場の従業員の意識が高まる。

従業員および従業員代表との定期的な対話は、現状を監視する効果的な方法となり得る。また、アクセスしやすく

安全で匿名性のある通報制度（苦情処理メカニズム）は、従業員に暴力やハラスメントを報告する手段を与える。 

差別は、多様性を向上させ、しばしば差別の対象となる集団が、職場事項に関する会議・議論・意思決定などによ

り十分かつ平等に参加できるようにする制度によって対処し得る。ASC 基準は職場における差別の終結に向けて重要

な措置を講じているが、これらの制度の監視および審査が困難であるため、インクルージョンに関するこの種の制

度は対象としていない。 

差別に対する積極的取組 

いかなる形態の差別も許されないが、特定の職務または職場で代表性が不足しがちな保護対象集団を支援するた

め、使用者がこの分野で積極的取組を行うことが適切な場合がある。 

例えば、使用者が飼料工場における指導的地位にある女性の人数を増やすために、労働者代表グループのリーダー

として女性を選任することがある。あるいは、労働者の間に地域の代表性を確保するため、使用者が能力のみに基

づくのではなく、地域コミュニティ出身者を採用することがある。 

 

審査に関する留意事項 

(1.6.1) 既述のとおり、差別は微妙な形をとり得るため検出と立証がしばしば困難であるが、それでも蔓延してい

る場合がある。サイトの状況、従業員の各区分、雇用条件（条項および条件）に応じて、審査員は差別が発生し得

る領域のリストを特定し得る。 

上記の例は最も一般的に見られる問題である傾向があるが、職場でどのような差別が横行しているかは雇用条件、

社会経済的な力学、労働者の需給、その他の要因によって異なり得るため、審査員はこれを参考にとどめるべきで

ある。 

職場の力学、工場が所在する国と文化、雇用されている労働者の類型、性別比、および想定される差別リスクを総

合的に理解することが不可欠である。 

従業員へのインタビュー：差別は微妙であるため、従業員はそれが起きていないと感じたり、長年のうちに制度の

一部となった潜在的かつ明白な差別に対して免疫があるかのように見えることがある。差別の有無を直接尋ねる質

問は、問題の調査に役立つことは少ない。インタビュー手法は十分に検討する必要があり、賃金がどのように決定

されるか、昇進はどのように行われるか、研修の機会はどのように提供されるか、残業の機会はどのように与えら

れどのように決められるか、監督者および／または管理者が特定の従業員を優遇しているかといった点についての

自由回答式の質問を通じて、従業員の回答を引き出すべきである。 

優良実践とは何か。 

手順には、差別に関する認識向上研修および、差別が非意図的・無意識に生じ得る方法に関する研修も含まれ

る。 
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(1.6.2) 妊娠検査や処女検査は、世界の一部の地域では一般的である。審査員は、工場と採用代理店／労働供給者

との間の契約書および就業条件を確認し、そのような要件の明示的な記載があるかどうかを判断できる。 

妊娠検査の要件が契約に記載されていない場合でも、女性従業員の採用時に、就業開始に必要とされる通常の健康

診断の一部として、書面化されていない要件として実施されている可能性がある。必要に応じて、審査員は、個人

の健康状態申告の機密性を確保しつつ、女性従業員が妊娠検査を受けたかどうかを確認するため、採用前健康診断

の結果報告書の閲覧を求めることができる。 

世界の一部地域では、慣習・慣行として「バージニティ（処女性）」検査が行われることがあり、女性や少女は結

婚するまで「処女」であるべきだという社会的期待が伴っている。このような意味で用いられる「バージニティ

（処女性）」という用語は医学的・科学的な用語ではない。むしろ、「処女性」の概念は社会的・文化的・宗教的

な構築物であり、女性や少女に対するジェンダー差別を反映するものである。バージニティ検査の禁止を求める国

連機関に関する追加情報は以下を参照のこと：https://www.who.int/news/item/17-10-2018-united-nations-

agencies-call-for-ban-on-virginity-testing 

従業員への聞き取り：この問題は機微な性質を有するため、女性審査員が女性従業員と話すことが推奨される。女

性従業員は男性審査員との間ではこの話題について快適に話せない可能性があるからである。ただし、慎重なアプ

ローチを取り、従業員に対してオープンエンドの質問を用いる場合には、男女いずれの審査員も女性従業員への聞

き取りが可能である。例えば、採用前要件の一環として受けた採用手続や医療検査、さらに在職期間中に受けた検

査について説明を求めるなどである。審査員は、こうした検査が工場の要件であったのか、あるいは採用仲介業者

／労働者・人材供給業者の要件であったのかも確認できる。 

(1.6.3) 文書：工場は、従業員に害を及ぼし得る潜在的な伝染性の魚病をリスクアセスメントし、社内採用手順に

おいて雇用前に必要とされるすべての検査を明記してもよい。従業員は、B 型肝炎、気管支炎、結核などの感染性の

魚病について検査を受ける場合がある。各国特有のほかの感染性の魚病について、従業員が検査を要する場合があ

る。工場が作成する感染性の魚病リストは、過去および最新のデータと研究に基づくべきであり、正当化可能であ

るべきである。 

従業員インタビュー：従業員は、雇用前健康スクリーニングの一環として実施された検査の種類と数を説明するよ

う求められる場合がある。併せて、雇用前健康診断の一環として医療検査を受けることに事前に同意したかどうか

も尋ねるべきである。 

従業員が実施済みの感染性の魚病に関する具体的な検査名を挙げられない場合があるため、データ保護を確保しつ

つ、健康・医療記録によって検証してもよい。 

(1.6.4) 従業員への医療検査の写しを交付する規定の証拠を記録として保管してもよい。従業員に対し、医療検査

報告書を所持しているか、また医療検査実施直後にそれが提供されたかどうかを尋ねることができる。 

(1.6.5) 従業員の証言により、企業が記載された医療検査について独立した医師による実施を選べるよう選択肢を

提供していたこと、また、その選択肢を行使する機会が与えられていたことが確認される。労働者が自己手配で検

査を受けることを選択した場合、検査に支払った費用・料金が従業員に償還されたことを確認すべきである。 

(1.6.6) 虐待的および搾取的な行為の禁止を含むハラスメント防止方針は、審査員によるレビューが可能である。

審査員は、当該方針が入職時の導入教育の一環として労働者が理解する言語で周知されているか、およびそれが工

場と労働者との間の書面による雇用契約の一部を構成しているかを検証できる。嫌がらせ、虐待、搾取的な行為が

https://www.who.int/news/item/17-10-2018-united-nations-agencies-call-for-ban-on-virginity-testing
https://www.who.int/news/item/17-10-2018-united-nations-agencies-call-for-ban-on-virginity-testing
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発生しないことを確保するための監視に関係する指標 1.2.6 は、工場の内部審査要件の一部である場合があるた

め、サイトで検証することも可能である。 
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結社の自由と団体交渉する権利 
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結社の自由と団体交渉する権利 

 

これは飼料基準のどの判定基準に適用されるか。 

判定基準 1.8 - UoC は、結社の権利と団体交渉する権利を尊重する 

この判定基準の意図は何か。 

飼料工場は、国家の法律や規制がそのような仕組みに十分な余地を与えていない場合でも、従業員が団体交渉する

ことを可能にし、結社の自由の権利を有することを認める。 

要件をどのように解釈するか。 

飼料工場が、従業員が従業員／労働者組織に参加または設立して団体交渉することが自由であると知らせる方法

は、地域の規制での扱い方や、地域文化・（地域）産業における浸透度によって異なる。下表は、飼料工場が従業

員の権利を伝達する各種アプローチと、地域の状況に応じて関与の水準がどのように高まるかを要約する。 

表 4：結社の自由に関する権利の伝達アプローチ。 

地域の規制 

と実務 
国の例14 従業員への周知と関与の方法 

権利は法に埋め込まれて

おり（すなわち根本的に

変化する可能性は低

い）、実務で維持されて

いる 

カナダ、チリ、日

本、ノルウェー、

英国 

- 従業員契約および／または就業方針・スタッフハンドブッ

クで規制を参照する。 

 

14情報元: https://freedomhouse.org/countries/freedom-world/scores 

サプライヤー行動規範： 

当該基準は、飼料工場が原料製造者向けに定めるサプライヤー行動規範（指標 2.1.4）および原料製造者が自ら

のサプライヤー向けに定めるサプライヤー行動規範（指標 2.1.8）に含めなければならない。この基準の指針お

よび解釈は、飼料工場の原料製造者ならびにそのサプライヤーが遵守するものとする。 

https://data.asc-aqua.org/asc-vocabulary/
https://freedomhouse.org/countries/freedom-world/scores
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権利は法に埋め込まれて

いるが、実務で維持され

ない場合がある 

エクアドル、タイ - 従業員が理解できる言語で容易に入手可能な、結社の自由

に関する書面の方針を策定する。 
オリエンテーションまたは継続的な研修に、結社の自由およ

び団体交渉する権利を含める。 
職場全体で、結社の自由および団体交渉する権利に関する情

報を掲示する。 

労働組合が政府統制下に

あり独立していない、ま

たは組合結成が特定の集

団に限定されている。 

中国、インド、ト

ルコ、ベトナム 

- 独立かつ自由な結社および団体交渉のための同等の手段の

整備を促進する。例えば、従業員を代表者として自由に選出

できる、または従業員委員会を設置できる。工場は、例え

ば、グループが会合する時間を確保する、会合の会場を提供

する、または管理者の干渉なしにグループの議長を選出する

ための手続を円滑化する、といった方法でこれを支援でき

る。 

あらゆる状況において、従業員委員会／労働組合は、飼料工場の管理者から独立して意思決定できなければならな

い。例えば、代表者は人事部によって任命されず、組合の職務を遂行する際に管理者によって監督されない。従業

員組織への加入または参加は任意であり、設立可能な従業員組織の数に制限はない。従業員へのインタビューおよ

び審査員による記録の検証は、従業員組織や労働組合の不在を理由に飼料工場が干渉した、または管理者が従業員

との対話を拒否したことを示唆しない。ASC 飼料基準の脚注 32 に言及されているとおり、従業員／労働者組織から

申し入れがあった場合に実質的な交渉に関与するとは、飼料工場が誠実に交渉し、交渉プロセスを遅延、中止、ま

たは制限するための不当な訴訟その他の行為に関与しないことを意味する。 

審査に関する留意事項 

(1.8.1)審査員は、結社の自由と団体交渉する権利に関する法律や規則を理解することができる。地域で労働組合が

活動しており、労働者を代表している場合、工場は労働者がそのような労働組合や他の従業員代表機関に参加する

ことを許可する。従業員は、自分の選択と自由意志で任意の労働組合や労働者組織に参加する自由があることを知

らされることができる。このコミュニケーションは、雇用契約を通じて、採用時や導入研修中、または職場で従業

員が理解できる言語でのポスターや通知を通じて行われることがある。 

しばしば移民労働者は代表されておらず、労働組合に参加する能力について国法に言及はない。審査員は、認めら

れた労働組合における移民労働者の代表に関して国法が何を許可しているかを明確に理解する必要がある。国の労

働者が労働組合の一部であり、移民労働者の代表について法律が沈黙している場合、工場は移民労働者が定期的に

会合を開き、移民労働者を代表する内部労働者委員会を形成することを許可し、場合によっては奨励することがあ

る。 

従業員面談：従業員が労働組合についてどの程度知っているか、また加入できるかどうかに関して、個別およびフ

ォーカスグループ討議の場でオープンエンドの質問を行うことができる。質問は、従業員が課題や懸念をどのよう

に管理者に持ち込むか、また課題を収集して管理者に周知される正式な方法があるかを把握するように調整でき

る。従業員の証言と回答に基づき、審査員は、従業員が労働組合やその他の労働者組織に加入する権利を認識して

いるかどうかを従業員に尋ねることがある。審査員はまた、労働組合や労働者組織に加入できることについて、ど

のように知らされたかを従業員に尋ねることができる。 
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(1.8.2) 団体交渉する権利は、多くの場合、法律で定義されており、通常は既存の労働組合と関連付けられてい

る。国によっては団体交渉の権利が義務的に定められており、組織は従業員が団体交渉するためのプロセスを開始

しなければならない。フルタイムの従業員が一定数に達した時点で、組織が踏むべき段階や手続が複数存在する。

組織は、法律の適用を受けないよう、フルタイム従業員数を定められた数未満に意図的に抑えることがありうる。

下請け、臨時、日雇いの従業員を用いて、法律の適用範囲に入らないよう回避する場合もある。 

団体交渉することにより、従業員がその労働組合、労働組合および関連する政府機関、最も一般的には労働省によ

って代表される団体交渉協定（CBA）が締結される。CBA の条件は従業員と管理者にとって有益であり、これらは相

互に合意されている。例えば、CBA は従業員に対して法律で定められた最低賃金以上の賃金を支払うことを要求する

場合がある。また、嵐や洪水、その他の差し迫った危険によって引き起こされる可能性のある商品の損失や被害を

防ぐために、従業員に追加の労働時間を要求する条項があるかもしれない。 

審査員は、団体交渉協定が常に三者構造であり、三者の署名者がいることを認識することが重要。従業員と管理者

の間でのみ締結された協定は、団体交渉協定と見なされるべきではない。審査員は、従業員と管理者の間で締結さ

れた協定が有効であり、すべての労働者の同意と合意を得ているとされることがあるが、これはしばしば事実では

ないことを伝えられる可能性がある。 

従業員のインタビュー：従業員が団体交渉することを許可する法律の規定に応じて、審査員は個人およびグループ

の従業員に対して、彼らが団体交渉の権利を認識しているかどうか、そしてそれを自由に行使できるかどうかを尋

ねることができる。 

(1.8.3)管理者が労働者組織の設立に関与し、その機能および運営・管理に関与していることがしばしば認められ

る。管理者が選抜した候補者を労働者組織の構成員に指名し、労働者間で議論されている課題を把握できるように

する事例が知られている。従業員組織の会合の開催時期やその会合に誰が出席するかを管理者が決定する事例もあ

る。しばしば、会合の議事録を作成し、行われた討議の記録を維持するために管理者の代表が必要であるという口

実が示される。このような事例は工場による干渉と見なし得る。 

審査員は、常勤従業員の最低人数を要件とし、その人数に達した組織に対して団体交渉する手続の開始を義務付

け、結果として労働協約（Collective Bargaining Agreement）の締結に至ることを規定する国内法・規則も考慮し

得る。工場で一定期間勤務した臨時または一時雇用労働者は、身分が常勤従業員へ変更される時期に達している場

合があり、その結果として常勤従業員数が増加し得る。審査員は、常勤従業員の資格を得る勤務期間の完了が近づ

いた時点で、別名や ID を用いて再雇用する慣行を精査し得る。従業員は、常勤の正規従業員ではないものの就業継

続が保証されるため、職を失うことへの恐れからこのような慣行に同意することが多い。 

従業員インタビュー：国・地域の法令および企業の慣行の理解が鍵である。質問は、労働者代表が民主的手続で選

出されたか、候補者の中に管理者により選定された者がいたかの把握に焦点を当てるべきである。飼料工場の管理

者が労働者組織の設立、機能、運営に干渉しているかを把握するため、従業員に追加質問を行うことができる。 

（1.8.4）結社の自由の権利が法律で制限されている国では、管理者は労働者が並行的な結社手段を持つことを認め

ることができる。指標 1.8.3 で提供される審査ガイダンスを用いることができる。 

有益なリソース 

結社の自由および労働者代表に関する Ethical Trading Initiative のリソース：

https://www.ethicaltrade.org/resources/foa-worker-representation 

https://www.ethicaltrade.org/resources/foa-worker-representation
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国際労働機関（ILO）の事業と結社の自由に関する Q&A：https://www.ilo.org/empent/areas/business-

helpdesk/faqs/WCMS_DOC_ENT_HLP_FOA_FAQ_EN/lang--en/index.htm 

 

https://www.ilo.org/empent/areas/business-helpdesk/faqs/WCMS_DOC_ENT_HLP_FOA_FAQ_EN/lang--en/index.htm
https://www.ilo.org/empent/areas/business-helpdesk/faqs/WCMS_DOC_ENT_HLP_FOA_FAQ_EN/lang--en/index.htm


Aquaculture Stewardship Council  

文書名 ASC飼料基準 - 解釈マニュアル 文書 ID ASC-INT-002-JP バージョン 1.2 ページ76 231 

 

 

従業員契約 



Aquaculture Stewardship Council  

文書名 ASC飼料基準 - 解釈マニュアル 文書 ID ASC-INT-002-JP バージョン 1.2 ページ77 231 

 

従業員契約 

 

これは飼料基準のどの判定基準に適用されるか。 

判定基準 1.9 - UoC は、透明性のある方法で従業員と契約する。 

この判定基準の意図は何か。 

飼料工場は、従業員が理解可能な方法で契約され、契約形態（例：第三者契約、臨時、パートタイム、フルタイム

等）にかかわらず、従業員が本来受けるべきすべての権利と福利厚生を受けられることを確保する。 

要件をどのように解釈するか。 

使用者または採用機関により明確に定義されていない、あるいは従業員により明確に理解されていない雇用条件

は、当事者間の混乱や紛争を招くおそれがある。透明性に欠ける契約は、従業員の権利および社会的保護に関する

不確実性を生み、権利が侵害または濫用されるリスクを生じさせる。 

雇用条件（1.9.1） 

雇用条件の伝達方法は世界各地で異なる。そのため、飼料工場は、従業員が自らの雇用条件に関する書面で、理解

可能な形式の情報を受領できるよう確保する際、地域の事情を考慮に入れる必要がある。たとえば、ある地域では

契約に弁護士の承認が必要である一方、別の地域では不要である場合がある。団体交渉の結果としての合意に基づ

く文書を要求する国もあれば、そうでない国もある。雇用期間中に行った契約の変更（従業員の役割の変更、賃金

の引上げ、昇進など）はすべてファイルに記録し、従業員に変更内容の写しが提供されたことを示す証拠が提示可

能である。 

契約は従業員の言語で作成され、識字能力の程度に基づき、その言語で従業員に契約内容が説明された証拠があ

る。外国人移住労働者の場合、契約は従業員の出身国で採用時に作成、合意、署名される。外国人移住労働者は受

入国到着時に別の契約書へ署名を求められる場合があるが、その場合でも、当該契約の条件は渡航前に自国で提示

された条件より従業員の観点で不利益とならない。契約には、従業員の国からの移動費の負担者、および帰国（本

国送還）の手配とその費用を含む取り決めが記載されている。いかなる場合でも、契約条件は受入国の国内法なら

びに出身国で移住従業員に適用されるその他の法令に違反しない。 

全従業員は、ASC 飼料基準で要求される労働権、労働条件、苦情処理メカニズムに関する関連方針（例：差別禁止

1.6、労働組合へのアクセスおよび団体交渉すること 1.8）を受領し、理解し、同意している。 

サプライヤー行動規範： 

当該基準は、飼料工場が原料製造者向けに定めるサプライヤー行動規範（指標 2.1.4）および原料製造者が自らの

サプライヤー向けに定めるサプライヤー行動規範（指標 2.1.8）に含めなければならない。この基準の指針および

解釈は、飼料工場の原料製造者ならびにそのサプライヤーが遵守するものとする。 
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従業員への支払いの透明性（1.9.2） 

飼料工場は、各従業員に対し、以下を詳細に記載した書面の給与明細を提供する――従業員名、ID／ロール番号／

従業員番号、月／週／支払期間、就労日数、通常労働時間数、当該期間中の時間外労働時間数、週末の時間外労働

時間数、公休日／国民の祝日における時間外労働時間数。給与明細（ペイスタブ）には、該当する場合、社会保

障、健康保険、税金等に対するすべての法定控除、および従業員が受けた前渡金または貸付金の返済に係る控除

（指標 1.10.3 も参照）が記載される。給与明細／ペイスタブは紙またはデジタル形式で提供され、すべての従業員

にとって容易に理解できる言語と形式である。支払いが銀行振込によりトレーサビリティがある場合を除き、給与

明細は従業員により副書される。特に、平日、週末、公休日／国民の祝日における時間外労働の時間当たり割増賃

金の計算を従業員が理解していることが重要である。 

常用雇用以外の雇用形態（1.9.3） 

労務のみの請負、下請け、在宅就業、徒弟制度、有期契約を含む雇用形態は、法的に許可され、適切に文書化さ

れ、社会的または労働上の義務の回避に用いられない場合、雇用関係において正当に用いることができる。この種

の雇用形態の体系的な使用は、社会的または労働上の義務を回避しようとする試みの兆候であることが多い。しか

し、虚偽の徒弟制度および家族請負はいかなる状況でも認められない。飼料工場の運営に必要な継続的かつ日常的

な業務を、常用雇用の代替として長期の雇用契約で賄ってはならない。例えば、予期せぬ繁忙業務や飼料工場の年 1

回の徹底清掃は日雇い請負労働者によって実施してよいが、飼料製品の毎日の包装は日雇い請負労働者が行うこと

はできない。 

下請けは、飼料工場が自ら実施できない物品またはサービスを提供するために必要となる場合がある。 

有期契約は、あらかじめ定められた、または予測可能な期間を特徴とし、変動する事業需要を管理するためにしば

しば必要となる。しかし、多数の従業員をこの方式（6 か月未満）で契約すること、または従業員が長期間にわたり

連続して再応募を余儀なくされる場合は、過度と見なされ得るため、避けるべきである。 

家族請負は、ASC 飼料基準の要件に従って別個かつ自発的に契約が締結された場合を除き、従業員の配偶者、子ど

も、その他の家族に就労を認めたり義務付けたりしないようにすることで回避する。 

 

審査に関する留意事項 

(1.9.1) すべての従業員に契約書の写しを交付し、従業員が写しを受領したことを示す書面証拠を備えておくべき

である。雇用期間中に、従業員の職務変更、賃金引上げ、昇進などにより契約に追補が生じた場合は、ファイルに

記録し、従業員に追補の写しを交付したことの証拠を備えておくべきである。 

優良実践とは何か。 

飼料工場は給与明細（ペイスリップ／ペイスタブ）の空欄様式を提供し、各項目を詳細に説明し、従業員がア

クセスできる要所に写しを掲示する。 

また、飼料工場は事業計画を改善するための方針および制度を策定し、短期雇用契約の必要性を回避し、従業

員の雇用の安定を高める。 

https://data.asc-aqua.org/asc-vocabulary/
https://data.asc-aqua.org/asc-vocabulary/
https://data.asc-aqua.org/asc-vocabulary/
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審査員は、（利用している場合）飼料工場と人材紹介企業／エージェンシーの間で合意された覚書または条件の証

拠を求めることができ、そこに移住労働者を雇用する条件が詳細に示されている必要がある。 

審査員は、管理者および従業員へのインタビューを通じて得た情報を、ファイル内の文書と相互参照して検証でき

る。例として、職務内容、労働時間、賃金が挙げられる。 

管理者面談：管理者は、移住労働者および／または地域の契約・季節労働者を採用するために人材紹介会社を選定

する際に実施するスクリーニングのプロセスについて問われることがある。 

従業員面談：従業員は、自らの契約の理解について、特に以下の事項に焦点を当てて概括的に問われることがあ

る。 

o 賃金から行われる法的に認められた控除（社会保障、医療保険、税金への拠出など）およびそれが自分に有

益であると感じているか。 

o 契約書および該当する可能性のある付属書の写しを所持しているか。 

o 法定の有給病気休暇の付与に関する知識、ならびに該当する場合の病気休暇または私用休暇の申請方法。 

o 移住労働者は、採用プロセス、採用手数料の支払いを求められたか（基準の要件に反する）、および受入国

への渡航手配に要したすべての費用の詳細について問われることがある。 

o 契約における解雇条項の認識、および工場での雇用の終了を希望する者が従うべき手続。 

o 所定労働時間内の休憩・休息時間の詳細。 

 

（1.9.2）管理者面談：管理者に対して、 

o 時間外割増の時間単価がどのように算出されるかを示すため、サンプルの給与明細の説明を求めることがあ

る。これは国内法と整合している必要がある。 

o 時間外賃金の計算に関する疑義の提起方法については、管理者から従業員に提供される書面の手順および周

知が存在する場合がある。 

従業員へのインタビュー：従業員には次の点を質問できる。 

o 自らの賃金および時間外割増の計算方法を理解しているか。理想的には、その概要を理解していることを示

せるべきである。 

o 各賃金支払期間ごとに給与明細（ペイスリップ／ペイスタブ）の写しを受け取っているか、およびその内容

を理解しているか。 

o 時間外賃金の計算に不一致や疑義がある場合に、どのようにして管理者に問題を提起するか。これは、（上

記 2 点目のとおり）管理者が従業員に対して行っている周知内容と整合している必要がある。これは、工場

が採用している苦情管理方針・手順（基準 1.13）と照合することもできる。 

（1.9.3）審査員は、管理者が義務や国内法規の遵守を回避することでより安価と見なされる労務形態を用いようと

する傾向がある可能性というリスクを認識しておくことが重要である。 

契約労働者: これらは、地元の労働請負業者/供給者から短期間雇用される労働者を指す。審査員は、労働請負業者

/供給者と契約労働者との契約のコピーが指標 1.9.1 のすべての要件を満たしていることを確認できる。各契約労働
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者の記録には、支払いの証拠として指標 1.9.2 に一致する給与明細/給与明細書のコピーが含まれている場合があ

る。 

審査員は以下を行うことができる: 

o 管理者に、工場での従業員の異なるカテゴリーを説明するよう求める。これには、フルタイム/常勤労働

者、季節労働者、（地元の請負業者によって供給される）契約労働者、および（外国人と地元の）移民労働

者が含まれる場合がある; 

o 性別と雇用カテゴリーによって分類された従業員の数も提供されるべき。これは、労働力の人口統計を理解

し、審査の範囲内で代表的なサンプルを得るためにすべての従業員カテゴリーを含む適切なサンプリング手

法を適用するために行われる; 

o 管理者に、地元の労働供給者/請負業者を選定する際のスクリーニングがどのように行われるか、請負業者

を選定するための要件を尋ねる。プロセスがどのように進められ、なぜ代替案の中から特定の請負業者が選

ばれたのかについての書面による証拠があるかもしれない; 

o すべての従業員カテゴリーの代表的なサンプルを選び、各契約形態から同じ割合の従業員が選ばれることを

確認する。 

o 雇用条件の一貫性および上記 1.9.1 との整合性を検証するため、従業員に対し契約の条件について聞き取り

を行う。 

文書審査: 審査員は、飼料工場と労働請負業者／供給者の間で締結された契約取り決めを審査し、国内法令との整

合性を確認できる。 

審査員は、労働供給者／請負業者と労働者の間の雇用契約も審査し、上記 1.9.1との整合性を確認できる。 

有益なリソース 

国際労働機関（ILO）の雇用関係に関するガイダンス: http://ilo.org/ifpdial/areas-of-work/labour-

law/WCMS_CON_TXT_IFPDIAL_EMPREL_EN/lang--en/index.htm 

 

 

http://ilo.org/ifpdial/areas-of-work/labour-law/WCMS_CON_TXT_IFPDIAL_EMPREL_EN/lang--en/index.htm
http://ilo.org/ifpdial/areas-of-work/labour-law/WCMS_CON_TXT_IFPDIAL_EMPREL_EN/lang--en/index.htm
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従業員の賃金 
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従業員の賃金 

 

これは飼料基準のどの判定基準に適用されるか。 

判定基準 1.10 - UoC は、法定最低賃金以上の賃金を従業員に支払う。 

この判定基準の意図は何か。 

飼料工場は、法定最低賃金以上を従業員に支払う。最低賃金が定められていない場合は、従業員と協議の上、基本

的ニーズ賃金を支払う。 

要件をどのように解釈するか。 

賃金設定（1.10.1） 

必要に応じて、基本的ニーズ賃金は従業員またはその代表する従業員組織と協議して算定し、しばしば地域単位で

算定される。さらなる指針は「結社の自由と団体交渉」（基準 1.8）を参照。 

賃金の支払い（1.10.2） 

「法定通貨」とは、何かの支払い手段として法的に認められた方法で支払いが行われ、広く流通する現地通貨を用

いることを意味する。すなわち、銀行がもはや両替しない紙幣、受け取りが拒否される（額面が小さすぎる）紙

幣、インフレにより使用不能な通貨ではないことを指す。 

賃金の文書化（1.10.3） 

使用者が提供する貸付は、地域によっては従業員にとって重要な資金の供給元となり得る。貸付額の算定と返済の

明確性はとくに重要である。従業員が賃金水準に照らして妥当な期間内に返済できない場合、貸付が強制労働を助

長する要因となり得るためである。利率は銀行金利以下とし、前払い、貸付、労働時間、賃金および各種控除計算

に関する情報の受領書に含める。 

母性および父性の保護（1.10.4） 

多くの国には、女性従業員に対する母性保護の規定に関する法的要件があり、これには通常、産前産後休業、金銭

給付、雇用の保障が含まれる。いくつかの国には、男性従業員に対する父性保護の規定についても同様の法的要件

がある。飼料工場は、国の法律および規則または ILO母性保護条約（2000 年、第 183 号）のいずれか強い方の要求

サプライヤー行動規範： 

当該基準は、飼料工場が原料製造者向けに定めるサプライヤー行動規範（指標 2.1.4）および原料製造者が自らの

サプライヤー向けに定めるサプライヤー行動規範（指標 2.1.8）に含めなければならない。この基準の指針および

解釈は、飼料工場の原料製造者ならびにそのサプライヤーが遵守するものとする。 

https://data.asc-aqua.org/asc-vocabulary/
https://data.asc-aqua.org/asc-vocabulary/
https://data.asc-aqua.org/asc-vocabulary/
https://data.asc-aqua.org/asc-vocabulary/
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事項に従い、従業員が母性または父性保護の権利を有することを確保する。これは ILO 条約 183 の未署名国を含

む。 

ILO 条約第 183 号の要求事項は以下のとおりである。 

o 女性には 14 週間の有給の産前産後休業が付与される。この中には、出産後 6 週間の強制的な休業期間が含

まれる。ただし、政府と使用者および従業員の代表組織が国家レベルで別段の合意をした場合を除く。 

o 産前産後休業中の女性は、健康を適切に保ち、適切な生活水準を維持できるようにする金銭給付を受ける権

利を有し、その額は以前の賃金の 3 分の 2 以上、またはこれに相当する額でなければならない（したがっ

て、1.10.1 に従う最低賃金／基本的ニーズ賃金の計算より少ない場合がある）。 

o 妊婦または授乳中の母親が、本人または子の健康に有害であると判断された業務に従事することを義務づけ

られないよう、措置が講じられていること。 

o 母性に基づく差別からの保護。 

o 使用者は、妊娠中、産休中、または復職後の一定期間に女性を解雇してはならない。ただし、妊娠、出産お

よびその結果、授乳に無関係な事由による場合を除く。 

o 復職する女性は、同一の職位または同等で同一賃金の職位に復帰させなければならない。 

審査に関する留意事項 

(1.10.1) 以下の詳細は、従業員の異なる区分について法定最低賃金を検証する際の重要な審査上の考慮事項を述べ

る。 

正規／フルタイム従業員：雇用契約／合意書のレビューにより、当該従業員が、該当する場合には法定最低賃金ま

たは基本的ニーズ賃金を基準として採用されていることが示される。最低賃金の過去または現在の引上げを示す地

域法令の変更は、従業員の個人ファイルにある契約書の追補を構成すべきである。従業員への聞き取りにより、契

約賃金が支払われていることを確認できる。 

契約労働者：この従業員の区分には、地元の労働供給企業または労働請負業者を通じて雇用された者が含まれる。

当該従業員は通常、使用者（労働請負業者／供給者）との間で相互に合意した雇用契約を有する。これらの契約

は、賃金が所管当局により定義された国の法令に適合していることを確認するために検証可能である。さらに、契

約労働者については賃金支払いの頻度が法で定められている場合がある—毎週または隔週での支払いが求められるこ

とがある。所定の間隔で賃金が支払われていることの証拠を含め、紙媒体の雇用契約書の存在証拠が検証のために

入手可能であるべきである。審査員は、この区分で雇用された労働者が、常勤の正規従業員と同等の社会的保護お

よび健康給付／保険を受けることを確保できる。 

臨時／一時的労働者：工場は、季節的／緊急の需要に対応するために臨時／一時的労働者を雇用する場合があり、

国法はそのような採用を認めている場合がある。地元の労働供給者／請負業者から雇用された労働者と同様に、賃

金支払いの頻度および適合性を検証する必要がある。とりわけ、当該労働者に適用される法定の賃金、社会保障お

よび健康給付が、定められた国の法令に合致していることが重要である。 

外国人移住労働者：熟練した地元の労働力の不足に対応するため、外国人移住労働者の雇用はますます一般的にな

っている。 
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移住労働者に支払われる適用賃金に特に重点を置く場合がある。各国法は国・地域・部門・経済活動ごとの最低賃

金を定義しているが、外国人移住労働者に対しては所管当局が定めた額を下回ってはならない。ただし、送出国で

移住労働者と工場との間で締結された契約を検証し審査することが重要である。そうした契約に記載された賃金と

手当は、少なくとも受入国の国内法を満たしていなければならない。 

審査員は、移住労働者向けの雇用条件提示に記載された賃金を確認し、受入国到着後に労働者が締結した他の合意

や雇用契約を含め、賃金および手当が国内法を満たしているかを検証できる。審査員は、支払前に賃金から控除さ

れ得る項目に留意すべきである。これらの控除は、募集・仲介手数料、航空運賃、就労ビザ、外国人移住労働者の

採用に関連して工場が負担したその他の費用に起因する場合がある。 

現物給付：国内法が許容し、かつ団体交渉協定の一部である場合を除き、工場が提供する現物給付を、法定賃金を

下回る支払いの手段として、いかなる労働者区分に対しても用いてはならない。このような現物給付には、住宅、

補助付きの配給/食糧/食事、輸送、水道・電気などの公益サービス等が含まれ得る。 

従業員インタビュー: インタビュー対象の従業員は、工場との雇用契約の形態に基づく現在の基本賃金を明言でき

るべきである。回答は、それぞれの雇用契約に記載された賃金と整合しているべきである。 

従業員インタビューを実施する際、以下を考慮し得る。 

o 契約形態（常用／フルタイム、契約労働者、日給または出来高払い労働者、臨時・一時雇用労働者、移住労

働者）ごとに、各従業員区分を個別にインタビューすることを目標とする。これにより審査員は、雇用形態

に基づき各労働者区分に適用される一連の雇用条件を検証できる。 

o 最低賃金および福利厚生に関する法令がどのように満たされているかを広く把握するため、雇用形態ごとの

各従業員区分に対してグループインタビューを実施することも検討する。 

(1.10.2) 便宜上、従業員が代理人に賃金の受け取りを委ねる場合がある。この点は、従業員が自分の賃金を受け取

っていることを検証するために審査され得る。 

 

管理者インタビュー: 審査員は管理者から以下を把握できる。 

o 各従業員区分がどのように支払われているか（現金／銀行振込）、支払い方法および区分ごとの支払い頻

度。 

o 従業員が銀行への直接振込で支払われる場合、当該地域における現金自動預払機の設置状況および利用可能

性。 

o 移住労働者に対して、自国への送金を支援するために提供されている施設・手段（該当する場合）。 

従業員インタビュー：工場との雇用関係（契約）に基づく異なる区分の労働者から、以下の情報を収集することが

ある。 

o 賃金支払いの頻度； 

o 受領した賃金の正確性； 

o 従業員が現金で支払われる場合の、従業員宿舎・寮の安全性および賃金その他の所持品の保全； 

o 銀行振込で支払われる場合、現金自動預け払い機（ATM）からの賃金の取り消しの可否および容易さ； 
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o 該当する場合、現金自動預け払い機（ATM）の設置場所； 

o 過去に賃金が遅延・繰延または留保された事例とその理由； 

o 賃金支払いが不正確な場合に苦情を申し立てる手続。 

（1.10.3）審査員は、工場が、常用の従業員、労働仲介業者・サプライヤーを通じた雇用者、日給制・出来高制／

タスクベースの雇用者、または移住労働者を含むすべての従業員に対する賃金支払いの証拠を保持することを義務

付ける法的義務を把握しておくべきである。これは多くの場合、国内法で定義されている。国内法が存在しない場

合、工場は指標 1.10.3 で求められるすべての情報を保持すべきである 

従業員インタビュー：従業員インタビューには、国内法で要求される場合に、賃金受領の確認のための文書への署

名に関する従業員の理解に焦点を当てることが含まれる。従業員に対して、記録に示された金額が、現金または銀

行振込で受け取る金額と同一かどうかを尋ねることもある。 

（1.10.4）この指標の審査は、差別に取り組む基準 1.6 と併せて実施できる。 

審査員は、工場が、従業員に対する産休・育休給付の支払い義務を回避する目的で、採用において性別による差別

を行っていないことを確認する。さらに、審査員は、契約、臨時、季節および移住労働者を、フルタイム従業員に

対する国内法および規制上の義務の履行を免れる目的で意図的に雇用していないかを検証する。 

契約、臨時、季節および移住労働者が雇用されている場合、審査員は、そのような労働者に対して産休・育休給付

に関する国内の規定が適用されるかどうか、ならびに工場がこれらの給付を労働者に提供することを確保する仕組

みを有しているかどうかを判断する。 

国内法および規制：該当する場合は、国内および／または地域の法令に重点を置く。審査員は、どのカテゴリーの

労働者に産休・育休給付が提供されるかも特定する。 

文書審査：過去 12 か月などから抽出した記録のサンプルで、産前産後・父親給付の対象となるすべての労働者区分

を含むものを検証できる。当該給付の計算は、工場が提示した計算とは独立して実施し、相互照合により工場の計

算が法令要件を満たしているかを判断できる。審査員は、賃金台帳および勤怠記録を検証し、検証対象として選定

した従業員の記録が給与システム上で「休暇中」としてマークされていることを確認することもできる。審査員

は、産前産後および父親に関する規定が従業員の契約書に含まれているか、また当該規定が現地法令の要件を満た

しているかの確認を求めることがある。審査員は、産前産後・父親給付を利用した労働者が同一または同等の職位

で職場に復帰していることを検証できる。 

従業員への面談：従業員面談は、特に近く産休を利用する妊娠中の女性従業員を含む、異なる区分の従業員ごとに

個別に実施する。従業員グループへの面談によって、産休または父親休暇に関する知識の把握を図ることができ

る。従業員は、規定の概要を述べることができ、過去に関連給付を利用した労働者に関する情報を提供できるべき

である。審査員は、過去に該当する産前産後休暇および父親休暇の給付を利用した従業員に対しても面談を行い、

復職時に賃金の減額なく飼料工場内で同一または同等の職務を得ることができたかどうかを確認してもよい。 

有益なリソース 

国際労働機関（ILO） V. Maternity Protection Convention, 2000 (No. 183): 

https://www.ilo.org/dyn/normlex/en/f?p=NORMLEXPUB:12100:0::NO::P12100_INSTRUMENT_ID:312328 

 

https://www.ilo.org/dyn/normlex/en/f?p=NORMLEXPUB:12100:0::NO::P12100_INSTRUMENT_ID:312328
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業務成績および懲戒処分 
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業務成績および懲戒処分 

 

これは飼料基準のどの判定基準に適用されるか。 

判定基準 1.12 - UoC では、従業員の尊厳と健康を尊重した懲戒処分を設ける。 

この判定基準の意図は何か。 

飼料工場は、従業員の尊厳と健康を尊重する業務遂行に関する取組を有している。 

要件をどのように解釈するか。 

背景 

良好で効果的な職場環境の構築には、職場の業績を監視し、良い仕事を奨励することが含まれる。また、能力や業

績の不十分さに対応するための手順が必要であり、証拠に基づく段階的なエスカレーションを含み、各段階で従業

員に選択肢と結果を明確に知らせることが求められる。これは懲戒処分と呼ばれることがある。 

懲戒手続の適用（1.12.1） 

懲戒手続は、全従業員がアクセス可能な書面の文書（例：企業の行動規範）に定め、一貫した適用を確保する。こ

の文書には、懲戒処分の対象となり得る従業員の業績・行為および実施すべき対応、警告の異なる段階、ならびに

意思決定の責任者を明記する。監督者およびマネージャーには、すべての手続、効果的なコミュニケーションの方

法、公正かつ敬意をもって懲戒処分を実施する方法に関する訓練を提供する。下表は、段階的な懲戒処分手続の例

を示す。懲戒手続は、特に解雇の可能性がある事案に関して、現地法令および団体交渉することで締結された協約

に準拠し、不服申立て手続の一形態として苦情処理メカニズムの活用を含む場合がある（関与・対話・苦情の節、

判定要件 1.13 を参照）。 

 

 

 

 

サプライヤー行動規範： 

当該基準は、飼料工場が原料製造者向けに定めるサプライヤー行動規範（指標 2.1.4）および原料製造者が自らの

サプライヤー向けに定めるサプライヤー行動規範（指標 2.1.8）に含めなければならない。この基準の指針および

解釈は、飼料工場の原料製造者ならびにそのサプライヤーが遵守するものとする。 

https://data.asc-aqua.org/asc-vocabulary/
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表 5：段階的な懲戒手続の例（SA8000 に基づく） 

違反の類型 違反例 懲戒措置の段階的エスカレーション計画・手続の例 

小 o 遅刻の単発事案ま

たは軽微な生産上

の誤り 

1. 従業員に対し、その行動またはパフォーマンス水準が容認で

きないことを口頭で警告する。 

2. 不十分なパフォーマンスまたは行動が継続するか、より重大

になる場合、警告に至った違反の詳細を特定した書面による

警告を発することがある。これには、是正措置の要求、是正

の期限、未遵守の場合の結果を含めることがある。 

3. 従業員が改善しない場合、継続的な不正行為または不十分な

パフォーマンスを文書に記録し、さらなる不改善の結果（停

職や解雇の可能性など）を説明する最終書面警告を発するこ

とがある。 

4. 最終手段として、従業員を停職、降格、または解雇とするこ

とがある。ただし、そのような措置の実施前に、従業員に決

定に対する不服申立ての機会を付与する。 

重大 o 遅刻の反復事案ま

たは軽微な生産上

の誤りの反復 

o 重大な生産上の誤

りの単発事案 

1. 従業員に対し、警告の原因となった違反の詳細を特定した書

面による警告を発することがある。これには、是正措置の要

求、是正の期限、未遵守の場合の結果を含めることがある。 

2. 従業員が改善しない場合、継続的な不正行為または不十分な

パフォーマンスを文書に記録し、さらなる不改善の結果（停

職や解雇の可能性など）を説明する最終書面警告を発するこ

とがある。 

3. 最終手段として、従業員を停職、降格、または解雇とするこ

とがある。ただし、そのような措置の実施前に、従業員に決

定に対する不服申立ての機会を付与する。 

重大な不正行為 o 盗難または詐欺 

o 身体的暴力やいじ

め 

o 故意かつ重大な財

産損害 

o アルコールや違法

薬物による重大な

労働能力喪失 

o - 重過失により損

失、被害または負

傷を生じさせるこ

と 

1. 違反行為の疑いが調査されている間、従業員は給与全額を支

払われずに停職処分となる場合がある。 

2. 調査および完全な懲戒手続が完了し、重大な不正行為が発生

したと組織が認定した場合、通知なしの略式解雇または予告

手当の支払いによる解雇となり得る。ただし、そのような措

置の実施前に、従業員に決定に対する不服申立ての機会を付

与する。 
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賃金からの控除（1.12.2） 

賞与（すなわち給与に加算される支払い）の支給はしばしば業績に基づいて決定され、給付を差し引く措置ではな

い。従業員の業績不振に対する一般的な対応は、賞与を支給しない、または賞与を減額することである。給与や給

付の不払いを行わないことに関する詳細は、指標 1.4.6 のガイダンスを参照のこと。 

審査に関する留意事項 

(1.12.1)多くの場合、懲戒規程を作成する際に従うべき手順を法律が定めており、例えば労働省などの所轄当局の

承認を得るために規程を提出することを求める要件がある。さらに、規程が労働者の理解できる言語で作成または

翻訳され、従業員が閲覧できるよう目立つ場所に掲示することを法律が要求する場合がある。審査員は、所轄当局

により承認された懲戒規程を適用する際、従業員が選任した証人の立会いを要求する法令にも留意する必要があ

る。 

労働組合または労働協約（CBA）がある場合、懲戒規程を労働組合が審査・承認し、CBA の一部とすることを法律が

求める場合がある。要件には、懲戒規程を従業員に対して執行する際に労働組合の構成員の立会いを含むことがあ

る。 

懲戒手続や規程について国または地域の法律が定めていない場合、審査員は所轄当局および利害関係者に相談し、

情報を求めることができる。例えば、追加情報を得るために、地域の労働者福祉団体、NGO、労働弁護士、市民社会

などが挙げられる。 

文書審査：上記を踏まえ、法令、工場の就業規則・内規、懲戒規程、従業員に対して実施された過去の懲戒措置に

関する文書を対象に、整合性について精査することができる。 

従業員面談：従業員は、工場の適用される規則および規制を理解するための訓練（採用時およびその後の定期的な

訓練）について、また、とりわけ懲戒処分が科される際に取られる措置について尋ねられる場合がある。懲戒手続

が、公正、透明かつ客観的な方法で段階的に適用され、従業員の尊厳と敬意が保護されているかを判断するために

質問が行われる場合がある。 

（1.12.2）これは ASC 要件である。このため、たとえ現地の法律・規制が金銭的罰金の賦課を認めていても、これ

は許可されない。工場が金銭的罰金を科し、その罰金を生産、出勤、またはその他の任意のボーナス給付（皆勤手

当や祭礼ボーナスなど）から差し引く場合がある。これも許可されない。 

文書レビュー：審査員は、税金や社会保障または医療保険に対する労働者の拠出金といった法定控除以外の控除が

あるかどうかを検証するために、給与関連の文書を確認できる。工場が提供した金銭貸付に対する従業員の分割返

済に伴う控除は、懲戒措置に係る控除とは見なさない。 

従業員へのインタビュー：従業員には、生産目標の未達や品質問題に対する懲戒処分の方法について尋ねることが

できる。遅刻、トイレの過度な使用、欠勤や病欠など、職場で典型的に見られる他の問題が、従業員に罰金を科す

理由となっている場合もある。審査員は、罰金が賃金台帳に反映されないことが多く、従業員が現金で罰金を支払

わされる場合があることに留意すべきである。 

有益なリソース 

ACAS 懲戒および苦情手続に関する法定実務規範: https://www.acas.org.uk/acas-code-of-practice-for-

disciplinary-and-grievance-procedures/html 

https://www.acas.org.uk/acas-code-of-practice-for-disciplinary-and-grievance-procedures/html
https://www.acas.org.uk/acas-code-of-practice-for-disciplinary-and-grievance-procedures/html


Aquaculture Stewardship Council  

文書名 ASC飼料基準 - 解釈マニュアル 文書 ID ASC-INT-002-JP バージョン 1.2 ページ90 231 

 

 

 
 

健康と安全 健康と安全 



Aquaculture Stewardship Council  

文書名 ASC飼料基準 - 解釈マニュアル 文書 ID ASC-INT-002-JP バージョン 1.2 ページ91 231 

 

健康と安全 

 

これは飼料基準のどの判定基準に適用されるか。 

判定基準 1.7 ― UoC は安全で健康的な職場環境を提供する。 

この判定基準の意図は何か。 

飼料工場は安全で健康的な職場および環境を提供し、飼料工場内外のすべての人に対する身体的・精神的危害のリ

スクを最小化することを目指す。 

要件をどのように解釈するか。 

これらの要求事項の意図は、飼料工場の活動の結果として生じる被害のリスクを最小化することであり、飼料工場

の活動と無関係な被害は対象としない。 

健康・安全リスクアセスメント（1.7.1 および 1.7.3） 

リスクアセスメントは、健康・安全上のインシデントを防止するうえで重要である。これは、どの領域で人が最も

危害にさらされているかを管理層が理解できるようにし、適切に対処できるようにするためである。詳細は、本書

の『リスクマネジメント枠組み』セクションを参照のこと。 

慢性および急性の身体的・精神的傷害（1.7.2） 

急性傷害は、単一の突発的な事象の結果であることが多い。急性の身体的傷害の例としては、骨折、筋挫傷、創

傷、肩関節脱臼がある。 

慢性傷害は、急性傷害に起因する場合、長期間にわたる反復的事象の結果である場合、または傷害や健康状態に関

連する長期的な問題である場合がある。慢性の身体的傷害や状態の例としては、長期的な筋肉痛、反復性ストレス

障害（RSI）がある。 

一般に身体的傷害のほうが馴染みがあるが、精神的傷害も同様に重大な影響を及ぼし得る。急性ストレス反応は、

外傷的または予期せぬ事象の後に発生し得て、攻撃的な行動、気分の落ち込み、不安などの症状を引き起こし、仕

事のパフォーマンスに影響を及ぼす可能性がある。職場でのハラスメントやいじめは、急性の精神的傷害を引き起

こし得る事象の例である。 

サプライヤー行動規範： 

当該基準は、飼料工場が原料製造者向けに定めるサプライヤー行動規範（指標 2.1.4）および原料製造者が自らの

サプライヤー向けに定めるサプライヤー行動規範（指標 2.1.8）に含めなければならない。この基準の指針および

解釈は、飼料工場の原料製造者ならびにそのサプライヤーが遵守するものとする。 
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精神的健康の不良に寄与し、うつ病や他の心理的症状をもたらし、慢性化し長期化し得る要因は多数存在する。例

えば、本人の意思に反する残業により慢性的な精神的損傷が生じる場合がある。これは従業員をストレスや不安に

さらし、長期的な精神的健康上の問題につながり得る。 

従業員の間に精神的損傷が存在する場合の帰結として、欠勤の増加や就業中の業務への集中困難が生じ得る。 

責任ある雇用者は、従業員および従業員組織と協働し、精神的損傷のリスクを低減し、職場に起因するストレスを

予防する方法を検討し、従業員をどのように支援するかを理解することができる。 

 

個人用保護具（1.7.4） 

飼料工場は、どのような個人用保護具（PPE）が必要か（該当する場合は法的要件の順守を含む）、どの職務および

どの状況で必要か、ならびに PPE をどのように保守し良好な状態に保つかを評価する。PPE にはメーカーの指示が付

属していることが多く、そこには機器の保守方法および機器の交換（置き換える）が必要となる時期が説明されて

いる。悪天候から保護される適切な PPE の保管場所を確保すれば、PPE の寿命と有用性が延びる。PPE は、アクセス

可能であり、有効であり、使用可能である場合にのみ有効である。 

PPE の正しい使用に関する従業員向けの訓練は、PPE が効果的に使用されることを確保するために必要である。従業

員が PPE の使用方法について定期的な訓練を受けると、事故に対する防護が強化される。新しい PPE が導入された

り、PPE の使用方法が変更されたりした場合、最新のトレーニングが全従業員の安全確保に役立つ。 

以下の一覧は EU の Compliance Help Centre に基づいて調整したものである。類似の提案は次で見つかる: 

https://healthyworkinglives.scot/workplace-guidance/safety/personal-protective-equipment-ppe/types-of-

ppe/ 

PPE には次が含まれ得る: 

o 頭部保護（ヘルメット、ハードハット）。建設作業、重機周辺での作業、低い位置にある物体・配管・可動

部がある職場での作業などにおいて、従業員の頭部が硬い物体にぶつかることから保護するために必要とな

る場合がある。 

o 手の保護（手袋、リストカフ）。高温または低温の環境での作業、化学物質や有害物質の取り扱い、研磨性

または鋭利な物体の使用時に必要となる場合がある。 

o 眼および顔の保護（保護メガネ、ゴーグル、アイシールド・フェイスシールド、バイザー）。電動工具や溶

接工具の使用時、有害物質の取り扱い時に必要となる場合がある。 

o 呼吸用保護（呼吸器、マスク式呼吸用保護具、使い捨てフェイスマスク、防護フード）。粉じん濃度の高い

職場での作業時、またはガス、粉体、蒸気に接触する場合に必要となる場合がある。 

優良実践とは何か。 

あらゆる精神的損傷を個人的問題に起因すると仮定するのではなく、飼料工場に起因し得る要因がないかを検討

するのがよい。雇用者は、従業員の話を聴き、発生経緯を把握し、職場から問題を除去することで、ストレスや

精神的損傷の引き金を取り除くよう取り組むことができる。慢性状態が引き起こされている場合、従業員が治療

を必要とすることがある。 

https://healthyworkinglives.scot/workplace-guidance/safety/personal-protective-equipment-ppe/types-of-ppe/
https://healthyworkinglives.scot/workplace-guidance/safety/personal-protective-equipment-ppe/types-of-ppe/
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o 聴覚の保護（耳栓、イヤーマフ、騒音計）。高い騒音レベルの環境で作業する場合に必要となる場合があ

る。 

o 足部の保護（安全ブーツ・安全靴）。多様な危険が存在する場所、高温・低温環境、重量物の取り扱い時に

必要となる場合がある。 

o 身体の保護（高視認性衣料、安全帯、特定の気象条件向けの衣料、ライフジャケット）。車両が存在する場

所、機械の保守作業時、屋外作業時、極端な温度環境下、化学汚染からの保護、溺水防止のために使用され

ることがある。 

 

従業員が PPE に着替えるための十分なプライバシーが確保された場所が必要である。そこには所持品を保管する場

所、および使用後の PPE を保管または返却（例：ランドリー）する指定場所を含める。 

健康と安全の措置（1.7.5） 

ASC 飼料基準は飼料工場の全従業員を保護するために機能する。従業員の安全を確保する方法の一つは、健康と安全

の措置を実施することである。 

健康と安全の訓練： 

o 飼料工場で働くすべての者は、職務および責任を遂行するために必要に応じて、理解できる言語で効果的な

健康と安全の訓練を受ける。 

o 健康と安全の訓練は必要に応じて繰り返す。リスクアセスメントが求めるとき、地域の指針が定めるとき、

新規従業員がいるとき、従業員の職務または作業が変わるとき、または工程の変更や機械の変更があるとき

である。 

o すべての健康と安全の訓練は文書化されている。 

o 健康と安全の訓練は、すべての従業員に無償で提供される。 

o 健康と安全の訓練は、有給の労働時間内に実施される。 

機械および設備： 

o すべての機械および設備は、国のまたは他の公認の健康と安全の基準に準拠している。 

o すべての機械および設備は、適切に設置、保守および保護されている。 

o 機械および設備の使用訓練を受けた従業員のみが操作を許可される。 

水域： 

o 水域（荷役桟橋など）の近くには、緊急避難用機器および救命装備（救命胴衣、救命ブイ〔リングブイ〕）

が整備され、容易に利用可能である。 

優良実践とは何か。 

優良事例として、飼料工場が従業員による個人用保護具（PPE）の適切な使用を監視することが挙げられる。 
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o 飼料工場は、水域（荷役桟橋など）の近傍で従業員を保護するための手順を整備している。 

標識および掲示: 

o 飼料工場周辺の潜在的危険およびリスク領域は、警告標識により明確に識別されている。 

o 従業員が理解できる言語による機器使用の安全指示が飼料工場内に掲示され、従業員が閲覧可能である。 

o 事故の予防および対応、ならびに緊急時手順の詳細を含む文書化された安全手順が、従業員が理解できる言

語で用意され、閲覧可能である。図や写真は有用である。 

応急処置用品（1.7.6） 

従業員は緊急対応および応急処置の訓練を受けている。従業員の健康と安全のため、訓練を受けた担当者が常時配

置されており、その担当者が誰であるかの情報は全従業員が確認可能である。 

以下の一覧は、英国政府の健康安全執行局のウェブサイト（https://www.hse.gov.uk/simple-health-

safety/firstaid/what-to-put-in-your-first-aid-kit.htm）を基に作成したものである 

応急処置用品に含まれ得るもの: 

o 応急処置に関する一般的なガイダンスに関する情報。英国政府の健康安全執行局による例は、

https://www.hse.gov.uk/pubns/indg347.pdf にある。 

救急箱に含めることができるもの: 

o 各種サイズの滅菌済み絆創膏（個別包装 

o 滅菌済み眼用パッド／洗眼液 

o 個別包装の三角巾（可能であれば滅菌済み 

o 安全ピン 

o 大・中サイズの滅菌済み・個別包装・無薬剤の創傷用ドレッシング 

o 使い捨て手袋 

o はさみまたは切断用工具 

応急処置キットは定期的に点検し、有効期限切れの品目が安全に廃棄され、交換されることを確実にする。 

応急処置キットは飼料工場の周囲の複数箇所に配置され、容易にアクセスでき、潜在的危険源やリスクのある区域

の近くに設置されている。 

業務災害や負傷の医療費（1.7.7） 

飼料工場の所在国によって、国家の社会的セーフティネットの水準に応じて、飼料工場が負担する費用は異なる可

能性がある。 

https://www.hse.gov.uk/simple-health-safety/firstaid/what-to-put-in-your-first-aid-kit.htm
https://www.hse.gov.uk/simple-health-safety/firstaid/what-to-put-in-your-first-aid-kit.htm
https://www.hse.gov.uk/pubns/indg347.pdf
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危険な状況（1.7.8） 

危険な状況の例には、建物の構造健全性が損なわれている場合、落下物の危険、建物の問題に起因する身体的また

は精神的危害の危険、環境中の化学的危険が含まれる。 

従業員が安全でないと感じる場合、その状況から離れるために事前の許可を求める必要はない。 

報復は、明白な懲罰（例：身体的・言語的なもの、脅迫、警告）である場合も、隠然としたもの（例：昇進で無視

される、危険な状況と無関係な要求を拒否される、敵対的な扱いを受ける）である場合もある。 

衛生設備（1.7.9） 

衛生設備には、換気の供給元（例：窓またはファン）、十分な照明、プライバシーのために閉めて施錠できる扉が

ある。設備には以下のいずれかが含まれる：汲み取り式便所、水洗便所、小便器。蛇口および給水も利用可能であ

る。家族用宿泊施設を除き、衛生設備は男女別に提供される。女性向けに、生理用品を安全に廃棄するための設備

が提供される。設備は清掃しやすい硬質材料で構築されている。廃棄物および排水は、要件 1.19 および 1.20 に従

って処理される。 

精神的、身体的または言語的虐待（1.7.14） 

指標 1.6.6「嫌がらせ、虐待的・搾取的行為」のガイダンスを参照すること。 

構造健全性（1.7.15） 

構造健全性とは、建物の想定された耐用期間全体にわたり、構造物が想定された荷重に耐える能力である。 

国家の社会保障／医療制度の有無は、飼料工場が負担する費用にどのような影響を及ぼすか。 

従業員がトラックに飼料の箱を積み込む際に背中を負傷した。急性の傷害を負って倒れ、立ち上がるのに苦労し

た。飼料工場マネージャーは救急箱から鎮痛剤を与え、飼料工場の車両で最寄りの病院へ運んだ。従業員はレン

トゲン撮影を受け、背中を痛めた（筋挫傷）と診断され、鎮痛処置を受けるとともに 3 週間は就労不可と告げら

れた。飼料工場マネージャーは、救急箱の鎮痛剤や病院への搬送費用を従業員に請求しない。飼料工場は病院の

費用を全額支払い、従業員が欠勤する 3 週間の給与を支払い続ける。 

この事故が社会保障制度および医療制度のある A 国で発生した場合、飼料工場マネージャーは、救急箱の鎮痛剤

や病院への搬送費用を従業員に請求しない。病院費用は国民医療制度が負担するため、飼料工場は病院費用を支

払う必要がない。従業員が欠勤する 3 週間の給与も国民社会保障制度がカバーするため、飼料工場が支払う必要

はない。 

この事故が社会保障制度および医療制度のない B 国で発生した場合、上記のとおり費用の全額を飼料工場が負担

する。 

 



Aquaculture Stewardship Council  

文書名 ASC飼料基準 - 解釈マニュアル 文書 ID ASC-INT-002-JP バージョン 1.2 ページ96 231 

 

構造の健全性の確保には、知識を有する指名者による定期的な監視と保守・修繕が含まれる。 

海事関連法令（1.7.16） 

本指標は、運河、河川、海港に隣接して立地する場合に一部の飼料工場が有することのある荷役桟橋を対象とす

る。これらの接岸区域は海上交通（淡水運河を航行する船舶を含む）と関わる。 

航路上の他船に対して明確に示すための接岸方法に関する規制や、危険物の荷卸しに関する規制がある。これらお

よびその他の関連法規（接岸時の安全手順や警告標識の掲示を含み得る）を遵守する責任は、貨物ターミナルの所

有者（飼料工場である場合がある）にある。 

審査に関する留意事項 

(1.7.1) 審査員は、労働安全衛生に関連する適用される法律および規制について十分な知識を有することが重要で

ある。従業員に影響し得る安全衛生リスクおよび業務の性質に応じて、従業員が従事する特定の部門や経済活動に

関する国別の法律・規制が存在する場合がある。例えば、鉱山、製パン業、農業プランテーション、または従業員

が自然要素（暑熱、寒冷、風、雨）に曝される建設部門での作業に関する規制がある場合がある。トルコのような

一部の国では、国内法が雇用主に安全衛生リスクアセスメントの実施を要求している。したがって、各国の法律お

よび規制に関する知識は不可欠である。 

本指標の審査の目的においては、ミル環境において一般的なリスクファクターに関する高い知識を有することが審

査員に有益である。労働安全衛生上のリスクは、生産工程、使用中の機械、製品自体、または照明、温度、労働時

間、管理の変更といった物理的条件に存在し得る。飼料基準 付録 7 の図 4 は、リスクはミルが定義すべきであると

述べている。リスクは動的であり、工程、製品、機械、労働力の構成、季節、繁忙期の変化に伴い頻繁に変化し得

る。なお、これは考慮すべき要因の網羅的な一覧ではなく、リスク要因を定義する際には、ミルおよびその立地に

特有の他の要因が含まれ得る。 

さらに、ミルは特定されたリスクファクターに基づいてリスクを評価し、監視制度で審査される各リスク要因につ

いてリスク水準（低リスク・中リスク・高リスク）を割り当てることができる。 

審査員は、ASC 飼料基準の付録 10 の表 12 で定義された力量要件を満たす者が健康・安全のリスクアセスメントを実

施していることを確認し、リスクアセスメントを実施する個人の訓練記録を照合する。 

（1.7.2）健康・安全のリスクアセスメントには、転倒、落下、感電などにより突発的に生じる急性の負傷リスクを

含めることができ、例えば腕の骨折、足首の捻挫、感電による熱傷などが該当する。 

業務遂行における反復動作に起因する負傷は、劣悪な人間工学的条件の結果であり、慢性の負傷となり得る。審査

員は、従業員が行う反復作業を目視で観察し、従業員が診療所・病院で報告した疾病の有無について照会すること

ができる。例えば、長時間の立位は静脈の炎症を引き起こし、この状態は慢性で疼痛を伴う静脈瘤へ進行し得る。

長時間の立位作業は関節にも圧力を加え、脊椎、股関節、膝、足が一時的に可動性を失い固まる結果を招く。 

従業員インタビュー: 従業員の身体的状態、座り方、立ち方、歩き方、目に見える身体の不快感や怪我を観察する

ことが重要である一方で、職場で発生した可能性のある事故や事件について彼らに尋ねることも同様に重要。精神

的な怪我は検出が難しいかもしれないが、従業員からの返答が一貫性がない、恐る恐る提供される、または簡単な

質問に対して全く提供されない場合、従業員の身体的および精神的健康の調査を引き起こす可能性がある。これに
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は、状況をよりよく理解するために社内の医療専門家（医師/看護師）と話すことや、潜在的な問題の全体像を知る

ために他の従業員と話すことが必要になる場合がある。 

(1.7.3) これは 1.7.1 の審査ガイダンスで対処されている。 

(1.7.4) 個人用保護具の使用は、危険の階層における最後の防御策。以下の防御メカニズムを採用することができ

る: 

 

 

 

図 2: 危険に対する防御の階層 

これは以下で説明されており、PPE の使用が最終手段であることを示している: 

o 除去 – 危険を物理的に取り除く 

o 置き換え – 危険を無害なプロセスに置き換える 

o 工学的制御 – 人々を危険から隔離する 

o 管理的制御 – 人々の働き方を変える 

o 個人用保護具 – PPE で労働者を保護する 

管理者へのインタビュー：管理者が危険源に対処するために講じた措置の把握に焦点を当てることができる。具体

的には、排除、代替、工学的または管理上の管理措置の採用により、従業員を保護するために個人用保護具（PPE）

に依存する必要性を低減することに焦点を当てる。 

https://data.asc-aqua.org/asc-vocabulary/
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従業員へのインタビュー：PPE が無償で提供されているか、また従業員が防護される業務の性質およびリスクに基づ

き、必要に応じて定期的に置き換えされているかを確認するべきである。さらに、審査員は、PPE を使用しない場合

の影響および労働者の健康と安全に対する潜在的な危険についての訓練が提供されているかを従業員に尋ねること

ができる。この質問は、工場が従業員が曝露し得るリスクを理解し、従業員に関連する訓練を提供していることの

裏付けとなる。 

（1.7.5）審査員は、最新の安全衛生リスクアセスメントを参照し、従業員が頻繁にアクセスする適切な場所に掲示

された通知・指示およびポスターを通じて、従業員が安全衛生上の指示を周知されているかを確認できる。必要に

応じて、すべての通知・指示は従業員が理解する言語で作成されるべきである。審査員は、職場の各種設備の保守

点検スケジュールを把握し、検証することもできる。設備および機器の保全を担当する者との協議を行い、機械の

保守記録と頻度を確認することができる。 

従業員インタビュー：従業員は緊急時対応手順および緊急事態への対応方法について訓練を受ける必要がある。従

業員に対しては、緊急時に何をすべきか、また PPE（個人用保護具）を使用しない場合に自身の健康にどのような有

害な影響が生じ得るかを理解しているかを把握するため、自由回答式の質問を行うことができる。この場合、国家

法令を参照することもでき、そこには労働者の訓練や掲示物／指示書の掲示に関して、工場の義務を規定する拘束

的要件が定められている場合がある。 

（1.7.6）審査員は、救急箱の内容物、従業員数に対する比率で必要とされる救急箱の数、ならびに応急手当の実施

に関する訓練を受ける必要がある人数を定義している可能性のある国家法令を参照できる。さらに、工場に有資格

の医療要員をサイト内に配置する追加要件がある場合があり、たとえば所在国に応じて、就業時間中の常勤看護師

や往診または常勤の医師の配置が求められることがある。インジケーター1.3.1 は、工場が適用されるすべての労働

関連法規を遵守し、その遵守のための仕組みを維持することを要求している。 

従業員インタビュー：従業員インタビューは、救急箱の設置場所に関する従業員の知識や、負傷時に何をすべきか

に焦点を当てることができる。インタビュー対象の従業員が雇用期間中に自ら負傷を経験していない場合であって

も、彼らの回答は、医療上の緊急事態への対応方法について効果的な訓練が提供されていることの証拠となる。 

(1.7.7) 社会保障および保健制度に関係する国・地域の法律とその規定についての審査員の理解は重要である。こ

れらの法律はしばしば別区分にあり、労働法に含まれていない場合があるため、審査員は当該法令の写しを入手

し、工場が法令・規制に記載された要件に適合していることを確認すべきである。 

バングラデシュの事例のように、従業員向けの国または州の社会保険制度がない場合、工場は、労働災害および業

務関連の事故を補償範囲に含む医療保険の費用を負担することが期待される。その保険は、入院時の医療、医師の

診察を含む治療、事故または負傷の治療に必要な投薬を、従業員が回復して職場復帰できるまでの間、補償範囲と

する。保険は、従業員が失った労働時間・日数に対する補償も対象とできる。 

文書の確認: 従業員に提供される医療保険の補償範囲に関する文書を確認できる。医療保険に関する規定は従業員

の契約に含まれている場合があり、労働者がこれらの給付の内容を説明できる必要がある。労働災害や業務関連の

疾病の影響を受けた者は、過去に負傷または罹患した際にどのように補償を受けたかの具体例を示すことができ

る。 

移住労働者：通常、移住労働者は、雇用時に締結した契約に記載された雇用条件に拘束される。審査員は、そのよ

うな契約を検証し、労働者が職業性疾病または負傷により就労を継続できなくなった場合に本国送還費用を工場が
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負担する旨の条項が契約に含まれていることを確認できる。各国の法律には、そのような場合に講ずべき措置を定

める規定が置かれていることがある。 

（1.7.8）いくつかの国の国内法は、危険となり傷害を引き起こすおそれのある不安全な状態を発見した場合、労働

者が就業場所から離脱する権利を有すると定めている。法律は、不安全な作業環境を従業員が管理者に報告するこ

とを求め、措置が講じられない場合には、危険な状況から離脱して作業を停止してもよいとすることがある。審査

員は、国内法上の要件を確認できる。また、職場における危険または不安全な状況から従業員が離脱することを認

める国内法が存在しない場合には、工場は、訓練および掲示や指示の活用により、職場の不安全な状況から報復や

懲罰を恐れることなく離脱できることを従業員に周知してもよい。 

従業員への聞き取り：従業員への聞き取りは、個別の従業員およびグループ面談の双方に対して自由回答式の質問

を行うことに重点を置くことができる。業務中に負傷の原因となり得る、または安全でない状況を発見した場合に

どう行動するかを説明するよう従業員に求めることができる。 

(1.7.9) 審査員は、従業員数に基づき必要とされるトイレの数に関する国内法を参照できる。男女の従業員で別個

の規定が設けられている場合がある。法令により、工場は男性従業員向けに小便器を設置し、男性向けのトイレ数

を少なくしてよいと定められている場合がある。審査員は、女性用トイレに蓋付きのごみ箱を設置することが求め

られているかも確認できる。トイレは正常に機能していること、男女別であること、常時水が利用可能であること

が必要である。審査員は、従業員数に基づき、性別ごとの必要洗面台数を定める国内法も確認できる。 

従業員への聞き取り：従業員への聞き取りは、工場が提供する衛生設備の質に焦点を当てる。従業員には、トイレ

が常時使用可能か、保守・清掃の頻度、不具合が発生したトイレの修理に要する時間について尋ねることができ

る。さらに、トイレの数が十分か、休憩・食事時間中に不合理な待ち時間なしに利用する時間が確保されているか

についても質問できる。 

（1.7.10）審査員が水質およびその供給源について十分に理解していることが重要である。地方自治体が供給する

水は飲用に適さない場合が多い。もともと飲用に適していても、公的な供給元からの給水ネットワークにおける維

持管理不良の配水管により汚染されることがある。従業員向けに地下水を使用する場合は、飲用適性の検査が必要

である。そのような検査の頻度を定める地域規制が存在する場合がある。審査員は、水系由来の魚病や疾病に関す

る地域の情報も参照できる。胃腸の不調を理由に病欠を申告した従業員の記録を精査できる。アジアの一部地域で

は、症状を引き起こす水系由来の魚病は通常モンスーン期に発生する。審査員は、欠勤記録および診療所・病院で

投与された薬剤の記録を確認し、従業員が胃腸の不調で体調を崩している問題があるのかを判断できる。 

飲用適性のための水質検査は工場が実施でき、検査機関が工場内の異なる供給元から自ら採水することができる。

審査員は、検査すべきパラメータおよび各パラメータの許容値に関する WHO の指針に精通しておくことができる。

WHO は以下に追加情報を提供している：Guidelines for drinking-water quality, 4th edition, incorporating 

the 1st addendum 

従業員面談：従業員面談は、工場が提供する飲料水の品質に焦点を当てる。従業員には、過去に発生した胃の不調

が水質の悪さに起因し得るかについて質問できる。審査員は、施設が衛生的で飲用可能な水を提供していても、従

業員が職場外でより低品質の水を消費する場合があり、それが健康に影響することを認識しておく必要がある。審

査員は、水質を認証する権限ある当局が独立に実施した飲用水適合性試験報告書を確認できる。 

（1.7.11）国内法には、工場が従業員に食糧を調理し食事をとる区域を提供することを求める規定がある場合があ

る。食糧の調理には通常ガスまたは電気を使用するため、審査員は、当該区域が建築（土木）および安全要件、特

https://www.who.int/publications/i/item/9789241549950
https://www.who.int/publications/i/item/9789241549950
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に電気安全に適合していることを確認する。審査員は、食糧準備区域で使用される建設材料が地域の土木安全法に

適合しているか、また、食糧を扱う区域について民間防衛部門の検査および許可が必要かどうかを検証できる。さ

らに、審査員は、食糧準備区域が工場に隣接し共用壁を有するかどうかを確認できる。通常、食糧準備区域および

寮は主たる工場建屋からセグリゲーション（分別管理）され、共用壁を持たず、生産区域の内部や上階に配置しな

い。 

(1.7.12)ミルの遠隔地立地と従業員の基本的ニーズは、従業員に提供される食糧や日々の規定について、ミルが従

業員に課す料金に関してリスクを生じさせる。従業員がミルから食糧を購入することを雇用の条件としてはならな

い。代替の手配が利用できない場合でも、食事の費用は、従業員が都市部で当該食事を購入しなければならない場

合に要する費用を上回ってはならない。同様に、食料雑貨等の従業員の毎日のニーズを提供する店舗は、都市部に

おける費用と同等以下の価格設定とすべきである。技術的には、その店舗はミルの敷地内にある場合があり、その

ため家賃が発生しないことがある。家賃を課す場合でも、補助することができる。これにより、店舗で販売される

食料雑貨や商品をより安価にできる。 

従業員へのインタビュー：従業員インタビューは、都市部における同様の食事の費用を把握することに焦点を当て

ることができる。審査員は、食事が健全であり、必要なバランス、栄養、日々の変化を提供しているかどうかを問

い合わせることもあり得る。従業員には、店舗で購入する食料雑貨の費用を尋ね、現場外の価格と比較することも

できる。 

(1.7.13) 多くの場合、国法は新たに母となった女性に関する規定を定めている。法律における規定には、乳児の授

乳のための場所、新たに母となった女性が毎日子どもに授乳するために与えられる時間、ならびにそのような授乳

休憩が適用される期間が含まれうる。母親が就業している間に、託児所で子どもに対して有資格の保育者による保

育を提供する施設の設置を求める法律に留意すること。国法の規定内容にかかわらず、本インジケーターにおける

ASC 要件は全面的に満たさなければならない。本インジケーターは、インジケーター1.6.1 と併せて審査することも

でき、工場が新たに母となった者の採用で差別を行っていないこと、また、新たに母となった者が賃金が低い可能

性のある下位職への降格によって不利益を受けていないことを確認できる。 

女性の従業員に対し、工場が新たに母となった者に提供している施設について尋ねることができる。必要となった

場合、自分にも同様の待遇が提供されるかどうかを尋ねることができる。産休を取得した者の記録を確認し、施設

内に在籍する新たに母となった者に聞き取りを行うことで、工場が本インジケーターの要件を満たしているかどう

かを把握できる。 

(1.7.14) ハラスメントは複数の形態で現れ、職場でしばしば見られる。これは、監督者やマネージャーによって、

従業員に生産目標を達成させるための手段、または工場で定められた懲戒方針・手続の枠外で従業員を処罰するた

めの手段として用いられることがある。管理者は、従業員が被る可能性のある精神的・身体的・言語的虐待の微妙

な形態にしばしば気づいていない。だからといって工場の管理者が責任を免れることにはならず、従業員の扱われ

方について説明責任を負い続ける。 

精神的ハラスメントには、従業員に訓練を受けていない業務を割り当てること、または技能水準に適合しない単純

作業に従事させることが含まれ得る。 

身体的ハラスメントには、時に激しい身体的接触、すなわち押す、突き飛ばす、蹴る、殴るといった行為に及ぶこ

とが含まれ得る。 
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言語的ハラスメントには、同僚の前で従業員を嘲ること、公の場での叱責、解雇の脅し、同僚の前での暴言が含ま

れ得る。 

従業員への面談：従業員面談には、自信・信頼・共感の醸成を含む計画と戦略が必要である。審査員は、面談を従

業員の立場から捉え、監督者やマネージャーが生産目標を達成するために採用している慣行を把握するため、自由

回答式の質問を行える。技能の高い従業員は、しばしば監督者に異議を唱え質問をするため、この種の慣行のしわ

寄せを受けやすい点に留意する必要がある。その結果として、彼らは嫌がらせの対象になりやすい。 

(1.7.15) 工場本体および生産工程に関連する付属建物を含め、建築物の構造健全性に関する法令に審査員が精通し

ていることが重要である。審査員は、工場配置図および所管当局が承認した建築計画をレビューする。これには従

業員宿舎（工場が提供している場合）が含まれる。審査員は、過去に建物の平面計画に加えられた増築や、増改築

が所管当局に承認されているかを確認できる。 

(1.7.16) 工場およびその工程の海事面に関連する国家・地域の法令に審査員が精通していることが重要である。こ

れには、沿岸や水上での作業の物理的側面、または水上における船舶やその他の小型船舶の運航が含まれ得る。審

査員は、救命胴衣などの個人用保護具の整備状況を確認できる。審査員はまた、従業員が受講した海上安全訓練に

ついて確認できる。 
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労働時間 
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労働時間 

 

これは飼料基準のどの判定基準に適用されるか。 

判定基準 1.11 - UoC は、超過労働を防止する。 

この判定基準の意図は何か。 

飼料工場は、過度の労働時間から従業員を保護する。 

要件をどのように解釈するか。 

本基準における労働時間の要件は、すべての従業員に適用される。 

通常の労働日および労働週（1.11.1） 

通常の労働日は休憩を除き最大 8 時間、通常の労働週は最大 48 時間である。団体交渉協約、業界基準、または国内

法がより短い労働日または労働週を定める場合は、その定めを適用する。 

例えば、従業員は月曜、火曜、水曜、木曜、金曜、土曜に 9 時から 13 時まで勤務し、昼食休憩を 1 時間取り、14 時

から 18 時まで勤務を再開することができる。これは 1 日 8 時間、週 48 時間となる。これは、この従業員が月曜か

ら日曜までに休憩を除いて働くことが許される最大時間である。 

若年従業員（1.11.11）および軽作業に従事する児童（1.11.19）に関する要件は、1日および週当たりの時間数が異

なるが、上記の例と同じ概念に従う。 

団体交渉および国内法が認める場合、通常の所定労働週に対して以下の例外を適用できる場合がある。 

o 週のうち 1 日以上で 8 時間未満しか働かない従業員は、残りの労働日の各日に最大 1 時間を追加して労働

し、不足時間を補うことを選択できる。 

o 交替制で雇用されている場合、3 週間の期間における平均労働時間が通常の所定労働日および所定労働週を

超えない限り、1 日 8 時間超および 1 週間 48 時間超の労働を選択できる。 

第一次産業において、とくに生産が季節性を帯びる場合や追加の移動を要する場合には、労働時間の上限および休

息期間の要件を年間で平均化できる。これは、例えば船員や農業の従業員に適用され得る。 

交替勤務 

サプライヤー行動規範： 

当該基準は、飼料工場が原料製造者向けに定めるサプライヤー行動規範（指標 2.1.4）および原料製造者が自ら

のサプライヤー向けに定めるサプライヤー行動規範（指標 2.1.8）に含めなければならない。この基準の指針お

よび解釈は、飼料工場の原料製造者ならびにそのサプライヤーが遵守するものとする。 
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ILO は交替勤務を次のように定義している。「事業所が個々の労働者の労働時間よりも長い時間帯、かつ日中および

夜間の異なる時間に稼働できるように、労働者が職場において互いに交代して就業する労働時間編成の方法」であ

る。15 

審査員へのインタビュー 

従業員が審査員による面接を受ける場合、それは通常の労働時間と同様に企業から賃金が支払われる。審査は飼料

工場の全体的なコンプライアンス要件および管理システムの一部であるため、この時間は従業員ではなく企業が支

払うべきである。 

就労時間の記録（1.11.2、1.11.12、1.11.20） 

すべての従業員の就労時間は記録されており、給与明細を通じて、または要求に応じて、従業員が確認できる。 

残業（1.11.3、1.11.4、1.11.5、1.11.13、1.11.21） 

残業は定常的には発生せず、例外的な状況でのみ発生する。例えば、以下のような場合である。生産のピーク時に

残業を要請することがある、または人員が欠勤し他の者が業務を代替する必要がある場合である。飼料工場は、残

業を定常的に要請するリスクを最小化するように業務計画を立てる。飼料工場が同一業務を残業で繰り返し実施す

る必要が生じ続ける場合、契約時間数の見直しが必要であることを示唆する兆候である。 

残業は任意であり、従業員は追加の労働時間に同意しなければならず、残業を拒否しても差別や不利益取扱いを受

けない。 

若年の従業員（1.11.13）および軽作業に従事する児童（1.11.12）に対しては残業を認めない。 

 

 
15ILO: 交替勤務とは何か? (Geneva, ILO, Information Sheet No. WT-8, 2004) 

https://www.ilo.org/sites/default/files/wcmsp5/groups/public/@ed_protect/@protrav/@travail/documents/publication/wcms_17071

3.pdf 

https://www.ilo.org/sites/default/files/wcmsp5/groups/public/@ed_protect/@protrav/@travail/documents/publication/wcms_170713.pdf
https://www.ilo.org/sites/default/files/wcmsp5/groups/public/@ed_protect/@protrav/@travail/documents/publication/wcms_170713.pdf
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18 歳以上の従業員の勤務スケジュール例 

以下の 2 表は、週当たりの労働時間の例であり、許容される労働時間の上限と認められる残業時間の上限を含む。

第 1 表は 1 週間の時間割例を示し、第 2 表は第 1 表の情報を要約する。 

 

キー: 

緑：休息 赤：作業 青：休憩 黄色：残業 

表 6：18 歳以上の従業員の 1週間の勤務表の例。 

時間 月曜日 火曜日 水曜日 木曜日 金曜日 土曜日 日曜日 
00:00        
01:00        
02:00        
03:00        

   
04:00        
05:00        
06:00        
07:00        
08:00        

   
09:00        

    10:00        
    

11:00        
12:00        

   
13:00        

    
14:00        

    
15:00        
16:00         
17:00        
18:00        
19:00        
20:00        
21:00        
22:00        
23:00        
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表 7：18 歳以上の従業員の週次勤務予定表の概要 

 

 

若年従業員（15 歳、16 歳、17 歳）向け勤務時間表の例 

以下の 2 表は、週次の就業時間の例を示しており、許容される最大労働時間数を含む。第 1 表は 1 週間の時間割例

を示し、第 2 表は第 1 表の情報を要約する。 

キー: 

緑：休息 赤：作業 青：休憩 

 月 火曜 水曜日 木曜 金曜日 土曜日 太陽 週合計  

労働時間

の適正管

理 
8 時間 8 時間 8 時間 8 時間 8 時間 8 時間 0 時間 48 時間 

指標 1.11.1：

労働時間は、1

日 8 時間およ

び通常の週 48

時間を超えて

はならない

（休憩時間を

除く）。 

残業時間 0 時間 1 時間 0 時間 
2.5 時

間 
4.5 時

間 
4 時間 0 時間 12 時間 

指標 1.11.4：

残業時間は週

12 時間以下で

ある 

休憩時間 1 時間 1 時間 1 時間 1 時間 1 時間 1 時間 
該当な

し 
 

指標 1.11.6：

休憩は、8 時

間の労働につ

き 1 時間未満

であってはな

らない。 

休息時間

（1 日あ

たり） 

＋24 時

間（日

曜日の

休日か

ら） 

15 時間 13 時間 14 時間 11 時間 11 時間 24 時間  

指標 1.11.7：

1 日（24 時

間）につき連

続した休息は

11 時間未満で

あってはなら

ない。すなわ

ち、ある日の

業務終了から

翌日の業務開

始までに 11 時

間の休息を確

保すること。 

休息時間

（週単位

） 
0 時間 0 時間 0 時間 0 時間 0 時間 0 時間 24 時間 

休息日

1 日（

24 時間

） 

指標 1.11.8：

週休は、7 日

間の期間内に

少なくとも連

続 24 時間（1

日の休息）と

する。 
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表 8：若年従業員の 1 週間のスケジュール例 

時間 月曜日 火曜日 水曜日 木曜日 金曜日 土曜日 日曜日 
00:00        
01:00        
02:00        
03:00        
04:00        
05:00        
06:00        
07:00        
08:00        

09:00        
  

10:00        
 

11:00        
  

12:00        
 

13:00        
14:00        

   
15:00        
16:00        
17:00        

 
18:00        
19:00        
20:00        
21:00        
22:00        
23:00        
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表 9：若い従業員のための 1週間の時間割の概要。 

 

 

 
16このスケジュールは、子が就学義務年齢を超え、在学していない場合に適用される。これらの時間は、学業上の義務に応じて変動する。 

 月 火曜 水曜日 木曜 金曜日 土曜日 太陽 週合計  

労働時間

の適正管

理 
8 時間 8 時間 8 時間 8 時間 8 時間 0 時間 0 時間 40 時間 

指標 

1.11.11：労働

時間は、1 日

当たり 8 時

間、週 40 時間

を超えてはな

らない（休憩

時間を除

く）。16 

休憩時間 1 時間 1 時間 1 時間 1 時間 1 時間 
該当な

し 
該当な

し 
 

指標

1.11.14：休憩

時間は、労働

4.5 時間ごと

に 0.5 時間以

上でなければ

ならない。 

休息時間

（1 日あ

たり） 

＋24 時

間（日

曜日の

休日か

ら） 

14 時間 16 時間 14 時間 18 時間 24 時間 24 時間  

指標

1.11.15：1 日

（24 時間）当

たりの休息

は、連続 12 時

間未満であっ

てはならな

い。すなわ

ち、ある日の

勤務が終了し

てから翌日の

勤務が開始す

るまでに 12 時

間を確保する

こと。 

休息時間

（週単位

） 
0 時間 0 時間 0 時間 0 時間 0 時間 24 時間 24 時間 

休息日

2 日（

48 時間

） 

指標

1.11.16：7 日

間の期間内に

おける週休

は、連続 48 時

間（2 日間の

休息）未満で

あってはなら

ない。 
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軽作業に従事する 13歳および 14歳の児童のための時間割例 

以下の 2 表は、週次の就業時間の例を示しており、許容される最大労働時間数を含む。第 1 表は 1 週間の時間割例

を示し、第 2 表は第 1 表の情報を要約する。 

キー: 

緑：休息 赤：作業 青：休憩  

表 10：軽作業に従事する児童の 1 週間の時間割の例。 

時間 月曜日 火曜日 水曜日 木曜日 金曜日 土曜日 日曜日 
00:00        
01:00        
02:00        
03:00        
04:00        
05:00        
06:00        
07:00        

08:00        
  

09:00        
10:00        

  
11:00        
12:00        
13:00        
14:00        
15:00        
16:00        

 
17:00        

 
18:00        
19:00        
20:00        
21:00        
22:00        
23:00        
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表 11：軽作業に従事する子どもの週の時間割の概要。 

審査に関する留意事項 

この基準の審査プロセスの一環として、審査員は、稼働中の団体交渉協約（CBA）の有無および工場が組合組織化さ

れているかどうかを把握しておくべきである。CBA は三者協定であり、工場の労働条件に関する規定とともに、支払

うべき賃金を定めている場合がある。また、審査員が関連する国内・地域の法令に適切に精通していることが前提

とされる。 

（1.11.1）審査員は、休憩時間や、何時間の連続労働後に休憩が必要かを定めることの多い国内法を指針とするこ

とができる。多くの法令は、8 時間の労働時間中に 1 時間の休憩を求めているのが一般的である。組織によっては、

その 1 時間を、午前と午後の各 15 分の休憩と 30 分の食事休憩に分割する場合がある。別の例では、1 時間の無給の

食事休憩と、午前と午後にそれぞれ 1 回の有給休憩を設ける場合がある。 

文書レビュー：審査員は、従業員の証言を裏づけるために勤怠記録を確認し、義務的な食事・休憩時間を考慮した

うえで、記録された所定労働時間が正確に反映されているかを確認することができる。 

 月 火曜 水曜日 木曜 金曜日 土曜日 太陽 週合計  

労働時間

の適正管

理 
3 時間 3 時間 3 時間 

2.5 時

間 
2.5 時

間 
0 時間 0 時間 14 時間 

指標

1.11.19：労働

時間は 1 日 3

時間および 1

週間 14 時間を

超えてはなら

ない（休憩時

間を除く）。 

休憩時間 1 時間 1 時間 0 時間 
0.5 時

間 
0.5 時

間 
該当な

し 
該当な

し 
 

指標

1.11.22：休憩

は、労働 3 時

間につき 0.5

時間未満であ

ってはならな

い。 

休息時間

（1 日あ

たり） 

＋24 時

間（日

曜日の

休日か

ら） 

20 時間 20 時間 15 時間 21 時間 24 時間 24 時間  

指標

1.11.23：24

時間当たりの

連続休息は 14

時間未満であ

ってはならな

い。すなわ

ち、ある日の

労働が終了し

てから翌日の

労働が開始す

るまでの間

に、連続 14 時

間の休息を確

保すること。 

休息時間

（週単位

） 
0 時間 0 時間 0 時間 0 時間 0 時間 24 時間 24 時間 

休息日

2 日（

48 時間

） 

指標 

1.11.24：週休

は 7 日間の期

間内に連続 48

時間（2 日）

未満であって

はならない 



Aquaculture Stewardship Council  

文書名 ASC飼料基準 - 解釈マニュアル 文書 ID ASC-INT-002-JP バージョン 1.2 ページ111 231 

 

従業員面接：面接では、各勤務日における始業時刻と終業時刻を把握するための質問を行うことがある。審査員

は、義務的な休憩がある場合にはそれを把握し、この時間を考慮に入れて従業員からの回答を評価し、所定の一日

の通常労働時間が法令および ASC 基準のうち、いずれか高い要求事項を満たし、従業員にとってより保護的で有利

であるかどうかを判断する必要がある。 

審査員は、定時の開始前に従業員が呼び出され、記録されていない／無給の場合がある日次の生産会議に出席させ

られている可能性に留意することがある。同様に、審査員は、従業員が通常の労働時間を超えて未完了の作業やノ

ルマを完了するために残留を求められているか、またその残留による遅延が勤怠記録システムに記録されているか

を確認しようとすることがある。従業員に対しては、始業・終業時刻を自分で記録しているのか、または監督者も

しくはタイムキーパーが労働時間を記録しているのかを把握するための質問を行うことがある。審査員は、勤怠記

録システムが実際にどのように機能しているか、従業員が打刻するための機器の台数が適切か、全従業員が打刻す

るのに要する時間がどの程度かを確認しようとすることがある。 

(1.11.2, 1.11.12 and 1.11.20) 工場はすべての労働時間を記録する仕組みを備えるべきである。システムには、

従業員が出社時および業務終了後に個人カードを打刻するタイムレコーダーの使用を含みうる。労働時間を記録す

る他の方法として、光学式スワイプカード、指紋および／または顔認証スキャナ、RFID（Radio-Frequency 

Identification）カードの使用がある。特定の国では、従業員には RFID 機能を備えた企業の身分証明カードが発行

されている場合がある。出退勤および労働時間を手作業で記録することも許容され、その場合は各部門の監督者が

開始時刻と終了時刻を手書きで記録してよい。この場合、従業員は各日の終わり、または少なくとも週の終わり

に、自らの時間記録に署名して確認することを求められるべきである。記録には、週の各日の開始時刻と終了時刻

を示し、累計として当該週の所定労働時間の合計が算出される必要がある。時間外労働も同様の方法で記録してよ

い。 

どのようなシステムを用いるかにかかわらず、すべての実労働時間の記録は保管され、審査の際に検証可能でなけ

ればならない。 

(1.11.3) この指標を審査するには、工場が生産能力をどのように算出しているかを理解する必要がある。日次、週

次、月次の生産量は、1 日 8時間労働を基準として算出すべきである。 

文書レビュー：審査員は時間当たりの生産量を測定するために整備された文書を検証し、これを日次、週次、月次

の生産量と相関付けることができる。日次、週次、月次の生産量が、工場が 1 日 8 時間の稼働で達成可能な水準を

上回る場合、残業に依存していることを示す。 

従業員インタビュー：従業員に対し、どの程度の頻度で残業するか、また残業を拒否する自由があるかを尋ねるこ

とができる。審査員はまた、滞りを生じ得る生産の典型的な工程を把握すべきである。老朽化して生産量が低い機

械が原因で、残業が必要になる場合がある。生産速度を低下させ、残業を増やす機械の頻繁な故障が原因である可

能性もある。保全部門への重点的なインタビューにより、滞りや故障を引き起こし、その結果、生産コミットメン

トを満たすために残業を要する典型的な問題を明らかにできる。 

（1.11.4）通常、残業可能時間には日、週、月、場合によっては四半期ごとに上限が設定されている。多くの法令

では、週 6 日労働を前提とする場合、1 日当たり 2 時間または週当たり 12 時間の残業を認めている。 

審査員は、従業員がしばしば残業を好むことを認識しておくべきである。これは、特に賃金が低い場合、より多く

の収入を得る機会となるためである。従業員が、残業時間が一定の上限を超えていないと述べるよう指導されてい
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る場合がある。過剰な労働時間を明らかにする方法の一つは、生産記録の確認、生産能力計算の把握、および従業

員への慎重な聞き取りである。 

この指標は、従業員が週あたり 12 時間を超えて残業しないことを求めているが、この要件を審査する際には地域の

法令を織り込むべきである。多くの国では週または月の残業時間に上限があり、週あたり 12 時間の残業を認めない

場合がある。 

(1.11.5) 審査員は、CBA（労働協約）が存在するか、また残業に対して支払うべき割増率を定めているかを確認で

きる。通常、適用される残業割増率は国または地域の法令によって規制されている。審査員はまた、割増残業を適

用すべき基礎となる日給および時給の賃率を確認することもできる。 

審査員は、（存在する場合）団体協約（CBA）および国内法が労働週または労働月をどのように定義しているかを確

認し、時間当たり賃金率の算出に用いる計算がその定義と整合しているかを検証できる。同一の月給でも、月当た

りの労働時間数が大きいほど、時間当たり賃金率は低くなることに留意する。例えば、1 か月の労働時間は 240 時間

（8 時間×30 日）、208 時間（8 時間×26 日）、または 172 時間（8 時間×22 日）とされることがある。時間当たり

賃金の計算に用いる月間労働時間数は、労働者に支払われる残業の割増率に影響する。 

国家・地域の法令が割増率を定めている場合、審査員は、法定水準より高い可能性のある適用可能な残業の割増率

に関する業界基準が存在するかどうかも検討できる。労働者を確保するため、産業界がより高い残業の割増率を提

示することは多い。 

地域法令が残業割増率を定めていない場合、または法令が基本賃金の 125％未満の割増率を規定している場合、工場

は残業割増として少なくとも基本賃金の 125％を支払うことが求められる。 

文書レビュー：以上のすべてを踏まえ、時間外賃金の算定システムを理解することを含む。給与記録は、正しい時

間外割増が適用されていることを是正できるべきである。審査員は、経理／財務／給与処理部門に対し、時間外割

増の算出方法の説明を求めることが有用である。これには、審査員が、現行の団体交渉協定および、該当する場合

には国内法ならびに業界基準の要件を十分に理解している必要がある。 

従業員面談：従業員は、時間外賃金を算出する際に適用される時間外割増について広く理解しているべきである。

通常労働時間、通常時間賃金、時間外労働時間および時間外賃金を示す賃金明細（ペイスリップ／ペイスタブ）を

受領すべきである。時間外賃金の計算は、CBA（団体交渉協定）／国内／地域の法令または業界慣行に基づいて正確

に行われるべきであるが、基本賃金の 125％未満であってはならない。 

（1.11.6 および 1.11.14）CBA または国内法が、より長いまたはより頻繁な休憩を定めていない場合、8 時間の労働

につき少なくとも 1 時間の休憩があるべきである。 

文書レビューおよび施設巡回：現地法は、所管当局による労働時間および休憩時間に関する掲示の承認と、その後

の生産現場または従業員がアクセスできる掲示板への掲示をしばしば要求する。審査員はこの種の法令に留意し、

工場が国内法で定められた要件を満たしていることを検証すべきである。 

従業員インタビュー: 従業員には、勤務日の概要、休憩の回数、休憩の長さ、休憩時間の過ごし方について尋ねる

べきである。生産のピーク月に生産需要を満たすため、通常より早く職場に戻ることを求められているかどうかに

ついても尋ねるべきである。 

(1.11.7 および 1.11.15) この指標は、シフトの審査およびシフトのローテーション時に特に重要である。例えば、

ある工場が 06:00–14:00 と 14:00–22:00 の 2 交替で稼働しているとする。週の途中でシフトをローテーションする
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と、14:00–22:00 で働く労働者が翌朝 06:00 に出勤することを求められ、休息時間が 8 時間に短縮される可能性があ

る。これは ASC 基準を満たさない。工場が 3 交替制で稼働する場合は、さらに重要かつ複雑である。 

次のシフトの前に従業員が休むべき最小時間、3 交替制の適用方法、就業中およびシフト終了後の必要な休息期間を

定める国内法が存在する場合がある。 

文書審査: 文書審査では、工場が 2 交替または 3 交替で稼働している場合のシフトローテーション制度について十

分に理解することを含めるべきである。審査員は、適用される ASC 要件との整合性を確認することができる。 

従業員面接：従業員が交替制で働いている場合、シフトのローテーション方法や、ローテーション時にどれだけの

休息が与えられているかを尋ねることがある。審査員は、（交替制が導入されている場合）全シフトの労働者と話

し、より広い従業員のサンプルから聞き取りを行うことを望む場合がある。 

（1.11.8 および 1.11.16）従業員面接：面接では、生産需要を満たすために従業員が週末にどの程度の頻度で働く

必要があるかを取り上げる。従業員の証言に不一致がある場合、週当たりの休日日数および週または月の残業時間

数を検証するために、文書の照合により裏付けるべきである。 

（1.11.9 および 1.11.17）しばしば、従業員は生産需要のために年次有給休暇の給付を受けられず、そのような休

暇が金銭で補償される場合がある。従業員は業務から回復し静養し家族と過ごすための時間を必要とするため、こ

れは高リスクの状況を生む。休暇の不足はしばしば事故や傷害につながる。年次有給休暇の給付の適用方法は、通

常、地域の法令が定めている。国法を上回る追加の休暇を従業員に付与する業界の基準がある場合は、従業員への

保護がより高く有益であるため、そのような業界基準が適用される。 

文書審査：審査員は、従業員に付与された年次有給休暇の記録を審査し、それが業界慣行および国内法と整合して

いるかを確認できる。年次有給休暇賃金の支払いについても、国内法との整合性を検証できる。 

従業員インタビュー：審査員は、年次有給休暇給付の取得状況を把握するため、従業員のグループに聞き取りを行

うことができる。国内法への適合を確認するため、従業員には、年次有給休暇の申請手続き、年次有給休暇賃金の

支払い、年次有給休暇の全日数を一度に取得可能かについて質問すべきである。さらに、年次有給休暇を取得しな

かった場合に補償を受けているかどうかについても尋ねることができる。 

（1.11.10）本指標の審査には、1.11.1、1.11.5、1.11.6、1.11.7、1.11.8 の審査員向け指針が適用される。該当す

る場合は CBA（労働協約）および国内法を確認し、交替制が複数ある場合の夜間労働に従業員の健康審査が必要かど

うかを検証すべきである。 

（1.11.11）国によっては就業最低年齢が 16 歳である場合があり、その場合はより高い基準が適用され、工場は 16

歳未満を雇用してはならない。国によっては就業最低年齢が 14 歳である場合もあり、この場合はより高い ASC 基準

である 15 歳が適用される。 

義務教育：審査員は、審査が実施されている国の義務教育年齢を確認することもできる。各国には、子どもが義務

教育を受けなければならない年齢、または子どもが通学すべき学年・学級を定める法律がある場合がある。15〜18

歳の者の義務教育が、いかなる状況でも損なわれてはならない。望ましい実務として、通学（登下校の移動時間を

含む）に要する時間と就労時間の合計が、1 日 8 時間を超えない範囲であれば、子どもに就労を認めてもよいとされ

る。 

(1.11.13) たとえ国内法が若年従業員の残業を認めていても、若年従業員は残業してはならない。 
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(1.11.18) 審査員は、若年従業員が就労できる時間帯を規制する国内法を参照できる。若年従業員に就学を義務付

ける法的な規定が存在する場合があり、それらは遵守しなければならない。 

（1.11.19）軽作業の定義は各国の法令で定められている場合がある。この場合、審査員は、前記の年齢層の子ども

が工場で雇用される際、国内法で許容される範囲に合致する作業に従事しているかを確認できる。子どもが経済活

動に従事することを認める国もある。貧困の緩和を目的とするものであり、子どもの精神的・身体的・情緒的発達

に影響を与えず、子どもにとって道徳的に危険でなく、義務教育を妨げないことを条件としている。審査員は、13

歳から 15 歳の者が軽作業に従事することを認めているかどうかを確認するため、法令を確認することもできる。国

によっては、軽作業に従事できる最低年齢が 14 歳とされている場合がある。そのような場合、子どもに対する保護

がより強く有益であるため、法令が優先される。 

義務教育：審査員は、審査が実施される国の義務教育年齢を確認することもできる。各国には、子どもが義務教育

を受けなければならない年齢、または子どもが通学すべき学年・学級を定める法律がある場合がある。いかなる状

況でも、13 歳から 15 歳の者の義務教育が損なわれてはならない。 

法令で定められた年齢の子ども、または ASC 要件で定める 13 歳から 15 歳の者を従事させる場合、休憩時間を除

き、1 日 3 時間、週 14 時間を超えて就労させてはならない。 

文書レビュー：審査員は、採用プロセスおよび関連手順を含むすべての文書を検証し、これらが国内法と整合して

いることを確保すべきである。年齢の法的証明を確認し、従業員個人ファイルに保管しておくべきである。 

従業員インタビュー：若年従業員／子どもと話すには、きめ細かなアプローチと技能が必要である。審査員は、子

どもと話す際に用いる方法論に留意すべきである。十分な安心感が得られた後、審査員は従業員に対し、就学状

況、学校および通学に要する平均時間、就労時間、休憩、賃金の支払いについて質問できる。 

(1.11.21) 国内法が若年従業員の年齢未満の子どもに時間外労働を認めている場合でも、この指標に基づく ASC 要

件が優先する。これは、若年従業員をよりよく保護し、彼らにとってより有益であるためである。 

文書レビューおよび従業員インタビュー：両方の審査活動において、若年従業員の年齢未満の者が時間外労働の対

象とされていないことを確認すべきである。 

(1.11.22) 文書審査および従業員面談：審査員は、若年従業員の年齢に満たない従業員は、他の従業員とは異なる

休憩を必要とすることを認識しておくべきである。休憩提供の仕組みは、監督者および従業員の双方との照合によ

り、当該従業員に、国家法または ASC 基準のうち従業員の保護がより強くより有益な方を満たす休憩が与えられて

いることを確認できる。当該従業員の監督者および従業員本人へのインタビューにより、勤務時間中の休憩に関す

る要件が順守されていることが確認される。 

(1.11.23) 文書レビューおよび従業員インタビュー：若年従業員の年齢未満の者に関する勤怠記録は、国内法およ

び ASC 要件との整合性を確認するためにレビューの対象とすることができる。当該従業員を監督する者および従業

員本人へのインタビューにより、1 日の休息に関する要件が満たされていることを確認できる。 

（1.11.24）文書審査および従業員インタビュー：労働時間、シフト、休憩の承認および掲示は、国内法の要件であ

る場合がある。審査員は、これが該当するかどうか、また、若年従業員の年齢未満の者が、国内法または ASC 基準

のうちより厳格な方で定められた要件を満たしているかを検証できる。従業員およびその監督者へのインタビュー

により、連続する 7 日間において従業員に連続 48 時間（2 日）以上の週休が与えられていることを確認できる。 
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若年従業員に満たない年齢の者の休暇記録は、法定の年次有給休暇の支払いを含め、国内法との整合性を検証でき

る。直近で休暇から復帰した従業員へのインタビューにより、年次有給休暇に関する基準および法定の給付が満た

されていることを立証できる。 

審査員は繁忙期を特定し、記録を検証して、雇用された若年従業員に満たない年齢の従業員数を特定できる。こう

した従業員は繁忙期に任用されることが多い。勤怠および給与記録を精査し、労働時間と支払済みの対応賃金を確

認できる。「ボーナス」「生産インセンティブ」の事例は抽出して綿密に調査し、法律で「夜間業」と見なされる

時間帯、または ASC 基準による 20 時から 6 時の時間帯のうち、より厳格で従業員の保護に資する方を基準として、

その時間帯に労働が行われていないことを確認する。 
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従業員の宿泊施設 
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従業員の宿泊施設 

 

これは飼料基準のどの判定基準に適用されるか。 

判定基準 1.14 - UoC は、安全で適切かつ衛生的な労働者の宿泊施設を提供する。 

この判定基準の意図は何か。 

飼料工場は、従業員に提供される宿泊施設が安全、適切かつ衛生的であり、合理的で明文化された料金で従業員に

提供されることを確保する。 

要件をどのように解釈するか。 

背景 

職場内住宅は通常、僻地の職場や地域の住宅供給が極めて限られている場合に提供されるため、サイト内の宿泊施

設に居住する従業員とその家族は、地域社会との統合度が低く、代替住宅が不足している場合には、強制労働、債

務労働、児童労働のリスクに脆弱である。従業員の収入に比して高い家賃も、従業員が高額家賃による負債を負う

ことで、債務労働の状況を助長しうる。 

目的 

飼料工場は従業員に住宅を提供する義務はなく、従業員も事業者提供の住宅に居住する義務はない。しかし、飼料

工場が従業員向け住宅を提供または保証する場合、当該施設を自社所有・賃借・外部委託のいずれとするかを問わ

ず、従業員およびその家族に提供される住宅の品質、安全性、維持管理を監督し、確保する。 

安全でプライバシーが確保された施設（1.14.1） 

施設は、繰り返し発生する極端な気象条件に耐えられるよう、危険のない場所に建設され、適切な排水、害虫防除

および衛生手順が整備されている。火災安全およびその他の緊急対応措置が講じられており、例えば表示された安

全出口、緊急逃亡経路と集合地点、ならびに消火設備がある（設備は年 1 回または必要に応じて保守される）。 

宿泊施設には、性別ごとに分離された宿泊区画が含まれ、十分なプライバシーを確保する。例えば、両方の性別が

存在する場合には施錠可能な扉を備え、共同寮では各従業員に個別のベッドと収納スペースがある。子どものいる

家族は、その家族に属さない従業員とは別の部屋を使用し、子どもは親と同居する。就寝用の空間と社交のための

空間は分離され、さらに、独立した換気の良い食堂または調理・飲食のためのスペースがある。 

サプライヤー行動規範： 

当該基準は、飼料工場が原料製造者向けに定めるサプライヤー行動規範（指標 2.1.4）および原料製造者が自らの

サプライヤー向けに定めるサプライヤー行動規範（指標 2.1.8）に含めなければならない。この基準の指針および

解釈は、飼料工場の原料製造者ならびにそのサプライヤーが遵守するものとする。 
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会合（1.14.3） 

宿泊施設に居住する従業員の代表と管理者との年次会合を開催し、宿泊が安全、衛生、プライバシー、衛生設備お

よび賃料に関する要件を満たすようにするための改善提案を従業員が行うことができる。合意された改善は雇用主

が実施する。 

賃料（1.14.5） 

一般市場で入手可能な同等の宿泊施設と比べて低いか同程度であり、かつ従業員の所得に対して妥当な比率を超え

ない場合、賃料は「合理的」であるとみなされる。合理的な賃料には雇用主の利益は含まれない。従業員または従

業員とその家族が雇用主が手配した住居に居住する予定である場合、賃料水準は契約合意の一部であり、飼料工場

は賃料水準の計算方法および根拠を提示できる。 

衛生設備（1.14.6） 

適切な衛生設備は寮または住宅施設の内部または近接（すなわち 60 メートル未満）に設置され、換気の供給元

（例：窓や扇風機）、十分な照明、プライバシーのために閉まり施錠できる扉を備える。設備には以下のいずれか

が含まれる：汲み取り式便所、水洗便所、小便器。蛇口と流水も利用可能である。家族用宿泊施設を除き、衛生設

備は男女別に提供される。設備は清掃しやすい硬質材料で構築されている。廃棄物および排水は、要件 1.19および

1.20 に従って処理される。 

 

審査に関する留意事項 

(1.14.1) 審査員は、従業員用住居に関する適用可能な国内法が存在する場合、それを確認してもよい。しばしば、

国家の土木建築基準の一部として、一定の構造および安全要件が定められていることがある。寮施設がサービス提

供者により所有され、または提供されている場合、審査員は当該施設の賃貸条件を確認できる。条件には、消火設

備や警報を含む防火などの安全システムの維持管理および保守に関する明確な説明責任と責任、良好に維持された

緊急／逃亡経路、十分な換気、暑さ・寒さ・雨などの自然要素からの保護、騒音・臭気・粉じんのない環境、従業

員とその家族のプライバシーの確保、必要な場合の性別によるセグリゲーション（分別管理）が含まれる。上記

は、工場が寮を所有している場合にも適用される。 

前述の文書を確認して、寮の維持管理に関する説明責任を特定するべきである。寮の巡回点検により、本指標のす

べての規定が満たされているかが示される。 

優良実践とは何か。 

遠隔地などの事情により、職場内の住宅を要する場合があるが、ILO の指針は、コミュニティ内で住宅を確保で

きる可能性がある場合には、雇用主が従業員に住宅を直接提供することは一般に望ましくないとする。従業員が

「雇用主が所有または管理するサイトの敷地内に居住する場合、地域社会への統合が進みにくく、雇用主への依

存が高まりがちである」と指摘している。雇用主は、可能な場合には、民間の仲介機関、政府の制度その他の手

段を通じて従業員の住宅探しを支援するなど、代替策を用いることが推奨される。 
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従業員インタビュー：寮の一般的な生活環境について、工場の管理者に注意喚起された可能性のある広く見られる

問題を含め、従業員に尋ねるべきである。 

(1.14.2) 寮施設が提供されている場合、審査員は、トイレ、シャワー室、廊下などの共用部の清掃やごみ処理とい

った計画的なハウスキーピングの記録を確認してもよい。寮内で従業員に調理を許可する場合、厨房の清潔・衛生

および防火安全について検査できる。理想的には、LPG（調理用ガス）は、適切な種類の消火器および火災・煙警報

器を含む火災防止の適切な措置が整えられた状態で、配管により安全にキッチンへ供給されるのが望ましい。厨房

は難燃材料で施工され、延焼を防ぐために防火扉が設けられている。安全な慣行は、従業員が居住する主たる寮棟

から離れた場所に厨房を配置し、発生し得る火災の従業員の居住区域への延焼を防ぐことにある。製造区域と同様

に、寮でも消防訓練を実施でき、避難経路を標示でき、すべての出口に非常灯を設置できる。 

寮内では、害虫防除措置が定期的に実施されることがある。審査員は、年間の害虫防除契約および害虫防除措置の

実施頻度を検証できる。 

従業員への聞き取り調査：寮の一般的な生活環境について、工場の管理者の注意に上っている可能性のある広く見

られる問題も含めて、従業員に質問することができる。寮の巡回により、本指標の規定が満たされているかを判定

する。 

(1.14.3) 審査員は、工場の管理者と従業員代表の間で開催された会議の記録を確認し、従業員が提起した懸念を把

握できる。寮に居住する従業員へのインタビューでは、居住環境に関する苦情申立ての手続に焦点を当てることが

できる。本指標は、苦情の管理手続を扱う基準 1.13 の指標と併せて審査できる。 

(1.14.4) 寮施設が提供されている場合、審査員はそれらが生産フロアと共通壁で接していないこと、または生産フ

ロアの上下階に配置されていないことを確認できる。これは、生産フロアで火災が発生した場合の防火安全を確保

するためである。 

(1.14.5) 世界の一部地域では、従業員に対し、企業が提供する寮施設に滞在する選択肢が与えられている。従業員

は通常、宿泊費が補助されるためにこれを選択する。審査員は、企業提供の寮の外に滞在する場合に従業員が負担

する費用を調査し、当該費用について従業員に質問することができる。 

文書確認：従業員契約書および給与記録を用いて、寮施設について毎月従業員から徴収される金額の整合性を確認

できる。水道および電気の提供に対して追加料金が従業員に課される場合があるが、その費用は、工場提供の宿泊

施設の外に滞在した場合に支払う額を上回るべきではない。 

(1.14.6) すべての衛生設備を清潔に保つ清掃担当者、および当該設備を稼働状態に維持する保全担当者が配置され

ている場合がある。衛生設備の実地点検により、本指標の要求事項が満たされていることを確認できる。 

従業員へのインタビュー：従業員には、飲料水の品質や、蛇口（水栓）およびトイレの洗浄システムといった衛生

設備の維持管理に関する質問を行うことができる。 

有益なリソース 

ILO 労働者向け住宅に関するガイダンス: https://www.ilo.org/wcmsp5/groups/public/---ed_emp/---emp_ent/---

multi/documents/publication/wcms_116344.pdf 

レインフォレスト・アライアンス 住宅および生活環境に関するガイダンス: https://www.rainforest-

alliance.org/wp-content/uploads/2020/12/guidance-k-housing-living-conditions.pdf 

https://www.ilo.org/wcmsp5/groups/public/---ed_emp/---emp_ent/---multi/documents/publication/wcms_116344.pdf
https://www.ilo.org/wcmsp5/groups/public/---ed_emp/---emp_ent/---multi/documents/publication/wcms_116344.pdf
https://www.rainforest-alliance.org/wp-content/uploads/2020/12/guidance-k-housing-living-conditions.pdf
https://www.rainforest-alliance.org/wp-content/uploads/2020/12/guidance-k-housing-living-conditions.pdf
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国際金融公社（IFC）『労働者の宿泊施設：プロセスと基準』: 

https://www.ifc.org/wps/wcm/connect/topics_ext_content/ifc_external_corporate_site/sustainability-at-

ifc/publications/publications_gpn_workersaccommodation 

 

 

 

https://www.ifc.org/wps/wcm/connect/topics_ext_content/ifc_external_corporate_site/sustainability-at-ifc/publications/publications_gpn_workersaccommodation
https://www.ifc.org/wps/wcm/connect/topics_ext_content/ifc_external_corporate_site/sustainability-at-ifc/publications/publications_gpn_workersaccommodation
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関与、対話および苦情 
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関与、対話および苦情 

 

 

これは飼料基準のどの要件に該当するか。 

判定基準 1.13 - UoC は、効果的な労働者の苦情処理のプロセスを提供する。 

判定基準 1.15 - UoC は、地域コミュニティの社会的・経済的な幸福の維持・向上に貢献する。 

判定基準 1.16 - UoC は、先住民や部族民の権利、文化、伝統的な領土を尊重する。 

これらの要件の趣旨は何であるか。 

飼料工場は、自らが従業員、影響を受ける地域社会、先住民および部族の人々に与える影響を把握している。飼料

工場は、負の影響を最小化するために取り組み、従業員、地域社会、先住民および部族の人々と建設的な対話を促

進するために関与し、苦情が発生した場合にはそれを解決するためのアクセスしやすい苦情申立手続を提供する。 

要件をどのように解釈するか。 

背景 

苦情処理メカニズムを提供する雇用主の責任は、国連指導原則および ILO の「苦情の審査に関する勧告（第 130

号）」で認識されている。苦情処理メカニズムは、企業が負の影響や被害を引き起こす、またはそれに寄与する場

合に、必要な救済を特定し提供することを可能にし、問題の深刻化を未然に防ぎ、長期的な傾向を特定して対処す

るのに資する。 

サプライヤー行動規範： 

本要件は、飼料工場が原料製造者向けに定めるサプライヤー行動規範（指標 2.1.4）および原料製造者がそのサプ

ライヤー向けに定めるサプライヤー行動規範（指標 2.1.8）に含めなければならない。本要件の指針および解釈に

は、飼料工場の原料製造者ならびにそのサプライヤーが従わなければならない。 

 

 

デューデリジェンス要件： 

以下に示す基準 1.13 に関する指針は、すべての原料製造者に等しく適用される。飼料工場は、指標（2.2.5）に

従って自社の原料製造者に対するデューデリジェンスを実施しなければならない。 

 

 

 

https://data.asc-aqua.org/asc-vocabulary/
https://data.asc-aqua.org/asc-vocabulary/
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ミルは、従業員、地域社会の構成員、先住民族および部族民との継続的で開かれた関与と対話を促進するための仕

組みを整備している。これらの集団に影響する課題について頻繁に対話することは、良好な関係の維持に資すると

ともに、正式な苦情処理手続きが発動される前に問題解決を図るのに役立つ。ミルが提供する関与・対話の仕組み

および苦情処理手続きは、継続的学習の供給元であり、将来の紛争や苦情を防止するために分析される。 

 

誰が含まれるのか？ 

本プロセスに含まれるミルの活動によって影響を受ける人々および集団には、従業員が含まれる。さらに、ミル

周辺の地域社会、ミルの活動によって影響を受けるより広域の地域社会、そして遠隔地に居住していても土地や

資源に対する権利を有し得る者（先住民族や部族民など）も含まれる。 

 

このプロセスで提起され得るフィードバックまたは課題の例は何か。 

人々や集団に負の影響を及ぼすミルの活動に起因する問題、ならびに改善の機会。例として次のとおり。 

o 運用の非効率: 整備不良の機械に関連し、効率に影響し健康リスクを引き起こし得る問題を従業員が提起す

る。 

o 従業員の権利／差別: 同様の職務に就く男性より女性の従業員の賃金が低い。 

o ハラスメント: 監督者から、就業時間内外や職場内外を問わず、労働者が恋愛関係や性的関係の開始を強要

される。 

o 労働条件：従業員は過度な残業時間の労働を頻繁に求められ、適切な補償がなされていない。 

o 環境・資源への影響：工場は自家用途のために地域の地下水を取水しており、地域社会の淡水の利用可能性

に影響を与えている。 

o 環境・生活の質：工場の操業により隣接コミュニティで騒音公害と臭気が発生している。 

o 地域の雇用機会：コミュニティの構成員は、移住労働者として外部から雇用される従業員の割合が高いこと

を指摘し、より多くの地元採用を求めている。 
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従業員対話促進システム（1.13.1） 

雇用主は、全従業員の自由な参加を可能にし、従業員が日常的に容易にアクセスできる従業員対話システムを主体

的に実装する。匿名フィードバックの機会も付与する。従業員がフィードバックを提供し、経営陣と関与するため

の仕組みには、以下が含まれ得る。 

o 経営陣と従業員の対話 

o 選出された従業員代表または労働組合代表との関与 

o フィードバックを募るための従業員ミーティングまたは集会 

o 従業員委員会 

o 意見箱 

o オンラインのフィードバックフォームまたは専用メールアドレスへのアクセス 

o 従業員調査 

国連指導原則に基づく 

ASC の苦情処理メカニズムの要件は国連指導原則第 31 に基づく。同原則は、有効であるためには苦情処理メカニズ

ムが参加者間の信頼を醸成し、次の要件を満たすべきであると定めている。 

透明性 利用者は何が起きているかについて明確な情報を与えられる 

公正 利用者は苦情手続に関与するために必要な情報および専門知識の供給元へのアク

セスを有し、内部で効果的に解決されない場合に外部救済にアクセスする権利を

含む 

予見可能性 利用者は手続、その所要時間、想定される結果を理解している 

アクセス可能性 利用者はその存在について周知され、利用できる 

権利に基づく 結果および救済は国際人権と整合している 

対話と関与に基づく 利害関係者が協議され、手続に組み込まれる。この手続は苦情への対処と解決の

手段として対話に重点を置く 

継続的学習の供給元 個別の苦情は、他の不満の発生を防止する助けとなるよう分析する 
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地域社会、先住民族および部族民との主体的関与（1.15.1、1.16.1） 

工場は、自社の活動により大きな影響を受け得る地域社会および先住民族・部族民（利害関係者）を特定し、これ

らの利害関係者との関与および対話プロセスを開始する。工場は、リスクマネジメント枠組み（リスクマネジメン

ト枠組みのセクションを参照）をツールとして用い、リスク分析と利害関係者の特定および関与プロセスを実施す

る。 

地域社会との主体的関与には、例えば、次のようなものがある。 

o 工場の経済活動および長期的な対話に臨む意向について、地域の代表者に対する書面での連絡 

o 電話連絡の書面記録。議事録には、日付、時間、電話番号、通話相手を含める。こうした関与の頻度は、リ

スクアセスメントの過程で特定された潜在的な否定的社会的影響に基づくべきである。 

特に工場が専用の工業区域に立地している場合、利害関係者の初期特定プロセスによって、地域社会および先住

民・部族民との関わりと影響が最小限であることが示される場合がある。この根拠と結論は文書に記録され、この

場合はさらなる関与や対話は不要である。 

 

苦情処理メカニズムは利用可能で適用可能である（1.13.2、1.15.2、1.16.2）。 

苦情処理メカニズムを利用可能にするためには、潜在的な利用者がまず自らの権利を理解していなければならな

い。 

したがって、工場は次の点を確保する。 

o 従業員が自らの労働権（指標 1.3.2）を理解し、また、労働安全衛生規則を含む職場の技術的課題を理解し

ている。 

o 従業員に対し、苦情処理メカニズムの機能方法と、このメカニズムに付託できる問題の種類について説明が

提供されている。そこには、個々の従業員に関する問題だけでなく、例えば袋用ミシンの不具合、刃物の切

れ味低下、フォークリフトの不足といった職場の技術的課題も含み得る。 

o 苦情処理メカニズムへのアクセス方法に関する情報は、施設の公共エリアに掲示されているほか、従業員に

配布されるチラシ、テキストメッセージ、インスタントメッセージ、電子メール、その他のプライベートな

通信手段を通じて提供され、従業員の会議や集会で話し合われている17。 

o 苦情申立てメカニズムに関する情報は、すべての新規採用の従業員に提供される。メカニズムに関する更新

は全従業員に提供される。 

o 苦情処理メカニズムの潜在的な利用者である地域社会および先住民族・部族民は、指標 1.15.2 および

1.16.2 に従い、利害関係者のマッピングとエンゲージメントのプロセスによって特定される。このプロセ

スの一環として、対象者には、法律および ASC 基準の下での自らの権利が周知され、併せて苦情申立てメカ

ニズムについても周知される。 

 
17インスタントメッセージングの連絡先データなど、従業員の私的な通信チャネルへの雇用主のアクセスは、従業員の許可

がある場合にのみ認められる。また、従業員のプライバシーは、GDPR などの国内法および国際的な法令に沿って維持され

なければならない。 
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苦情手続きが明確化されている（1.13.1、1.15.3、1.16.3）。 

工場は、従業員、コミュニティ、先住民および部族民のための苦情メカニズムについて、苦情の提出方法および苦

情がたどる手続の流れを含め、プロセスが明確であることを保証する。 

o 工場は、苦情メカニズムに関して地域コミュニティの代表者、コミュニティリーダーおよび関連するコミュ

ニティ組織に対し、研修を行うか情報を共有する。これらの者は、特に課題や問題が生じた際に、コミュニ

ティ構成員への周知を図ることができる。 

o このプロセスを通じて、社会的地位の低いコミュニティ、移民、女性などの脆弱な集団にリーチすること

は、コミュニティおよび先住民・部族集団にとって特に重要である。これらの集団は影響を受けやすく、企

業に対して問題を提起することに最も不慣れであるため、該当する場合には脆弱な集団の代表者をアウトリ

ーチに含めるべきである。 

o 苦情申立てメカニズムは、地域の刊行物での周知や、企業のニュースレター、チラシ、ポスターによる告知

に加え、ウェブサイト、オンラインニュースレター、ソーシャルメディアなどのデジタル手段を通じても周

知できる。 

苦情の提出方法は、従業員および地域社会の代表者とともに決定するのが最適である。提出チャネルの例には、対

面での面談、専用電話番号、電子メールアドレス、インスタントメッセージングその他のオンライン提出メカニズ

ム、書簡やメモ、または従業員や地域コミュニティのリーダー、地域コミュニティセンターの訓練を受けた職員を

通じた提出が含まれる。 

受理対象となる苦情例と受理対象外の苦情例 

受理対象外の苦情とは、当該工場の活動または特性（例：所在地）に無関係なものである。 

許容可能 不受理 

毎夜午前 0 時以降に発生する当該施設からの大き

な騒音を伴う積み込み作業、およびトラックの往

来に関する地域住民からの苦情。 

工場も他の者も利用する路面状態の悪い公道に関する苦

情は、政府が対処すべきであり、不受理とみなされ得る 

職場における移民従業員に対する差別について、

定期的に昇進を拒否されているという主張文があ

るとする苦情。 

地域の学校における移住従業員の子どもに対する差別に

ついて工場に寄せられた苦情は、学校の指導部が対処す

べきであり、不受理とみなされ得る。 

コミュニティ構成員、先住民および部族民、および従業員による第三者に対する苦情への追加支援の提供方法に

関する提案は、優良事例の箇所に記載がある。 
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人口学的に異なるコミュニティは異なるチャネルを好む可能性があり、脆弱な集団が参加できるよう、苦情の提出

方法について特別な配慮が必要となる場合がある。例えば、同じ性別や同じ民族集団の者が苦情を受け付けられる

場合、参加の可能性が高まることがある。 

苦情手続には、報復の禁止要件が含まれる（1.13.3、1.15.4、1.16.4）。 

ミルの非報復要件には、苦情申立ての主張文を提出した者に対する処罰を禁じる明確な規定が含まれる。従業員お

よび他の利害関係者は、自らの主張文が自分に不利益な結果を招くことを恐れる場合、苦情申立てメカニズムを利

用しないためである。 

 

ミルの管理者は、苦情を提起した個人または法人・組織に対して、いかなる行為も取ってはならない。これは報復

と見なされる。報復が発生した場合、その苦情手続は不適切と見なされる。職場における報復は、解雇、降格、減

給、労働時間の短縮といった直接的な結果である場合がある。また、個人的困難を引き起こす業務への再配置、重

要会議やグループ行事からの排除、脅迫、嫌がらせ、いじめといったより微妙な形態を取る場合もある。さらに、

他の職員による仲間外れ、嫌がらせ、いじめを助長するなど、間接的な形で生じることもある。地域住民や先住

民・部族の人々に対する報復も、ミルによる直接の行為として、または他者を通じた間接的な形で生じうる。これ

には、脅迫、嫌がらせ、人物または財産への被害が含まれうる。 

 

報復からの保護は、ILO が「従業員または元従業員による、使用者の違法、不正、危険または非倫理的な行為の通

報」と定義する内部告発者にも適用される。18 

 

報復防止に関する追加的保護としては、次が含まれ得る。 

o 機微な主張文を提出し、報復を恐れる人のために、機密事項での主張文を提起できること。これは、主張文

を提出する者の身元が委員会内で機密として保持されることを意味する。報復の懸念が大きい場合の追加措

置として、NGO や弁護士など、主張文を提出する者を代理できる第三者へのアクセスを認めることを検討し

得る。 

 
18ILO Thesaurus, https://metadata.ilo.org/thesaurus.html 

 

報復の例 

移住労働者が、維持管理が不十分な機械で働かされていることについて苦情を申し立てたところ、その後、労

働時間を削減された。 

女性従業員が、女性の賃金が男性より低い点について苦情を申し立てたところ、子の世話を妨げる夜勤に配置

転換された。 

マネージャーからのハラスメントについて苦情を申し立てた従業員が、管理者の後押しを受けて他の従業員か

ら疎外され、いじめを受ける。 

https://data.asc-aqua.org/asc-vocabulary/
https://metadata.ilo.org/thesaurus.html


Aquaculture Stewardship Council  

文書名 ASC飼料基準 - 解釈マニュアル 文書 ID ASC-INT-002-JP バージョン 1.2 ページ128 231 

 

o ホットライン等を通じて、主張文を匿名で提出できること。この場合、主張者の身元は一切判明しない。こ

の場合の是正措置は、特定の個人に紐づかず、より広い集団に影響する可能性が高い。 

o 主張文を提出する者に対し、労働権利団体や司法手続など、利用可能な外部の苦情申立て経路を周知する。 

すべての苦情に 90日以内の期限で対処する（1.13.4、1.15.5、1.16.5）。 

苦情委員会は苦情への対応手順に従い、90 日以内に明確な行動計画を作成する。ただし、緊急の懸念はより早く対

処し、状況によっては問題の完全な救済により長い期間を要することがある。例えば、従業員に危害を及ぼし得る

設備に関連する職場の危険に関する苦情の場合、当該設備は直ちに運転から外し、修理しなければならない。未成

年の児童労働に関する苦情の場合には、児童が法定の就学終了年齢および就労可能年齢に達するまで救済を継続す

る。 

 

委員会構成員が、主張文の提出者または他の者が危険にさらされているおそれが合理的にあると判断する場合、お

よび／または、事案が児童労働または強制労働の可能性を含む人権を伴う場合、委員会は本書の ASC 救済セクショ

ンに定められた指針に従う。 

 

 

すべての苦情、応答および救済を追跡（1.13.5, 1.15.6, 1.16.6） 

すべての苦情に関する主張文について、指定された苦情委員会の構成員が、苦情および救済の各手続の全ステップ

が合理的な期間内に完了し、すべての主張文について完了日を付して文書化されていることを確保する。 

多様で代表性のある意思決定型苦情委員会（1.13.6、1.15.7、1.16.7） 

ASC は、意思決定委員会は文脈依存であり、その構成は各飼料工場によって異なることを認識している。各苦情メカ

ニズムの意思決定委員会は、苦情を提出し得る目標集団の構成員（例：従業員、コミュニティ構成員）を代表す

る。従業員代表は、管理者の干渉を受けることなく、同僚によって自由に選出される。多様な集団の代表性を含

め、脆弱な集団のニーズを考慮するための合理的な努力を行う。例えば、コミュニティの苦情委員会に男女同数を

優良実践とは何か。 

工場は、レインフォレスト・アライアンスから準拠した以下のようなタイムラインに従う 

供給元: https://www.rainforest-alliance.org/business/resource-item/guidance-e-grievance-mechanism/ 

 

 

 

 

 

 

2日以内

•苦情を受理し、受
付を通知する

•緊急の保護措置を
講じる

2週間以内

•苦情が受理要件を
満たしているか確

認・審査する

1か月以内

•苦情内容を調査し、
何が起きたかを明

らかにする

•調査結果を共有す
る

6週間以内

•是正計画について
合意する

• 異議申立ての機会
を提供する

90日以内（以

降も継続）

•是正計画を実施し、
その進捗をモニタ

リングする

• 是正措置の進捗を
報告・共有する

1年以内（以降

も継続）

•継続的な改善を行
う

https://www.rainforest-alliance.org/business/resource-item/guidance-e-grievance-mechanism/
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確保すること、従業員の苦情委員会で代表性のある人数構成を確保すること、または移住従業員やコミュニティ構

成員、地位の低い従業員やコミュニティ構成員を含めること等が該当する。委員会の規模は飼料工場の規模に応じ

て変動し得る。 

 

委員会メンバーに選ばれた者は訓練を受け、事業および発生しがちな苦情についての知識を有し、労働権、コミュ

ニティの権利、先住民族の権利を含む人権課題を該当する範囲で理解し、アクセスしやすく公平であると見なされ

ている。彼らは苦情を調査し解決するための適切な技能、権限、能力を備え、適切な場合には対話、救済および改

善点の特定を促進する。委員会内で委員が担う役割には、アウトリーチ、調査、プロセスの管理、記録および文書

化が含まれる。 

苦情は公正に処理され、有効な結果をもたらす（1.13.7、1.15.8、1.16.8）。 

苦情を申し立てる者、苦情委員会のメンバー、苦情解決に関与するその他の者はすべて、公正で十分な情報に基づ

き敬意をもって苦情プロセスに関与するために必要な情報の供給元、助言および専門知識への合理的なアクセスを

有していなければならない。苦情プロセスは明確に定義され、公に周知されなければならない。 

苦情プロセスの手順は明確であり、想定されるシステム利用者に周知されている。プロセスの想定タイムラインも

同様である。19効果的な苦情プロセスは、少なくとも以下の手順の要素を取り入れる。 

 

 

 

 

 

 

 
19手順は Rainforest Alliance の Grievance Guidance から転用した: https://www.rainforest-

alliance.org/business/resource-item/guidance-e-grievance-mechanism/ 

 

コミュニティ代表の例 

o コミュニティ代表はコミュニティによって選挙または選定される 

o 地元の指導者（市長、部族の指導者）がコミュニティを代表する 

o 地域のアドボカシーNGO が委員会に参加する 

o 飼料工場が、コミュニティ出身でコミュニティを代表する地域連携担当職員を雇用する。 

https://data.asc-aqua.org/asc-vocabulary/
https://www.rainforest-alliance.org/business/resource-item/guidance-e-grievance-mechanism/
https://www.rainforest-alliance.org/business/resource-item/guidance-e-grievance-mechanism/
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表 12: 苦情プロセス手順の例 

手順 注記／詳細 

1. 苦情申立てを受理し、受領確認を行う  

2. 人権または危険事項に対する即時措置。 児童労働などの人権案件、または負傷につながるおそれのあ

る危険に関する苦情の場合は、直ちに保護措置を講じなけれ

ばならない。救済プロトコルにおける保護に関する指針に従

う。 

3. 苦情申立てを審査し、受理可否を確認する 苦情が不受理と判断された場合は、その根拠とともに申立人

（苦情を提起した個人または団体）に通知する。不受理の苦

情とは、工場の活動または属性（例：所在地）に関連しない

ものを指す。 

4. 何が起きたかを確定するために苦情を調査する 苦情委員会の委員が、要請があり実行可能な場合には申立人

の機密性を維持しつつ、苦情を調査する。複雑な問題、また

は利益相反がある場合には、評価のために外部の専門家を招

くことがある。 

5. 調査結果を伝達する 調査結果を申立人に伝達する。 

6. 救済計画について合意する 苦情申立てが有効と認められた場合、申立人との対話を通じ

て救済計画に合意する。複雑な問題では、委員会は外部の仲

裁、または NGO や権利の専門家を含む外部の救済支援を関与

させることがある。 

7. 不服申立ての機会 合意に至らない場合、申立人には外部の苦情メカニズムに不

服を申し立てる機会が与えられる。 

8. 救済計画を実施し、監視する 是正計画は 90 日を超えて延長される場合がある。 

9. 是正の進捗を伝達する 是正の進捗は、提出者に伝達され、関連性があり機密性が問

題とならない場合には、より広く追加の利害関係者にも伝達

される。 

10. 継続的改善  
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効果的な成果とは、すべての当事者に受け入れられるものである。行動が必要な場合には成果に期限が設定され、

機密性が不要な場合には対外的に伝達される。場合によっては、申立てを行った個人または組織が満足する形で苦

情を解決できないことがある。この場合、労働権利団体や司法手続など、利用可能な外部の苦情申立てチャネルに

アクセスする権利があることが通知される。 

 

審査員は、苦情が基準の趣旨に沿って解決されていることを検証する。 

 

希望される場合のための機密プロセスが提供されている（1.13.8、1.15.9、1.16.9）。 

不満委員会のメンバーや不満プロセスを管理する人は、個人情報の機密性を保護することに特に注意を払いなが

ら、記録を受け取り、処理し、ファイルし、監視する。 

地域社会や先住民、部族の人々の食糧安全保障と資源へのアクセスの権利（1.15.10、

1.16.11）。 

コミュニティおよび先住・部族の人びとは、食糧安全保障をもたらしてきた土地や森林、自然生息地などの地域

で、数十年、ときに数世紀にわたり生活してきた可能性がある。これらの地域には、土地に加え、その生息地を流

れる河川や小川も含まれ、食糧を得るために依存できる自給的な生態系を形成してきた。 

審査に関する留意事項 

(1.13.1) 審査員は、工場が採用する、従業員と管理の間の双方向の対話を促進するシステムを評価できる。このシ

ステムが機能していることを示す証拠が必要である。 

工場に労働組合がある場合、審査員は、従業員の課題が労働組合に伝達され、これらが定期的に管理と協議されて

いるかを確認できる。 

文書レビュー：審査員は、工場が採用する、従業員と、さまざまな階層の管理および監督職との間で積極的な対話

を促すシステムを確認できる。このシステムは、識字レベルが多様なバックグラウンドを持つ従業員にも容易に理

解できるものであるべきである。システムの実施責任者、従業員が参照・相談できる者を含め、関係者を特定して

おくべきである。 

優良実践とは何か。 

工場は、関与プロセスの一環として、受け入れられない不満に対しても関与と支援を提供する。地域社会のメンバ

ー、先住民や部族の人々、従業員に影響を与える不満が提起された場合、政府などの第三者によって対処されるべ

きであっても、工場は主張文を行う人や団体を可能な限り追加の擁護で支援する。例えば、隣接する村で道路修理

が必要な場合や、移民従業員が自分の子供が地元の学校で差別されていると主張する場合、工場は地元政府や学校

の指導者と協力して改善を支援する。 
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従業員インタビュー：労働組合が存在する場合、審査員は、従業員が課題を提起するために採用しているシステ

ム、およびその課題が管理にどのように伝達されているか（その伝達の頻度を含む）を把握するため、1 名以上の組

合員にインタビューできる。従業員から構成される委員会が存在する場合も同様である。 

従業員には、問題を提起する仕組み、およびそれらが管理者によってどれほど迅速に、またどの程度の頻度で取り

上げられ対処されるかを概説させるために、自由回答式の質問を行うことができる。従業員に対し、問題提起のた

めの異なるチャネルが存在するか、存在する場合には各チャネルがどのように機能するかを尋ねることができる。

たとえば、あるチャネルは、苦情や不満を台帳に書面で記録するなど、より形式的な手続を要する一方で、別のチ

ャネルには、従業員が意見箱を通じて苦情を提出する方法があり、匿名の場合もあれば、従業員の身元の特定を要

する場合もある。組織によっては、従業員が身元を明かさずにフリーダイヤルへ匿名で苦情を申し立てることを求

める内部告発方針を有するものがある。近年、組織は匿名の従業員調査を実施するためにボイスツールを用いてい

る。審査員は、ボイスツールで実施された調査結果を検証し、その情報を用いて従業員と面談し、追加情報を取得

することができる。 

(1.13.2) 従業員は、たとえば導入研修の一環として、または在職中の継続研修として、苦情申立てメカニズムにつ

いて周知されているはずである。さらに、苦情申立て手続は、従業員が理解できる言語で、従業員の雇用条件の一

部とされている場合がある。この手続は名称が示すとおり、正式・非正式・匿名の報告を含む複数の方法を用いて

苦情を報告する方法について、明確に文章化され理解しやすい指示を従業員に提供すべきである。 

苦情申立てプロセスは、常勤正規、契約、季節、移住労働者（国内および外国）および臨時の従業員を含むすべて

の従業員に適用されるべきである。すべての従業員は、規定の写しの提供および／または従業員がよく利用する共

用エリアや場所への掲示によって、苦情申立て手続にアクセスできるべきである。審査員は、共用エリアの掲示板

に苦情申立て手続が掲示されているかを物理的に確認できる。 

文書レビュー: 審査員は苦情申立て手続をレビューし、全従業員が理解可能な明確な指示が記載されているか、ま

た当該手続がすべての種類の従業員に適用されるかを確認する。例えば、外国人移住従業員には、工場内での内部

的な申立てに加え、工場が所在する国にある自国の労働アタッシェの現地領事事務所に問題を提起する選択肢が与

えられる場合がある。移民従業員が苦情を申し立てることができる領事館や大使館のウェブサイトまたは Facebook

ページが存在することもしばしば指摘されている。 

従業員インタビュー: 従業員には、苦情申立て手続についてどのように周知されたか、また手続へのアクセス方法

を尋ねることができる。インタビュー対象の従業員が当該手続を実際に使用していない場合でも、工場での手続の

機能と適用に関する大まかな理解を示せるべきである。 

(1.13.3) 審査員は、苦情申立て手続のレビュー時に、苦情を報告した従業員に対する報復を禁止する旨が明記され

ているかを確認する。苦情申立て手続が有効であるためには、従業員が制度を信頼する必要があり、管理者が特定

した各種のチャネルを通じて苦情を報告しても報復がないと理解している必要がある。 

文書審査：審査員は、過去に従業員が報告した苦情を、工場が組合組織化されている場合は労働組合を含む複数の

経路を通じて検証できる。過去に苦情を報告した従業員がインタビュー対象として選定される場合がある。過去に

苦情を報告した従業員がもはや在籍しておらず給与台帳から外れている場合はレッドフラッグであり、徹底的に調

査すべきである。しばしば、苦情を報告した者は周縁化され、管理者や監督者が、規律違反や能力不足といった根

拠の乏しい理由を口実に従業員を解雇する手段を見いだすことがある。 
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従業員インタビュー：従業員に対し、苦情の報告に対する非報復・非懲罰およびその理解について質問できる。過

去に苦情を報告した従業員が工場の給与台帳から外れている場合、現在の従業員に対し、当該従業員が苦情を報告

した際に起きた事象の経緯と、それがどのように従業員の不当解雇につながり得たかを説明するよう求めることが

ある。さらに、工場が組合組織化されている場合、審査員は非報復・非懲罰の理解を深めるために労働組合の構成

員と面談することがある。 

(1.13.4) 単純な苦情は 90日の期間を要しない場合があるが、認められる最大期間は 90 日である。その他の苦情は

より短い期間で解決される場合があり、事業所は従業員の安全衛生および労働条件へのリスクに基づき、さまざま

な種類の苦情を特定のより短い解決期限で分類することができる。 

従業員へのインタビュー：従業員は、苦情の解決にどの程度の期間を要するかについて大まかな理解を示せるべき

である。労働組合が組織されている、または従業員委員会がある製粉工場においては、審査員は、苦情の種類の分

類および各区分に割り当てられる期間の設定に関与していた場合、組合または委員会のメンバーから具体的情報を

求めることができる。 

(1.13.5) 審査員は、苦情の追跡に用いられるシステム、管理者からの回答、従業員または被害当事者への連絡、お

よび提供された救済措置を検証できる。これは、文書化され追跡される単純なシステムでもよく、たとえば Excel

シート上で、苦情の申立て者の氏名、日付、苦情の対象者および／または関係部門、区分、実施された内部調査の

日付と結果、調査の結論、および被害当事者に回答が提供された日付を記録するものである。 

従業員インタビュー: インタビューは従業員に対して行われ、審査員が追跡シートや他の管理および文書化システ

ムから確認した不満を確認することができる。従業員からの証言は、管理者が不満を追跡する一環として文書化し

た内容と一致している必要がある。 

(1.13.6) 審査員は、意思決定不満委員会のメンバーが工場内の従業員の多様性を代表していることを確認できる。

工場が組合化されている場合、労働組合のメンバーが意思決定不満委員会の一員であるべき。意思決定不満委員会

はその役割と責任を文書化することができ、適用される場合には脆弱な従業員に対する特定のリスクが主要な焦点

となることがある。意思決定不満委員会には、指標 1.13.5 で要求されるように、一定期間にわたって追跡された不

満に基づいて追加の責任が与えられることがあり、これらは指標 1.2.8 の要件に従って管理システムが見直される

ことを要求する場合に定期的に調整されることがある。 

文書レビュー：審査員は、意思決定を行う苦情委員会による定期会合、その議事録および決定の結果を検証するた

めに文書を確認できる。また、既存の脆弱なグループに対するリスクを特定する際に、一定期間にわたり追跡され

た苦情の分析を含む総合的アプローチが適用されているか、さらに意思決定を行う苦情委員会の業務が管理システ

ムレビューの一部として見直されているかを検証できる。 

従業員インタビュー：特定された脆弱なグループ、追跡システムで特定された持続的かつ共通する苦情を提起した

従業員を含む者に聞き取りを行うことができる。工場の脆弱なグループを代表しているかどうか、意思決定を行う

苦情委員会の構成員について従業員に尋ねることができる。 

(1.13.7) 苦情委員会による公平な苦情処理は、工場における脆弱なグループを委員会の構成員が適切に代表してい

ることに依存する。苦情委員会の運営において、管理者による監督および代表を置くことがあり得る。これは、提

起された苦情が、苦情そのものと即時の解決策だけでなく根本原因にも対処する明確な結果を伴って、客観的かつ

公正に処理されることを確保するためであり、管理システムの枠組みにおいて求められるものである。 
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従業員へのインタビュー：インタビューには、苦情に関する意思決定委員会の結果およびその公正性に関する質問

を含めることができる。さらに、同様の苦情が頻発しているかどうかを従業員に尋ね、工場が当該苦情の根本原因

に対処したかを見極めることができる。 

(1.13.8) 従業員は、機密性と報復防止を確保する制度を信頼する。管理者は、苦情手続きの一環として、すべての

苦情が機密に取り扱われ、従業員が報復から保護されることを従業員に伝えるべきである。従業員が匿名のままで

いることを選択した場合には、問題の調査、根本原因の特定、解決策の策定のために、苦情から特定の情報のみを

共有する旨を伝えるべきである。 

従業員へのインタビュー：審査員は、苦情が報告された際にどのように機密性が維持されるか、また、提出された

苦情に氏名を紐づけないよう管理者に求める選択肢が従業員にあるかどうかを問い合わせることができる。 

(1.15.1 および 1.16.1) 審査員は、オンサイト審査に先立ち、工場が地域コミュニティや先住民族・部族の人々と

関与しているかどうかを判断するために、工場から情報を得ることができる。地域の一般住民の状況や、先住民

族・部族の人々の存在および経済活動への関与についての知見は、審査の十分前に調査可能である。 

文書審査：ミルの管理者は、地域社会および先住民・部族民の代表者と主体的に関与するための戦略を審査員に提

示できる。審査員は、そうした人々の代表者と面談した際に保持される記録の証拠、ならびに開催された会合の議

事録や行われたコミュニケーションの記録を確認してもよい。地域社会または先住民・部族民の代表者との関与

は、ミルの活動に起因するいかなる負の社会的影響の特定、回避、軽減に焦点を当てる場合がある。そうした影響

は、土地利用、社会的影響、地域環境、または先住民・部族民が居住する環境に対して生じる影響に関連し得る。 

（1.15.2 および 1.16.2）文書審査：審査員は、地域社会および先住民・部族民が問題を報告するための苦情処理手

順を審査し、理解しやすく明確に記述された指示があるかを確認できる。審査員は、過去に地域社会および／また

は先住民・部族民によって提起された問題や懸念の性質を検証できる。 

インタビュー：審査員が地域コミュニティや先住民・部族民の代表者に会う場合、議論は工場の商業活動が彼らに

どのような影響を与えているかに焦点を当てることができる。彼らは、工場に対して懸念や苦情をどのように提起

できるか、また工場における自身の連絡窓口が誰であるかを尋ねられることがある。さらに、苦情メカニズムがど

のように周知されたか、また工場の管理者といつ協議が行われたかについても尋ねられることがある。地域コミュ

ニティや先住民・部族民の代表者とのこのようなインタビューは、工場の管理者の説明および記録上の既存の文書

を確認し裏付けるべきである。 

（1.15.3 および 1.16.3）インタビュー：地域コミュニティおよび／または先住民・部族民の代表者とのインタビュ

ーは、彼らが苦情の提出プロセスおよび提出された苦情への対処メカニズムの仕組みを把握していることを確認で

きる。彼らは、過去に苦情が提起された事例とその解決方法について尋ねられることがある。 

（1.15.4 および 1.16.4）審査員は指標 1.13.3 の審査ガイダンスを参照してよい。同じ原則がこれらの指標の審査

にも適用される。報復の禁止は苦情手続きで扱うべきであり、地域コミュニティまたは先住民・部族民の構成員に

対して生じたあらゆる報復の報告を受け付け処理するために、管理者の上級構成員を指名するべきである。 

インタビュー：審査員は、地域社会および先住民・部族民の代表に対し、苦情処理手続における報復禁止条項の理

解、および苦情の申立てを報告したことに対する報復が発生した場合に当該集団が取り得る行動について、質問す

る場合がある。 

（1.15.5 および 1.16.5）これらの指標を審査するため、審査員は指標 1.13.4 の審査ガイダンスを参照することが

できる。 
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（1.15.6 および 1.16.6）これらの指標を審査するため、審査員は指標 1.13.5 の審査ガイダンスを参照することが

できる。 

（1.15.7 および 1.16.7）これらの指標を審査するため、審査員は指標 1.13.6 の審査ガイダンスを参照することが

できる。 

（1.15.8 および 1.16.8）これらの指標を審査するため、審査員は指標 1.13.7 の審査ガイダンスを参照することが

できる。 

（1.15.9 および 1.16.9）これらの指標を審査するため、審査員は指標 1.13.8 の審査ガイダンスを参照することが

できる。 

審査員は、宗教的または精神的な重要性を含む伝統的、文化的、生態学的、経済的理由で、先住民および部族民の

法的または慣習的権利に敏感になることができる。これには、審査員が現地の法律を理解することが必要。しばし

ば、政府の部門や、時には別々の省庁が、先住民および部族民のそのような権利が満たされることを保証してい

る。重要なのは、製粉所の商業活動が、特定のグループにとって伝統的に重要であったサイトへの先住民および部

族民のアクセスを妨げる可能性がある。先住民および部族民のそのような権利に悪影響を及ぼしてはならない。 

インタビュー: 先住民および部族民、またはその代表者とのインタビューは、製粉所がこの指標の要件を満たして

いることを確認できる。そのようなグループやその代表者は、製粉所の経済的および商業的活動のために、製粉所

が現在位置している地域での特定の精神的な実践を行う権利が制限された事例について尋ねられることがある。 

（1.15.10 および 1.16.11）地域社会や先住・部族の人々の権利を保護する国内法が存在する場合があるが、ミルが

立地する地域が辺境であること、そしてそれに伴う政府の監督の欠如により、これらが尊重されないことがある。

ときには、別の政府部局が、経済成長の改善および地域住民の雇用機会の創出を目的として、ミルの建設や操業の

拡張を許可することがある。したがって審査員は、土地や水などの資源へのアクセスを妨げることによって、地域

社会および先住・部族の人々の食糧安全保障に関する権利に悪影響を及ぼす経済・商業活動に留意する必要があ

る。 

面談：地域社会および先住・部族の人々や／またはその代表者との議論は、上記の指針に基づき本指標の要求事項

に焦点を当てることができる。 

(1.15.11 および 1.16.12) 審査員は、地域社会の構成員および先住民族および部族民に、工場での雇用機会が与え

られているかを検証できる。これには、工場の求人告知の確認が含まれうる。工場は、先住民族および部族民が提

供する財やサービスを把握し、これらを彼らから直接調達することに取り組む場合がある。例えば、熱帯諸国にし

ばしば自生する竹は、先住民族および部族民の居住地で生育していることがある。竹には多用途性があり、編んで

かごに加工されることが多い。これらのかごは、先住民族および部族民から地域の町や都市の規模の大きい取引業

者に販売されることがある。工場がそのような竹製かごを必要とする場合、取引業者や仲買人から調達するのでは

なく、先住民族および部族民からの購入を検討しうる。審査員は、工場のニーズと、地域社会の構成員や先住民族

および部族民が工場に対して直接財やサービスを提供できる能力について、把握しておくことが望ましい。 

有益なリソース 

SHIFT プロジェクトは、国連「ビジネスと人権に関する指導原則」に基づく人権デューデリジェンスに注力する非営

利のコンサルティング組織である。彼らは、コミュニティおよび従業員に焦点を当てた苦情処理の双方について、

https://data.asc-aqua.org/asc-vocabulary/
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明確な定義を備えた苦情処理メカニズムに関するガイダンス文書を 2 点公表している。 

https://shiftproject.org/wp-content/uploads/2020/02/191210_publication_grievance-mechanism.pdf 

https://shiftproject.org/wp-content/uploads/2014/05/Shift_remediationUNGPs_2014.pdf 

『Doing Business With Respect for Human Rights』は、Global Compact Network Netherlands、Oxfam、Shiftに

よる、企業が国連「ビジネスと人権に関する指導原則」における期待を具体的行動に落とし込むためのガイドであ

る。第 3.8 章 救済と苦情処理 

https://www.businessrespecthumanrights.org/en/page/349/remediation-and-grievance-mechanisms 

レインフォレスト・アライアンスの苦情処理メカニズムに関するガイダンス: 

https://www.rainforest-alliance.org/business/resource-item/guidance-e-grievance-mechanism/ 

 

 

 

 

https://shiftproject.org/wp-content/uploads/2020/02/191210_publication_grievance-mechanism.pdf
https://shiftproject.org/wp-content/uploads/2014/05/Shift_remediationUNGPs_2014.pdf
https://www.businessrespecthumanrights.org/en/page/349/remediation-and-grievance-mechanisms
https://www.rainforest-alliance.org/business/resource-item/guidance-e-grievance-mechanism/
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水利用 



Aquaculture Stewardship Council  

文書名 ASC飼料基準 - 解釈マニュアル 文書 ID ASC-INT-002-JP バージョン 1.2 ページ138 231 

 

水利用 

 

 

これは飼料基準のどの判定基準に適用されるか。 

判定基準 1.18 - UoC は責任を持って水を使用する。 

この判定基準の意図は何か。 

飼料工場が生産における自らの水使用を把握し、水の供給元の重要な生態系サービスを維持するために水を効率的

に利用すること。 

要件をどのように解釈するか。 

背景 

ASC 要件は水使用ではなく水消費のデータを求める。水消費には、例えば漏水や飼料工場への配管の維持不良により

失われたような、生産中に使用されなかった取水が含まれるためである。 

水消費の算定（1.18.1） 

水の供給元別の区分は、水資源保全効率計画（1.18.4）で実施すべき適切な効率化措置を特定するのに必要であ

る。これは、水ストレスが「高い」または「極めて高い」地域（1.18.6）で操業する場合に特に重要である。例え

ば、水位が低下している自家井戸から上水道への切り替えなど、水の供給元の変更が、実施すべき最も適切な措置

として特定され得るためである。 

可能な場合、これらの計算のための供給元データは、ポンプに取り付けられた流量計の読値に基づく。流量計がな

い場合は、理論的な揚水能力とポンプの運転時間に基づいて計算してよい。あるいは、上水の使用の場合は、請求

書に基づいて計算し、費用を使用水量（m3）に関連付けることができる。 

井戸の使用（1.18.3） 

サプライヤー行動規範： 

当該基準は、飼料工場が原料製造者向けに定めるサプライヤー行動規範（指標 2.1.4）および原料製造者が自

らのサプライヤー向けに定めるサプライヤー行動規範（指標 2.1.8）に含めなければならない。この基準のガ

イダンスおよび解釈は、計算および報告要件（指標 1.18.1、1.18.2、1.18.5）を除き、飼料工場の原料製造者

およびそのサプライヤーが遵守するものとする。 

 

 

デューデリジェンス要件： 

以下に示すガイダンスは、すべての原料製造者に等しく適用される。飼料工場は、指標（2.2.5）に従って自

社の原料製造者に対するデューデリジェンスを実施しなければならない。 
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飼料工場は、定期的なモニタリングを通じて、井戸でアクセスする地下水位に低下傾向がないことを示す。モニタ

リングは毎月実施する。ただし、水位に季節変動がない場合は年 1 回のモニタリングを許容する。井戸のモニタリ

ングを飼料工場が実施することが法的に認められていない場合は、規制当局の記録を入手して水位に低下傾向がな

いことを示す。 

水資源保全効率計画（1.18.4） 

水は誰もが使用する不可欠で貴重な資源であり、水資源保全効率計画（WCEP）は、上水を使用している場合であっ

ても、すべての飼料工場に必要である。国際資源パネルは、2040 年までに、利用可能な水の供給が世界の需要に対

して 40%不足すると予測している。20 

飼料工場は、自社の WCEP の中で実現可能で意味のある施策およびタイムラインを提示する。意味のあるタイムライ

ン」は、飼料工場の規模と複雑性、ならびに水道水および節水技術の利用可能性に依存する。 

WCEP の下で、責任ある水利用の実践には、漏水の積極的な探索と制御による浸出および漏洩の最小化、水フットプ

リントの算定、飼料工場が消費する水量と生産される飼料量の正確な計算（計算に不必要な区分けや是正を生じさ

せないこと）、飼料生産設備の技術的改良、水の蒸発の低減、水需要の少ないプロセスや技術の採用、水の再利用

（例：庭園の灌水）、廃水のリサイクル、雨水の回収、井戸水から水道水への移行等が含まれる。不適切な実践に

は、給配水インフラの定期的な保守を行わないこと、水需要の大きいプロセスや技術の使用、非再生可能な水資源

の使用、水ストレスや枯渇への寄与等が含まれる。 

 

WCEP はリスクマネジメント枠組みの中に組み込まれている（本文書の「Risk Management Framework」節を参照）。 

水ストレス（1.18.6） 

水ストレスは地域によって異なるが、世界的に新たな危機として顕在化しており、したがってあらゆるシステムに

おける保全が不可欠である。水ストレスとは、人間および生態系の水需要を満たす能力、またはその欠如を指す。

水ストレスは、水の利用可能性、品質、またはアクセス可能性に関わる場合がある。21リスクアセスメントの結果

（本文書の「リスクマネジメント枠組み」セクション参照）が、生態系やコミュニティに対する負の影響の中〜高

リスクを示す場合、適切な措置としては、例えば用水の変更、または水の供給元の変更がある。具体例として、水

位が低下している私有井戸から水道水への切り替えなどが挙げられる。 

 
20https://www.weforum.org/agenda/2021/01/if-you-want-to-make-progress-on-all-the-major-global-challenges-

start-with-water/ 

21GRI 303 

改善可能な実践と浪費の違いは何か。 

誰もシャワーを使用していないのにシャワーを止めないことは、不適切な実践かつ不要な浪費の例である。一方

で、個人が 5 分ではなく 10 分間シャワーを浴びることは、改善可能な実践の例ではあるが、不要な浪費ではな

い。 



Aquaculture Stewardship Council  

文書名 ASC飼料基準 - 解釈マニュアル 文書 ID ASC-INT-002-JP バージョン 1.2 ページ140 231 

 

複数の異なる利用者が同一の水の供給元を使用する場合などには、個々の利用者が水ストレスにどの程度寄与して

いるかを帰属させることが難しい場合がある。飼料工場による取水量と総取水量の比較、ならびに他の利用者（生

態系や小規模コミュニティと大規模産業の区別）の把握は、飼料工場が水ストレスに寄与している程度のおおよそ

の指標となる。寄与が高いほど、これらの水の供給元からの移行を図る措置の緊急性と重要性が高まる。 

 

審査に関する留意事項 

(1.18.1) 審査員は、以下の分野／職位の出席と関与を要請できる（飼料工場の組織構造内に存在する場合。以下に

一般的な職位名を示すが、必要に応じて審査員が説明を求める場合がある）。 

o 操業：使用および測定への関与に関して、 

o 環境／品質保証：測定、報告および／または検証に関して、 

o 保全：監視および制御における関与に関して。 

これにより、審査員は潜在的な水の供給元、人の飲用、および飼料生産の操業活動における使用を特定できる。い

くつかの飼料工場では、この状況が混在している場合がある。 

o 上水道からの水と井戸水の併用、 

o タンクローリーの水と河川水の併用。 

これら二つの用途は、飼料工場が明確に定義し特定すべきである。さらに、審査員は、飼料生産に「飲用水

（potable water）」の使用を求める法的要件の可能性を評価できる。 

指標 1.1.1 および 1.17.1 で確立された法令遵守との連関として、審査員は、供給元に応じて、それぞれの水消費量

が法で認可された流量に合致しているかを評価しうる。例えば、井戸水であれば、毎秒のリットル数、年間の立方

メートル数、または使用基準を定める計量単位による使用であるか、などである。 

最後に、以上の事項は「水資源保全効率計画」（指標 1.18.4 参照）の入力要素の一部として明確に特定されるべき

であり、また飼料工場が「高い」または「極めて高い」水ストレスの地域で操業しているかどうか（指標 1.18.6 参

照）も示されるべきである。 

審査員は、飼料工場から提供された情報の品質を対照し、水消費量の算定に寄与するすべての情報の供給元が飼料

工場によって適切に検証されていることを確認することが重要である（すなわち、品質部門と環境部門など、部門

間で報告されるデータに矛盾がないこと）。 

水消費量の測定に関する情報の品質を検証する例としては、飼料工場が水消費量の測定に用いる流量計の精度およ

び／または校正の確認、あるいは（水の供給元が上水道である場合）請求書の支払いと報告された消費量との照

合、などが挙げられる。 

優良実践とは何か。 

飼料工場は、地域の状況を理解して対応し、すべての水利用者のニーズを尊重し、責任ある資源管理を強化する

ことを目的として他の集団的な水の管理の取り組みと自らのアプローチを整合させることで、この共有資源の管

理に寄与できる。 
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加えて、審査員が、年間総水使用量と生産された製品の総量を対比して、メガリットル／総トン数の計算が正しい

ことを検証することが重要である。 

(1.18.3) 本指標は、井戸水の減少傾向の有無を判定するためのものである。したがって、審査員は飼料工場から提

供された情報を検証することが重要。 

a) このアクションを実行するために用いられる手法の種類は何か（動的監視か静的監視）。 

b) a）に記載された活動が、内部（飼料工場の要員）によって実施されるのか、外部の企業によって実施されるの

か。 

c) 該当する場合、評価を実施する要員の資格水準を評価すること。 

d) 監視の頻度 

e) 時間的変動の存在を実証するに足る証拠があるか否か。これは、工場が毎年のモニタリング実施を正当化しやす

くするうえで重要であることを忘れないこと。 

f) この活動が環境法令遵守の対象となる場合。その場合、審査員は当該飼料工場の環境適格性評価または環境許可

を参照してよい（法令上許容される場合には、指標 1.1.1 および 1.17.1 の証拠としてもみなすことができ

る）。 

(1.18.4) WCEP を評価する際、審査員は、計画、目的および目標の策定におけるトップ管理者の関与の程度を考慮し

てもよい。これにより、審査員は、飼料工場が責任ある用水管理のために実施している関連する慣行を確認でき

る。例えば、次のとおりである。 

o 庭の灌漑における水の再利用、 

o 漏れの能動的検出・制御、 

o ウォーターフットプリントの算定、 

o 飼料工場で消費した水量と生産した飼料量の関係に関する正確な計算（計算において区分や偏り・歪曲を生

じさせないこと）。 

o 飼料生産設備における技術的改良、 

o 飼料の連続生産を容易に組織化でき、不要となり得る飼料工場の停止を招かない。これにより最適な生産水

準に到達できる。 

(1.18.6) 飼料工場が水ストレスが「高い」または「極めて高い」と定義された地域に所在する場合、審査員はリス

クアセスメントに関連する以下の要素に注意を向ける場合がある。 

a) 方法論の決定に関する要件（本文書の「リスクマネジメント枠組み」セクションを参照） 

b) リスクファクターがどのように定義されているか、および WCEP 計画におけるそれらの解釈 

c) 製紙工場によって定義された要件に従って、関連する重要性を持つリスクに関連する管理において要件がどのよ

うに定義されているか、そしてこれらが行動計画や行動の観点から WCEP にどのように関連しているか。 
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有益なリソース 

CEO Water Mandate によるガイダンスおよびコース: https://university.ceowatermandate.org/ 

 

 

https://university.ceowatermandate.org/
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廃棄物 

 

 

これは飼料基準のどの判定基準に適用されるか。 

判定基準 1.19 - UoC は、責任を持って廃棄物を処理する。 

この判定基準の意図は何か。 

飼料工場は再使用とリサイクルを優先し、廃棄物の発生を削減し、汚染を防止するために有害物質の責任ある取扱

いと廃棄物の適切な処分を確保する。 

要件をどのように解釈するか。 

廃棄物発生量の算定（1.19.1） 

分類ごとに廃棄物を計量することが困難な場合は、重量を推定してよい。廃棄物を販売する場合、または飼料工場

が廃棄物の処分もしくは再利用のための回収に費用を支払う場合、飼料工場は用いられる処分方法を把握するよう

努め、これも報告する。 

廃棄物管理計画（1.19.3） 

飼料工場は自らの廃棄物管理計画（WMP）の中で、実行可能で意味のある対策とタイムラインを提示する。ここでい

う「意味のあるタイムライン」は、飼料工場の規模と複雑性、ならびに代替包装材およびリサイクル・処理技術の

利用可能性に依存する。 

WMP の下での適切な廃棄物管理の実践には、廃棄物発生の削減に向けたサプライヤーおよび社内プロセスとの連携、

回避できない廃棄物の再使用およびリサイクルへの移行、用途別の下流利用に向けた廃棄物の収集・分別、サイト

でのポイ捨て発生の防止、材料分別やエネルギー回収型焼却施設の活用など責任ある方法での処分等が含まれる。

サプライヤー行動規範： 

当該基準は、飼料工場が原料製造者向けに定めるサプライヤー行動規範（指標 2.1.4）および原料製造者が自らの

サプライヤー向けに定めるサプライヤー行動規範（指標 2.1.8）に含めなければならない。計算および報告要件

（指標 1.19.1 および 1.19.2）を除き、当該基準の指針および解釈は、飼料工場の原料製造者ならびにそのサプラ

イヤーが遵守する。 

 

 

デューデリジェンス要件： 

以下に示すガイダンスは、すべての原料製造者に等しく適用される。飼料工場は、指標（2.2.5）に従って自社の

原料製造者に対するデューデリジェンスを実施しなければならない。 

 

 

 

https://data.asc-aqua.org/asc-vocabulary/
https://data.asc-aqua.org/asc-vocabulary/
https://data.asc-aqua.org/asc-vocabulary/
https://data.asc-aqua.org/asc-vocabulary/
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望ましくない実践には、ポイ捨て管理の欠如、プラスチックやその他の有害物質の焼却または投棄、非公式な事業

者への廃棄物の売却による処理・処分の委ねなどが含まれる。 

WMP はリスクマネジメント枠組みの中に組み込まれている（本文書の「リスクマネジメント枠組み」セクション参

照）。 

 

化学品および有害物質・廃棄物（1.19.4 および 1.19.5） 

どの材料・物質が有害であるかの特定にあたっては、大気・土壌・水の汚染リスクに加え、健康と安全の側面を考

慮する。適切な保管および取扱い手順には、以下が含まれる。 

o 化学物質およびその他の有害物質の存在、数量、使用に関する最新かつ正確な記録を保持すること; 

o すべての物質に対する材料安全データシート（MSDS）; 

o 安全仕様に従った安全で確実な保管、訓練を受けたスタッフのみがアクセス可能（健康と安全 - 基準 1.7

も参照）; 

o 化学物質およびその他の有害物質の適切な保管と使用に責任を持つ人物が特定され、適切に訓練されている

こと; 

o 流出防止措置が講じられていること。 

 

廃棄物の処理（1.19.6） 

廃棄物の責任ある処理は、飼料工場が提供する従業員宿泊施設も対象としている（基準 1.14 参照）。「非公式サイ

ト」とは、正式に廃棄物処理サイトとして指定されていない場所。公式のごみ捨て場や埋立地は通常、当局によっ

て選定および管理されている。飼料工場は、廃棄物を除去または処分するために契約した廃棄物業者が責任を持っ

て行動することを保証する。 

 

 

優良実践とは何か。 

廃棄物の適切な処分とポイ捨て防止の責任者を特定し、全従業員に対して適切な訓練を実施させることである。 

化学物質」とその他の「有害廃棄物」とは何か？ 

「化学物質」は天然または製造されたもので、例えば溶剤、一酸化炭素、可燃性物質、または農薬。「有害廃棄

物」とは、有害な化学物質から作られた廃棄物、または人間の健康や環境（空気、土壌、水）に対して潜在的に危

険または有害となる特性を持つ廃棄物を指す。プラスチックは有害廃棄物の一例である。 

https://data.asc-aqua.org/asc-vocabulary/
https://data.asc-aqua.org/asc-vocabulary/


Aquaculture Stewardship Council  

文書名 ASC飼料基準 - 解釈マニュアル 文書 ID ASC-INT-002-JP バージョン 1.2 ページ146 231 

 

審査に関する留意事項 

(1.19.1) 廃棄物区分の特定については、一部の飼料工場では、それぞれの環境許可または環境操業許可において明

確に定義されている（指標 1.1.1 および 1.17.1 参照）。これらには、次のものが含まれる場合がある。 

a) 家庭系廃棄物、 

b) 事業系廃棄物、 

c) 危険廃棄物。 

a）および b）は「非危険性（廃棄物）」とも呼ばれる。 

a）および b）については、埋立処分に送られる総量、再使用やリサイクルが可能な総量に関して適切な管理を求め

る規制がある。これは、廃棄物発生に関する企業の実績について審査員が行う分析の有用なインプットとなり得

る。 

c）の場合、該当する場合には、審査員はこれらの要素の最終処分に関連する管理を審査してもよい。審査員は、危

険廃棄物の一時保管および最終処分に関して、飼料工場の法令遵守の程度を評価できる。最終処分は、輸送、保管

および最終処分について所轄当局に正式に認可された企業によって実施される場合がある。 

審査員は、廃棄物発生量の算出を可能にするすべての情報の供給元が飼料工場によって適切に検証されていること

を評価できる（すなわち、保全部門と環境部門など、部門間で報告される最終数値に矛盾がないこと）。審査員

は、例えば、生産量の重量記録の証跡と、飼料工場で計上された合計、および処分方法（埋立てへの直接搬入、リ

サイクルセンター、最終処分など）を照合して、発生廃棄物量に関する提供データを検証できる。 

（1.19.3）WMP の評価において、審査員は、発生廃棄物量の管理とともに、再使用・リサイクル・削減が可能な非危

険廃棄物の各種の行き先および用途を管理するために、組織が関連すると見なしている取組を評価できる。例えば

： 

o 組織による再使用またはリサイクル計画の策定、 

o 組織が法令によりリサイクルおよび／または廃棄物発生削減計画の適用を受けているかどうか。いくつかの

国では、この義務は環境許可または環境操業許可で立証可能である（指標 1.1.1および／または 1.17.1 に

関連）。 

（1.19.4 および 1.19.5）審査員は、以下の要素を考慮できる。 

a) 法令で要求される場合、危険製品または材料の区域および危険廃棄物の区域の双方が適切な操業許可を有してい

ること。これは環境許可証または環境操業許可（指標 1.1.1 および／または 1.17.1 に関連）で確認できる場合

がある。法的義務でない場合は省略すること。 

b) 危険廃棄物などの危険製品または材料の保管に関して、審査員は一部材料の潜在的な化学的非適合性を評価でき

る。 

c) 安全な保管条件をメーカーの推奨と照合する。この情報は各材料の安全データシートに記載されている場合があ

る。飼料工場が、使用中または保管区域で確認された化学品について、最新情報と必要なデータシートを備えて

いることが重要である。 
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d) 工場内の該当区域において、流出を封じ込めおよび／または制御するための設備・資材が十分にあること。 

e) 当該区域を運用する人員が区域を効果的に管理していること（例：入退管理）および危険物の安全かつ準拠した

保管に関する基礎知識を有していること。 

f) 封じ込め区域が、水や土壌の汚染の潜在的な供給元とならず、下水または排水回収サービスへ流入させないこ

と。 

g) 必要に応じて、危険物取り扱い区域における個人用保護具の規定。 

審査員は、有害物質および廃棄物の管理台帳における更新頻度を特定できる。電子的な管理手段がない場合、施設

を巡回する際に、保管エリアで観察される状況と紙媒体の文書との乖離に注目する。 

(1.19.6) 非有害および有害廃棄物の処分に関する法的要件に関する情報は、環境許認可または環境操業許可（指標

1.1.1 および/または 1.17.1）で確認できる可能性が高い。契約した企業による収集の場合、考えられる審査証拠

は、契約書の確認および/または当該サービスに対する支払い記録の確認である。これにより、審査員は廃棄物の最

終的な行き先について確証できる。 
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排水 
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排水 

 

 

これは飼料基準のどの判定基準に適用されるか。 

判定基準 1.20 - UoC は、責任を持って廃水を処理する。 

この判定基準の意図は何か。 

飼料工場は、排水が水域および土壌を汚染しないよう、責任ある処分と処理を確保する。 

要件をどのように解釈するか。 

排水排出量の算定（1.20.1） 

サイト内での排水排出の特定および実施されている処理レベルの把握は、排水管理計画（1.20.3）の下で実施すべ

き適切な廃水実務を決定するのに必要である。 

 

サプライヤー行動規範： 

当該基準は、飼料工場が原料製造者向けに定めるサプライヤー行動規範（指標 2.1.4）および原料製造者が自ら

のサプライヤー向けに定めるサプライヤー行動規範（指標 2.1.8）に含めなければならない。当該基準のガイダ

ンスおよび解釈は、計算および報告に係る要件（指標 1.20.1 および 1.20.2）を除き、飼料工場の原料製造者な

らびにそのサプライヤーが順守しなければならない。 

 

 

デューデリジェンス要件： 

以下に示すガイダンスは、すべての原料製造者に等しく適用される。飼料工場は、指標（2.2.5）に従って自社

の原料製造者に対するデューデリジェンスを実施しなければならない。 

 

 

 

「水処理」とは何か。 

水処理とは、水および排水から固形物、汚染物質、有機物を除去して水質を向上させる物理的、化学的、または

生物学的プロセスである。しかし、処理が不要な場合もあり、処理レベルは必ずしも水質や排水の潜在的な負の

影響を反映するものではない。処理の必要性は、放流される水の量と質、および受け手となる水域の感受性に依

存する。 

（情報元：GRI） 

https://data.asc-aqua.org/asc-vocabulary/
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算定には、流出や偶発的な排出のすべての事例を含める。これには、自治体の処理施設内で第三者に送られる排水

も含まれる。技術が利用できない、または正確に算定する体制がない場合は、排出量を推計してよい。サイト内で

直接利用または再利用される排水は算定に含める必要はない。 

排水管理計画（1.20.3） 

飼料工場は、自らの排水管理計画（EMP）の中で実行可能で意義のある対策とタイムラインを提案する。意義のある

タイムライン」は、飼料工場の規模と複雑性、受け入れ水域の許容量、適切な処理オプションの実施可能性に依存

する。排水管理に関して講じる対策は、飼料工場が提供する従業員宿舎も対象とする（基準 1.14 参照）。 

EMP の下での望ましい排水実務には、排水の分離・回収、受け入れ環境や人の健康に悪影響が生じないことを確保す

るための適切な処理等が含まれ得る。望ましくない実務の中には、サイトからごみが流出することを許容する行為

や未処理の汚染物を放出する行為等が含まれ、地域社会（利用者）、水域および生態系の健康を損なうおそれがあ

る。 

EMP はリスクマネジメント枠組みの中に組み込まれている（本文書の「リスクマネジメント枠組み」セクション参

照）。 

審査に関する留意事項 

（1.20.1）審査員は以下の要素を確認できる。 

施設見学の一環として： 

a) 排水処理に必要なインフラが所在するゾーンまたは区域、 

b) 排水の処理に用いられる方法（生物学的、化学的、混合）、 

c) 排水が適切に処理された後の放流または放出の地点があるゾーンまたは区域。 

文書評価の一環として： 

a) 飼料工場が排水処理設備を有する場合、操業に必要な法的許認可、 

b) 法令で要求される場合、当該施設を運転する要員の能力を承認する文書、 

c) 処理済み排水が満たすべき生物学的・物理的および／または化学的基準に関する法的要件、 

d) c）に関して、測定および頻度を認証／承認する証拠（これは、飼料工場における排水処理の操業に関する法的

許認可および／または飼料工場の操業許可に明記されている場合がある）。 

審査員は、飼料工場から提供されたデータを突合し、排出量の算定を容易にするすべての情報の供給元が検証され

ていることを確認できる（すなわち、品質部門と環境部門など、部門間で報告される最終値に矛盾がないこと）。 

排出量測定に関する情報の品質を検証する例の一つ： 

o 許可された放流地点での排出量を測定するために飼料工場が使用する流量計の検証および／または校正。 

o 支払請求書と処理放流水の照合 
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さらに、年間メガリットルの計算が正確であることを審査員が検証することが重要である。事故や漏えいが発生し

た場合には、審査員は審査において、安全衛生事案、安全委員会、所管当局への事象の年次報告書など、他の情報

の供給元を参照できる。 

(1.20.3) EMP の評価にあたって、審査員は、処理される排水量および放流される排水の質を管理するために組織が

関連性があると考える慣行を評価しうる。例えば： 

o 処理した排水量と生産量（トン）との比率などの指標に基づく削減計画を策定する。 

o ある生物学的、化学的および／または物理的パラメータの測定結果を改善するための方法論を確立すること 

o 再利用のために処理された排水量（指標 1.18.4 の WCEP を参照） 
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エネルギー使用と温室効果ガス（GHG）排出量 
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エネルギー使用と温室効果ガス（GHG）排出量 

 

これは飼料基準のどの判定基準に適用されるか。 

判定基準 1.21 - UoC は、責任を持ってエネルギーを使用し、温室効果ガス (GHG) の排出量を監視する。 

この判定基準の意図は何か。 

飼料工場はエネルギーを効率的に使用し、再生可能で非化石燃料のエネルギーの供給元を優先し、温室効果ガス排

出量を最小化する。 

要件をどのように解釈するか。 

背景 

飼料の生産は、水産養殖製品のサプライチェーンにおける温室効果ガス排出量の大部分を占めることが多い。した

がって、水産養殖用飼料の相対的な温室効果ガス性能と、その排出の要因を把握することは、水産養殖業全体の温

室効果ガス性能を理解し改善するうえで重要である。 

ASC は、水産養殖のサプライチェーンにおける温室効果ガス排出量の把握、算定、報告にライフサイクルアプローチ

を適用している。これは、水産養殖の生産に係る温室効果ガス排出量には飼料の生産に伴う温室効果ガス排出量が

含まれ、飼料の生産に伴う排出量には飼料原料の生産に伴うすべての排出量が含まれる、といった形で、サプライ

チェーンの上流に遡って排出量を包含することを意味する。これは特に飼料製品に関連性が高く、排出の大半は飼

料工場で直接発生するのではなく、上流の飼料原料の生産で発生すると想定される。 

サプライヤー行動規範： 

当該基準は、飼料工場が原料製造者向けに定めるサプライヤー行動規範（指標 2.1.4）および原料製造者が自らの

サプライヤー向けに定めるサプライヤー行動規範（指標 2.1.8）に含めなければならない。本基準の指針および解

釈は、計算および報告に関する要件（指標 1.21.1、1.21.2、1.21.4、1.21.5）を除き、飼料工場の原料製造者お

よびそのサプライヤーが遵守しなければならない。 

 

 



Aquaculture Stewardship Council  

文書名 ASC飼料基準 - 解釈マニュアル 文書 ID ASC-INT-002-JP バージョン 1.2 ページ154 231 

 

 

  

図 3：養殖製品のライフサイクル評価における主要段階と投入要素。 

「システム境界 1」は、水産養殖用飼料の温室効果ガス算定において考慮すべき活動を包含する。「システム境界 2」は、

養殖製品を養殖場ゲートまで評価する拡張範囲を示し、「システム境界 3」は消費地点までのさらなるサプライチェーン段

階を示す。 

上図のとおり、ASC 要件として温室効果ガスの算定が求められる飼料サプライチェーンの活動には、作物、漁業、畜

産・家禽の供給元に由来する原料の生産および加工、微量原料の生産および加工、飼料工場のための電力の発電、

ならびに飼料工場における軽油や天然ガス等の燃料の使用が含まれる。電力および燃料使用の場合、これらの投入

量は水産養殖用飼料の製造工程のエネルギー原単位を算出するためにも用いられる。 

ASC に提出されたエネルギー使用量と温室効果ガスデータは、さまざまな方法で使用される。これには、各種システ

ム類型における指標の理解向上、将来の基準改定に向けた判断材料の提供、水産養殖用飼料のサプライチェーンに

おける排出の主要要因および削減の目標設定の機会の特定が含まれる。重要なのは、認証を受けた養殖生産者は、

ライフサイクル評価とは何か。 

ライフサイクル評価（LCA）は、生物物理的な計量枠組みであり、サプライチェーンを「ゆりかごから墓場まで」

または「ゆりかごからゲートまで」たどって、温室効果ガス（GHG）排出を含む環境影響への寄与を定量化するも

のである。完全な LCA は、初期生産から加工、包装、流通、販売、使用に至るまで製品を追跡し、資源枯渇、ス

モッグ生成、生態毒性に至るまで幅広い環境上の懸念への寄与を定量化するものである。水産養殖用飼料につい

ては、LCA の最も重要な構成要素は、原料の生産、その原料の加工と輸送、そして飼料の製造である。ライフサ

イクルのアプローチは、水産養殖用飼料に関連する温室効果ガス排出が飼料工場で発生する排出に限られず、飼

料原料の生産・加工・配送といった上流で発生する排出や、電力の発電に伴う排出も含むことを認識するもので

ある。 
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自社製品の飼料に起因するカーボンフットプリントを算出するため、各飼料ごとの温室効果ガス排出量も把握する

必要がある。したがって、飼料工場は、適用するデータの供給元および手法にかかわらず、温室効果ガス推計の算

定方法と当該排出の主要な要因を明確にすることが重要である。特定の方法論上の考慮事項は、ASC 飼料基準の付録

2 の第 B 節で取り扱われている。 

エネルギー消費量（1.21.1）および温室効果ガス排出量（1.21.4）の算定 

飼料工場におけるエネルギー使用および温室効果ガス排出量の算定と報告は、GHGプロトコルで定義された温室効果

ガス排出の 3 つのスコープ（ASC 飼料基準の付録 2、セクション B に記載）を区別すべきである。 

o スコープ 1—これらの排出は飼料工場のサイト内で発生し、ディーゼル、ガソリン、天然ガスなどのエネル

ギー媒体を直接消費することに伴う排出を含む。 

o スコープ 2—これらの排出は、電力および該当する場合は地域熱供給（暖房・冷房）を含む、サイト内で消

費されるエネルギーの発電がサイト外で行われることに伴い発生する 

o スコープ 3—これらの排出は、生産への投入の規定に関連する。飼料工場の場合、漁業、作物生産、家禽・

家畜の副産物からの入力を含む原料の生産、加工、輸送が該当する。 

これらのスコープは、排出元と、組織（飼料工場）と排出の供給元との関係を反映する。スコープ別に排出を分け

ることで、温室効果ガスの算定と報告は、組織内外の意思決定者にとって、より透明で関連性の高いものとなる。 

エネルギー使用の算定は、上記のスコープ 1 およびスコープ 2 に含まれる入力を対象とする（ASC 飼料基準の付録

2、セクション A3）。一方、温室効果ガス排出量の算定は、同じスコープ 1 およびスコープ 2 のエネルギー入力に加

え、スコープ 3 における飼料原料の規定も含む（ASC 飼料基準の付録 2、セクション B）。 

気候変動に関する政府間パネルによれば、世界の温室効果ガス排出の約 4 分の 1 は電力および熱の生産に由来す

る。22発電の供給元は、飼料工場を含む下流側の利用者が利用可能な電力の総カーボンフットプリントに顕著な影響

を与える。最も低い排出は風力、太陽光、水力などの再生可能エネルギーに由来し、最も高い排出は石炭や石油な

どの従来型の化石燃料の供給元に関連する23。各国の電力系統における電源構成の違いによって、この変動は電力利

用者のカーボンフットプリントに大きな影響を及ぼし、各国の電力系統は温室効果ガス強度において複数桁の差で

異なり得る。24再生可能な形態の電力ではないが、原子力発電も温室効果ガス排出率が顕著に低く、原子力発電が電

力系統に大きく寄与する地域では電力利用者のカーボンフットプリントは相対的に小さくなる。 

飼料の調達は多くの ASC 認証の養殖場の影響を左右するため、飼料中で特に把握すべき投入がある。たとえば、飼

料の投入物の種類（例：大豆ミール）、原料の供給元（例：ブラジル）、および方法論である。したがって、飼料

工場が自らの温室効果ガス影響を理解し伝達するには、これらの情報を把握する必要がある。また、ASC が解釈でき

るようにするには、これらのパラメータを通知する必要がある。 

 

22https://www.ipcc.ch/report/ar5/wg3/ 

23Amponsah, N. Y., Troldborg, M., Kington, B., Aalders, I., & Hough, R. L. (2014).再生可能エネルギーの供給元に

由来する温室効果ガス排出：ライフサイクル上の考慮事項のレビュー.Renewable and Sustainable Energy Reviews, 39, 

461-475. 

24https://www.eea.europa.eu/ims/greenhouse-gas-emission-intensity-of-1 
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表 13：温室効果ガス会計における報告原則の実証のための指針。 

原則 指針 

完全性 o 飼料原料に用いる影響係数が、飼料原料の生産、加工、および流通輸送を包含して

いることを検証すること。 

o 該当する場合には、土地利用転換に関連する排出を飼料原料の影響係数に含めてい

ることを検証すること。 

o すべてのエネルギー投入量と、構成比が 1％超の飼料原料が含まれていることを検証

すること。 

妥当性 o 電力の温室効果ガス強度が、供給を受ける電力系統を代表する値であることを検証

すること。 

o 飼料原料の温室効果ガス影響係数が、実際に使用する飼料原料を代表する値である

こと、特に総排出量が選定値に敏感な場合にはそれを検証すること。 

透明性 o 飼料製造者は、一次データおよび二次データの双方、ならびに飼料原料の温室効果

ガス影響係数をモデリングする際に用いた配分方法を含め、使用したデータの供給

元を特定できるべきである。 

報告原則 

 GHG プロトコルは、製品の温室効果ガス排出量のモデル化と報告において、5 つの一般原則を示している。 

o 完全性―温室効果ガス排出の重要な供給源と認識されるすべての入力を会計に含めるべきである。 

o 関連性―会計で用いる値は、評価対象のサプライチェーンを代表するものであるべきである。 

o 一貫性―範囲と方法論は、会計の全段階で一貫しているべきである。 

o 透明性―データの供給元および方法論上の選択は明確に示されるべきである 

o 正確性―用いる値は、生産システムおよびサプライチェーンにおける温室効果ガス排出を正確に反映すべきで

ある。 

飼料供給者は、下表の指針に従い、水産養殖用飼料に関連する温室効果ガス排出量を算定・報告する際に、これら

の原則を考慮したことを示せるべきである。 

https://data.asc-aqua.org/asc-vocabulary/
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一貫性 o 温室効果ガス影響係数を選定する際は、適用範囲と方法論的基盤が一貫した値を選

ぶこと。理想的には、同一のデータの供給元、または方法論的に比較可能なデータ

の供給元から値を選定すること。飼料製造者は毎年同じ計算方法に従い、原料の想

定排出量が変化した証拠がない限り、温室効果ガス影響係数の値を年ごとに変更し

てはならない。 

正確性 o 使用したエネルギー量と、所定のエネルギー密度に基づくエネルギー消費量の計算

を検証すること。 

o ASC 適合飼料の配合に用いる飼料原料の数量を検証する。 

 

飼料原料に関連する温室効果ガス排出量の算定は、飼料工場の総生産量ではなく、ASC 適合飼料のみに基づいて実施

する。これは、原料配合が温室効果ガス排出量の主要な決定要因であり、ASC 適合飼料と工場で生産されるその他の

飼料とで大きく異なり得るためである。算定は魚種特異的な飼料配合を反映し、配合に含まれる各魚種ごとに温室

効果ガス排出量を報告する。魚種群レベルでの報告は、ASC 養殖場基準の魚種スコープに整合する範囲で認められ

る。 

ASC 適合飼料の総配合において少なくとも 1%を占める原料を算定に含める。微量原料（ミネラル、アミノ酸等）

は、1%ルールを適用する前にまとめて一つのグループとして扱い、これらの原料の使用実態およびその製造に伴う

潜在的排出量を正確に反映する（微量原料に関する排出データは限定的であり、算定には平均値または仮定が必要

となる場合があることを踏まえる）。これらの閾値に基づいて原料を除外した後、残る原料の比率を合計が 1 ト

ン、すなわち総配合が 100%となるようにスケーリングする。 

エネルギー効率管理計画（1.21.3） 

飼料工場は、自社のエネルギー効率管理計画（EEMP）の中で、実現可能で意味のある施策およびタイムラインを提

示する。意味のあるタイムライン」は、飼料工場の規模と複雑性、ならびに再生可能エネルギーの供給源への切替

または利用拡大の実現可能性に依存する。 

EEMP においては、責任あるエネルギー実務として、エネルギー審査の実施、エネルギー消費の主な供給源の特定

と、定期的な保守・設定の最適化・必要に応じた更新による効率的稼働の確保、エネルギー供給元の把握・記録管

理および再生可能エネルギーの供給元への切替の検討などが含まれる。不適切な実務には、タイマーや温度制御な

しに暖房や照明を継続稼働させることなどが含まれる。 

EEMP はリスクマネジメント枠組みに組み込まれている（本文書の「リスクマネジメント枠組み」セクションを参

照）。 

審査に関する留意事項 

（1.21.1）審査員は、エネルギーの利用状況および供給源の把握のため、以下の人員／部門と面談する場合があ

る。 

o オペレーション：使用および測定への関与に関して 

https://data.asc-aqua.org/asc-vocabulary/
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o 環境／品質保証：測定、報告および／または検証に関して 

o 保全：監視および制御における関与に関して 

加えて、審査員は報告の頻度および提供された情報の妥当性の程度について問い合わせることがある。再生可能な

供給元に関しては、審査員は飼料工場が供給を受けるエネルギーミックスに関する情報の探索を方向付け、これが

どのように再生可能な供給元への変動または移行を生むのかを把握することが重要である。 

また、審査員は工場が提供した情報の品質を照合し、消費エネルギーの計算を容易にするあらゆる情報の供給元が

工場によって正式に検証されていることを確認することが重要である（すなわち、最終的に報告される数値につい

て部門間〔例：保全部門と環境部門〕で矛盾がないこと）。 

さらに、初回の ASC 審査で見られる一般的な誤りとして、メガジュールでの所要の計算を実施していないことがあ

る。したがって、審査員は換算および／または計算が正しいことを確認すべきである。また、計算が総生産量に対

するものであること（すなわち、ASC か非 ASC の飼料かを問わない）も重要な留意点である。 

（1.21.3）EEMP の評価において、審査員は、飼料工場が管理上関連性が高いと考える実務、ならびに製品 1 トンの

生産に使用されるエネルギー量（すなわち、ASC か非 ASC かを問わない）を評価し得る。例えば、 

o エネルギーベースラインを作成する。すなわち、所定期間に飼料工場が使用した総エネルギーを計算し、そ

れに基づいて改善があるか否かの比較を行う。 

o 低消費電力の照明の使用、エネルギー供給元として非再生可能燃料を使用する機械の段階的／全面的な交換

（例：電動またはガス駆動のフォークリフト）といった投資的措置の実施である。 

o 燃料節約の管理手法。 

(1.21.4) 審査員は、計算に含まれる飼料原料の組成が以下に関連していることを確認することが重要である。 

a) ASC 適合製品の総生産量（すなわち ASC 適合飼料のみ）、および 

b) 全体のうち 1％を超える原料 

審査員はまた、飼料工場がインプットに用いた排出係数の供給元を文書化していること、さらにその供給元が ASC

飼料基準の付録 2 セクション B に従った方法論的要件に従っていることを確認する。 
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サプライヤー行動規範 

これは飼料基準のどの判定基準に適用されるか。 

判定基準 2.1 - UoC は、サプライヤー行動規範 (Code of Conduct) を実現する。 

この判定基準の意図は何か。 

飼料工場は、社会・環境リスクを低減するため、原料製造者およびその供給元の製造者に対しサプライヤー行動規

範を適用している。 

要件をどのように解釈するか。 

 

サプライヤー行動規範の適用範囲 

飼料工場が水産養殖用飼料に使用するために受け入れる年間総原料重量（体積）のうち 1％超を占める原料を製造す

る原料製造者は、飼料工場のサプライヤー行動規範を満たすことが求められる。飼料工場が畜産用飼料も生産して

いる場合、受入量は水産養殖用飼料に配合される予定の原料量に基づく。サプライチェーン上流では、原料製造者

のサプライヤー（すなわち、購入された飼料原料の製造者）が、原料製造者のサプライヤー行動規範に署名する。 

サプライヤー行動規範の要件は、以下の状況には適用されない。 

o 生産を行わないサプライヤー（例：トレーダー、ディストリビューター、ブローカー、輸出代理業者）。 

o 主要原料の生産者（例：加工／製造に従事しない養殖場、漁業者、協同組合）。 

o 飼料添加物の原料製造者（例：プレミックス、ビタミン、ミネラル、微量元素、着色料）。 

o 非原料サプライヤー（例：事務用品、包装資材、洗浄剤、非原料のサービス提供者）。 

「サプライヤー行動規範を効果的に実施する」（2.1.1） 

効果的な実施とは、サプライヤー行動規範が、飼料工場の管理システム（基準 1.2）によって管理される調達プロセ

スの必須要素であることを意味する。 

サプライヤー行動規範： 

解釈マニュアル全体で、虫眼鏡アイコンの付いたオレンジ色のボックスは、当該基準を、飼料工場が原料製造者

向けに定めるサプライヤー行動規範（指標 2.1.3 および 2.1.4）に含める必要があること、さらに原料製造者が

自らのサプライヤー向けに定めるサプライヤー行動規範（指標 2.1.8）にも含める必要があることを示す。基準

に関する指針および解釈は、飼料工場の原料製造者およびそのサプライヤーが遵守するものとするが、計算や報

告の要件（例：指標 1.21.2のエネルギー消費の報告）を除く。飼料工場が実施証拠の提示を求める必要はな

い。これは、最も重大な社会・環境リスクに対するデューデリジェンス要件（指標 2.2.5）によって扱われる。 
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サプライヤー行動規範を「公開する」（2.1.2） 

サプライヤー行動規範の公開は、飼料工場の行動規範にのみ適用され、原料製造者の行動規範には適用されない。 

サプライヤー行動規範の適用範囲（2.1.4） 

指標 3.4.2（製品特性）への言及は次を意味する。飼料工場が水産養殖用飼料の買い手に対し、GMO の存在を「GMO

を含む可能性がある」と開示する場合、指標 3.4.2 はサプライヤー行動規範から除外できる。一方、飼料工場が水

産養殖用飼料の買い手に対し、GMO の存在を「GMO を含む／含まない」と開示する場合、供給網の下流に提供される

必要情報が飼料工場の開示に含まれるようにするため、指標 3.4.2 はサプライヤー行動規範に含める。 

指標 3.4.3（製品特性）への言及は次を意味する。原料製造者およびそのサプライヤーは、添加された抗生物質また

はその他の医薬的飼料添加物の有効成分および配合量を水産養殖用飼料の買い手に通知し、供給網の下流に必要な

情報が提供され、飼料工場の開示に含められるようにする。 

「購入の中止」（2.1.5） 

飼料工場はサプライヤー行動規範を満たさない原料製造者からの購入を中止することを通知し、原料製造者はサプ

ライヤー行動規範を満たさない自らのサプライヤーからの購入を中止することを通知する。 

サプライヤー行動規範が満たされない事例の例として、次が含まれ得る。 

o 原料製造者が独自の行動規範を有しているが、指標 2.1.3〜2.1.8 に列挙された要件のすべてに対処してい

ない。 

o 原料製造者は要件を満たすための実施措置を策定したが、合意したタイムスケールに従って実施していない

（指標 2.1.6 参照）。 

o 原料製造者のサプライヤーは、サプライヤー行動規範を満たしていることを宣言していない。 

https://data.asc-aqua.org/asc-vocabulary/
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図 4：行動規範の要件がサプライチェーン全体にどのように適用され、購買にどのような影響を及ぼすかの概説。 

緑および赤で枠線表示されたボックスはサプライヤー行動規範の宣言の例であり、継続購買または購買中止につながる。 

宣言（2.1.6） 

2.1.1 に列挙されたすべての要件が完全に満たされている場合、または期限を定めた行動計画に沿ってそれらが満た

されることを確保するための措置が実施されている場合、サプライヤー行動規範は満たされていると見なされる

（飼料基準 付録 7 図 4 ステップ 4 参照）。 

原料製造者が、飼料工場が自社の内部の文書化されたベンチマークにより同等と判断した同等の行動規範への適合

を宣言する場合も、2.1.6 に適合する。同様のことは原料製造者のサプライヤーにも適用される。 

宣言は、サプライヤー行動規範の署名済み写しとして、または電子メールによる承認として、あるいはサプライヤ

ー行動規範への明示的な言及を含む購買契約への組み込みとして取得できる。 

宣言は飼料工場に直接行われる場合と、取引業者を通じて取りまとめられる場合がある点に留意すること。 

 

原料製造者のサプライヤー（2.1.8） 

飼料工場は、自社の原料製造者が同等のサプライヤー行動規範を伝達したことを検証する義務はない。 
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審査に関する留意事項 

審査員は、原料製造者に送付されたサプライヤー行動規範が、飼料基準の基準 2.1 に記載された要求事項を満たし

ていることを検証する。 

審査員は、飼料工場に対して原料製造者の一覧の提出を求める場合がある（指標 2.2.2 も参照）。審査員はこの情

報を用いて、複数のサプライヤー行動規範の文書を抽出し、飼料工場が一覧にある各原料製造者を特定し、サプラ

イヤー行動規範の写しを送付していることを検証できる。また、原料製造者が未達と申告したあらゆる指標につい

て、期限を定めた行動計画が提出されていることを検証できる。 

審査員は、サプライヤー行動規範を受領したが返送していない原料製造者に対して飼料工場がフォローアップを行

うためのプロセスまたは手順が整備されているかどうかを照会することもできる。 

相互検証の別の手掛かりとしては、飼料基準の原則 3 における適格原料の審査の一環として、該当する供給済みの

適格原料に関わる原料製造者のサプライヤー行動規範の提出を審査員が求めることがあり得る。 
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デューデリジェンス 
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デューデリジェンス 

これは飼料基準のどの判定基準に適用されるか。 

判定基準 2.2 - UoC は、原料メーカーや一次原料の生産に関するデューデリジェンスを行う。 

この判定基準の意図は何か。 

飼料工場は、原料製造者および主要原料の生産に対してデューデリジェンスを実施し、社会的・法的・環境上のリ

スクを特定し、管理する。 

要件をどのように解釈するか。 

デューデリジェンスの対象は誰か。 

原料製造者 

飼料工場が水産養殖用飼料用途として年間に受け取る原料の総重量（体積）に対して 1％超を占める原料を製造する

原料製造者は、デューデリジェンスの対象となる。ここでの割合は、個々の製造業者から供給される単一の原料を

対象とする。関連サプライチェーンの数が多い場合の飼料工場の評価負担を軽減し、少量はリスク水準が相対的に

低いと考えられるため、1％以下の原料についてはデューデリジェンスを要求しない。飼料工場が畜産用飼料も生産

している場合、受入量は水産養殖用飼料に配合される予定の原料量に基づく。 

これには、海洋由来原料、植物性原料、ならびに（陸上動物由来、藻類由来、昆虫由来などの）飼料原料の原料製

造者が含まれる。飼料添加物の原料製造者は、デューデリジェンス実施要件の対象外である（例：プレミックス、

ビタミン、ミネラル、微量元素、着色料）。なお、自社でプレミックスを製造する飼料工場は、プレミックス内の

担体として使用される場合に限り、供給元から調達する飼料原料についてデューデリジェンスを実施する必要はな

い。 

原料製造者とは、原料の主たる加工に関与する企業／施設を指し、例えば前処理や再包装は含まない。サプライチ

ェーンを上流に遡ると、原料製造者の供給者（例：前処理業者）は、原料製造者の行動規範に署名するため、行動

規範（基準 2.1）を通じて対象となる。 

主要原料の生産 

農業または漁業に由来する植物性または海洋由来の主要原料の生産もデューデリジェンスの対象である。主要原料

は未加工であり、例として、ホールフィッシュ（丸魚）、クリル、イカ、大豆、トウモロコシ、小麦、米、アブラ

ヤシ、菜種（キャノーラ）、大麦、ライ麦、亜麻仁、ルピナス、マメ類、ヒマワリがある。 

デューデリジェンス要件： 

解釈マニュアル全体を通じて、虫眼鏡付きの赤いボックスは、当該基準が飼料工場の原料製造者（指標 2.2.5）お

よび主要原料（海洋／植物由来）の生産（指標 2.2.6）にも適用されることを示す。 
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養殖由来の副産物および EU の陸揚げ義務の下で保持された混獲由来の原料は、主要原料のデューデリジェンスから

除外される。EU の陸揚げ義務の目的は、漁業者がより選択的に漁獲し、望まない漁獲を回避することを促して投棄

を廃止することにある。EU の陸揚げ義務の下で保持された混獲がデューデリジェンスから除外されるのは、フィッ

シュミール／フィッシュオイルにこの混獲が含まれ、正しく／合法的に文書化されている場合にはレッドリスト掲

載魚種も含み得るためであり、この例外がなければデューデリジェンスに影響を与えるためである。陸揚げ義務の

遵守を理由に漁業がデューデリジェンスで不適合となることを避けるため、この例外を設け、魚種構成が正しく文

書化され、浪費的な慣行を抑制しているフィッシュミール／フィッシュオイルを審査員が不利益に扱わないように

した。 

藻類、昆虫、または陸上動物由来の原料の場合（例：微細藻類由来のオメガ 3 脂肪酸、昆虫ミール、フェザーミー

ル、血粉、骨粉、ヘモグロビン粉末）、デューデリジェンスは原料製造者にのみ及び、主要原料の生産者（例：家

畜生産者）には及ばない。将来の基準の版では、家畜由来の原料に対する評価を要求する可能性がある。 

表 14：デューデリジェンス評価が発生する箇所の例 

原料 
主要 

原料 

原料製造者のデューデ

リジェンスは必要か？ 

主要原料のデューデリ

ジェンスは必要か？ 

ホールフィッシュ（丸魚）

由来のフィッシュミール

（漁業） 

ホールフィッシュ（丸

魚） 

必要 必要 

加工残さ（トリミング）由

来の魚粉（漁業） 

ホールフィッシュ（丸

魚） 

必要 必要 

加工残さ由来の魚粉（養

殖） 

ホールフィッシュ（丸

魚） 

必要 否 

EU 域内の混獲由来の魚粉 ホールフィッシュ（丸

魚） 

必要 否 

小麦グルテン 小麦 必要 必要 

大豆レシチン 大豆 必要 必要 

昆虫ミール ブラックソルジャーフラ

イ 

必要 否 

藻類油 藻類 必要 否 
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家禽血粉 ニワトリ 必要 否 

鉱物 飼料添加物 否 否 

デューデリジェンスはいつ実施されるか。 

ASC 要件では、購入前に原料に対してデューデリジェンスを実施することを求めている。これは、飼料工場が…のみ

を供給元とすることを確保するためである： 

• 原料製造者レベルで低リスクと評価された原料（指標 2.2.8） 

• 原料は、飼料基準の指標 2.2.9 および表 2 に示された例外に該当しない限り、主要原料レベルで低リスク

と評価される。 

飼料工場の原料承認プロセス（飼料基準の付録 11）は、年間総量の 1%を超える可能性のある原料を事前に特定する

システムを含むべき。この 1%の計算は、前年の購入実績および/または今年の最良の見積もりに基づくことができ

る。 

デューデリジェンスのプロセスの最終段階はモニタリングである。飼料工場は、決定したリスクレベルの妥当性が

維持されていることを確認するため、リスク要因またはその指標を監視し、実施した対策の有効性も監視する必要

がある。 

 

毎月の監視は望ましい実務である。既存の原料が年の途中で予期せず 1%の閾値を超えた場合、デューデリジェンス

のリスクアセスメントを速やかに開始できるためである。その原料がその後デューデリジェンスに不合格となった

場合は、適切な措置を実施する。これには、予防、緩和、是正、または供給元からの調達の停止が含まれる。デュ

ーデリジェンスのリスクアセスメントに不合格となった後、検知から 12 か月以内に当該原料の配合比率を 1%未満に

下げるよう購買量を削減することは、適切な措置とみなされ得る。 

 

原料一覧（2.2.2、2.2.3、2.2.4） 

主要原料の原産国および漁業を特定する際、飼料工場は一次生産または漁獲が行われる場所を特定する。例えば、

ブラジルで栽培され、その後アルゼンチンで加工された大豆は、主要原料としての原産国はブラジルである。主要

デューデリジェンス評価はいつ再実施されるのか。 

飼料基準付録 3 に記載のとおり、DD 評価は次の場合に再実施する： 

o 監視の結果、既に決定したものと異なるリスク水準が示された場合。 

o 監視の結果、実施した対策が有効でないと示された場合。 

o 既に決定したリスク水準に影響を及ぼし得る重要な変更が発生した場合。 

o いずれにしても、少なくとも認証サイクル（3 年）ごとに実施する。 
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原料が生産された養殖場または協同組合が判明している場合は、それも併記する。主要原料が 1 社の原料製造者を

通じて複数の国に由来する場合は、すべての原産国を記載する。 

主要原料はカテゴリーレベルではなく魚種レベルで定義する。例えば「ホールフィッシュ（丸魚）」では不十分で

あり、ペルーアンチョベータ（Engraulis ringens）のように特定する必要がある。複数の魚種を含む原料（例：端

材由来の魚粉）は、想定されるすべての魚種が一覧化されていれば受け入れられる。漁業は、FAO 漁業区域分類（亜

区域および区分を含む）によって特定する。 

藻類、昆虫、陸上動物由来の原料は、原産国を特定する必要はない（これは将来の版の基準で変更される可能性が

ある）。以下の表は、飼料工場が原料の内部リストを保持する方法の例である。 

表 15：原料の内部リスト例 

原料 
原料製造者の氏名および連絡

先 
主要原料 原産国または漁業 

ホールフィッシュ

（丸魚）由来のフィ

ッシュミール（漁

業） 

o John Smith 

o 魚を取り扱う大規模な企

業 

o メール/電話 

o Address/GPS 

o ウェブサイト 

ペルーアンチョベータ

（Engraulis ringens） 

FAO 87 Northern Border 

of the Peruvian EEZ to 

16 ‘South 

加工残さ（トリミン

グ）由来の魚粉（漁

業） 

o John Smith 

o 魚を取り扱う大規模な企

業 

o メール/電話 

o Address/GPS 

o ウェブサイト 

タイセイヨウニシン

（Clupea harengus） 

FAO 27.4 North Sea 

加工残さ由来の魚粉

（養殖） 
o John Smith 

o 魚を取り扱う大規模な企

業 

タイセイヨウサケ

（Salmo salar） 

ノルウェー 
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o メール/電話 

o Address/GPS 

o ウェブサイト 

小麦グルテン 
o Jane Brown 

o   植物原料の製造・加工

会社  

o メール/電話 

o Address/GPS 

o ウェブサイト 

コムギ（Triticum 

aestivum） 

ウクライナ 

大豆レシチン 
o Jane Brown 

o   植物原料の製造・加工

会社  

o メール/電話 

o Address/GPS 

o ウェブサイト 

ダイズ（Glycine max） ブラジル 

アルゼンチン 

昆虫ミール 
o サム・ロバーツ 

o 昆虫由来の給餌製造企業 

o メール/電話 

o Address/GPS 

o ウェブサイト 

クロミズアブ（Hermetia 

illucens） 

該当なし 

藻類油 
o ポール・ウィリアムズ 

o 藻企業 

o メール/電話 

微細藻類（

Schizochytrium 属） 

該当なし 
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o Address/GPS 

o ウェブサイト 

家禽血粉 
o ハンナ・ジョーンズ 

o アニマル企業 

o メール/電話 

o Address/GPS 

o ウェブサイト 

全鶏（Gallus gallus 

domesticus） 

該当なし 

リン酸塩 該当なし 該当なし 該当なし 

 

 

飼料工場は、前年度を通じて受け入れた原料を対象に、原料製造者の詳細を除いたリストを毎年公表する。例え

ば、2024 年を通じて受け入れた原料のリストは 2025 年末に公表される。これは企業の機密情報を保護するのに資す

る。 

第二の認証サイクル開始以降に供給元から調達する原料については、飼料工場は、陸上植物由来原料の主要原料の

生産国の国内における生産地域を含める。認証サイクルは 3 年である。地域とは、定義された主要原料の供給元と

なり得るすべての養殖場が所在する地理的区域である。例えば、ウクライナ南部またはウクライナのヘルソンの小

麦、ブラジル中西部またはブラジルのマットグロッソの大豆が該当する。地域は飼料工場が定義し、（使用する場

合）デューデリジェンスの経路 2 で定義された地域と同一である。 

 

原料製造者および主要原料生産のデューデリジェンス（2.2.5 および 2.2.6） 

デューデリジェンスに合格するためには、すべてのリスク要因（ASC 飼料基準の付録 3 の表 1 による）について、許

容されたリスクの水準（ASC飼料基準の付録 3 の表 2 による）であることを示す必要がある。許容されたリスク水準

優良実践とは何か。 

飼料工場は、既知であれば、すべての原料の生産起源の内部リストを保持する。また、追加の生産情報も記録す

る。例えば、海洋由来の原料については、漁船の詳細、旗国、漁具および水揚げ港、養殖由来の原料については

養殖場名と所在地である。 

既知でない場合、飼料工場は生産起源および／またはさらなる詳細を特定するための措置を講じる。 

次版の ASC 飼料基準では、さらなるトレーサビリティ（追跡可能性）が要求される見込みである。 
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の立証は、原料製造者または主要原料生産に対するデューデリジェンスを実施する際に、経路の組み合わせを用い

ることを意味する場合がある。 

飼料基準の付録 3 の表 2 は、デューデリジェンスのレベルごとおよびデューデリジェンスのリスクファクターごと

に許容されるリスク水準を規定している。原則として、指標 2.2.9 で認められる中リスクの例外が適用される場合

を除き、デューデリジェンスの各レベルにおいて低リスクが要求される。 

例外的な場合、主要原料のセグリゲーション（分別管理）が地域、国、または漁業レベルまで実施されないことが

ある。この場合、潜在的な原産となり得る一国内のすべての地域／すべての国／すべての漁業を一覧化し、デュー

デリジェンスでカバーする必要がある。結果としてのリスクスコアは、候補の中で最も高いリスクとなる。 

リスクの水準を評価／決定するために 4 つの異なるパスウェイを選択でき、パスウェイの選択はトレーサビリティ

（追跡可能性）に影響を及ぼし得る。要求されるトレーサビリティ（追跡可能性）のレベルは用いるパスウェイに

依存する。たとえば、国別リスクスコアカードを用いる場合は国レベルまで、業界評価を用いる場合は主要原料生

産のグループレベルまで、トレーサビリティ（追跡可能性）を確保することになる。飼料工場が国別リスクスコア

カードで高リスクとされた国の中にある優良な養殖場から供給元としたいが、第三者認証済みの原料が入手でき

ず、セクター全体が問題を抱えている場合、トレーサビリティ（追跡可能性）は個別の養殖場レベルまで拡張する

必要がある。 

これらのパスウェイは、実装の容易さ、評価の直接コスト、デューデリジェンス実施者に要求される能力水準が異

なる。 

 

https://data.asc-aqua.org/asc-vocabulary/
https://data.asc-aqua.org/asc-vocabulary/
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表 16：デューデリジェンスのパスウェイの比較 

 

パスウェイ 1：

国別リスクスコ

アカード 

パスウェイ 2：

業界／セクター

／漁業評価 

パスウェイ 3：

原料製造者評価 
パスウェイ 4：認証 

活動の概要 リスクファクタ

ーごとの国別ス

コアの確認 

サプライチェー

ン証拠の収集と

レビュー 

原料製造者を通

じた証拠の収集

とレビュー 

認証書が受け入れ対

象スキーム一覧に含

まれ、リスク要因を

カバーしているかの

確認 

評価に関連する直接費用は

あるか？ 

否 あり—時間を要

し、コンサルタ

ントへの外部委

託が発生する可

能性 

あり—時間を要

し、コンサルタ

ントへの外部委

託が発生する可

能性 

あり—認証済み原料の

調達 

特定の能力水準は必要か？ 否 必要 必要 否 

経路 1：国別スコアカード 

国別スコアカードへのリンクはここにある。 

次の場合に限り、デューデリジェンスに合格と見なす： 

• 原料が、すべてのリスク要因が「低リスク」に分類されている国、または指標 2.2.9 の例外要件が適用さ

れる場合は「中リスク」に分類されている国で生産されていること。そうでない場合、主要原料レベルに

おけるいずれかのリスクファクターについては、別の経路で追加のデューデリジェンスが必要である。 

• 原料製造者が、すべてのリスク要因が「低リスク」に分類されている国に所在していること。原料製造者

レベルで「低リスク」と判定されないリスクファクターがある場合は、別の経路で追加のデューデリジェ

ンスが必要である。 

国別スコアカードを用いて原料製造者を評価する場合、飼料工場は原料製造者の所在国を適用する。植物由来の主

要原料生産を評価する場合は、その植物が生産・栽培された国を適用する。海洋由来の主要原料生産を評価する場

合に適用対象となる国は、当該魚種を漁獲した船舶の旗国が判明しているかどうかに依存する（詳細は国別スコア

カードを参照）。なお、旗国とは、船舶または漁船団が登録され、その国の法律の適用を受ける国を指す。すなわ

ち、当該船舶が属する法域の国である。 

国別スコアカードの方法論はここに記載されている。 

https://asc-aqua.org/producers/get-certified-feed-mill/
https://asc-aqua.org/producers/get-certified-feed-mill/
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経路 2：国内地域／セクター 評価（植物由来の主要原料生産）／業界評価（原料製造者）

／漁業評価（海洋由来の主要原料生産） 

1. サプライチェーンのマッピング 

飼料工場は、自己評価アンケート、文書のレビュー、ならびに調達または技術の従業員からのデータ収集を通じ

て、原料製造者に自社サプライヤーに関する情報を求め、可能な限り遡って関連サプライチェーンをマッピングす

る。 

 

2. リスクの評価 

a. 原料製造者および／または植物由来の主要原料の生産向け 

飼料工場は、リスクファクターの評価を段階的に実施し、まず高次の分析から開始し、初期所見に基づき必要とさ

れる場合にはより詳細な評価へと進める。すなわち、より広いスケールでは許容されるリスク水準を特定できない

場合である。これと並行して、リスクアセスメントが、リスクの高いセクターにおける個々の主要原料の生産につ

いて許容されるリスク水準を実証するために必要となり得ることを示す場合、トレーサビリティ（追跡可能性）プ

ロセスも、より起源に近い特定の供給単位までのトレースなど、より細かなスケールの情報へと進める。 

例えば、高レベル分析により、当該国およびセクターに脆弱な移民労働者が多いことから、原料製造者または養殖

場が強制労働に関して高リスクであると示される場合がある。しかし、当該原料製造者または養殖場が移民労働者

を全く雇用していない場合や、移民労働者の採用と支援に関する堅牢なプロセスを備えている場合もある。 

以下の表に、トレーサビリティ（追跡可能性）の段階的レベルの例を示す。 

 

 

 

優良実践とは何か。 

飼料工場がすべてのサプライチェーンを主要原料レベルまでマッピングすることは不可能な場合があるが、大豆

およびパーム油に関する EU 森林伐採規則（EUDR）ならびにその他のデューデリジェンス規制に基づく将来の義務

に対応するため、可能な限り実施することが推奨される。EUDR は、製品の起源を個々の土地区画のレベルまで文

書化することを要求する。今後の本基準の版では、より詳細なリスクアセスメントの実施と、それに対応するト

レーサビリティ（追跡可能性）の水準の実証が求められる可能性が高い。 
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表 17：トレーサビリティ（追跡可能性）の段階的レベルの例。 

評価の対象 評価の種類 

トレーサビリティ（追跡可能性）

のレベル 

（レベル 1 から開始し、許容され

るリスクの水準を判定できない場

合は必要に応じて上位レベルへ進

む） 

例示証拠 

原料製造者 産業／セクター 1. 国内の同一原料／原料タイプ

の製造者（例：アルゼンチン

国内の大豆ミールの原料製造

者）。 

評価対象のリスクファクターを扱

う第三者報告書（過去 5 年以内に

公表）。 

2. 業界団体（原料製造者が会員

である場合。例：ABIOVE［ブ

ラジル植物油工業会］）。 

会員資格には、評価対象のリスク

ファクターに対する低減措置の実

施を示す証拠が求められる（例：

方針の整備、審査の実施、定期的

な報告など）。 

3. 原料製造者 経路 3 を参照。 

植物由来の主要

原料の生産 

サブナショナル

／セクター別 

1. 地域内の原料セクター（例：

ブラジル・マットグロッソ州

の大豆）。 

評価対象のリスクファクターを扱

う第三者報告書（過去 5 年以内に

公表）。 

2. 地理的に近接し、共通の管理

下にある生産ユニットのグル

ープ。 

会員向けの審査および報告要件、

GIS データ、従業員へのインタビ

ュー等、評価対象のリスクファク

ターに対処するもの。 

3. 生産ユニット、すなわち養殖

場、プランテーション、養殖

業者グループ。 

審査対象のリスクファクターに対

処するサイト訪問、従業員へのイ

ンタビュー、GIS データ等 

上表のレベル 1 のトレーサビリティ（追跡可能性）に該当するリスクファクターの高位分析は、既存のリスクスク

リーニングツールおよびその他の二次データの供給元を用いるデスクベースの手法で実施する。上表のレベル 2+の

トレーサビリティ（追跡可能性）に該当するリスクファクターの詳細リスクアセスメントは、調達地域／業界に関

する追加の二次および一次データの供給元を活用し、供給業者の位置および境界データに基づくより精緻な分析を

行い、かつ／またはリスク水準に影響しうるその他の供給業者特性を考慮する、より詳細な分析である。追加デー

タは、利害関係者やその他の主題専門家へのインタビューに加え、原料製造者／生産ユニットの従業員へのインタ

ビューを通じて取得しうる。一次データの供給元を用いた詳細リスクアセスメントを伴うデューデリジェンスは、

ASC 飼料基準の付録 10 に記載された能力要件を満たす個人（社内要員または外部コンサルタント）によって実施さ

れる。公開報告書を使用する個人は、付録 10 に記載の能力要件を満たす必要はない。 

下表は、低リスクの推奨指標およびリスクファクターを評価するための推奨供給元とプロセスを示す。 
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表 18：植物由来の主要原料の法的および環境的リスクファクターに関する低リスクの指標 

リスクファクター 低リスクの指標 
リスクを評価するための推奨供給元とプロセ

ス 

植物由来の主要原料の生産

において規制監督が不十分

で、その結果として土地利

用または環境に関する法

令・規制の体系的違反が生

じている地域に主要原料が

由来するリスク。 

養殖場は、森林および土地利

用のガバナンスと法執行の基

準が強固な地域に所在する。 

o 供給元地域におけるガバナンスおよび法

執行の状況に関する評価 

養殖場は、先住民族の権利が

施行され、土地保有権が明確

に定義されている地域に所在

する 

o 供給元地域における先住民族の権利およ

び土地保有の状況に関する評価（例：

LandMark マップ、LandPortal を通じた責

任ある土地保有ガバナンスの自発的ガイ

ドライン（VGGT）の実施） 

違法な森林破壊／転換によ

って生じた地域に由来する

主要原料であるリスク。 

養殖場は、違法な森林破壊お

よび／または土地転換の発生

率が低い地域に所在する。 

o リモートセンシング（例：衛星またはレ

ーダー）データ。 
o 森林破壊アラート 
o FAO 森林資源評価シリーズ 
o 独立系またはコミュニティの森林モニタ

ー。 
o 地域コミュニティ、先住民族、市民社会

組織 
o 国またはランドスケープのリスクアセス

メント。 
o 苦情メカニズムを通じて収集された情報 

出典：OECD-FAO 責任ある農業サプライチェーンのためのガイダンス（2016） 

表 19：原料製造者の法的および環境的リスクファクターに関する低リスクの指標 

リスクファクター 低リスクの指標 
リスクを評価するための推奨供給元と

プロセス 

原料製造者が以下の指標を満た

さないリスク。 

1.1.1 法的な許認可。規制監督

が不十分で、法令の体系的な違

反が生じている地域で操業して

いることによるもの。 

原料製造者は統治および法執行

が強固な地域に所在している。 

o 供給元地域における統治および法執

行の状況の評価。 

https://www.landmarkmap.org/map/#x=-102.46&y=13.47&l=3&a=community_FormalDoc%2Ccommunity_NoDoc%2Ccommunity_FormalClaim%2Ccommunity_Occupied%2Cindigenous_FormalDoc%2Cindigenous_NoDoc%2Cindigenous_FormalClaim%2Cindigenous_Occupied
https://landportal.org/voluntary-guidelines/putting-the-vggt-into-practice
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原料製造者が以下の要件を満た

さないリスク：  

1.17 適用される環境規制 

1.18 用水 

1.19 廃棄物の取扱い 

1.20 排水の取り扱い 

原料製造者は自社の用水、廃棄

物および排水の取扱いを測定

し、管理している。 

o 文書審査 
o サイト訪問 
o 主要な利害関係者および従業員への

インタビュー。 

次の指標を原料製造者が満たさ

ないリスク: 

3.4.2 GMO の開示 

3.4.3 医薬品添加物の開示 

原料製造者は、製品のすべての

購入者に対し、GMO および医薬

添加物の存在を開示している。 

o 文書審査 
o サイト訪問 
o 主要な利害関係者および従業員への

インタビュー。 
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表 20：植物由来の主要原料および原料製造者に関する社会的リスク要因における低リスクの指標 

リスクファクター 低リスクの指標 
リスクを評価するための推奨供給元

とプロセス 

主要原料が強制労働

または児童労働の最

悪の形態によって生

産されているリス

ク。 

 

原料製造者が以下の

要件を満たさないリ

スク：  

1.3 適用労働法規 

1.4 強制労働 

1.5 児童および若年

労働者 

養殖場／原料製造者は、ILO 中核的条約を

批准し、実施実績が堅固である国に所在し

ている。 

o 国別の批准および監督に関する

ILO の NORMLEX ウェブサイト。 

養殖場／原料製造者は、受刑者労働に関す

る政策や制度を有しない国に所在してい

る。 

o 国別調査 

養殖場／原料製造者は、以下を含むがこれ

に限定されない国家主導の制度を有しない

国に所在している： 

o 大規模な国家開発制度のための大衆動

員（特に中央計画経済）。 
o 少数派（例：民族的または宗教的）に

属する者を目標とする労働および／ま

たは職業制度。 

o 国別調査 

養殖場／原料製造者は、学校へのアクセス

が限定された地域に所在していない。 

o 地域調査 
o 主要な利害関係者および従業員へ

のインタビュー。 

養殖場／原料製造者は、移住労働者、特に

不正規の移住労働者を雇用していない。 

o 文書審査 
o サイト訪問 
o 主要な利害関係者および従業員へ

のインタビュー。 

養殖場／原料製造者は、政府の募集者を含

む第三者を通じて従業員を募集していな

い。 

o 文書審査 
o サイト訪問 
o 主要な利害関係者および従業員へ

のインタビュー。 

養殖場／原料製造者は、募集手数料を徴収

していない。 

o 文書審査 
o サイト訪問 
o 主要な利害関係者および従業員へ

のインタビュー。 

養殖場／原料製造者は、従業員向けの与信

制度や負債スキームを有していない。 

o 文書審査 
o サイト訪問 

https://www.ilo.org/dyn/normlex/en/f?p=NORMLEXPUB:1:0::NO:::
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o 主要な利害関係者および従業員へ

のインタビュー。 

養殖場／原料製造者は、サイト内で家族用

宿泊施設を提供していない。 

o 文書審査 
o サイト訪問 
o 主要な利害関係者および従業員へ

のインタビュー。 

養殖場／原料製造者は、18 歳未満の労働者

を雇用していない。 

o 文書審査 
o サイト訪問 
o 主要な利害関係者および従業員へ

のインタビュー。 

原料製造者が以下の

要件を満たさないリ

スク：  

1.6 差別 

原料製造者は、職場でハラスメント、虐待

または搾取的な行為が発生しないよう、効

果的なコミュニケーション、手順、モニタ

リングを整備している。 

o 文書審査 
o サイト訪問 
o 主要な利害関係者および従業員へ

のインタビュー。 

原料製造者が以下の

要件を満たさないリ

スク：  

1.13 苦情処理メカニ

ズム 

原料製造者は、効果的な苦情申立てメカニ

ズムを整備している。 

o 文書審査 
o サイト訪問 
o 主要な利害関係者および従業員へ

のインタビュー。 

供給元: OECD-FAO 責任ある農業サプライチェーンのためのガイダンス（2016）；事業活動およびサプライチェーンにおけ

る強制労働リスクへの対処のための EU 企業向けデューデリジェンス・ガイダンス（2021） 

b. 海洋由来の主要原料の生産向け 

海産原料のサプライチェーンは複雑で、公開データや業界報告書が不足しているため、リスクアセスメント・プロ

セスは原料製造者および植物原料のサプライチェーンのそれとは異なる。 

海洋由来原料が原体である場合、または船舶情報が判明している場合、飼料工場は、PAS 1550:2017『水産物および

海洋由来原料の合法的な原産の確立におけるデューデリジェンスの実施—輸入および加工—実務規範』の第 4 章（漁

業および漁業操業）における低リスクの判定に関する勧告に従い、リスクファクターの評価を実施する。下表は、

PAS 1550:2017 の各条項がどのリスク要因に対応するかを示す。この漁業評価は、ASC 飼料基準の付録 10 に記載さ

れた能力要件を満たす者によって実施される。 

表 21：ホールフィッシュ（丸魚）由来海産原料のリスク要因に関する漁業評価 

リスクファクター PAS 1550:2017 セクション 

https://data.asc-aqua.org/asc-vocabulary/
https://www.iuuwatch.eu/role-of-industry/
https://www.iuuwatch.eu/role-of-industry/
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法的：主要原料が、規制当局の監督が不十

分で、その結果として当該漁業において体

系的な違法漁業が生じている地域に由来す

るリスクである。 

4.2 漁業へのアクセス管理 

4.3 モニタリング、管理および監視 

4.4 供給源漁船 

4.5 積替え 

4.6 港での着岸（4.6.1 および 4.6.2） 

社会：主要原料が強制労働または最悪の形

態の児童労働によって生産されるリスク。 

4.2 漁業へのアクセス管理 

4.4 供給源漁船 

4.5 積替え 

4.6 港での着岸（4.6.3） 

4.7 …における適正な労働条件 

漁業部門 

環境: 

主要原料が報告されていないまたは規制さ

れていない漁業から由来するリスク。 

主要原料が IUCN の絶滅危惧種または深刻な

絶滅危惧種に由来するリスクである。 

主要原料が CITES 附属書掲載魚種の漁獲物

に由来するリスク。 

4.1 漁業の管理 

4.2 漁業へのアクセス管理 

4.3 モニタリング、管理および監視 

4.4 供給源漁船 

4.5 積替え 

4.6 港での着岸（4.6.1 および 4.6.2） 

 

飼料工場は、Global Fishing Watch の Vessel Viewer ツールも活用できる。同ツールは、意思決定および業務計

画の策定を支援するため、特定の船舶、その漁業活動、関連するコンプライアンスの履歴および許認可に関する情

報を特定し、照合することを可能にする。これは、PAS 1550 の指針・質問への対応に必要な情報の一部を提供でき

る。Vessel Viewer ツールに含まれるデータ項目の詳細および、データがリスクアセスメントを支援する方法に関

する提案は、こちらにある。 

水産副産物の原料、または船舶情報が不明な場合には、飼料工場は、少なくとも下表に示す推奨される低リスク指

標に従って、すべてのリスクファクターの評価を実施する。IUU 漁業の蔓延は労働問題および絶滅危惧種の魚の漁獲

の代理指標であるため、すべてのリスクファクターは一括して評価することに留意する。 

https://globalfishingwatch.org/vessel-viewer-tool/
https://www3.weforum.org/docs/WEF_Technical_Guide_2023.pdf
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表 22：副産物由来の海産原料のリスクファクターに対する漁業評価 

低リスクの指標 

o 魚が漁獲された沿岸国の EEZ、FAO 海域または RFMO が特定されている。 

o 魚が漁獲された沿岸国の EEZ または RFMO は、認可船舶の登録簿を維持している。 

o 魚が漁獲された沿岸国の EEZ または RFMO は、透明な方法で許可を発給している。すなわち、申請手続き

が公開され、許可を受けた全船舶の一覧がウェブサイトで一般に入手可能である。 

o 魚が漁獲された沿岸国の EEZ または RFMO は、漁獲割当およびその他の季節的・時間的・技術的な漁獲制

限を有し、それらがウェブサイトで公開されている。 

o 魚が漁獲された沿岸国の EEZ または RFMO は、IUU 漁業または違法な労働慣行に対して漁船に制裁を科し

ており、その内容が一般に公開されたウェブサイトで公表されている。 

o 魚が漁獲された沿岸国の EEZ または RFMO は、IUU 漁業および違法な労働慣行を抑止するのに十分な制裁

を漁船に適用している。すなわち、罰金は、IUU 活動が行われた期間に当該船舶が漁獲した漁獲物の価

値の少なくとも 5 倍である。 

o 魚が漁獲された沿岸国の EEZ は、地域内の他国ならびに、沿岸国の領海または EEZ で漁獲された水産物

の漁獲および流通に関与する旗国および寄港国と協力している。すなわち、少なくとも、沿岸国は、沿

岸国の漁業業務に責任を負う指名担当官を上記関係者に周知し、上記関係者からの情報要求には 10 営業

日以内に完全かつ正確に回答する。また、漁船における乗組員の条件が沿岸国法で定める基準を満たし

ていることを確認するために実地検査を行うか、または、沿岸国内の港に寄港する可能性が低い遠洋漁

船について、特定の旗国による当該確認に依拠することを認める、公表され明確に定義された制度を有

している。 

o 魚が漁獲された沿岸国の EEZ は、欧州連合により、非協力の「予備認定（イエローカード）」、非協力

の「認定（レッドカード）」、または「リスト掲載」のいずれにも該当しない。 

o 魚が漁獲された沿岸国の EEZ は、米国海洋大気庁（NOAA）の国家海洋漁業局（NMFS）によって、IUU 漁

業に従事する船舶に責任を有するものとして特定または認定されていない。 

https://www.iuuwatch.eu/map-of-eu-carding-decisions/
https://www.fisheries.noaa.gov/international/international-affairs/report-iuu-fishing-bycatch-and-shark-catch
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経路 3：原料製造者評価： 

飼料工場は原料製造者と協働し、ASC 飼料基準の付録 3の表 1 に記載されたリスク要因について、当該原料製造者お

よび海産または植物由来の主要原料が低リスク、または許容される中程度リスクであることを示す。 

1. サプライチェーンのマッピング 

経路 2 の場合と同様に、飼料工場は、自己評価質問票、文書レビュー、調達または技術の従業員からのデータ収集

を通じて、原料製造者にそのサプライヤーに関する情報を求め、可能な限り遡って関連サプライチェーンをマッピ

ングする。 

2. リスクの評価 

原料製造者のリスクファクターについて、飼料工場は、飼料基準の同等の指標／基準に対して評価される際に飼料

工場が提出しなければならないのと同一または同様の証拠を要求し、レビューすることにより、原料製造者を審査

する。これは契約または購買合意、製品仕様書、サプライヤー質問票を通じて実施し得る。 

表 23：経路 3 の下で原料製造者のリスクファクターを審査するために用いられる証拠の例 

リスクファクター 飼料工場が確認するエビデンスの例 

法的：規制監督が不十分で、その結果として法律

および規制に対する体系的な違反が生じている地

域で操業していることにより、原料製造者が次の

指標（1.1.1 法的な許認可）を満たさないリス

ク。 

o 営業許可証 
o 工場許可証 

社会：原料製造者が以下の要件（1.3 適用される

労働法規、1.4 強制労働、1.5 児童および若年労

働者、1.6 差別、1.13 苦情申立てメカニズム）を

満たしていないリスクである。 

o 労働に関連する企業の方針、手順書および作業指

示書である。 
o 年齢確認システム 
o 児童／若年従業員に対するリスクアセセメントの

証拠 
o 採用プロセスに関する方針、手順および記録 
o 従業員契約 

優良実践とは何か。 

ASC は、海洋の副産物について、関与する陸揚げ港や船舶に関する情報の取得が困難であると認識している。し

かし、技術の進展によりサプライチェーン全体の可視性が向上するにつれ、飼料工場はサプライヤーに対し、こ

の情報の提供を求め、ホールフィッシュ（丸魚）原料に用いられるより詳細なリスクアセスメントを用いてリス

ク要因に照らして評価することが、次第に可能になる。 
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o ハラスメント防止方針 
o 苦情処理手続 

環境：原料製造者が以下の要件を満たさないリス

クである。1.17 適用される環境規制、1.18 水使

用、1.19 廃棄物管理、1.20 排水管理。 

および指標：3.4.2 遺伝子組換え生物（GMO）の開

示、3.4.3 薬用添加物の開示。 

o 環境関連業務に関する企業の方針、手順および作

業手順書。 
o 開示事項 

 

海洋由来および植物由来の主要原料の生産に関するリスクファクターについて、原料製造者は、原料の生産段階で

リスクが低リスクまたは許容される中リスクであることを確保するための適切な体制または十分な情報を有してい

ることを工場に対して示す。 

 

 

審査の対象となる原料製造者の管理および統制システムの要素には、以下が含まれる。 

o リスクアセスメント； 

o サプライチェーン・マッピングおよびトレーサビリティ（追跡可能性）の活動と状況。 

o 不遵守を識別し対処するための手順（提起された苦情およびその処理状況を含む）; 

o 責任ある土地取得と開発慣行に関連する活動には、影響評価や適切な場合の自由意思による事前の十分な同

意（FPIC）の使用が含まれる。 

o 事業およびサプライチェーンの影響と成果を評価し、伝達することができる、適切なツール、手法、データ

供給元を含む監視・検証・報告システム。 

（上記のリストの出典は AFi のガイダンスである） 

海洋の主要原料生産におけるリスク要因のモニタリング、検証、報告に適したツールの一例は、Global Fishing 

Watch の Vessel Viewer ツールである。このツールは、特定の船舶、その漁業操業、関連するコンプライアンス履歴

および許可に関する情報を特定し相互照合して、意思決定と運用計画を支援する。Vessel Viewer ツールに含まれ

るデータ項目の詳細および、そのデータがリスクアセスメントにどのように役立つかに関する提案は、こちらで確

認できる。 

飼料工場は、Global Salmon Initiative（GSI）の ESG飼料リスクアセスメントツールを用いて、海産および植物由

来の主要原料生産に関するリスクアセスメントの評価を行うこともできる。下表は、ツールの各セクションがどの

リスクファクター：GMO と医薬品添加物 

なお、指標 3.4.2「遺伝子組換え（GMO）の開示」および指標 3.4.3「医薬品添加物の開示」は、各国、企業、

個人が潜在的影響について自ら選択できるよう、環境リスクファクターとして列挙されている。 

https://data.asc-aqua.org/asc-vocabulary/
https://data.asc-aqua.org/asc-vocabulary/
https://globalfishingwatch.org/vessel-viewer-tool/
https://globalfishingwatch.org/vessel-viewer-tool/
https://www3.weforum.org/docs/WEF_Technical_Guide_2023.pdf
https://globalsalmoninitiative.org/en/our-priorities/sustainable-feed/environmental-social-governance-esg/
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リスクファクターに対応するかを示す。すべてのリスクファクターは、指定された ESG ツールの「透明性」および

「管理システム」の各セクションに照らして、さらに当該リスクファクターの審査に関連する ESG ツールの該当セ

クションにも照らして評価される必要がある。GSI ESG ツールにおける関連するすべてのセクションに対するリスク

アセスメントの結果は「低」であるべきだ。 

表 24：デューデリジェンス原則 2 に対応する GSI の ESG ツールのセクション 

海洋リスクファクター GSI ESG ツールのセクション 

法的：主要原料が規制監督が不十分で、その結果当該漁業

内で体系的な違法漁業が生じている地域に由来するリス

ク。 

1.1 透明性 

2.1、2.2、2.3 管理システム 

3.5 ガバナンス 

社会：強制労働または児童労働の最悪の形態を用いて主要

原料が生産されるリスクである。 

1.1 透明性 

2.1、2.2、2.3 管理システム 

4.1、4.2、4.3、4.4、4.5、4.6、4.8、基本的人権 

環境：主要原料が無報告または無規制の漁業に由来するリ

スクである。 

主要原料が IUCN の絶滅危惧種または深刻な絶滅危惧種に由

来するリスクである。 

主要原料が CITES 附属書掲載魚種の漁獲物に由来するリス

ク。 

1.1 透明性 

2.1、2.2、2.3 管理システム 

6.4、6.5 水産業 

 

プラントのリスクファクター GSI ESG ツールのセクション 

法的：主要原料が、規制監督が不十分である地域に由来

し、その結果、植物由来の主要原料の生産において土地利

用または環境に関する法令の体系的な違反が生じるという

リスク。 

1.1 透明性 

2.1、2.2、2.3 管理システム 

3.6 ガバナンス 
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社会：強制労働または児童労働の最悪の形態を用いて主要

原料が生産されるリスクである。 

1.1 透明性 

2.1、2.2、2.3 管理システム 

4.1、4.2、4.3、4.4、4.5、4.6、4.8、基本的人権 

環境：主要原料が違法な森林破壊や土地転換の結果として

生じた地域に由来するリスク。 

1.1 透明性 

2.1、2.2、2.3 管理システム 

5.4 回復的土地利用および生物多様性に関する慣行 
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道筋 4：認証 

受理された認証スキームの一覧へのリンクはここにある。主要原料または原料製造者が、受理されたスキームの一

つの下で認証され、すべてのリスクファクターが「低リスク」に分類されている場合、デューデリジェンスは合格

となる。ただし、「低リスク」と判断されていないリスクファクターがある場合は、別の経路に基づく追加のデュ

ーデリジェンスが必要である。 

認証済みの主要原料については、アイデンティティ・プリザーブド、セグリゲーション（分別管理）、およびマス

バランスの生産およびトレーサビリティ（追跡可能性）に関する CoC モデルのみが受け入れられる。証書取引モデ

ル（例：クレジット、ブック・アンド・クレーム）は受け入れられない。トレーサビリティを担保するため、スキ

ームの要件に従い、サプライチェーン全体を通じて、対応する CoC 認証が存在し、検証されていなければならな

い。 

受理された認証スキームの一覧に認証または承認された原料を購入しても、当該基準に関するいかなる主張文を飼

料工場が行う権利が当然に付与されるわけではない。主張文の提示を希望する飼料工場は、要件の詳細についてス

キーム所有者に連絡するべきである。 

 

デューデリジェンスのリスクアセスメントの結果が低リスクでない場合はどうするか。 

リスクアセスメントの結果が、その原料が低リスクであること、または指標 2.2.9 における例外の下で許容される

中リスクであることを示さない場合、飼料工場は当該原料を供給元から調達できない。このような場合、飼料工場

は、適切で期限を定めた是正措置を実施すべきである。例えば： 

o 予防 

o 低減 

o 是正 

o 調達の停止。ただし、可能な場合は、調達の中止よりも低減を優先する。 

初回審査において、飼料工場は措置の実施を開始していることを示す。ただし、モニタリングはまだ求められな

い。 

デューデリジェンス評価はいつ再実施されるのか。 

デューデリジェンスのプロセスの最終段階はモニタリングである。飼料工場は、以下を目的として監視プログラム

を実施する。 

o リスク要因、またはリスク要因の指標を監視し、決定されたリスク水準が有効であり続けることを確保す

る。 

絶滅危惧種のリスクファクター（海洋由来の主要原料） 

認証済みの海洋由来の主要原料の生産については、飼料工場は、漁獲証明書に記載された種を IUCN レッドリスト

および CITES 付録 I、II、III リストと照合することで、絶滅危惧種に関連する 2 つの環境リスクファクターにつ

いて低リスクであることを示すことができる。 

 

https://www.asc-aqua.org/wp-content/uploads/2022/09/ASC-Feed-Standard-list-of-accepted-certification-schemes.pdf
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o 実施した対策の有効性を監視する。 

飼料基準 付録 3 に記載のとおり、デューデリジェンスのリスクアセスメントは次の場合に再実施する。 

o 監視の結果、既に決定したものと異なるリスク水準が示された場合。 

o 監視の結果、実施した対策が有効でないと示された場合。 

o 既に決定したリスク水準に影響を及ぼし得る重要な変更が発生した場合。 

o すべての場合において、少なくとも各認証サイクル（3 年）ごとに。 

毎月のモニタリングは、デューデリジェンスのリスクアセスメント/再評価を必要に応じて迅速に開始できるように

するための良い実践となりえる。リスクアセスメントの結果が低リスクと判断されない場合、飼料工場は、上記の

とおり適切な措置を、期限を定めた行動計画に組み込んで実施する。 

ASC のリスクの必要要件（2.2.8 および 2.2.9）に沿ったリスクソーシングを確保するため

のシステム 

飼料工場は、原料製造者および主要原料の生産に対して ASC 要件で要求されるデューデリジェンスの結果が中リス

クまたは高リスクを示す供給源を含むサプライチェーンからは調達しない。ただし、2.2.9 に示された例外要件が適

用される場合を除く。これは非許容原料と見なされるためである。許可されていない原料は、いかなる水産養殖用

飼料にも使用できないが、非水産養殖用飼料では使用可能である。 

再確認すると、飼料基準の指標 2.2.9 には、主要原料の供給源レベルにおける原則 2 のデューデリジェンスの結果

が中リスクである場合、原料に対する例外が含まれている。これは、デューデリジェンス経路 1（ASC 国別スコアカ

ード）、経路 2（業界評価／セクター評価／漁業評価）、および経路 3（原料製造者評価）の結果に適用される。経

路 4（承認済みスキーム一覧）からの低リスクの結果のみが受理される。UoC は、原料を中リスクと結論づける前

に、適用可能なすべての経路で低リスクであることを実証することを目指すべきである。 

これらの原料は ASC 非適格に分類され、そのため ASCマスバランス飼料および非 ASC の水産養殖用飼料の両方で使

用できる。前述のとおり、この中リスクの結果に対する暫定的な容認は、主要原料レベルで実施されたデューデリ

ジェンスにのみ適用され、原料製造者には適用されない。原料製造者は、既存の 4 つのデューデリジェンスの経路

のいずれかを用いて低リスクと評価されなければならない。 

飼料基準の 2.2.9 で説明され、付録 3 の表 2 で示されている中リスクの例外要件は、時限的であり、飼料工場が主

要原料生産に関するデューデリジェンスのリスク結果を段階的に「低リスク」へ引き下げる措置を実施するための

十分な時間を確保する意図によるものである。2029 年 2 月 2日（飼料基準 V1.2 の発効日から 3 年後）までに、この

例外要件は失効し、飼料工場のサプライチェーンでの原料の供給源はすべて、主要原料生産について低リスクであ

ることが実証されなければならない。 

これへの適合性は、3 年間の期間終了日後に行われる飼料工場の次回の審査で実証されるべきである。この 3 年間の

期間は、飼料工場に対し、他のデューデリジェンスの経路（経路 2 および 3）を実施し、低リスクの供給を確保し、

必要に応じて供給元を変更する十分な機会を与える。 

飼料工場は、時間の経過とともに着実な改善を示すことが期待される。例としては、低リスクに向けた進捗のため

の文書化されたタイムライン、サプライヤー関与計画、リスクの段階的な低減を示す更新済みデューデリジェンス

報告書などがある。 
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主要原料に関する低リスクのデューデリジェンス報告書の割合は、各サーベイランスの審査ごとに増加しなければ

ならない。飼料工場は、飼料基準の指標 2.2.10 に従い、デューデリジェンスの結果（低リスクおよび許容される中

リスク）をウェブサイトで公開し、ASC に報告しなければならない（データ公開に関するすべての要件は、飼料基準

の付録 8 の表 7 に要約されている）。これは透明性を確保し、飼料基準の長期目標に向けた継続的な進捗を確実に

する。 

審査に関する留意事項 

審査員は、飼料基準の要件に従って飼料工場が原料の一覧を維持し、関連情報が公開されていることを検証する。

また、審査員は、ASC への報告要件が履行されていることも検証する。 

審査員は、飼料工場がデューデリジェンスに用いる各経路ごとに、代表性のある数のデューデリジェンス報告書を

審査するべきである。高リスクの領域（すなわち経路 2 および 3）に重点を置き、デューデリジェンス原則の一貫し

た評価と、審査員が飼料工場が基準要件に従ってデューデリジェンスを実施したと判断できる十分な詳細度を確保

する。審査員はまた、過去の審査結果も考慮し、デューデリジェンス報告書のサンプル数の増減を決定するべきで

ある。抽出した各報告書について、審査員は次を検証する。 

1. 原産の漁業（該当する場合）が、以下の手順に基づき飼料工場が特定したとおりであること。 

a) 利用可能なすべてのトレーサビリティ（追跡可能性）文書を審査する。例：船荷証券、請求書、納品書、

衛生認証書／獣医検査、漁獲証明書、発注書、所有権が変更されるたびの梱包明細／積込記録。 

b) b) 原料の供給源が認証済みまたはスキーム承認の漁業である場合は、a)に代えて、審査員は、漁業から工

場までの供給網において認証製品を合法的に所有した認証組織のすべての認証書の有効性を検証する（す

なわち、CoC が維持されていることを検証する）。 

2. 原産国／地域（該当する場合）が、以下の手順に基づき飼料工場が特定したとおりであること。 

a) 利用可能な全てのトレーサビリティ（追跡可能性）文書を審査する。例えば、船荷証券、請求書、納品

書、発注書、梱包明細書／積込記録など、所有権が移転する都度の文書である。 

3. 原料が認証済みまたはスキーム承認済みの養殖場を供給源とする場合は、a)項の代わりに、審査員が、養殖場か

ら飼料工場までのサプライチェーンにおいて認証製品を法的に所有していた認証組織の全ての認証書の有効性を

検証する（すなわち、CoC が維持されていることを検証する）。 

4. 飼料工場が決定したリスクの水準が、用いたデューデリジェンスの経路および提供された証拠によって裏付けら

れていること。 

5. 低リスクでも許容される中リスクでもないと判断された原料について、飼料工場が調達前に許容されるリスクの

水準を達成するための適切な措置を実施していること。 

6. 許容される中リスクと判断された原料について、サーベイランス審査ごとに、主要原料に関するデューデリジェ

ンス結果のうち低リスクの比率を増加させること。審査員は低リスク達成に向けた進捗を審査し、低リスクと評

価された原料の比率が時間経過とともに増加しているかを検証する。3 年間の期間の終了日（2029 年 2 月 2 日）

の次回審査までに、低リスクと判断された原料のみが飼料工場で調達・使用されていること。 

審査員は、経路 2 および 3 を通じてデューデリジェンスを実施する者が、ASC 飼料基準の付録 10 に定める能力要件

を満たしていることを検証する。 
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審査員は、飼料工場が定めた手順に従って原料製造者が承認されていること、およびこれらの手順が関連する ASC

要件を満たしていることを確認する。 

また審査員は、監視プログラムが実施されていること、ならびに基準に基づき必要とされる場合にデューデリジェ

ンスが繰り返し実施されていることを確認する（初回の審査には適用しない）。 

有益なリソース 

サプライチェーンのエンゲージメントおよびモニタリングと検証に関する AFi ガイダンス: 

https://accountability-framework.org/contents-of-the-framework/monitoring-and-verification/ 

協働によるコミットメント達成（司法管轄イニシアチブを含む）に関する AFi ガイダンス: 

https://accountability-framework.org/operational-guidance/achieving-commitments-through-collaboration/ 

Seafish「違法・無報告・無規制（IUU）漁業ガイド」: https://www.seafish.org/document/?id=64546167-9781-

464a-a1dd-29bb5e0ef3f0 

責任ある農業サプライチェーンのための OECD-FAO ガイダンス: https://mneguidelines.oecd.org/rbc-

agriculture-supply-chains.htm 

Environmental Justice Foundation の報告書（IUU および漁業における人権）: 

https://ejfoundation.org/reports 

Global Fishing Watch（船舶追跡地図） 

https://globalfishingwatch.org/ 

GSI ESG リスクアセスメントツール: 

https://globalsalmoninitiative.org/en/our-priorities/sustainable-feed/environmental-social-governance-

esg/ 

 

 

 

https://accountability-framework.org/contents-of-the-framework/monitoring-and-verification/
https://accountability-framework.org/operational-guidance/achieving-commitments-through-collaboration/
https://www.seafish.org/document/?id=64546167-9781-464a-a1dd-29bb5e0ef3f0
https://www.seafish.org/document/?id=64546167-9781-464a-a1dd-29bb5e0ef3f0
https://mneguidelines.oecd.org/rbc-agriculture-supply-chains.htm
https://mneguidelines.oecd.org/rbc-agriculture-supply-chains.htm
https://ejfoundation.org/reports
https://globalfishingwatch.org/
https://globalsalmoninitiative.org/en/our-priorities/sustainable-feed/environmental-social-governance-esg/
https://globalsalmoninitiative.org/en/our-priorities/sustainable-feed/environmental-social-governance-esg/
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大部分の持続可能性レベル 
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大部分の持続可能性レベル 

これは飼料基準のどの判定基準に適用されるか。 

判定基準 4.1 - UoC は、(全魚の) 海産原料の大部分の持続可能性レベルを向上させる。 

この判定基準の意図は何か。 

飼料工場は、自社のホールフィッシュ由来海産原料の主要持続性レベル（MSL）を時間の経過とともに引き上げ、エ

ントリーレベル（EL）から 3 年ごとに 1 段階ずつ引き上げて最大レベル（L4）を目指す。これは、海産原料の責任

ある調達（原則 4）における改善を促進する。 

要件をどのように解釈するか。 

MSL 算定の範囲 

MSL はホールフィッシュ由来海産原料のみを対象とする（クリル、イカ、貝類等を含む）。したがって、計算は、工

場が水産養殖用飼料向けに供給元から調達するホールフィッシュ（丸魚）由来海産原料の全量を基礎とし、受領原

料の過半（≥50％）に基づく比率で示される。水産副産物原料（漁業または養殖に由来し、EU における規制上の陸揚

げ義務により保持された混獲を含む）は、MSL の計算に含めない（すなわち、個別に計算して除外する必要はな

い）。 

すべてのホールフィッシュ（丸魚）由来海産原料は、ASC 飼料基準の原則 2 および付録 3 に定めるデューデリジェン

ス（DD）要件も満たさなければならないことに留意すること。 

持続可能性カテゴリー1～4 の範囲外のホールフィッシュ（丸魚）由来海産原料は、飼料工場において、海産原料に

占める少数割合（すなわち 50％未満）で使用してよい。これらの原料はマスバランス適格量には算入されない（ASC

飼料基準の付録 5 を参照）。 

持続可能性カテゴリの検証（4.1.1） 

ASC は飼料工場の運営の実務を理解しており、飼料工場にはしばしば海産原料の異なる複数の供給源があることを指

摘する。複数の漁業の供給源（例：Basic FIP および Comprehensive FIP）からのホールフィッシュ由来海産原料が

混合された状態で受け入れられ、各供給元からの原料の比率が判明している場合は、その実際の含有割合に応じて

数量を該当する供給元に割り当てる。各供給源からの原料の比率が不明な場合は、混合物中の材料のうち最も低い

持続可能性カテゴリに該当する供給元に全量を割り当てる。 

なお、いかなるバッチ／ロットも、持続可能性カテゴリに掲げられたスキームの要件を満たす必要がある。例え

ば、MarinTrust 準拠のバッチには、漁業に遡及追跡できない、または MarinTrust 承認漁業に由来していないといっ

た「非承認」の MarinTrust 原料を含めることはできない。 

MSL 計算に用いる重量は、受け入れ時点の原料重量を指す。 

持続可能性カテゴリに基づくホールフィッシュ由来海産原料の検証は、次の表のとおり実施できる。 
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表 25：持続可能性カテゴリの検証 

持続可能性カテゴ

リ 
検証プロセス 

1 
a) その漁業が Fishery Progress ウェブサイトでアクティブ（Basic）として掲載され

ており、かつ、 

b) 当該漁業は MarinTrust のウェブサイトに「accepted（受理）」として掲載されて

おり、原料製造者／供給者のトレーサビリティ（追跡可能性）受理文書と一致して

いる。 

c) 当該漁業が両方のウェブサイトに掲載されていない場合、欠落している発行主体

（MarinTrust または Fishery Progress）からの確認が得られない限り、適合とみ

なすことはできない。 

d) 原料製造者は MarinTrust Improver 制度に受理された施設である。 

e) 原料製造者と飼料工場の間のサプライチェーン事業者は有効な MarinTrust の CoC

認証を保有し、原料に添付される文書（納品／購買記録）が、工場から飼料工場ま

での CoC 認証済みステータスを確認している。 

あるいは 

f) 飼料工場は、工場から飼料工場までの第三者によって検証されたトレーサビリティ

（追跡可能性）システムを実証できる。 

2 a) 当該漁業は MarinTrust のウェブサイトに「approved（承認）」として掲載されて

おり、原料製造者／供給者のトレーサビリティ（追跡可能性）証明書と一致してい

る。 

b) 原料製造者は有効な MarinTrust 認証を保有している。 

c) 原料製造者と飼料工場の間のサプライチェーン事業者は有効な MarinTrust の CoC

認証を保有し、原料に添付される文書（納品／購買記録）が、工場から飼料工場ま

での CoC 認証済みステータスを確認している。 

あるいは 

d) 飼料工場は、工場から飼料工場までの第三者によって検証されたトレーサビリティ

（追跡可能性）システムを実証できる。 

3 a) 当該漁業は Fishery Progress のウェブサイトでアクティブ（comprehensive）とし

て掲載されているであり、 

b) 当該漁業は MarinTrust のウェブサイトに「approved（承認）」として掲載されて

おり、原料製造者／供給者のトレーサビリティ（追跡可能性）証明書と一致してい

る。 

https://fisheryprogress.org/
https://www.marin-trust.com/programme/improver-programme/accepted-fips-marintrust-ip
https://www.marin-trust.com/resource-centre/list-certified-and-accepted-sites/accepted-sites-under-ip
https://www.marin-trust.com/programme/chain-custody/certified-sites-under-coc
https://www.marin-trust.com/programme/main-standard/approved-whole-fish
https://www.marin-trust.com/resource-centre/list-certified-and-accepted-sites/certified-sites-under-main-standard
https://www.marin-trust.com/programme/chain-custody/certified-sites-under-coc
https://fisheryprogress.org/
https://www.marin-trust.com/programme/main-standard/approved-whole-fish
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c) 両方のウェブサイトで承認済みとして掲載されていない場合、欠落している発行主

体（MarinTrust または Fishery Progress）からの確認が得られない限り、適合と

みなすことはできない。 

d) 原料製造者が有効な MarinTrust 認証を保有している。 

e) 原料製造者と飼料工場の間のサプライチェーン事業者が有効な MarinTrust の Chain 

of Custody（CoC）認証を保有しており、原料に添付された文書（納品／購買記

録）が、工場から飼料工場までの間で当該原料が CoC 認証品であることを確認して

いる。 

あるいは 

f) 飼料工場は、工場から飼料工場までの第三者によって検証されたトレーサビリティ

（追跡可能性）システムを実証できる。 

4 飼料工場が漁業を直接の供給源とする場合： 

a) 当該漁業が MSC の「track a fishery」ウェブサイトで「認証済み」として掲載さ

れている。 

b) 工場が使用する原料が MSC の漁業認証書に認証済みとして記載されている。 

c) トレーサビリティ（追跡可能性）文書（例：船荷証券、請求書、納品書、衛生証明

書／獣医検査、漁獲証明書、発注書、梱包明細書／積込記録）において、すべての

記録が一致している。 

飼料工場が MSC の CoC 認証を受けた組織から供給元を受ける場合： 

a) 原料製造者／サプライヤーが有効な MSC の CoC 認証書を保有し、MSC の「find a 

supplier」ウェブサイトで認証済みとして掲載されている。 

b) 飼料工場で使用される原料は、認証書に認証済みとして記載され、魚粉取引および

魚油取引の範囲のサブカテゴリーに含まれていること。 

c) トレーサビリティ（追跡可能性）文書（例：船荷証券、請求書、納品書、衛生証明

書／獣医検査、漁獲証明書、発注書、梱包明細書／積込記録）において、すべての

記録が一致している。 

サステナビリティカテゴリーに記載されたいずれかのスキームで認証または承認された原料を購入しても、飼料工

場が当該スキームに関連する主張文を行う権利が自動的に与えられるわけではない。主張文の提示を希望する飼料

工場は、要件の詳細についてスキーム所有者に連絡するべきである。 

 

 

MSL 計算例 

以下の表は MSL の計算例を示す。 

https://www.marin-trust.com/resource-centre/list-certified-and-accepted-sites/certified-sites-under-main-standard
https://www.marin-trust.com/programme/chain-custody/certified-sites-under-coc
https://fisheries.msc.org/en/fisheries/@@search?q=&search=
http://cert.msc.org/supplierdirectory/VController.aspx?Path=be2ac378-2a36-484c-8016-383699e2e466
http://cert.msc.org/supplierdirectory/VController.aspx?Path=be2ac378-2a36-484c-8016-383699e2e466
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表 26：MSL の多様な例の図示 

ホールフィッシュ（丸魚）

原料の分類 
数量（トン 

カテゴリー1 のスコアを得た

ホールフィッシュ（丸魚）原

料の数量 

0 600 450 100 100 50 50 0 0 0 

カテゴリー2 のスコアを得た

ホールフィッシュ（丸魚）原

料の数量 

0 0 150 500 100 200 100 50 300 250 

カテゴリー3 のスコアを得た

ホールフィッシュ（丸魚）原

料の数量 

0 0 0 0 300 300 430 50 100 100 

カテゴリー4 のスコアを得た

ホールフィッシュ（丸魚）原

料の数量 

0 0 0 0 20 50 70 350 300 350 

カテゴリー1～4 でスコアさ

れないホールフィッシュ（丸

魚）原料の数量 

300 400 550 400 350 350 350 200 100 100 

ホールフィッシュ（丸魚）原

料合計 

300 1000 1150 1000 870 950 1000 650 800 800 

MSL 0 1 1 2 1 2 3 4 3 3 
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表 27：MSL 計算の例 

海産原料（ホール） ASC カテゴリー 
年間合計に占める割合

（ホールフィッシュ） 

ホールフィッシュ（丸魚）アンチョベータ E. ringens 由

来ミール（FAO 87、チリ排他的経済水域 第 IV〜XV 地域） 

2 

（MarinTrust） 

35% 

ホールフィッシュ（丸魚）アンチョベータ E. ringens 由

来油（FAO 87、チリ排他的経済水域 第 V〜X 地域） 

2 

（MarinTrust） 

20% 

ホールフィッシュ（丸魚）アラウカニアンニシン S. 

benticki 由来ミール（FAO 87、チリ排他的経済水域 第 V〜

X 地域） 

2 

（MarinTrust） 

25% 

ホールフィッシュ（丸魚）チリジャックマカレル T. 

murphyi 由来油（FAO 87、チリ排他的経済水域 第 X〜XV 地

域） 

4 

（MSC） 

10% 

ホールフィッシュ（丸魚）カタクチイワシ（Japanese 

Anchovy）E. japonicus 由来ミール（中国 
0 5% 

その他のホールフィッシュ（丸魚）原料 0 5% 

MSL 2  
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エントリーレベルの算出と MSL の維持・向上（4.1.2〜4.1.6） 

エントリーレベル（EL）は、初回審査前 24 か月にわたり評価・算定された MSL を反映する。ホールフィッシュ（丸

魚）原料が MarinTrust や MSC など複数の持続可能性カテゴリーの要件を満たす場合、飼料工場がより低い EL を選

択することはできない。EL の算出には最高スコアを用いる。最も低いスコアを選んで、以後の各認証書サイクルで

の MSL 引き上げ要件を他の認証で単に充足することは認められない。例えば、飼料工場の現在レベルが 2 である場

合、1 から開始することはできない。 

MSL は毎年（1 月から 12 月）算出し、年ごとに維持する（サーベイランス審査で検証）。3 年の認証書サイクル終了

時には、再認証を達成するために次のレベルを満たす必要がある。以下の表は、仮想的な複数シナリオにおける MSL

維持の例を示す。 

表 28：仮想シナリオにおける MSL 維持の例 

 

初回審査 

2023 年 3

月 

サーベイラン

ス審査 2024

年 3 月 

サーベイラン

ス審査 2025

年 3 月 

再認証審査 

2026 年 3

月 

サーベイラン

ス審査 2027

年 3 月 

サーベイラン

ス審査 2028

年 3 月 

再認証審査 

2029 年 3

月 

MSL 算

定期

間 

2021 年 2

月–2023 年

2 月 

2023 年 1 月–

2023 年 12 月 
2024 年 1 月–

2024 年 12 月 
2025 年 1 月

–2025 年 12

月 

2026 年 1 月–

2026 年 12 月 
2027 年 1 月–

2027 年 12 月 
2028 年 1 月

–2028 年 12

月 

MSL 
シナ

リオ A 

2 2 2 3 3 3 4 

MSL 
シナ

リオ B 

2 3 2 3 3 4 4 

MSL 
シナ

リオ C 

0* 1 1 2 2 2 3 

MSL 不

達 
シナ

リオ D 

2 2 2 2 
   

MSL 不

達 
シナ

リオ E 

1 1 1 2 2 1 3 

失敗したシナリオ D および Eは赤で示す。 

* ASC 飼料基準 指標 4.1.3 は、以下が示される場合、この例外を認める。 

o 最も可能性の高い道筋は、飼料工場がカテゴリ 1 の準拠原料について供給契約を確保していることを示す一

方で、旧在庫や契約済み供給の使用中であり、認証の初年度内に新たな供給先へ切り替えることになる、と

いうものである。 
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o 他の場合、飼料工場はしばらくの間サプライチェーンと協働しており、以下のプロセスの最終段階にある可

能性がある。 

• 原料は現在、MarinTrust IP および基本 FIP の審査中であり（かつカテゴリ 1 の他の条件を満たしてい

る）、当該原料が今後 12 か月以内に利用可能になる合理的な見込みがあること、かつ 

• 原料製造者は現在、MarinTrust 改善プログラム認定施設となるための審査中である（かつカテゴリ 1 の

他の条件を満たしている）。 

MSL 引上げに対する可能な例外（4.1.5） 

サーベイランス審査において、飼料工場は、次回の再認証サイクルまでにより高い MSL を達成する方向にあること

を示す調達戦略の要素を示す。ASC 飼料基準 指標 4.1.5 で言及される適合に対するいくつかの例外が生じる場合が

ある。例えば、次のとおりである。 

o 飼料工場が海産原料の大部分を FIP にある単一の漁業を供給元としているが、3 年の ASC 認証サイクル内に

包括的 FIP から MSC 認証へ移行できていない場合、当該飼料工場は、当該期間に FIP が MSC 認証に到達し、

したがって二つ目の 3 年サイクル内に MSL4 へ移行することを見込んで、さらに 3 年間 MSL3 を維持し、その

FIP を供給元とし続けることができる。このような状況が生じた場合、許容されるのは一度のみである。 

o 飼料工場が MSL3 を維持するために単一の MSC 認証書漁業に依存しており、その漁業が一時的に MSC 認証書

から外れて包括的 FIP に移行した場合も、当該飼料工場は、FIP が MSC 認証書に到達し、したがって二つ目

の 3 年サイクル内に MSL4 へ移行することを見込んで、さらに 3 年間 MSL3 を維持し、その FIP を供給元とし

続けることができる。このような状況が生じた場合、許容されるのは一度のみである。 

注、この例における依存性は、飼料工場が MSL3 から MSL4 へ移行する計画と合理的な見込みを有していることで

ある（例：MSC の漁業からの量を段階的に増やすための供給契約を有し、これを裏付ける補足文書がある）。し

かし、飼料工場が受け入れる他の海産原料のいずれかが持続可能性カテゴリ 4 の評価であり、かつ増量の可能性

がある場合には、当該工場は MSC の漁業に依存していないと見なされ、延長は認められない。 

注、工場が MSL4 で、MSC 認証の漁業を供給源として 50%以上を調達しているところ、その漁業が認証を失った場

合、工場は MSL3 に落ち、したがって ASC 飼料認証を失う可能性が高い。飼料工場は、供給の一貫性を考慮し、

MSL 低下リスクを緩和するため、調達戦略において海産原料の製造に原料を供給する複数の MSC の漁業を供給源

として調達するよう努めるべきである。 

主張文がある場合、特定の漁業への依存は、3 年以上の期間にわたり当該工場への過去の納入を示す購買記録に

よって立証しなければならない。該当する飼料工場は、他の原料の輸入が実務的または経済的に実行可能な選択

肢ではないことを示す根拠も提示すべきである（すなわち、生産に著しい遅延を引き起こす、または生産コスト

を増加させる）。根拠の例としては、納入に関する物流上の問題、当該海産原料に特有の栄養要因、生産サイク

ルのスケジューリングに応じた特定の海産原料の生産とその納入、などが挙げられる。 

o 飼料工場が、海産原料の大部分について、basic FIP にある単一の漁業（かつカテゴリー1 の他要件を満た

す）を主たる供給源としている場合で、当該 FIP が計画どおりに進捗していない、かつ当該工場がその漁業

と明白な関係を有していない（例：進展のために協働・支援していない）。さらに、MSL の段階を所要どお

りに上がる要件を満たし得る同様の漁業（魚種、物流、供給可能性）が他にも存在する場合、当該工場はそ

の漁業に依存していないと見なされる。したがって、当該工場は現在の MSL 上でサイクルをさらに 3 年間延

長することは認められない。 
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審査に関する留意事項 

審査員は、サステナビリティの区分が正しく実施されていることを、記録のサンプリングによって検証する。この

際、各サステナビリティカテゴリにつき少なくとも 1 件のサンプルを含める。確認対象の記録は表 24 に一覧する。

審査員は、計算にホールフィッシュ（丸魚）由来の原料のみが使用されていることを確認する。 

審査員は、計算に用いた数量合計を精査し、過半サステナビリティレベルが正しく算出されていることを検証す

る。 

また、審査員は、ASC への報告要件が履行されていることも検証する。 
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森林破壊／土地転換のない 

サプライチェーン 
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森林破壊／土地転換のないサプライチェーン 

これは飼料基準のどの判定基準に適用されるか。 

判定基準 5.1 - UoC は、森林破壊・転換のないサプライチェーンを目指す。 

この判定基準の意図は何か。 

飼料工場は植物系主要原料の生産に対する追加のデューデリジェンスを実施し、森林伐採ゼロおよび転換フリーサ

プライチェーンへの移行にコミットする。 

要件をどのように解釈するか。 

植物系サプライチェーンの区分（5.1.1） 

カテゴリー2 の原料については、カテゴリー1（大豆およびパーム）を差し引いた後の植物系原料総量に対し、合算

で過半（≥50%）を構成する原料に適用する。個々の植物原料のうち、最も多いものが全体の大部分を占めている。

下記の例表を参照。 

表 29：植物カテゴリー1 の例 

原料品目 原料 
植物系原料カテゴリ

ー 
受入数量（トン） 

カテゴリー1 合計に

占める割合（% 

大豆たん白 大豆 カテゴリ 1 70,000 93% 

大豆油 大豆 カテゴリ 1 5,000 7% 

合計（トン）カテゴリー1 75,000  

 

 

https://data.asc-aqua.org/asc-vocabulary/
https://data.asc-aqua.org/asc-vocabulary/
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表 30：プラントカテゴリ 2 および 3 の例 

原料品目 原料 
植物系原料カテゴ

リー 
受入数量（トン） 

総計に占める％（除

外）カテゴリ 1 

エンドウたん白 エンドウ豆 区分 2 30,000 46% 

菜種油 菜種 区分 2 20,000 31% 

亜麻仁油 亜麻仁 カテゴリ 3 10,000 15% 

トウモロコシグルテ

ン 

トウモロコシ カテゴリ 3 5,000 8% 

合計（トン、除外）カテゴリ 1 65,000  

公開コミットメントおよび基準日（5.1.2） 

コミットメントは、ポリシーまたは誓約と呼ばれることもある。 

カテゴリー1 植物性原料（大豆およびパーム）については、飼料工場は基準日を 2020 年 12 月 31 日を超えない日付と

する。カテゴリー2 および 3 の植物性原料については、ASC 飼料基準の基準 5.1.2.b に定められた要件に従うことを

条件として、基準日を柔軟に設定できる。基準日以降に天然林または自然生態系がクリアランスされた場合、当該

区域または生産単位、ならびにそこで生産された主要原料は、森林伐採および土地転換を行わないコミットメント

に非準拠となる。カテゴリー2 および 3 の植物原料の森林伐採およびカットオフ日の設定に関する追加の指針につい

ては、ASC 飼料基準の付録 9も参照のこと。 

主要植物原料の生産に関するデューデリジェンス（5.1.3、5.1.4、5.1.5 および 5.1.6） 

飼料工場は、原則 5 に基づくデューデリジェンスの実施指針に従う。経路 2 を使用する場合、「ステップ 2：リスク

の評価」では、飼料工場はリスク要因に対して以下の低リスクの指標を用いる。 
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表 31：植物由来の主要原料の環境リスク要因に関する低リスク指標 

リスクファクター 低リスクの指標 
リスクを評価するために用いられる供給

元およびプロセス 

主要原料が、合法的な森林伐採

／土地転換の結果生じた地域に

由来するリスクである。 

養殖場は、残存する自然林地や

その他の自然生態系（例：サバ

ンナ、草原、泥炭地、湿地）の

近傍または内部に位置していな

い。 

o 地理空間データ 
o サイトベースの生態学的マッピング、

文書レビューおよび主要な利害関係者

へのインタビューを通じた検証 

養殖場は、合法的な森林伐採お

よび／または土地転用の発生率

が低い地域に所在する。 

o リモートセンシング（例：衛星または

レーダー）データ。 
o 森林破壊アラート 
o FAO 森林資源評価シリーズ 
o 独立系またはコミュニティの森林モニ

ター。 
o 地域コミュニティ、先住民族、市民社

会組織 
o 国またはランドスケープのリスクアセ

スメント。 
o 苦情メカニズムを通じて収集された情

報 

主要原料の生産拡大が森林伐採

や土地転換を引き起こす可能性

は低い。 

o 森林伐採の要因に関する研究および監

視・報告・検証（MRV）報告書 

出典：OECD-FAO 責任ある農業サプライチェーンのためのガイダンス（2016） 

経路 3 を使用する場合、「ステップ 2：リスクの評価」において、飼料工場は Global Salmon Initiative（GSI）の

ESG 飼料リスクアセスメントツールを用いてリスク要因の評価を実施することもできる。下表は、ツールの各セクシ

ョンがどのリスクファクターに対応するかを示す。GSI ESG ツールにおける関連するすべてのセクションに対するリ

スクアセスメントの結果は「低」であるべきだ。 

 

https://globalsalmoninitiative.org/en/our-priorities/sustainable-feed/environmental-social-governance-esg/
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表 32：デューデリジェンス原則 5 に対応する GSI の ESG ツールのセクション 

プラントのリスクファクター GSI ESG ツールのセクション 

環境：主要原料が合法的な森林伐採・土地転換の結

果生じた地域に由来するリスク。 

1.1 透明性 

2.1、2.2、2.3 管理システム 

5.5 再生的な土地利用および生物多様性保全の慣行 

 

 

注意: 原則 2 のデューデリジェンスで低リスクであることを示しているカテゴリー2)の植物性原料であっても、原

則 5 のデューデリジェンスで低リスクを示せない場合、低リスク達成に向けた公開コミットメントと行動計画にカ

バーされているときは、依然として適格原料と見なされる。公開コミットメントと行動計画にカバーされていない

場合は、水産養殖用飼料向けの供給源とすることはできない。 

カテゴリー1)の植物性原料（すなわち大豆／パーム油）について低リスクを示せない場合、低リスク達成に向けた

公開コミットメントと行動計画にカバーされているときは、非適格原料（マスバランス生産モデルの飼料で使用可

能だが、総マスバランス適格量には算入されない）と見なされる。公開コミットメントと行動計画にカバーされて

いない場合は、水産養殖用飼料向けの供給源とすることはできない。 

公開行動計画（5.1.7） 

飼料工場は、可能な限り迅速に（5.1.2 に記載の）コミットメントを完全に達成または順守することを意図する達成

目標日を設定し、同時に包含（例: 小規模生産者）と実施能力の差異の重要性を認識する。実施を、各リスク区分

内の主要原料やサプライヤーレベルごとにフェーズで進める場合は、セグメントごとに期限を定めたスケジュール

を設定する。 

優良実践とは何か。 

ASC は、リスクの高い原料に対してより厳しい要件を課している。このため、植物の原料は 3 つの異なるカテゴリ

ーに分けられている。カテゴリ 3）の植物リスクアセスメントを実施するために、養殖場レベルまでのトレーサビ

リティ（追跡可能性）と情報を確保することは、多くの場合、まだ実現可能ではない（取り扱い数量が少ないこ

とや小規模養殖業者の包含が理由である）。それでも、これが可能な場合には、飼料基準は指標 5.1.4 を通じて

そのようなリスクアセスメントを促すことを意図する。将来の飼料基準の版では、カテゴリー3）のリスクアセス

メントを義務化することが求められる可能性が高く、その後は審査が高リスクの結果に対してペナルティを科す

ことになる。 

https://data.asc-aqua.org/asc-vocabulary/
https://data.asc-aqua.org/asc-vocabulary/
https://data.asc-aqua.org/asc-vocabulary/
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複数の利害関係者が関与するプラットフォームへの参加（5.1.14） 

UoC がグローバル企業の一部である場合、参加は本社／親会社レベルで行うことができる。Tropical Forest 

Alliance には、飼料工場が扱うコモディティ／地域に関連し得る推奨プラットフォームが複数ある。これらはしば

しば、森林破壊および土地転換の課題に取り組む NGO／認証スキーム／政府によって設立されている。飼料工場

は、AFi に関与する組織のうち参加可能なイニシアチブがあるかどうかも確認できる。 

原則 5 デューデリジェンスの要点 

原則 2 デューデリジェンス（許容されるリスク水準）に合格した植物由来の原料は、その後、原則 5 の要件および

デューデリジェンスの対象となる。これにより適格性のステータスがさらに決定される。まずリスク区分され、そ

の後、合法的な森林伐採および転換に関する原則 5 の追加デューデリジェンスが適用される。原則 2 デューデリジ

ェンスで許容された中リスクの結果となった植物由来の原料は、引き続き原則 5 デューデリジェンスの対象としな

ければならないが、非適格原料としてのみ取り扱うことができる。以下の表に要約する。 

基準日と達成目標日 

飼料工場は、森林伐採／土地転換ゼロのコミットメントに対し、2021 年 3 月の基準日と 2025 年 1 月の達成目標

日を有する。これは以下を意味する。 

o 基準日は、コミットメントの対象となる主要原料が、2021 年 3 月以降に森林伐採または転換の対象となった

土地で生産されてはならないことを示す。 

o 達成目標日は、2025 年 1 月までに飼料工場がコミットメントを完全に達成すること、すなわちサプライチェ

ーンに 2021 年 3 月以降に森林伐採または転換の対象となった土地で生産された主要原料の数量が一切存在し

ない状態にすることを示す。 

o コミットメントを履行するために、遅くとも 2025 年 1月までに飼料工場は、自社のオペレーションおよびサ

プライチェーンを管理し、2021 年 3 月以降に森林伐採または転換の対象となった土地で生産された原料が含

まれないようにする必要がある。 

優良実践とは何か。 

2025 年を超えない達成目標日の設定は、アカウンタビリティ・フレームワーク・イニシアチブ（AFi）の合意に

基づく推奨、すなわち企業が 2025 年までにサプライチェーンから森林伐採および生態系の転換を排除する達成

目標日を設定することと整合する。この決定は、森林と生物多様性の損失を回避し、パリ協定を支援するために

排出量を削減する行動の緊急性を反映している。 

https://www.tropicalforestalliance.org/where-we-work
https://www.tropicalforestalliance.org/where-we-work
https://accountability-framework.org/about/about-the-accountability-framework-initiative/who-we-are/


Aquaculture Stewardship Council  

文書名 ASC飼料基準 - 解釈マニュアル 文書 ID ASC-INT-002-JP バージョン 1.2 ページ204 231 

 

表 33- 植物由来原料に関する原則 5 デューデリジェンスの結果と適格性ステータスの概要 

植物系原料カテゴリー 
原則 2 デューデリジェンス — 低リ

スクの結果となった原料 

原則 2 デューデリジェンス — 許容さ

れた中リスクの結果となった原料 

カテゴリ 1 — 大豆およびパーム油

は、合法的な森林伐採／転換に関

して、主要原料のさらなるリスク

アセスメントを要する 

原則 5 のデューデリジェンスの結果が

低リスクである場合、これらは適格原

料として供給元から調達できる。 

結果が中リスクまたは高リスクである

場合でも、低リスクの達成に向けた公

開のコミットメントと行動計画が整備

されているときは、非適格原料として

供給元から調達できる。 

公開のコミットメントと行動計画が整

備されていない場合、これらは非許容

原料と見なされ、水産養殖用飼料には

供給元から調達できない。 

原則 5 のデューデリジェンスの結果が

低リスクである場合、これらは非適格

原料として供給元から調達できる。 

結果が中リスクまたは高リスクである

場合でも、低リスクの達成に向けた公

開のコミットメントと行動計画が整備

されているときは、引き続き非適格原

料として供給元から調達できる。 

行動計画が整備されていない場合、こ

れらは非許容原料と見なされ、水産養

殖用飼料には供給元から調達できな

い。 

カテゴリー2—最も使用量の多い植

物性原料は、合法的な森林伐採／

転換に関して主要原料の追加のリ

スクアセスメントを要する。 

原則 5 のデューデリジェンスの結果が

低リスクである場合、これらは適格原

料として供給元から調達できる。 

結果が中リスクまたは高リスクである

場合でも、低リスクの達成に向けた行

動計画が整備されているときは、引き

続き適格原料として供給元から調達で

きる。 

行動計画が整備されていない場合、こ

れらは非許容原料と見なされ、水産養

殖用飼料には供給元から調達できな

い。 

原則 5 のデューデリジェンスの結果が

低リスクである場合、これらは非適格

原料として供給元から調達できる。 

低リスクの達成に向けた行動計画が整

備されている場合、結果が中リスクま

たは高リスクであっても、非適格原料

として調達可能である。 

行動計画が整備されていない場合、こ

れらは非許容原料と見なされ、水産養

殖用飼料には供給元から調達できな

い。 

カテゴリー3―その他の植物原料

―合法的な森林伐採／転換に関す

る主要原料のさらなるリスクアセ

スメントは任意である 

適格原料として調達可能である。 非適格原料として調達可能である。 
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審査に関する留意事項 

審査員は、飼料工場が基準要件に従って公開コミットメントを行っていること、ならびに ASC への報告要件が完了

していることを検証する。 

審査員は、飼料工場がデューデリジェンスに用いる各経路ごとに、代表性のある数のデューデリジェンス報告書を

審査するべきである。高リスクの領域（すなわち経路 2 および 3）に重点を置き、デューデリジェンス原則の一貫し

た評価と、審査員が飼料工場が基準要件に従ってデューデリジェンスを実施したと判断できる十分な詳細度を確保

する。審査員はまた、過去の審査結果も考慮し、デューデリジェンス報告書のサンプル数の増減を決定するべきで

ある。抽出した各報告書について、審査員は次を検証する。 

1. 原産国／地域（該当する場合）が、以下の手順に基づき飼料工場が特定したとおりであること。 

a. 利用可能なトレーサビリティ（追跡可能性）文書をすべて確認する。例：船荷証券、請求書、納品書、発

注書、梱包明細書／積込記録（所有権が移転する都度）。 

b. 原料が認証済みまたはスキーム承認済みの養殖場を供給源とする場合は、a)項の代わりに、審査員が、養

殖場から飼料工場までのサプライチェーンにおいて認証製品を法的に所有していた認証組織の全ての認証

書の有効性を検証する（すなわち、CoC が維持されていることを検証する）。 

2. 飼料工場が決定したリスクの水準が、用いたデューデリジェンスの経路および提供された証拠によって裏付けら

れていること。 

3. 低リスクと判定されなかった原料について、飼料工場が森林伐採ゼロおよび転換ゼロのコミットメント達成に向

けた公開行動計画を策定していること（初回審査には適用しない）。 

審査員はまた、飼料工場が多利害関係者プラットフォームに参加していることを検証する。 

審査員は、経路 2 および 3 を通じてデューデリジェンスを実施する者が、ASC 飼料基準の付録 10 に定める能力要件

を満たしていることを検証する。 

また審査員は、監視プログラムが実施されていること、ならびに基準に基づき必要とされる場合にデューデリジェ

ンスが繰り返し実施されていることを確認する（初回の審査には適用しない）。 

有益なリソース 

AFi の基準日（カットオフ日）に関するガイダンス: https://accountability-framework.org/operational-

guidance/cutoff-dates/ 

 

https://accountability-framework.org/operational-guidance/cutoff-dates/
https://accountability-framework.org/operational-guidance/cutoff-dates/
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原料計算システム 
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原料計算システム 

これは飼料基準のどの判定基準に適用されるか。 

判定基準 3.1 - UoC は、原料投入・産出の記録システムを導入する。 

この判定基準の意図は何か。 

本基準の持続可能性指標への適合には、飼料工場に入荷する原料の正確な分類と計上が必要である。マスバランス

生産モデルの下で飼料を生産するためには、飼料工場は、入荷する適格原料の量が、出荷される ASC マスバランス

飼料の量を裏付けることを確保するための原料アカウンティングシステムを備えていなければならない。 

要件をどのように解釈するか。 

原料アカウンティングシステム 

原料アカウンティングシステム（IAS）は、マスバランス生産モデルの下で生産される製品に関し、入出荷される適

格原料の量を計上するために工場が用いるツールである。 

ASC は IAS の形式を規定しない。IAS は、飼料工場の在庫システム（例：SAP ソフトウェアや ERP 在庫管理システ

ム）に組み込むような高度なものでも、アクセス制限付きの Excel スプレッドシートのような基本的なものでもよ

い。いずれの選択肢も、ASC飼料基準の付録 13 に定められた要件を満たす限り許容される。これには、IAS を継続

的に更新することが含まれる。 

（IAS に入力する前に、すべての入荷量について適格性ステータス（すなわち適格原料であること）を検証し、また

量（すなわち数量）が正しいことを確認するための堅牢な手順を工場が整備していることが期待される。） 

「Upon Receipt」とは、会計期間内に原料が物理的に納入されることを意味する。支払い・請求書発行、または原

料が物理的にサイトにない状態での購買契約、あるいは適格量を購入する意向だけでは、IAS に数量を入力する根拠

としては不十分である。飼料工場は、ASC 飼料基準の付録 11 に記載された原料承認プロセスの要件に従い、IASに

数量を入力する前に、その原料が適格原料であることを検証するためである。 

原料の受領および製品の出荷の記録 

（基準 3.1.1 および 3.1.2）各入荷および出荷品の記録を厳密に維持する必要がある。これは紙の記録による手作業

でも、他のソフトウェア制度による電子的な方法でもよい。いずれの場合も、記録される情報は正確で、維持さ

れ、関係者が容易にデータを検索できる状態でなければならない。（飼料基準—付録 11 および 13 参照）。 

 

https://data.asc-aqua.org/asc-vocabulary/
https://data.asc-aqua.org/asc-vocabulary/
https://data.asc-aqua.org/asc-vocabulary/
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審査に関する留意事項 

受け入れ原料の量に基づき、審査員は IAS で適格原料として割り当てられた原料から代表サンプルを抽出し、それ

らが実際に適格原料であることを検証する。審査員は、IAS に入力された適格量のサンプルを選定する際、専門的裁

量を用いることができる。審査員は、この数量を補足文書と相互参照し、入力された数量が供給された適格量と対

応していることを検証する（例：納品書、サプライヤ請求書、契約書、デューデリジェンス評価）。同様のプロセ

スは、IAS から控除された適格量に対しても実施できる。これは、マスバランス生産モデルの下で販売された ASC 製

品に関する出荷文書、請求書、または契約書を確認することによって行うことができる。 

このレビューは、審査の事前に机上レビューの一環として、または審査の実施中に完了し得る。審査員はサンプリ

ングにリスクベースのアプローチを用いることができる。例えば、異常または大きな入力量を確認し、異なるサプ

ライヤーや顧客を含めて会計期間内の広範な期間をレビューする。提供記録にギャップを認めた場合や追加の照会

がある場合など、審査員の裁量でサンプルに追加レビューを加えることもできる。 

審査員は、IAS へのデータ入力の責任者を特定するための追跡質問を行う場合がある。訓練を受けた者は複数いる

か。その者が病気、離席、または不在の場合はどうなるか。IAS はデータの偶発的または意図的な改ざんから保護さ

れているか。 

審査員は、IAS のバランスを取るために実行される計算が正確で有効に機能していることを検証する。 

審査員はまた、直近の会計期間における最新のバランス調整サマリーの正確性を検証する（初回審査には適用され

ない）。 

共同利用の IAS が使用されている場合、審査員は次を行う。 

o 参加するすべての生産サイトの適格性を検証する。 

o 各参加生産サイトにおいて、IAS のバランスを取るために実行される計算が正確で有効に機能していること

を検証する。 

o いずれかの参加サイトの共同 IAS に対して指摘された不適合が、共同 IAS に関与するすべてのサイトの適格

量の計算に影響を及ぼすかどうかを判断する。 

 

優良実践とは何か。 

飼料工場は、自社の顧客データを ASC 養殖場認証書と照合できる。認証書上の主たる参照情報は ASC 認証番号で

あり、その形式は ASC00000（ASC に 5 桁の数字が続く）である。認証書の所有者の変更、または認証タイプの変

更、すなわち単一サイト認証からマルチサイト認証への移行などがない限り、ASC認証番号は同一であるべきであ

る。 

認証書には、マルチサイト認証書の場合に限り、サイトコード参照を含むサイト一覧が含まれるが、単一サイト

では含まれない。サイトコードの形式は S0000000（Sに 7 桁の数字が続く）であり、変更しない。 

ASC は将来版の認証書において、すべての認証タイプでサイトコードの記載を必須とする意向である。 
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適格原料と ASC 

生産モデル 
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適格原料と ASC 生産モデル 

これは飼料基準のどの判定基準に適用されるか。 

判定基準 3.2 - UoC は適格原料を決定し、そのマスバランス適格量を計算する。 

この判定基準の意図は何か。 

ASC は、ASC の飼料を生産するために必要な量の持続可能性の認証を受けた原料が、現時点で十分に存在する可能性

は極めて低いと認識している。それまでの間、第一段階として、飼料工場は承認された 2 つの ASC 生産モデルのう

ち一つまたは両方を用いて、ASC の適合飼料を生産できる。 

ASC 飼料は二つの形態で提供される場合がある: 

o セグリゲーション（分別管理）生産モデル（分別生産モデル）に基づいて生産され、適格原料のみを含む製

品、または 

o マスバランス生産モデルに基づいて生産された製品であり、適格原料および非適格原料の両方を含む場合が

ある。 

要件をどのように解釈するか。 

ASC の生産モデル（飼料基準 付録 14） 

 

マスバランス生産モデル（飼料基準 付録 14） 

マスバランス生産モデルは、適格原料の投入と ASC 適合飼料の生産量を事務的に計上するシステムである。物理的

製品とは連動しておらず、物理的なトレーサビリティ（追跡可能性）の要件はない。 

セグリゲーション（分別管理）生産モデルとは異なり、マスバランス生産モデルを用いる場合、物理的製品は必ず

しも適格原料のみで構成されるわけではない。工場は原料アカウンティングシステム（IAS）を備える。IASの目的

は、受け入れる適格原料の投入量と、ASC 適合飼料の控除（または生産量）を記録することにある。 

注意: 

以下に要約する ASC の生産モデルは、他業界の基準において一般的に見られる他の CoC モデル（例：RSPO および

RTRS の CoC）と混同しないよう区別することが重要である。ASC 生産モデルの適用範囲はサプライチェーンには及

ばず、飼料工場の管理下にある間の原料および飼料製品にのみ適用される。しかし、工場は、デューデリジェン

スに基づくリスク結果を立証するため、適切なトレーサビリティ（追跡可能性）記録を整備しておくことが求め

られる。（飼料基準 付録 11 を参照。） 

https://data.asc-aqua.org/asc-vocabulary/
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マスバランス生産モデルは、原料アカウンティングシステム（IAS）で総量が監視されることを条件に、飼料製造工

程の任意の段階で適格原料と非適格原料の物理的混合を許容する。これにより、購入した適格原料の投入量に比例

して、生産量の一部（ASC 製品）について主張文を行うことが可能となる。 

カテゴリー1 植物性原料を除き、マスバランス生産モデルでは適格原料の最小必要数量は定められていない。したが

って、マスバランス生産モデルの下で製造された ASCの適合飼料の袋／バッチは、その袋／バッチの飼料中に物理

的に適格原料を一切含まない場合もあれば、逆に 100%の適格原料を含む場合もある。カテゴリー1 植物性原料の適

格量（基準指標 3.2.2）へのアプローチについては、以下のマスバランス計算の節でさらに詳述する。 

簡単に言えば、工場が完成品の数量に対して ASC の主張文を行うことができるのは、会計期間内に購入した適格原

料の同じ数量に基づく場合のみである。マスバランス生産モデルにおける会計期間は暦の 12 か月で、1 月から 12 月

までである。IAS を適格原料のための銀行口座と考える。これは、工場が 12 か月の会計期間内にその銀行口座から

「当座貸越」できることを意味する。ただし、会計期間の期末（すなわちその年の 12 月 30 日）までに、その銀行口

座（IAS）は残高が一致していなければならない。 

これには、会計期間末までに口座を一致させられるよう工場による先行計画が必要である。また、生産需要を満た

すのに十分な数量の購入済み適格原料が IAS に計上されていることを確保するため、部門間のコミュニケーション

も必要である。 

会計期間の期末に会計システムが貸越状態になるリスクを低減するため、製粉工場は月次または四半期ごとなど、

より定期的に口座残高を確認するべきである。こうすることで、適格量に不足が生じる可能性がある場合でも、追

加の適格原料の購入を手配する十分な時間を確保できる。 

製粉工場は、IAS を通じて全体数量が監視され、会計期間の期末までに量が均衡される限り、12 か月の会計期間中

に量を貸越してよい。 

あらゆる生産環境には歩留まりが存在する。これらの歩留まりは飼料基準 付録 14 で考慮されている。会計年度末

のバランス計算を実施する際、口座上の原料投入量と生産量が 100%一致する可能性は低い。これを踏まえ、最大 5%

の許容誤差からなる適合性の許容範囲（コンプライアンスウィンドウ）を設けることが推奨される。これは、不適

合が検討される前であれば、製粉工場の会計システムは最大 5%まで貸越可能であることを意味する。 

以下の例（図 6）では、飼料工場が購入した飼料原料は 10 トンであり、そのうち 6 トンが適格原料に由来し、4 ト

ンが非適格原料に由来すると工場が判定している。マスバランス生産モデルは、生産工程内で適格原料と非適格原

料を混合することを許容する。ただし、飼料工場は、適格原料の購入量に基づき、ASC 適合製品について 6 トン分の

み生産し、主張文を行うことが許可される。 

https://data.asc-aqua.org/asc-vocabulary/
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図 5：マスバランス生産モデル 

基準 3.2.1 適格量の計算。 

バランシングサマリーの計算は、同一の 12 か月の会計期間内で実施する。すなわち、受入側の適格量の計算は、出

荷量の計算と時間的に完全に重なる。ASC は、受入と生産の間に一般的に遅延があることを認識している。しかし、

同一の期間を比較し、実際に受け取った量を用いることにより、審査可能性と飼料工場間の一貫性が高まり、バラ

ンス計算が簡素化される。 

目的は適格量を算出し、受け入れた適格原料の量が原料の出荷量と一致するようにすることである。ただし、工場

に原料別の出荷量を算出する技術がない場合、出荷量は製品（飼料）別に算出することもできる。いずれの場合

も、（例えば）入荷したエンドウミールの量と出荷したエンドウミールの量を比較するのではなく、総量を比較す

る。 

初回審査 

初回審査では、審査員がサンプリングにより、暦年の開始（すなわち 1 月）以降に原料会計システム（IAS）に入力

された量が適格であることを検証する。 

飼料工場の初回審査における会計期間は、初回の認証日（例えば 6 月）からその年の 12 月までである。 
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すべての初回審査において、工場は IAS のバランスが取れていることを示す必要はない。会計期間の全期間がまだ

完了していないためである。IAS のバランシングサマリーの検証は次回（すなわちサーベイランス審査）で完了す

る。 

しかし、初回審査の前提条件の一部として、飼料工場は初回審査前に少なくとも一度、原料会計システムのバラン

シング演習を実施し、正確な算出に至っており、かつ記録をレビュー用に保管していなければならない。この演習

は、原料会計システムが有効かつ正確に機能していることを示せるものであることが求められる。 

適格量は、飼料工場が審査機関から肯定的な認証決定の通知を受領した後にのみ、IAS から控除できる（例：認証書

発行日／認証決定日）。 

（指標 3.2.2）マスバランス計算 

マスバランス生産モデル、計算方法および収支調整の詳細要件については、ASC 飼料基準の付録 14 を参照するこ

と。 

森林破壊および土地転換のないコミットメントに整合させるため、飼料基準の指標 3.2.2 は、調達した適格カテゴ

リー1 植物性原料（大豆およびパーム油）の量が、各会計期間に販売された適合飼料で使用された当該原料の量以上

であることを要求する。標準的なマスバランス会計の下では、総適格量の目標を満たすために、カテゴリー1 の適格

量を他の原料カテゴリーで代替することが可能である。意図は、適格な大豆またはパームの調達回避のリスクを低

減し、森林破壊／土地転換のないサプライチェーンに向けた進展を維持または強化することにある。 

調達の変動や業務の複雑性を考慮し、以下の条件を満たす場合、カテゴリー1 の適格原料の調達における最大 5％ま

での不足の許容が認められる可能性がある。 

• 不足の理由が正当化されていること（例：一時的な供給制約または納入遅延）、かつ 

• 不足が次の会計期間における是正調達で補填されること。 

例示シナリオ： 

1. 飼料工場は、2025 年の会計期間に ASC に適合する飼料（適合飼料）を 2 万トン生産・販売する。 

2. ASC の飼料配合に基づき、飼料組成の 20%はカテゴリー1 植物性原料（例：大豆、パーム）で構成される。 

3. 必要な適格植物性原料量 = 20,000 トン × 20% = 4,000 トン 

4. 飼料工場が供給元から調達した実際の適格カテゴリー1 植物性原料量は 3,850 トンである 

5. 量の計算： 

• 必要量：4,000 トン 

• 実績：3,850 トン 

• 不足：150 トン 

• 不足率： (150 ÷ 4,000) × 100 = 3.75% 

結果：不足は 5%の許容範囲内である。飼料工場は理由（例：供給遅延）を文書化し、次の会計期間で 150 トンの不

足を補填しなければならない。 

（基準 3.2.3） 
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飼料工場は、5%を超える変動が見込まれるかどうかを評価したこと、またその結果を適格量の計算に織り込んでい

ることを示す必要がある。 

原料の使用前に処理（例：水の抽出または添加、廃棄物の除去）が行われない場合、変動は想定されない。これ

は、事前処理を行わないことを明記した標準作業手順書（SOP）で裏付けることができる。 

飼料製品の製造前に処理が行われる場合は、SOP に文書化すべきである。例えば、原料を到着時と処理後に再計量し

ているか、または予想される／既知の変動を生産ソフトウェアに反映させているか、などである。 

（基準 3.2.4）年次報告 

当該工場は、マスバランス生産モデルの下で販売された製品の総量を毎年 ASC に報告する義務がある。報告された

数量は、審査の際に ASC の審査員が記録のサンプリングを通じて検証される。 

以下は、審査サイクルを通じて IAS の構築・運用がどのように進むかを示す例である。 

飼料工場である Animal Feed Inc.（AFI）は、ASC 認証の認証書の取得を検討している。飼料工場内のスペース制約

により、AFI の管理チームはマスバランス生産モデルで運用することを決定した。AFI は、適格原料の受入量および

マスバランス生産モデルの下で販売される ASC 適合の製品の数量を記録するため、原料アカウンティングシステム

（IAS）を導入する。 

選定した審査機関（CAB）と協働し、初回審査の日程を 2023 年 3 月とすることで合意した。 

初回審査 2023 年 3 月： 

2023 年 3 月の初回審査における IAS の概要 

初回審査では、審査員がサンプリングにより、暦年の開始（すなわち 2023 年 1 月）以降に認証単位（UoC）で受領

し IAS に入力された適格量が適格であることを検証した。 

これは次の方法で実施できる 

o デューデリジェンス報告書を確認し、当該適格原料が低リスクであることを示すために ASC 基準の要件

（ASC 要件）を満たしていることを検証する。 

o 関連する請求書および入荷記録と突合し、評価した原料が受領した原料と同一であることを検証する。 

審査員は、UoC が実施した直近の IAS バランシング作業も確認し、飼料工場が IASが有効かつ正確に運用されている

と確信していることを示す。 

留意点：初回審査では、飼料工場は IAS がバランスしていることを示す必要はない。会計期間 2023 年の全期間がま

だ完了していないためである。会計期間 2023 年のバランシングサマリーの検証は、2024 年の次回（サーベイラン

ス）審査で完了する。 
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表 3434：初回審査における IAS バランシングの例 

会計期間 2023 年（1 月

～12 月） 

2023 年に受け入れた適

格原料（MT） 

2023 年に販売した ASC

製品（MT） 
次の会計期間への繰越 

1 0 0  

2 1000 0  

3 0 0  

4 200 0  

飼料工場 認証取得 2023 年 5 月 

5 該当なし 該当なし  

6 該当なし 該当なし  

7 該当なし 該当なし  

8 該当なし 該当なし  

9 該当なし 該当なし  

10 該当なし 該当なし  

11 該当なし 該当なし  

12 該当なし 該当なし  
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合計 該当なし 該当なし 該当なし 

第 1 回サーベイランス審査 2024 年： 

2024 年 3 月のサーベイランス審査では、審査員がサンプリングにより、前年の会計期間（2023 年 1 月～12 月）に

IAS へ入力された数量が適格であったことを検証する。 

表 3535：第 1 回サーベイランス審査における IAS バランシングの例 

会計期間 2023 年（1 月

～12 月） 

2023 年に受け入れた適

格原料（MT） 

2023 年に販売した ASC

製品（MT） 
次の会計期間への繰越 

1 0 0  

2 1000 0 

3 0 0 

4 200 0 

飼料工場 認証取得 2023 年 5 月 

5 500 500  

6 300 300 

7 0 500 

8 1,200 300 

9 600 500 
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10 500 300 

11 700 500 

12 0 700 

合計 5,000 3,600 

繰越：   1,400MT 

質問：会計期間 2023 年の期末において IAS は適合しているか？ 

回答：はい、 

理由：飼料工場は 2023年の会計期間内に、販売した ASCマスバランス生産モデル製品（3,600MT）よりも多い適格原

料（5,000MT）を受け入れているためである。 

加えて、1,400MT の適格量を次の会計期間にキャリーオーバー（残留混入）できる（飼料基準 付録 14）。 

第 2 回サーベイランス審査 2025： 

（購入した適格原料はすべて実際に適格原料であると仮定する） 

 

表 3636：第 2 回サーベイランス審査における IAS の残高照合の例 

会計期間 2024 年（1 月

〜12 月） 
2024 年に受け入れた適

格原料（MT） 
2024 年に販売した ASC

製品（MT） 
会計期間 2024 年（1 月〜12

月） 

1 0 200 1,400 

2 1,200 300 

3 0 1500 

4 1,000 300 

5 500 500 
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6 300 300 

7 0 500 

8 1,200 1,300 

9 600 1500 

10 500 700 

11 700 500 

12 0 700 

合計 6,000 8,300 

キャリーオーバー（残留

混入）込み合計 
7,400   

質問：2024 年会計期間末時点の IAS は適合性があるか。 

回答：いいえ 

理由：2024 年の会計期間内に、飼料工場は購入した適格量および前年からのキャリーオーバー（残留混入）を合わ

せた総量 7,400MT を上回る ASC マスバランス生産モデル製品（8,300MT）を販売している。 

これは IASが 900MT（または 12％）超過していることに相当し、この例では審査員は重大な不適合を指摘する可能性

が高い。 

セグリゲーション（分別管理）生産モデル（飼料基準 付録 14） 

セグリゲーション（分別管理）生産モデルでは、すべての適格原料は、飼料工場の管理下にある間、すべての非適

格原料から物理的に分別されている。 

このモデルは、製品（ASC 飼料）の所有権を取得する者が、含有される適格原料が、同種の非適格原料から、飼料工

場の管理下にあるすべての段階を通じて物理的に分別されてきたことを確信できるようにするものである。 

https://data.asc-aqua.org/asc-vocabulary/
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図 6：セグリゲーション（分別管理）生産モデル 

セグリゲーション（分別管理）生産モデルを使用する場合、出荷製品（飼料）は適格原料のみ（飼料添加物を除

く）で構成される。そのため、施設内において、飼料工場がサイトに持ち込む可能性のある適格原料に分類されな

い原料から適格原料を識別し分別保持するための分別およびトレーサビリティ（追跡可能性）システムが必要であ

る。 

飼料工場は、分別生産モデルの下で販売した製品の総量を毎年 ASC に報告する義務がある。報告された数量は、審

査の際に ASC の審査員が記録のサンプリングを通じて検証される。 

上記の例（図 6）では、飼料工場が飼料原料を 10 トン購入している。デューデリジェンスのプロセスに従い、その

10 トンのうち 6 トンが適格原料（図の上部）と判断された。残りの 4 トンは非適格原料（図の下部）と判断され

た。これは、セグリゲーション（分別管理）生産モデルの下で ASC に適合する製品を 6 トン生産できることを意味

する。 

セグリゲーション（分別管理）生産モデルの下では、飼料工場の管理下にあるあらゆる工程において、すべての適

格原料をすべての非適格原料から物理的に分離して保持し、生産全体および受け入れ時点に遡ってトレーサビリテ

ィを確保する。 

飼料工場は、管理下にある間、適格原料およびそれに続く飼料製品の物理的分別を常に確実にするため、十分な容

量（例：個別のサイロ／容器）と、所要のプロセスおよび手順を整備しておくことが求められる。 
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セグリゲーション（分別管理）生産モデルの下で製品を生産する際の生産スケジューリング指針： 

適格原料を非適格原料から分別することを確保するために、飼料工場で採用し得る方法はいくつか存在する。飼料

工場の規模と能力によって、最適に機能する方法は左右される。 

飼料工場は、適格原料と非適格原料の代替または管理されない混合のリスクを低減し（可能な場合は除去し）、原

料、中間品および最終製品の取扱いに関する管理策および手順を策定するため、リスクアセスメントを実施するこ

とがある。 

実施し得る管理策の例を以下に示す。 

物理的分別：適格原料は非適格原料から物理的に分別する。加えて、セグリゲーション（分別管理）生産モデルの

下で製造された後続の ASC製品は、マスバランス生産モデルで製造された製品または非 ASC 製品から物理的に分離

される。これは、例えば、専用サイロ、専用保管エリア、専用（例：色分け）生産設備、専用生産ラインの使用を

含み得る。 

時間分別：製品を同一の工場エリアまたは同一の生産ラインで取り扱う必要がある場合、時間分別の活用を検討で

きる。これは、専用生産ラインのための十分なスペースまたは能力がない工場環境で用い得る。生産計画により、

リスク順に生産をスケジューリングできる。例えば、ASC のセグリゲーション（分別管理）生産モデルの製品を先行

させ、次に ASC のマスバランス生産モデルの製品、最後に非 ASC の養殖製品を 1日の終わり／シフトの終わり、ま

たは洗浄作業の前に配置するようスケジュールすることで、段取り替えの頻度を最小化できる。 

システムのパージ／フラッシング：最小限のドライクリーニング工程しかない閉鎖型の生産システムがある場合、

飼料加工設備をフラッシングまたはパージすることで、飼料バッチ間の汚染を防止できる。あるバッチから次のバ

ッチへの残留物の移行は、キャリーオーバーと呼ばれることがある。設備のフラッシングは、システム内で以前に

製造された製品に由来する潜在的なキャリーオーバーを除去するための方法の一つである。 

ミルは、例えば非 ASC 製品のバッチから、ASC セグリゲーション（分別管理）生産モデル（分別生産モデル）製品

のバッチへ切り替える間に、生産ラインをパージまたはフラッシングすることができる。ラインは適格原料のみを

含む製品でフラッシングすることができる。このフラッシングに用いた製品は、その後「非適格」と指定される

（適格品と非適格品の混合物を含むことになるため）。これは別途保管し、後に ASC マスバランス生産モデルの下

で製造される製品、または非 ASC 製品に使用できる。 

工場は、システムをフラッシュするために必要な適切な製品量を決定するため、体積計算を実施できる。計算で

は、配管の長さと直径、稼働率／ライン速度など複数の要因を考慮してもよい。工場がこの計算を行うと決定した

場合、適格原料と非適格原料のキャリーオーバーや混合が生じないことを確実にするため、必要量に対して 5%の上

乗せのようなバッファ体積を追加することを望む場合がある。工場は、自社の生産ラインおよび設備に基づくフラ

ッシュ量を検証する証拠として、計算の詳細を保管できる。 

 

注意: 

適格原料と非適格原料の流れの間で処理設備をフラッシング／パージすることは管理手段として用いることがで

きるが、バッチ／製品間の物理的清掃は ASC 飼料基準では要求されない。 
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トレーサビリティシステムの検証テストの実施方法 

飼料基準 付録 14 に従い、工場はトレーサビリティの検証テストを実施する義務がある。これは ASC 審査員が実施

する垂直トレーサビリティ審査に類似しているが、確立されたトレーサビリティおよび分別システムを実証する責

任を工場に課すものである。 

ミルのトレーサビリティ（追跡可能性）システムは前方トレースと後方トレースを提供するため、システムは両方

向で試験されるべきである。例えば、特定のバッチ（既知の数量）の適格原料を選定し、生産工程から出荷まで前

方トレースして、どの最終製品に使用されたかを特定できる。 

前方トレースの能力は、ミルが従業員によるバッチ配合時の原料誤使用を発見した場合に必要となる。また、ミル

が原料サプライヤーを変更し、その原料が適格原料であることを確認するためのデューデリジェンスを実施しなか

った場合にも必要となる。ミルは、当該製品を受領した直近の顧客と、自社施設内における影響を受けた製品の所

在を特定できる。 

セグリゲーション（分別管理）生産モデルの下で製造された ASC 製品も選定し、後方トレースによって、その製造

に使用したすべての適格原料（およびバッチコード）を示すことができる。 

試験には、完成品を受け取った顧客の特定と、適格原料を供給したサプライヤーの特定を含めるべきである。 

工場は、トレーサビリティテストを通じて、特定の原料（複数可）の所在（場所および量）を説明できることを実

証する必要がある。試験には数量チェックを含む場合がある。製品の複雑さによっては、数量チェックを常に 4 時

間以内に実施できるとは想定しない。目的は、適格原料の 1 バッチ全量の使用状況を説明可能とすることにある。

これは、特定の原料に基づいて問題が発生し、製品の取り消しが必要となる場合に、トレーサビリティシステムが

有効に機能できることを確保するのに資する。 

前方トレーサビリティおよび数量チェックは通常、次のとおりに実施する。 

o 特定の適格原料のバッチコードを選定する。 

o 当該バッチコードで供給された適格原料の原料製造者および数量を特定する。 

o 当該バッチコードの適格原料が使用された飼料配合を特定する。 

o 生産計画および生産・バッチ記録を用いて、選定した原料バッチが各製品で使用された数量を算出する。 

o 倉庫内に残存する未使用分（当該バッチの未使用部）の数量を算出する。 

o セグリゲーション（分別管理）生産モデル（分別生産モデル）の下で、完成品のロット／バッチを識別し、

特定された各顧客向けに生産・出荷された数量を特定する 

o 発生した廃棄物の数量を特定する 

注意: 

セグリゲーション（分別管理）生産モデル製品が非適格原料と偶発的／意図せざる混合を起こした場合に取るべ

き行動の詳細については、飼料基準の付録 12 に詳述された非適合製品手順を参照すること。 
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o 工場の管理下に残る最終製品の所在および数量を特定する 

o 納入数量を、使用量と未使用在庫の合計と照合する。 

o 演習の開始時刻および終了時刻。 

場合によっては、数量確認の完了には多大な時間と資源を要することがある。トレーサビリティテストがすべての

資材を 100%の精度で説明できる可能性は低い。しかし、製粉所は、いかなる不一致についても正当化し、その例外

措置の性質を理解していることを示す必要がある。これは製品特性（例えば水分の抽出または添加）に内在する場

合や、設備での典型的なロスに起因する場合がある。これに加え、通常の流通チャネルに入らない製品（または関

連する原料）について、製粉所が文書を提示できる場合がある。これには、原料の試験のために取り除かれた原料

または完成品、仕掛品または完成品、販促用サンプルが含まれる場合がある。これらのロス量を量として計上する

目的は、特定ロットの製品または原料の全量について製粉所が説明できることを示すことであり、特にロットが誤

表示と判定された場合や、誤って非適格原料を含むと判明した場合に重要である。トレーサビリティテストにおけ

る数量検証は、トレーサビリティの有効性を測る有用な指標であり、改善余地のある領域を明らかにする。 

ロットコードまたはその他の固有識別子を含む船荷証券等の受入記録は、受け入れた原料の同一性を確立する。同

一の固有識別子を付した原料倉庫の保管記録は、倉庫内における原料の所在を確立する。倉庫の「ピック」記録

は、倉庫からの搬出および計量・配合（バッチング）や／または生産エリアへの配送を文書化する。バッチ記録

は、適切に作成されていれば、最終製品の各ロットにおける原料の使用（および量）を文書化する。これらの各記

録は、前段の生産工程へのトレーサビリティ（追跡可能性）のあるリンクを確立する。工場は、ラベルの現物サン

プルを保管するか、使用したラベルまたはコードを撮影することにより、使用したラベルまたはコードに関するよ

り強固な記録を作成することもできる。 

魚粉や魚油のようなバルクの原料は、飼料工場にとってトレーサビリティ（追跡可能性）上の課題となる。大規模

施設では、これらの原料はロットの明確な区分や切り替えを設けずに、貯蔵用サイロやタンクに受け入れられるこ

とが多い。重力を利用して上部から投入し、下部から排出する。これらの貯蔵設備は排出や清掃の頻度が低い場合

があり、原料のロット／バッチ間に明確な切替点を確保できない。バルク原料を使用する飼料工場は、製品回収の

対象となり得る数量が大きくなり、製品や原料の追跡がより困難になるおそれがある。しかし、これは大規模な飼

料工場では一般的な運用であり、飼料工場はロット間の検証可能な区切りを特定するための手順を定め、サイロや

タンクの継ぎ足し日を記録して、新しいロット／バッチの時系列を確立できる。 

ASC の審査の際、審査員は工場に対し、完全な「垂直」審査の実施を求める場合がある。これには、セグリゲーショ

ン（分別管理）生産モデル（分別生産モデル）の下で製造された特定バッチ製品の、工場の生産工程を通じたトレ

ーサビリティ（追跡可能性）と、製品または原料に関連するサイト記録のレビューが含まれる。記録には、例え

ば、サプライヤー承認、原料の適格性ステータスを示すデューデリジェンス記録、受入伝票、工程記録、出荷記録

などが含まれ得る。ただし、トレーサビリティ（追跡可能性）の審査に、サプライチェーンの他の地点でのみ保管

される記録（例：原料サプライヤーの加工記録）を含めることは想定していない。 

（ASC 飼料基準の付録 14）。飼料工場は少なくとも年 1 回、トレーサビリティ（追跡可能性）システムの試験を実

施する必要がある。 

トレーサビリティ（追跡可能性）演習は 4 時間で実施できることが想定されている。これは、潜在的な非適合製品

を適時に特定できるようにするためである。 

https://data.asc-aqua.org/asc-vocabulary/
https://data.asc-aqua.org/asc-vocabulary/
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トレーサビリティ（追跡可能性）を確保するための堅牢な文書化されたシステムは、セグリゲーション（分別管

理）生産モデル（分別生産モデル）の下で製品を製造するための ASC 要件の達成を飼料工場が満たすのを支援し、

非適合製品が検出された場合（例：生産工程中の適格原料と非適格原料の混合）に、影響を受ける製品を迅速に特

定するのに役立つ。 
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表示 
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表示 

これは飼料基準のどの判定基準に適用されるか。 

判定基準 3.3 - UoC は、製品を正しく表示すること。 

この判定基準の意図は何か。 

この基準の目的は、ASC 製品が、封緘済みの飼料袋であっても、サイロやタンクローリー等のバルク形態であって

も、一貫した方法で容易に識別できるようにすることにある。 

要件をどのように解釈するか。 

（3.3.3）マスバランス生産モデルの下で製造された密封袋詰め製品について、工場は物理的識別（例：ラベル、バ

ーコード等）を行うことが求められる。製品が物理的に識別されていない場合（例：バルクのタンクローリーやサ

イロ）、製品に付されたバッチ／ロット番号は、請求書等の随伴する販売文書の該当明細行と紐づけられていなけ

ればならず、当該明細には許容される飼料に関する表示が明確に記載されていなければならない。 

詳細は飼料工場向けの ASCライセンスガイドを参照のこと。 

（3.3.4）セグリゲーション（分別管理）生産モデルの下で製造された製品について、工場は物理的識別（例：ラベ

ル、バーコード等）を行うことが求められる。製品を物理的にラベリングできない場合（例：バルクのタンクロー

リー／サイロ）、製品のバッチ／ロット番号は、請求書等の随伴する販売文書の明細行と紐づけられていなければ

ならず、当該明細には許容される飼料に関する表示が明確に含まれていなければならない。 

詳細は飼料工場向けの ASCライセンスガイドを参照のこと。 

これに加えて、工場は、セグリゲーション（分別管理）生産モデルの下で製造されたすべての製品について、飼料

名称の一意性（各飼料名称）を審査機関（CAB）に提供する。審査機関は、その後、各飼料名称の一覧を認証書のス

ケジュール又は付属書に含める。 

 
 
 

https://asc-aqua.org/business/our-label/
https://data.asc-aqua.org/asc-vocabulary/
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宣言 

これは飼料基準のどの判定基準に適用されるか。 

判定基準 3.4 - UoC は、製品の特性について透明性を持つ。 

この判定基準の意図は何か。 

本基準の目的は、ASC 製品の購入者によるサプライチェーンにおける下流側の影響の算定を支援することにある。 

要件をどのように解釈するか。 

(3.4.1) 窒素（N）含量は、たんぱく質含量を 6.25 で除して算出可能である。 

(3.4.3) この指標は、製粉所が原料として供給元から潜在的に薬物を含むか汚染されているものではなく、特に薬

物を ADD する状況に関連している。 

医薬用の飼料添加物には、抗生物質類や寄生虫駆除剤など、さまざまなものがあり得る。これは医薬品が何である

かに関する EU の定義に従うものであり、抗酸化剤、ビタミン、ビタミン前駆体、プロバイオティクス等の他の機能

性原料には関係しない。 

有益なリソース 

医薬品添加飼料の製造、市場への供給及び使用に関する、2018 年 12 月 11 日付けの欧州議会及び理事会規則（EU）

2019/4 であり、欧州議会及び理事会規則（EC）第 183/2005 号を改正し、理事会指令 90/167/EEC を廃止する 

https://eur-lex.europa.eu/legal-content/EN/TXT/?uri=CELEX:32019R0004 

欧州議会及び理事会の規則（EC）第 1830/2003 号（2003 年 9 月 22 日）—遺伝子組換え生物のトレーサビリティ（追

跡可能性）及び表示並びに遺伝子組換え生物から生産された食糧及び飼料製品のトレーサビリティ（追跡可能性）

に関するもの、並びに指令 2001/18/EC を改正するもの https://eur-lex.europa.eu/legal-

content/EN/TXT/PDF/?uri=CELEX:32003R1830&qid=1548346684302&from=EN 

https://eur-lex.europa.eu/legal-content/EN/TXT/?uri=CELEX:32019R0004
https://eur-lex.europa.eu/legal-content/EN/TXT/PDF/?uri=CELEX:32003R1830&qid=1548346684302&from=EN
https://eur-lex.europa.eu/legal-content/EN/TXT/PDF/?uri=CELEX:32003R1830&qid=1548346684302&from=EN
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付録 1：リスクマネジメント枠組み 
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付録 1：リスクマネジメント枠組み 

ASC 飼料基準の付録 7 は、リスクを管理するために必要な手順を示すフローチャートを提示している。目的は、特定

のトピックについて適切なリスク水準（低・中・高）を決定し、リスク水準を低下させる方策を特定・実施し、リ

スクを監視する指標（Indicator）を定義し、行動を開始するための指標閾値を定めることにある。全体目標は、中

または高であるいかなるリスクも、適切な方策や行動の策定を通じて低リスク水準まで低減することを確実にする

ことである。 

効果的なリスクアセスメントは、関連する経験、資格、および能力を有する職員が実施する。これらは、健康・安

全の審査に関して、ASC 飼料基準の付録 10 の表 11 に概説されている。以下の 3 つの表は、UNDP が 2016 年の Social 

and Environmental Screening Procedure（社会・環境スクリーニング手続）で作成したものである。25 

表 37：リスクの「影響」のランキング 

スコア ランキング 社会的・環境的影響 

5 危険 人間集団および／または環境に対する重大な悪影響。規模および／または空間的範囲

（例：広大な地理的範囲、多数の人々、越境的影響、累積的影響）と期間（例：長

期、恒久的および／または不可逆的）が大きい悪影響である。影響を受ける地域に

は、価値と感受性が高い地域（例：価値の高い生態系、重要生息地）が含まれる。先

住民族の権利、土地、資源および領域への悪影響。大規模な立ち退きまたは再定住を

伴う。大量の温室効果ガス排出を生じる。影響が重大な社会的対立を引き起こす可能

性がある 

4 深刻 人々および／または環境に対する中程度から大きな規模・空間的範囲・期間の悪影響

であり、最重大レベルよりは限定的である（例：予見可能、主として一時的、可逆

的）。人権、土地、天然資源、領域、および先住民族の伝統的生計に影響し得るプロ

ジェクトの潜在的リスク影響は、少なくとも潜在的に深刻であると見なすべきであ

る。 

3 中程度 規模が小さく、スケールが限定的（サイト限定）で、期間（一時的）も限定的な影響

であり、比較的単純で一般に受け入れられた措置により回避、管理および／または軽

減が可能である 

2 小 規模（例：影響範囲が小さい、影響を受ける人数がごく少ない）および期間（短期）

の観点で非常に限定的な影響であり、容易に回避、管理、軽減できる 

 

25https://www.undp.org/publications/undps-social-and-environmental-screening-procedure-sesp 

https://www.undp.org/publications/undps-social-and-environmental-screening-procedure-sesp
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1 無視可能 地域社会、個人および／または環境への悪影響が無視可能である、または存在しない 

 

表 38：リスクの「確率」のランキング 

スコア ランキング 

5 期待される 

4 発生可能性が非常に高い 

3 発生可能性が中程度 

2 発生可能性が低い 

1 わずか 

 

表 39：リスクの「重要度」の判定 

影響 

（表 34） 

5      

4      

3      

2      

1      

 1 2 3 4 5 

確率（表 35） 

緑＝低、黄＝中／中程度、赤＝高 

 

 


